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　当社グループは1905年の創業以来120年近くの歴史を
通して，多様な事業領域で社会やお客様のニーズを満た
すための事業活動を通じて培った多様な技術を保有して
おり，2014年技術開発本部においてそれらを21のコア技
術として分類し，様々な事業課題やお客様の課題解決に
活用しつつ育成してきた。当社グループは大きく素材系
事業，機械系事業，電力事業の三つの事業セグメントを
有する企業であり，21のコア技術はこの三つのセグメン
トでの活動から派生した技術に加え，ものづくりに係る
共有の技術群から成る。その適用範囲は当社グループ内
部における製品開発やものづくりはもちろん，二次加工
メーカのお客様における課題の解決におよぶ場合もあ
る。そのため，この整理は広くお客様にもご紹介しなが
ら，社内外のコミュニケーションツールとしても定着し
てきた。（図 1 ）
　世の中の変化は大きく激しく，予測も困難になってい
る。こうした中で，変化に適応しながらも決して流され
ることなく，社会における自らの役割や使命を見定め持
続的な成長を果たすために，当社グループは「安全・安
心で豊かな暮らしの中で，今と未来の人々が夢や希望を
かなえられる世界」をKOBELCOの実現したい未来とし
て掲げる現在の企業理念を2020年に制定した。さらに
2021年 5 月には持続可能な社会の実現に向け，社会課題
の解決や新たな価値創造を通じて収益力を確保しつつ持
続的に成長し，中長期的な企業価値向上を目指すために
当社グループが取り組むべき重要課題として，五つのマ
テリアリティを特定し公表した。五つのマテリアリティ

は，三つの価値創造領域，二つの経営基盤領域の重要課
題から構成される。（図 2 ）
　本特集は，このうちとくに三つの価値創造領域である

「グリーン社会への貢献」，「安全・安心なまちづくり・
ものづくりへの貢献」，「人と技術で繋ぐ未来へのソリュ
ーション提供」のそれぞれにおいて，21のコア技術がど
のように活用され，どのような可能性を開くのか，お客
様をはじめ多くの方々に当社グループをさらに知ってい
ただくための試みとしてまとめたものである。
　当社グループは，草創期のごく短期間のうちに現在の
事業の原型となる事業を次々に立ち上げた歴史がある。
いわゆる事業の成熟に伴う多角化ではなく，その時代の
社会の発展に欠かせない鉄鋼・鋳鍛鋼や，銅・アルミ・
チタンといった非鉄金属，産業機械などに係る事業を
次々と興していった。これらは当時の日本にとって重要
な分野であり，国産化が悲願とされる分野でもあった。
最初から社会の実用に供されることが求められていたた
め，国内に無い技術は海外にも求めた。その流れは現在
にも続いており，素材・機械・電力の各分野で当社グル
ープが提供する技術・製品・サービスは社会インフラに
結び付くものが現在でも多く，お客様は世界各国にも広
がっている。
　どの分野も社会インフラや産業の基礎を支える素材や

KOBELCOのマテリアリティと価値創造を支える
21のコア技術特集の発刊にあたって
後藤有一郎
執行役員　技術開発本部長

21 Core Technologies Supporting KOBELCO’s Materiality and 
Value Creation
Yuichiro	GOTO
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（巻頭言）

図 1   21のコア技術
Fig. 1   21 Core technologies

図 2   KOBELCOグループのマテリアリティ
Fig. 2   Materiality of the KOBELCO group
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機械が大半であるため，最終製品としてあまり目立ちは
しないが，製品機能としての高い信頼性や工業製品とし
てお客様に提供するための高い技術力がどの分野にも共
通に求められた。さらに実際にそれらが機能を発揮する
のはお客様の製品の内部やお客様の工場・フィールドで
あり，素材の使い方や二次的な加工に係るソリューショ
ン，機械装置の保全・メンテナンスや時に当社グループ
の製品とお客様の生産設備との間で生じる様々な課題を
解決するためのソリューションも必要とされた。当社グ
ループが現在保有するコア技術は，こうした言わば社会
における「実用の世界」への適用を通じて試され，育ま
れてきたのだと捉えている。
　このように当社グループが長年身を置いてきた，「実
用の世界」にも近年大きな変化が訪れ，その変化は速度
を増している。一つは「先端技術の世界」。この世界は
この数十年で劇的に進歩した科学技術の恩恵を背景に，
技術によって達成できる範囲も深さも大きく広がってき
た。そして「持続可能性の世界」。この世界は我々や我々
のお客様が住む実用の世界で重んじられる経済合理性を
いったん脇においてでも，自然界における人間社会の持
続可能性に焦点を当てる価値観である。さらに，デジタ
ルやAIなど新技術によるものづくりの抜本的進化を価
値観とする「プロセス変革の世界」。これは第四次産業
革命などとも表現されるが，ものづくりのプロセスの変
革がものづくりの方法を進化させるだけでなく，ビジネ
スモデルそのものにも深く影響をおよぼし始めている。

（図 3 ）
　ただ，こうした大きな変化の中でも確かであると思わ
れるのは，先端技術，持続可能性，プロセス変革といっ
た価値観レベルでの大きな変革であってさえも，最終的
には実用の世界の価値観，すなわち経済的な成立性や信
頼を置くことができる品質，といった価値観と交わり，
それを確かなものにしなければ社会に広げていくことは
難しい，ということである。その交わりの過程で，様々
な実験的な試みがこれからもより大きな規模で広範囲に
行われる。それでも我々のお客様や，社会が住む実用と

いう世界における原則から逃れることはできない。これ
から我々技術陣に求められるのは，社会にとってより望
ましい先端技術や，資源リサイクルやCNをはじめとす
る持続可能性の世界，プロセスの変革を如何に実用の世
界に近づけていくことができるか，またそれを受け入れ
ることができるように，実用の世界を変化させていくこ
とができるか，その知恵と技術なのだと考える。お客様
や社会の課題の中に身を置きながら，21のコア技術を掛
け合わせ，世の中に存在するより広範な技術との共創も
通じてそれをしっかりと考えていきたい。
　本特集では，実用の世界，先端技術の世界，持続可能
性の世界，プロセス変革の世界という社会課題の解決に
つながる四つの価値観の中で育まれ，最終的には実用の
世界に焦点を合わせ，試される当社グループの21のコア
技術を再整理した。そして21のコア技術それぞれが，ど
のようにKOBELCOが掲げる価値創造領域の三つのマテ
リアリティにつながっているのか，そのつながりの今と
これからについて展望を含めまとめた。お客様をはじめ
関係各位から忌憚（きたん）のないご意見をいただくと
ともに，本特集が，個社では取組みの完結し得ない，こ
れからのより大きな社会課題の解決に向け，ステークホ
ルダの皆様と対話を進めるための一助となれば幸いであ
る。

図 3   社会課題の解決につながる 4 つの価値観
Fig. 3   Four values that lead to solving social issues
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まえがき＝2015年，COP21でパリ協定が，国連サミッ
トでSDGsがそれぞれ採択されて以降，先進国における
気候変動への取り組みが一気に加速している。日本でも

「2050年カーボンニュートラル」を宣言しており，政府
のグリーン成長戦略においては「温暖化への対応を，経
済成長の制約やコストとする時代は終わり，国際的に
も，成長の機会と捉える時代に突入」とされている。
　当社グループでは，マテリアリティ（重要課題）の一
つに「グリーン社会への貢献」を掲げ，「カーボンニュ
ートラルへの挑戦」として，気候変動対応と資源循環対
応への取り組みを統合的に進めている。当社グループは
生産プロセスでのCO2排出量の多い事業者であると同時

に，CO2削減への貢献度の高い技術・製品・サービスを
数多く保有しており，表 1 に示すように「生産プロセ
スにおけるCO2削減」および「技術・製品・サービスに
よるCO2排出削減」という二つの側面で，2030年目標お
よび2050年ビジョンを，それぞれ設定している1）。2050
年までのカーボンニュートラル実現に向けては，グルー
プが保有する多様な事業と技術の掛け合わせによる当社
ならではの新たなイノベーション創出を目指している。
　本稿では「グリーン社会への貢献」に向けた当社グル
ープならではの取り組みを，それを支えるコア技術と共
に概説する。

KOBELCOグループのグリーン社会への貢献を支えるコア
技術
出浦哲史＊1（博士（工学））

Core Technologies Supporting Kobelco Group’s Contributions to Green 
Society
Dr.	Tetsushi	DEURA

要旨
当社グループでは素材・機械・電力にまたがる幅広い事業活動を通じて，グリーン社会に貢献する多様な技術・
製品・サービスを提供してきた。2050年のカーボンニュートラルへの挑戦に向けては，これまで培ってきたコア技
術群の活用や掛け合わせによる当社グループならではのCO2 削減ソリューションの創出に積極的に取り組んでい
る。

Abstract
Throughout its diverse business activities spanning materials, machinery, and electric power supply, the 
Kobelco Group has offered a wide range of technologies, products, and services that contribute to a green 
society. In pursuit of the challenges of achieving carbon neutrality by 2050, the Kobelco Group is actively 
engaged in creating unique CO2 reduction solutions by leveraging and combining the core technologies it has 
cultivated over time.

検索用キーワード
カーボンニュートラル，CO2排出削減，MIDREX，水素，バイオマス，CCUS，プロセス機器，資源循環
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（解説）

＊1 技術開発本部　機械研究所

表 1   KOBELCOグループにおける2030年目標および2050年ビジョン1）

Table 1  Kobelco Group’s targets for 2030 and a vision for 20501）
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1．製鉄プロセスにおけるCO2削減への取り組み

　鉄鋼業からのCO2排出量は，国内における産業部門の
CO2 排出量の40％（我が国全体の排出量の14％）を占
める2）。当社グループにおいても1），製鉄プロセスの
CO2削減はカーボンニュートラル実現に向けての大きな
課題であり，独自のCO2削減ソリューションの開発に積
極的に取り組んでいる。
1. 1　MIDREX®プロセスによる直接還元鉄製造
　当社グループ独自のCO2削減ソリューションの核とな
る技術は，天然ガスを用いた直接還元製鉄法として豊富
な実績を有するMIDREX®プロセスである。本プロセス
は1970年代に海外プラント事業を積極推進する過程に
おいて，天然ガスが豊富な中東地域で受注した一貫製鉄
所の鉄源製造手段としてMidrex社から導入したプロセ
スであり，その将来性を見越して1983年に同社を買収
した。当時は直接還元鉄プラントの黎明（れいめい）期
であり，当社も技術開発を支援しながら，プロセスの完
成度を高め，実績を積み上げてきた結果，現在は世界の
直接還元鉄の約 6 割（天然ガスベースでは約 8 割）が本
プロセスによって生産されている。鉄鉱石の還元材とし
て天然ガスを利用することから，CO2排出量の少ない製
鉄プロセスとして近年，注目度が高まっており，さらな
るCO2 削減に向けた100%H2 還元技術も既に商業化フェ
ーズにある。
1. 2　高炉での直接還元鉄多配合技術
　直接還元鉄（以下，還元鉄）は，不純物の少ない清浄
鉄源として主に電炉原料として利用されてきたが，当社
では還元鉄の高炉利用にも積極的に取り組んでいる。
2023年には，加古川製鉄所の実機高炉にMIDREX® プ
ロセスで製造された還元鉄（HBI：Hot Briquetted Iron）
を多量装入することで還元材としての石炭使用量を低減
し，高炉からのCO2排出量を従来比で約25%削減できる
技術を実証した 3）。これは大型高炉での安定操業を維持
しながらのCO2削減量としては世界最高水準の実績であ
る。高炉HBI多量装入は当社独自の高炉操業技術によ
って実現したものであるが，これはコストダウンを主目
的とした高難度の操業諸元，すなわち「高炉業界トップ
レベルの限界操業」を長年にわたり追求してきた過程で
蓄積された技術である。具体的には，安価原料を使いこ
なし，還元材比（溶銑（ようせん）1 トンあたりの還元
材総重量）も変えながら，熱制御を安定化するために開
発された「コークス中心装入」や「ペレット多配合」な
どの技術群であり，装入物分布による通気制御や実機評
価手法など独自のノウハウがそれにあたる。これらの独
自知見が，CO2削減を主目的とした高炉HBI多量装入時
にも大いに活用されており，大型高炉で前例のない還元
鉄装入量を達成すると共に，同一投入量で比較した場合
においても，従来他社実績を上回るCO2削減を実現した。
1. 3　製鉄プロセスからのCO2 削減を支えるコア技術
　MIDREX®プロセスは，制約条件の異なる世界中のお
客様のニーズに合わせて還元ガス組成や還元鉄品質を対
応させうる柔軟性が強みの一つであり，本特集号で取り

上げる「還元鉄製造技術」や「熱・流体制御技術」など
のコア技術が，多様なニーズに合わせたプロセス条件の
最適化に貢献している。
　HBI多配合時の高炉は限界操業に近く，今後CO2削減
と安定操業・コストアップ抑制を実現するためには，AI
操炉による炉況予測やセンシング技術の革新が不可欠で
ある。本特集号では，次世代の高炉操業を下支えする「プ
ロセス制御技術」や「特殊条件下での計測技術」，「デー
タ駆動科学・AI応用技術」などのコア技術についても
紹介する。

2．プロセス機器によるグリーン社会への貢献

　当社グループは1915年に国産初の高圧空気圧縮機を
製造して以来，石油精製や製鉄，ガス・エネルギーなど
の産業プロセスに欠かせない「プロセス機器」を数多く
商品化してきた。主要メニューである圧縮機，冷凍機，
ヒートポンプ，熱交換器（気化器など），水電解水素製
造装置，グラスライニング反応容器などのプロセス機器
に関しては，いずれも業界トップクラスの技術を保有し
ており，環境変化に合わせた付加価値の高い製品・サー
ビスを提供し続けている。
　グリーン社会においては，産業プロセスの大きな変化
が想定されるが，当社グループは多様なプロセス機器開
発を通じて蓄積してきた経験と技術力を活かすことで，
今後のプロセス変革にも柔軟に対応することができる。
さらに，エンジニアリング事業で培ったプロセスエンジ
ニアリングや運転マネジメントのノウハウも活用するこ
とで，次世代エネルギーやカーボンリサイクルのサプラ
イチェーンへの大きなソリューション提供者にもなり得
る。本章では代表的な当社プロセス機器と，それらの掛
け合わせによる当社グループならではのトピックスを紹
介する。
2. 1　CO2 削減に貢献する当社グループのプロセス機器
　当社のプロセスガス圧縮機事業の特長は主要な圧縮方
式（スクリュ・ターボ・レシプロ）を全て設計・製造が
可能な点である。環境規制を背景とした需要拡大が見込
まれるLNG運搬船エンジン燃料ガス用圧縮機において
も，低圧スクリュ機から高圧レシプロ機までメニュー化
しており，幅広いニーズへの最適な選択肢を提供するこ
とができる4）。そのほかにも，二酸化炭素貯留（CCS：
Carbon Capture and Storage）用途に用いられるCO2圧
縮機の省エネルギー化を狙いとして，ターボ圧縮機の一
種である増速機内蔵型遠心圧縮機の高圧CO2対応を実現
し，従来の 1 軸型遠心圧縮機よりも動力消費量を削減す
ることに成功した5）。
　当社はLNG気化器のトップメーカでもあり，国内外
へ多数の納入実績がある。最近は省エネルギー化を狙
いとした冷熱有効活用のニーズが高まっており，気化
時 の 冷 熱 回 収 に 適 し た 中 間 媒 体 式 気 化 器（IFV：
Intermediate Fluid type Vaporizer）の導入を検討する
案件が増えている。将来のカーボンニュートラル社会に
向けては，LNGから液化水素への燃料転換も想定される
が，これまでIFV方式の液化水素気化器は無かった。そ
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こで当社ではLNG気化器で培った技術を活用したIFV
方式の液化水素気化器の実証を推進している6）。
　（株）神鋼環境ソリューション（以下，SKS）では，固
体高分子電解質膜（PEM：Polymer Electrolyte Membrane）
を用いて水道水から高純度水素ガスを製造する水電解水
素製造装置（商品名HHOG：High-purity Hydrogen Oxygen 
Generator）を1990年代に開発・商品化した。当初は半
導体・電子産業や金属熱処理向け工業ガスのオンサイト
供給を主用途としており，既に200基を超える国内トッ
プの安定稼働実績が強みである。最近はカーボンニュー
トラルを背景にエネルギー用途向けの需要が急拡大して
おり，今後は電解電力として再生可能エネルギー（以下，
再エネ）を利用した「CO2フリー水素（グリーン水素）」
のニーズも増加すると想定される。再エネ利用時の課題
は，再エネ由来電力の変動に水電解反応をいかに追従さ
せるかであるが，当社グループでは，環境省プロジェク
トにて，再エネ＋水電解によるグリーン水素安定製造の
実証に成功した7）。
　今後も当社グループでは，カーボンニュートラルに向
けた化学・エネルギープロセスの変革に必要な，特長あ
るプロセス機器を通じて，グリーン社会に貢献してい
く。
2. 2　当社プロセス機器を組合せた「ハイブリッド型水

素ガス供給システム」の実証
　当社グループでは，カーボンニュートラル社会におけ
る「安定かつ安価な水素供給」というソリューション提
供を狙いに，「ハイブリッド型水素ガス供給システム」
の実証を推進している8）。このシステムは，当社グルー
プが強みを持つ，以下の三つの技術より構成されている。
　①IFV方式の極低温液化水素気化器
　②再エネを活用した水電解水素製造装置
　③“創る・使う”を監視制御する運転マネジメント
具体的には，図 1 のように，液化水素の気化器と再エ
ネ＋水電解装置をパラレル配置した「ハイブリッド型」
の水素供給システムによって，コストミニマイズと再エ

ネ特有の供給不安定性の解消の両立を図っている。加え
て，液化水素の気化時に発生する冷熱を，工場内設備冷
却や空調，ヒートポンプなどに利用するなど，お客様の
プロセス効率向上・省エネルギー化にも対応可能である。
2. 3　CO2 削減に貢献するプロセス機器の開発を支える

コア技術
　既述のように，カーボンニュートラルを背景とした，
各産業分野におけるプロセス革新に伴い，「プロセス機
器」への要求スペックも変化し，過去に経験のない設計
仕様・運転条件への対応も増えている。いっぽうで，「プ
ロセス機器」のトラブルは，グリーン社会の基盤を支え
る産業プラントの停止につながることから，高い「信頼
性」と「安定性」が求められる。また，プロセス機器は
プラントのエネルギー消費において大きな割合を占めて
おり，「省エネルギー性能」も重要である。
　過去実績をベースに対応することの多いプロセス・機
器の設計において，未経験条件に対応するためには，事
前にプロセス機器類の挙動を数値解析ベースで予測，あ
るいは要素試験で評価するなどして，要求性能を満たせ
るようにプロセスや機械設計を適正化する必要がある。
　本特集号で紹介する「機械の振動・音・動的特性の制
御技術」，「熱・流体制御技術」，「吸着・分離技術」は，
いずれもこれらの課題に対応するために不可欠のコア技
術であり，当社のプロセス機器によるグリーン社会への
貢献に寄与している。

3．電力事業CO2削減に向けた取り組みとコア技術

　当社グループでは電力事業におけるカーボンニュート
ラルへの挑戦を宣言し，CO2削減に向けた取り組みを強
化している1）。神戸発電所では，発電所で発生する蒸気
を有効活用して周辺地域に熱供給を行っており，地域全
体でのエネルギー有効利用を検討している。さらに，バ
イオマス燃料混焼やアンモニア混焼などのCO2削減技術
による世界最先端の環境性能を具備した都市型火力発電
所を目指しており，技術革新に合わせて段階的にアンモ

図 1   ハイブリッド型水素ガス供給システムの概念図 8）

Fig.1   Conceptual diagram of hybrid-type hydrogen gas supply system8）
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ニア混焼率を拡大しながら，最終的にはアンモニア専焼
への挑戦を掲げている。真岡発電所では，高効率GTCC

（ガスタービンコンバインドサイクル） を採用し，CO2排
出量の少ない発電によるエネルギー安定供給を継続しな
がら，将来的には，カーボンニュートラル都市ガスの活
用も視野に入れている。
　電力事業のCO2削減においても，当社グループの技術
の掛け合わせが活かされている。その一例がエンジニア
リング事業と電力事業の連携で推進している神戸発電所
での地域バイオマス活用である。当社エンジニアリング
セグメントのSKSでは，長年の実績を有する水処理プ
ラント事業において，下水汚泥の有効利用による温室効
果ガス排出削減に取り組んでおり，2021年度には国内最
大級の下水汚泥燃料化事業を関西地区で受注した9）。こ
の下水汚泥由来のバイオマス燃料を，火力発電所の燃料
として混焼利用することで，地域の資源循環とCO2排出
量削減に貢献することができる。
　バイオマス燃料は，既存の火力発電設備が活用可能な
ため，CO2削減手段としての期待も大きいが，バイオマ
ス固有の燃焼特性や排ガスの触媒性能影響などを事前に
見極める必要がある。当社グループでは，バイオマス燃
料の安全かつ安定的な利用に資する評価・解析技術を保
有している。これは，過去に海外での低品位炭活用の実
証プロジェクトを通じて得られた独自のコア技術であ
る10）。
　神戸発電所は，都市型発電所として国内最高水準の環
境設備を導入し，20年以上に渡って，環境配慮を最優先
としながら地域へのエネルギー安定供給を実現してき
た。長年に渡る環境優先操業を通じて蓄積してきた種々
の技術は，将来のCO2削減に寄与するバイオマスやアン
モニアの活用においても大きな強みとなる。
　本特集号では，「カーボンリソース転換・利用技術」，

「熱・流体制御技術」，「吸着・分離技術」など，これま
での電力事業を支え，将来のCO2削減にも貢献するコア
技術について紹介する。

4．生産プロセスで発生する副産物の再資源化

　当社グループでは，限りある資源を有効に活用するた
めに，廃棄物の発生抑制（reduce），副資材の再利用

（reuse）に取り組むとともに，生産工程の副産物を別用
途の資源として再生利用する（recycle），いわゆる「資
源循環」にも積極的に取り組んでいる1）。
　副産物の発生量が多い鉄鋼アルミ事業部門における再
資源化（製品化）の代表例は鉄鋼スラグである。当社に
おける鉄鋼スラグ製品の歴史は長く，1976年には自社ス
ラグ製品の外販事業を本格的に開始し，これまでに，路
盤材，コンクリート用高炉スラグ細骨材，高炉スラグ微
粉末，土木用材料などの商品化を進めてきた。スラグリ
サイクルにあたっては，用途別の環境基準値や要求品質
に 合 わ せ た 事 前 処 理 が 必 要 で あ り，「 信 頼 さ れ る
KOBELCOのスラグ製品」の厳格な品質管理に努めて
いる11）。例えば，転炉や溶銑脱りん炉から発生する「製
鋼スラグ」は主にアスファルト舗装の路盤材としてリサ

イクルされているが，スラグ中に含まれる酸化カルシウ
ム（CaO）がアスファルト施工後に水分と反応して膨張
すると，アスファルト隆起につながる可能性がある。そ
のため，出荷前スラグに蒸気エージング処理を十分に施
してあらかじめ水和物に改質しておくことで，アスファ
ルト施工後の膨張を抑制している。
　当社の鉄鋼アルミ事業部門では，事業所間をまたいだ
ユニークな資源循環フローとして，アルミ板主力工場の
真岡製造所（栃木県）のアルミ溶解プロセスで発生した
アーク炉灰を，鉄鋼主力工場の加古川製鉄所（兵庫県）
の製鋼プロセスにおける副資材（脱硫剤）として再利用
している12）。製鋼プロセスで発生した脱硫スラグはさら
に上流の製鉄プロセス（焼結鉱）に再利用し，最終的に
は「高炉スラグ」となり，高付加価値のセメント原料と
して外販される。一般的な産業間リサイクルにおいて
は，相対的に製品価値が低下する「ダウンサイクル」が
多いが，このように事業やプロセスの多様性を活かした
ユニークな資源循環フローを構築することで，より付加
価値の高い用途への「アップサイクル」も可能となる。
　当社グループでは，製鋼スラグを利用したCO2固定化
プロセス（CCUS：Carbon dioxide Capture, Utilization 
and Storageの一種）の開発にも取り組んでいる。これ
は，前述の路盤材用途において課題となる製鋼スラグ中
の遊離石灰（CaO）に着眼したものである。まず，使用
済の製鋼スラグから，独自溶媒を用いてCaOを選択的
に抽出する。さらに，このCaO含有溶媒に産業工場か
らの排ガスを反応させることで，排ガス中のCO2を高純
度の炭酸カルシウム（CaCO3）として固定化することが
できる。これは，製鋼スラグの資源循環（路盤材の膨張
抑制）と温暖化抑制（CO2固定化）の両方に寄与するプ
ロセスであり，現在，技術開発を推進中である13）。

むすび＝本稿では当社のマテリアリティである「グリー
ン社会への貢献」という観点で，当社グループが保有す
る技術・製品・サービスによるCO2削減ソリューション
について概説した。今後，カーボンニュートラルに挑戦
し，我々のビジョンを達成するためには，新たなイノベ
ーションの創出が必要であり，その核となるのが，本特
集号で取り上げる当社の多様なコア技術群である。
　本稿で紹介したグリーン社会への貢献事例は，いずれ
も単独のコア技術だけでなく，複数のコア技術の掛け合
わせで実現したものである。本特集号で取り上げる技術
の多様性や，本稿で紹介した「技術の掛け合わせ」によ
る新たな製品・サービスの発想は，いずれも当社グルー
プの多様な事業機会を通じて獲得した当社ならではの技
術資産であり，難度の高い課題解決において，大きな強
みになるものと確信している。
　当社は，そのグループ企業理念において「個性と技術
を活かし合い，社会課題の解決に挑みつづける」ことを
使命・存在意義として掲げている。我々は，今後も，コ
ア技術のさらなる高度化と融合を図り，グリーン社会に
貢献する新たな価値創出につなげていく所存である。
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まえがき＝当社グループでは，グループ企業理念の冒頭
に実現したい未来として，「安全・安心な暮らしの中で，
今と未来の人々が夢や希望をかなえられる世界」を掲げ
ている。創業以来，日本の豊かさの源泉となる技術領域
を設定し，国内で製造することを目指して技術開発を推
進してきた歴史が今につながり，さらに地球規模の大き
な環境変化も見据えて発展させることが求められる。
　当社は1905年の創業から118年にわたり，お客様が必
要とする製品をお客様とともに造り提供してきた。その
事業形態は，鉄鋼アルミ・素形材・溶接からなる素材系
事業と，機械・エンジニアリング・建設機械からなる機
械系事業，さらに電力事業の 3 事業を柱としており，現
在は図 1 に示した七つのセグメントで事業を推進して
いる。その歴史は1900年代初頭まで遡り，重工業を中
心とした事業領域で「国内初」となる事業化や製品群の
開発を成功させてきた（図 2）。これら製品群が自動車
や機関車などの完成品ではなく，最終製品の機能に不可
欠な部品・コンポーネントであったことも特徴である。
各セグメントのお客様は多岐にわたり，当社グループは
様々な分野におけるお客様の動向やニーズを把握するこ
とで，幅広い視点から製品・サービスを提供してきた。
こうした多様な事業の中で培ってきた21のコア技術で，
将来にわたってお客様の多様なニーズに応え続け，お客

様の製造現場の安全性と生産性や，人々の安全・安心で
豊かな暮らしの実現に貢献するという視点で2021年に
設定したマテリアリティの一つが「安全・安心なまちづ
くり・ものづくりへの貢献」である。
　 当 社 グ ル ー プ の お 客 様 を 市 場 分 野 別 に 見 る と，
Mobility（輸送機分野），Life（生活基盤分野），Energy & 
Infrastructure（エネルギー・インフラ分野）の三つに
大別することができる。「安全・安心なまちづくり・も
のづくりへの貢献」は，こうした分野のお客様の多様な
ニーズに応じた製品・サービスの提供を通して，様々な
社会課題の解決に貢献していくとする当社グループの社
会への約束でもある。そのためには，お客様に安心して

安全・安心なまちづくり・ものづくりに貢献するコア技術
岡崎喜臣＊1

Core Technologies Ensuring Safety and Security in Community 
Development and Manufacturing
Yoshitomi	OKAZAKI

要旨
当社グループは，輸送機分野，生活基盤分野，エネルギー・インフラ分野において産業を支える素材やキーコンポー
ネントを提供し続けてきた。創業してまもない黎明（れいめい）期に素材系と機械系という異なる領域に事業を
展開し，種々の領域で求められるニーズに対応するために獲得してきたコア技術群は当社グループならではのも
のである。これからもコア技術を高度化させることにより，私たちの暮らしを支える製品群の創出，地域社会へ
のエネルギー安定供給を通して安全で安心なまちづくりを支えるとともに，私たちの製造現場のみならずお客様
現場の安全性と生産性の向上に貢献していく。

Abstract
The Kobelco Group has been consistently providing materials and key components that support industries in 
the transportation sector, life sector, and energy-infrastructure sector. These core technologies were acquired 
by Kobe Steel during its early years when it ventured into diverse areas like materials and machinery. They 
were developed to address a wide range of needs across various fields and are unique to the Kobelco Group. 
The Group is committed to further enhancing these core technologies, with the aim of supporting the creation 
of products that are fundamental to our daily lives. This commitment ensures the safety and security of 
our communities by providing stable energy supplies to local societies. Additionally, the Kobelco Group will 
contribute to improved safety and productivity within our manufacturing facilities and at its customers’ sites.

検索用キーワード
安全性，信頼性，輸送機，エレクトロニクス，エネルギー，インフラ，ものづくり

■特集：KOBELCOのマテリアリティと価値創造を支える21のコア技術	 FEATURE	:	21	Core	Technologies	Supporting	KOBELCO’s	Materiality	and	Value	Creation

（解説）

＊1 技術開発本部　材料研究所

図 1   KOBELCOグループの事業領域
Fig.1   Business segments of  Kobelco Group
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製品を使用していただくことが大前提であり，製品の信
頼性・生産性を担保するものづくり力も重要で，多様な
事業に関わる長年の技術開発を通じて培ってきた21の
コア技術は，当社グループのものづくりにおいて活用さ
れてきた。本稿では，各市場分野とものづくりにおける
安全・安心の観点での取組みと，これを支えるコア技術
について概説する。

1．輸送機分野（自動車・船舶・鉄道・航空機）
で暮らしを支える製品メニューとコア技術

1. 1　自動車
　人々の暮らしに最も身近な輸送機である自動車分野で
は，地球環境に関する規制強化を背景とした軽量化と，
衝突時の安全性確保が求められる。社会が自動車に求め
る要求は変化し続け，適用される材料も新たなものが開
発されてきた。当社グループは，高強度化に優れる鉄鋼
と，軽量であることが特長のアルミ合金の両素材を扱う
金属材料メーカである。1990年代末から伸長してきた薄
板ハイテン需要に対応して2004年には当時世界最高強
度となる1,470 MPa級冷延ハイテンを開発するいっぽう
で，並行してフード，バンパ，サスペンションアームへ
の適用を可能とする高強度アルミニウム合金を開発する
など，多面的な材料技術で軽量化と安全性向上に貢献し
てきた。お客様が求める材料を提供するには，強度や延
性など材料の力学特性を支配する金属組織の制御が重要
となる。これを実現するコア技術は「金属組織制御技術」
と，金属組織を解析する「物理分析解析技術」で，材料
の種類によらず共通的に取り組んできた。産業利用に広
く普及する鉄鋼とアルミ合金は，結晶構造や強化機構な
ど微視的には大きく異なる素材であるが，それぞれにつ
いて原子レベルで制御する幅広い技術知見を蓄積してい
ることが当社グループの強みといえる。さらにお客様に
対し，適材適所に材料を選択する考え方を示すソリュー
ション技術にも注力しており，これらの技術群が当社グ
ループのマルチマテリアル戦略を支えている。また，ボ
ルトやばねに適用される特殊鋼線材については，使用中
の折損を撲滅することが極めて重要であり，鋼材中に含
有される粗大な非金属系介在物は折損リスクを高めるこ

とから，コア技術「金属中介在物の制御技術」を磨き上
げてきた。
1. 2　船舶
　暮らしの物流を支える船舶分野では，船体，機関およ
び諸設備について，海上で安全に航行し，かつ人命の安
全を担保することが求められる。当社グループは，鋳鍛
鋼，厚鋼板，溶接，機械など多様な製品メニューを提供
し船舶の安全・安心に貢献してきた。エンジンなど船舶
推進に関わる部品では，高強度かつ高清浄度を実現した
高疲労強度クランク軸などを提供し，船体向けには船体
用厚鋼板や溶接材料などを提供している。これらの材料
開発は，「金属組織制御技術」，「物理分析解析技術」，「金
属中介在物の制御技術」などのコア技術が支えている。
また，溶接事業は船舶分野から創業した事業であり，建
造時のお客様の動向やニーズにも精通しており，溶接シ
ステムや溶接施工プロセスなど，材料以外の技術領域も
含めて船舶の信頼性向上に貢献している。これを可能と
したのは，「金属の溶解・鋳造・溶接技術」，「溶接メカ
ニズムモデリング技術」などのコア技術である。機械製
品では，船舶用マイクロチャネル熱交換器（DCHE）を
提供しているが，これは50年以上の熱交換器製作を通
して構築した技術に基づき，コンパクト化と高信頼性の
両立を実現したものである。また当社グループはスクリ
ュ式，ターボ式，レシプロ式の 3 機種を提供する世界有
数の圧縮機メーカでもあり，LNG燃料船にはボイルオフ
ガスを圧縮するBOG圧縮機を提供するなど，各船舶に
対し最も高効率で高信頼となる圧縮機を納入している。
これらを支えるコア技術は，構造物の安全性担保のため
の「構造物の変形・破壊特性の評価技術」，機械製品の
低振動化と低騒音化を実現する「機械の振動・音・動的
特性の制御技術」，機械製品・プロセスの効率化・高性
能化のための「熱・流体制御技術」である。
1. 3　鉄道
　国内の長距離・大量輸送手段である鉄道分野では，新
幹線など高速車両を中心に軽量材料適用が進展してお
り，各種アルミ合金部材を提供している。高速車両では，
軽量化と安全性の両立に加えて，軽量化によって増大す
る振動騒音低減のため，静音化を兼備させる技術も求め

図 2   KOBELCOグループの歴史（*は国内初の事業）
Fig.2   History of Kobelco Group（*Japan’s first industrialization）
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られる。これに対して，アルミ合金に制振樹脂を貼付し
て遮音性を高めた制振形材や，アルミ板に微細な穴を多
数開けることで吸音性を付与した多孔吸音板を実用化し
てきた。これら静音化を可能とする技術は「機械の振動・
音・動的特性の制御技術」である。また，新交通システ
ムのパイオニアとして，沖縄国際海洋博覧会で国内初の
新交通システム 1） を納入して以来，無人運転システム

（信号保安，自動運転，運行管理などのシステム）のエ
ンジニアリングを手掛けている。
1. 4　航空機
　国際的な人々の移動手段の要である航空機分野では，
機体，エンジン，装備品すべてに卓越した安全性が求め
られる。とくに高温高圧下で猛烈な振動にもさらされる
ジェットエンジンは，軽量化と耐久性を高度に両立させ
る必要があり，これに適用する素材の一つとしてチタン
合金を提供している。当社グループはチタン合金を溶解
から鍛造まで対応できる一貫生産メーカであり，チタン
鍛造品，板製品など各種素材を提供している。また，極
限まで軽量化を追求する航空機分野では，多数の部品か
ら製造されてきた組立品を一体で製造できる鋳造品が適
用され，アルミ合金，マグネシウム合金など軽量金属の
鋳造品を開発し貢献してきた。これらの材料開発を支え
てきたコア技術は，自動車同様，「金属組織制御技術」，

「物理分析解析技術」と，「金属の溶解・鋳造・溶接技術」
である。

2．生活基盤分野で暮らしを支える製品メニュー
とコア技術

　当社グループは，飲料用ボトル缶用のアルミ合金，め
がね・腕時計用のチタン合金など，人々の生活基盤に欠
かせない素材も提供している。社会とともに変化してい
く素材への要求に対応し続け，その領域は構造材料に留
まらず電子材料にもおよぶ。
2. 1　半導体
　暮らしになくてはならないパソコンやテレビ，スマー
トフォンなどの液晶製品や，プリンタなど身近なエレク
トロニクス製品の機能向上にも当社グループの部品や技
術が活かされている。1989年の光磁気ディスク用ターゲ
ット開発に端を発してターゲット事業（株式会社コベル
コ科研）を本格化し，1990年以降，半導体デバイス，製
造プロセス開発にも取り組み，装置事業展開や評価・分
析解析基盤の構築を進めてきた。DRAM事業からは撤
退したものの，その後も半導体プロセスに必要となるタ
ーゲット材料や検査機器，プロセス機器部材などの事業
を継続している。現在では高度分析技術や検査技術と組
み合わせ，半導体材料をデバイスとして構成したときに
発現する機能を評価・解析する「電子材料機能発現技術」
として再構成し，2000年以降にFPD（フラットパネルデ
ィスプレイ）向けターゲット材料 2） を開発し同事業を
躍進させている。ここで獲得したより高度な原子レベル
の「物理分析解析技術」や計算科学などの技術基盤は，
超ハイテンや高強度アルミなど構造材料の差別化にも必
須な技術として現在に至っている。

2. 2　医療機器
　ガス分離装置で培ってきた極低温技術を基盤に構築し
た超電導関連では，1980年より金属系超電導線材の販売
を開始し，1989年より事業会社としてJASTEC（ジャパ
ンスーパーコンダクタテクノロジー株式会社）を設立し，
独自開発の熱間静水圧押出による複合線材の均一加工技
術を活用して事業展開してきた。超電導マグネット製造
技術とあわせてNMR（核磁気共鳴）やMRI（磁気共鳴
画像）に適用され，医療分野で幅広く製品展開している。
これらの取組みは「電気・磁気制御技術」の発展と共に
ある。

3．エネルギー・インフラ分野で暮らしを支え
る製品メニューとコア技術

3. 1　土木・建築
　大型建築物，橋梁（きょうりょう）など土木・建築分
野は，人々の安全・安心な暮らしの土台となる領域で，
構造物の信頼性と長寿命化が求められる。
　当社グループでは2002年に国内初となる780 MPa級
建築構造用厚鋼板 3） を開発したが，これは阪神・淡路
大震災を機に高まった高耐震性能ニーズに応えた商品で
あった。そのほか溶接部の安全性に優れる多様な鋼板と
溶接材料を開発しているが，鋼構造物の安全性向上には
鋼板の変形・破壊の素過程の制御が重要である。この観
点で，材料の損傷評価技術，数値シミュレーションなど，

「構造物の変形・破壊特性の評価技術」によって信頼性
を担保した部材を提供してきた。また，部材を組み立て
る鉄骨工場での溶接工程を自動化するための溶接用ロボ
ットシステムも手掛けており，製造現場の安全・安心に
も貢献している。
　同じく2002年にライフサイクルコストを30～50％低
減させる橋梁向け塗装用高耐食厚鋼板 3） を開発してい
る。錆（さび）の進行を遅らせたことがポイントで，錆
の形態を精緻に制御する「金属表面制御技術」をキーテ
クノロジーに，高輝度放射光（SPring-8）を用いた局所
解析技術などから得た知見を基に独自の表面形態制御技
術を確立してきた。鋼板の力学特性のみならず，使用環
境も考慮して寿命向上を図る技術であり，信頼性担保に
大きく貢献している。
　油圧ショベルや大型クレーンなどの建設機械において
は，強度確保，振動制御，低騒音化，乗り心地改善，最
適油圧制御，省エネ化など，多種多様の観点でお客様の
安全・安心に貢献してきた。この分野では「機械の振動・
音・動的特性の制御技術」や「構造物の変形・破壊特性
の評価技術」などのコア技術が重要な役割を果たしてき
た。今や私たちの暮らしの中で当たり前となったエンジ
ンと電動機によるハイブリッド技術を，他社に先駆けて
搭載した世界初のハイブリッドショベル開発にも成功し
ている4）。ここで活用されるコア技術は「電気・磁気制
御技術」である。
3. 2　産業インフラ
　発電所や製鉄所など各種プラントの心臓部ともいえる
圧縮機を提供してきた。機械事業の祖業でもあり，100
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年以上の歴史と，通算10,000台以上を製造・販売した実
績がある。とくにメタンの液化温度（－161.5℃）で安
定して動作する高圧LNG・BOG圧縮機開発に1990年代
前半から取り組み，1996年以降，LNG受け入れ基地に多
数納入してきた。海上の石油・ガス生産設備など，非常
に過酷な環境においても安定した稼働を実現している。
また，樹脂用大型混練造粒装置は世界中に納入実績があ
るトップシェア製品で，年間8,000時間の連続使用が可
能な耐久性と高生産性を最大の特長としている。とくに
ポリエチレン向けでは，世界のプラントの半分以上のシ
ェアを獲得している。
3. 3　社会インフラ
　上下水道処理設備をはじめとする幅広い水処理技術，
環境にやさしい廃棄物処理技術を保有している。これら
の製品群は，いずれも社会インフラや工業プラントにお
ける非常に重要なコンポーネントであり，高性能に加え
て極めて高い信頼性と耐久性が要求される。ここでも前
節の建設機械と同様，信頼性・安全性の担保のための「構
造物の変形・破壊特性の評価技術」，機械製品の低振動
化と低騒音化を実現する「機械の振動・音・動的特性の
制御技術」，機械製品・プロセスの効率化・高性能化の
ための「熱・流体制御技術」に関するコア技術の下支え
により，お客様の信頼に応えている。
3. 4　電力
　当社グループの多角化は21世紀に入っても進展し，
製鉄事業における石炭インフラや自家発電で蓄積してき
た操業ノウハウを最大活用した新規事業として，2002年
に神戸製鉄所（現在の神戸線条工場）内に神戸発電所を
建設し，電力供給事業を開始した。電力需要地に近接す
る都市型発電所として最高水準の環境対策を実施してお
り，送電ロスが極めて少なくクリーンで高効率な電力供
給が可能で，都市部の電力自給率向上に寄与している。
この神戸発電所が順調に稼働する中，2011年の東日本大
震災によって臨海部の多くの発電所が停止した状況か
ら，東日本地区における電力供給事業の可能性について
検討を開始し，真岡製造所に隣接した工業団地に内陸大
型火力発電所を2019年に開所した。真岡発電所は，都
市ガスの供給を受け，最新鋭のガスタービン・コンバイ
ンドサイクル発電方式による国内最高レベルの効率で発
電している。電源立地の分散化による電力インフラの強
靭化（きょうじんか）に資する事業として，国土強靭化

（内閣官房）およびエネルギー基盤の強靭化（経産省）
の民間取組事例にも選定されている5）。これらを支える
コア技術群には，「カーボンリソース転換・利用技術」，

「熱・流体制御技術」，「吸着・分離技術」「金属表面制御
技術」がある。今後もこれらコア技術の高度化と新たな
技術基盤の構築を進め，地域社会への電力の安定供給で
貢献するとともに，バイオマス燃料混焼の開発実証，ア
ンモニア混焼・専焼の検討などを通してカーボンニュー
トラルにも挑戦していく。

4．安全・安心なものづくりを支えるコア技術

　素材や機械製品を扱う様々なお客様に当社製品を安心

してお使いいただき，またタイムリーに製品を提供する
ためには，自社のものづくり力向上も重要である。当社
グループのものづくりを支えるコア技術は，素材や機械
など複数事業を推進する中でシナジー効果を発揮しなが
ら高度化してきた。
4. 1　素材のものづくり
　素材系事業の各種金属材料の製造工程では，素材を高
温に加熱して溶融凝固させるプロセスや，高温で熱間加
工を実施するプロセスなど，高温環境での工程が必須で
ある。これらの製造工程を制御するため，温度や形状を
計測する「特殊条件下の計測技術」，燃焼制御や流動制
御のための「熱・流体制御技術」を開発してきた。また
製鉄所の高炉など長時間連続運転する設備を，正確に，
効率よく，安全に動かすためコア技術「プロセス制御技
術」もある。そして素材のプロセス制御で培った技術を，
機械製品の設計やプロセスの自動化に展開し，材料と機
械の両面からプロセス技術を高度化することで社会とお
客様の多様なニーズに応えてきた。
4. 2　機械のものづくり
　機械メーカとしての業種には冷間圧延機など金属加工
機械もある。1980年代，情報機器の普及に伴って電子材
料の生産が急拡大し，寸法精度が高い冷間圧延機が求め
られるようになったとき，当社はいち早く金属の板材を
高精度で製造する機械設備を開発した。いっぽうで当社
は金属板材を製造する素材メーカで，金属加工設備を利
用するユーザでもある。圧延プロセスを制御するための
コア技術「金属加工プロセス技術」は，その両方の立場
の中で鍛えてきたものである。
　機械部品の製造工程においては，素材を切削するプロ
セスが不可欠である。当社は機械系事業に加えて，過去
には工具事業も有しており，当社グループにおけるもの
づくりのために機械加工における「金属加工プロセス技
術」を多面的に高度化してきた。機械部品の製造におい
て，対象物の被削性を実加工の前に予測し，最適な切削
条件と工具設計を実現する工程設計を可能としている。
また社内で培った難加工素材の加工技術を，お客様のも
のづくりを支えるソリューション技術として発展させて
いる。
4. 3　生産管理
　当社グループは複数事業を有すると同時に，各事業体
の品種構成が多様であることも特徴である。必然的に強
化してきた技術に，大規模かつ複雑な生産工程におい
て，納期達成や在庫最小化などトータルに最適化し意思
決定を支援する「OR（オペレーションズ・リサーチ）
応用技術」がある。生産プロセスの変革に対しても有効
な技術で，2017年に神戸製鉄所の製銑・製鋼工程を停止
し加古川製鉄所に集約したが，その実現にあたって果た
した貢献は大きい。工場における製造プロセスや物流最
適化の取組みは，近年では，商品・サービスのライフサ
イクルの各過程で排出された温室効果ガス量を追跡し
CO2量に換算して表示する，CFP（カーボンフットプリ
ント）を算出・分析するモデル構築にも応用している。
　素材系事業では，高温・高速の圧延プロセスなどを制
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御するプロセスコンピュータや生産管理システムなど，
生産プロセスの制御や管理に広くシステム技術を活用し
てきた。情報通信技術の進展により，大量データの蓄積
や収集，計算処理の高速化が可能となり，さらにネット
ワーク技術や機械学習技術も大きく進化しており，これ
らの進化を確実に取り込むための「データ駆動科学・
AI応用技術」によって，多様な事業プラントを効率的
かつ環境負荷を小さくして操業することが可能となって
いる。
　また，冒頭に述べたとおり，当社はお客様の生産・製
造プラントを支える産業機械や設備プラントなどのキー
コンポーネントを提供してきたが，これらは25～50年
の間，安定的に稼働し続けることが求められる。設備の
保守点検や交換部品の提供などアフターサービスもお客
様の安全・安心に重要となる。多様な製品群をグローバ
ルに展開する当社では，これらの効率化も至上命題であ
り，蓄積してきた手法やノウハウをICT活用でプラッ
トフォーム化して高度化・効率化する「サービス化技術」
へと発展を遂げている。歴史的にモノ売りを中心に技術
的な発展を遂げてきた当社であるが，現在はこれらのコ

ア技術によって，お客様がモノを使用する環境において
獲得できる価値に焦点を当てた活動が可能となってい
る。これからは当社グループの社内だけではなく，お客
様と市場との対話を活性化して新たなビジネスモデルの
提案を目指していく。

むすび＝当社グループは創業以来，人々の暮らしを豊か
にするために，産業を支えるキーコンポーネントを提供
し続け，その中で21のコア技術を鍛えてきた。これか
らも将来にわたってお客様の多様なニーズに応え続ける
ために，広い裾野を有する当社グループのコア技術群を
縦横に組み合わせながら，社会の安全・安心な暮らしを
支えていく。
　
参　考　文　献
1） 神戸製鋼所. プレスリリース. 2006年3月6日
 https://www.kobelco.co.jp/releases/2006/1175166_14786.html，

（参照2023-08-24）
2） 中井淳一ほか. R&D神戸製鋼技報. 2005, Vol.55, No.2, p.138-142. 
3） 大宮良信ほか. R&D神戸製鋼技報. 2009, Vol.59, No.1, p.40-45. 
4） 鹿児島昌之. R&D神戸製鋼技報. 2012, Vol.62, No.1, p.14-18. 
5） 藤尾明久ほか. R&D神戸製鋼技報. 2020, Vol.70, No.1, p.108-112. 
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まえがき＝これまでも未来を予測することは困難であっ
たが，持続的な成長を目指すためには，様々な領域で起
こりうる未来を洞察して，変化に対応していかなければ
ならない。未来に起こる社会問題は，既に始まっており，
地球温暖化の影響に起因する極端な異常気象による災害
の頻発や干ばつによる食糧危機，海面上昇による居住地
喪失などの問題がクローズアップされている。これを受
け，その主原因である温室効果ガスを低減させる取り組
み，いわゆる「カーボンニュートラル化」へ価値観が急
速に転換している。また人口や労働力の変化も，市場，
社会，経済におよぼす最も根本的な影響因子である。世
界的には，人口増加による水や食糧の不足などの問題が
議論になっているが，日本では，人口減少と超々高齢化
社会による労働力の急速な減少により，全ての産業分野
で事業の持続性が懸念されている。それによる社会保障
の財政基盤悪化や経済成長の鈍化は，既に起こり始めて
いる社会問題である。いっぽうで，従来の技術の延長で
は予測できない，指数関数的に成長していく「エクスポ
ネンシャル・テクノロジー」と呼ばれる革新的な技術群
が様々な分野で起こり始めている。人工知能，VR，量
子コンピュータ，機械学習，自動運転車，材料科学など

で活発な技術開発と社会実装が進んでいる。これらの革
新的な技術が融合した形で実用化され，当たり前のよう
に活用される社会がどのような姿になるのか，想像して
いくことが必要である。
　当社グループでは，これら大きな変化と予測不能な未
来の社会課題に対応していくために，素材の使われ方や
お客様を含めたものづくりの変化に対応した機能を当社
製品に加えて，その機能をお客様の製品や製造プロセス
の変革に最大限活用するための「ソリューション」を提
供していく取り組みも進めている。その基盤となるの
は，素材系，機械系の各事業領域で長年蓄積してきた多
種・多様なコア技術であり，それらを掛け合わせること
が切り口となっている。鉄鋼・アルミ・チタン・銅・溶
接材料などの素材系技術，産業機械・圧縮機・建設機械
などの機械系技術，そして，それぞれの事業の製造現場
を支えているものづくり技術がある。加えて，これら素
材や機械製品をお客様で効果的に活用していただくため
に，探索段階から設計，製造，サービスに至る実際の課
題に対する「ソリューション」についても提供を進めて
きた。本稿では，これまでのソリューション活動の事例
と未来に向けた展望について解説する（図 1）。

未来へのソリューション提供とコア技術
梶原　桂＊1（博士（工学））

Kobelco Group’s Core Technologies: Providing Solutions for Future 
Society
Dr.	Katsura	KAJIHARA

要旨
当社グループは，現在および未来の社会課題を解決するソリューションを提供している。カーボンニュートラル
の実現に向けては，自動車分野における軽量化や電動化に貢献するための材料とソリューションの提案を進めて
いる。また将来の日本の労働力人口の減少により懸念されているものづくり力の維持・強化の課題に対しては，
熟練工の技能を補うための溶接システムやデジタル化の開発も進めている。これらの活動は，当社の素材系，機
械系の事業で長年培ってきた多彩なコア技術とそれらの掛け合わせ，組み合わせに基づいている。

Abstract
Kobelco Group is dedicated to providing solutions for current and future societal challenges. In pursuit of 
achieving carbon neutrality, the Group is advancing proposals for materials and solutions that contribute 
to weight reduction and electrification in the automotive sector. Additionally, to address concerns about 
maintaining and strengthening Monozukuri (manufacturing) capabilities in the face of Japan’s declining labor 
force in the future, the Group is also developing welding systems and digitization to complement the skills of 
workers. These activities are based on a diverse range of core technologies that Kobe Steel has cultivated in its 
material and machinery businesses and their combination over the years.

検索用キーワード
軽量化，電動化，溶接システム，デジタル化，ものづくり

■特集：KOBELCOのマテリアリティと価値創造を支える21のコア技術	 FEATURE	:	21	Core	Technologies	Supporting	KOBELCO’s	Materiality	and	Value	Creation

（解説）

＊1 技術開発本部　ソリューション技術センター
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1．「軽量化ソリューション」を支えるコア技術

　自動車の温室効果ガス排出量削減に貢献するため，車
体軽量化や電動化に必要な材料提供に長年取り組んでい
る。自動車の軽量化は，従前からのガソリンエンジン車
の燃費向上だけでなく，ハイブリッド車の燃費向上にも
重要な役割を果たすとともに，電気自動車の航続距離延
伸にも効果がある。当社ならではの「軽量化ソリューシ
ョン」としては，鉄鋼，アルミなどおのおのの材料中心
の軽量化提案だけでなく，鋼とアルミやそのほかの材料

（樹脂なども含む）の特徴を活かして，部品ごとに適材
適所の材料を適用した構造設計，加えて異種材料を接合
した構造設計の提案も進めていることが特長である。ま
た足回り部品であるアルミ鍛造サスペンションやアルミ
押出加工品のバンパなどの事業も手掛けている。このよ
うに，当社グループでは，お客様視点で車種に応じた安
全性能，軽量化，コストを両立させる最適な材料と軽量
化ソリューションを提供する「マルチマテリアル戦略」
を推進してきた1）。
　これらの「マルチマテリアル戦略」を強化するために，
技術開発本部では，2014年に機械研究所の中にマルチマ
テリアル構造・接合研究室を設置し，鉄鋼やアルミの事
業部門の研究者も含めた数人の部署としてスタートさせ
た。そして部門横断的な取り組みとして，これまでにな
い技術・製品を生み出せることを確認し，マルチマテリ
アルの技術・製品の開発を本格的に活動させるために，
2017年に「自動車ソリューションセンター」として組
織を独立させた。さらに2020年には将来に向けた自動
車以外の社会分野への貢献も企図して「ソリューション
技術センター」と名称を変更して，組織体制を変化させ
てきた。
　「軽量化ソリューション」を支えるコア技術には，軽
量化材料の開発を支える「金属組織制御技術」や軽量化
部品の設計や性能（耐衝突性能など）に求められる要件
を満たすための「構造物の変形・破壊特性の評価技術」
がある。これには，土木や建築分野での構造物における

線材，厚板，アルミ製品の適用を通して開発してきた数
値解析シミュレーションや実験による構造性能評価技術
が基盤となっている。また圧縮機などの機械製品や建設
機械の構造設計に有効な構造最適化技術に加えて，振
動・騒音の制御に対して古くから技術開発に力を入れて
きた「機械の振動・音・動的特性の制御技術」も，自動
車部品の軽量化設計に活用している。そして，ものづく
りの現場で培ってきた「金属加工プロセス技術」も，部
品製造や組立工程における成形加工，切削，接合工程で
の問題の解決策として整備してきた。
　未来の社会課題の解決に向けて，自動車業界では，カ
ーボンニュートラル化に向けた「脱炭素社会」への動き
が加速しており，製造プロセス全体で温室効果ガス排出
量の規制に対応していくことが求められている。当社グ
ループでは，材料製造時の生産プロセスにおける温室効
果ガス排出量を削減した鋼材やリサイクルしたアルミ材
料を多くの部品に活用することを目指す「軽量化ソリュ
ーション」へ技術開発の取り組みを進めている。例えば，
アルミをはじめとする軽量化材料では，鋼材に比較して
製造時のCO2排出係数が大きくなる傾向にあるが，軽量
化によって走行時のCO2排出量を削減することに寄与す
る。したがって，環境負荷低減を目指した自動車部品の
材料選択と最適な構造設計のプロセスでは，これらの材
料ごとの特徴を加味して，ライフサイクル全体での環境
負荷を評価することが不可欠である。そこで，軽量化材
料の活用により，自動車のライフサイクル全体での温室
効果ガスの排出量を評価する技術，ライフサイクルアセ
スメント（Life Cycle Assessment）として，トータル
で環境負荷を評価し，適材適所の材料の提案につなげて
いく2）。

2．「電動化ソリューション」を支えるコア技術

　自動車や機械製品では，電動化シフトも加速してお
り，早期実現に向けた技術開発のスピードも速い。それ
に対して電動化部品の効率化を助ける磁性材料の開発と
提供も推進している。電動車における直流系電動品（ソ

図 1   未来の社会課題の解決に向けたソリューション提供
Fig.1   Providing solutions for the future society by Kobelco Group’s core technologies
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レノイド，電動スイッチなど）に用いられる純鉄系軟磁
性材料などの線条製品，高速・高トルク用途のモータや
トランス用途に用いられる磁性鉄粉，そして燃料電池ス
タック用チタンといった様々な製品が自動車の電動化の
促進に貢献している。ここで，磁性材料の提案において
も，材料の提供だけでなく，材料の磁気特性が電動部品
に使われた時の性能（効率，損失評価など）をシミュレ
ーションにより予測し，お客様に効果的に使用いただく
ための磁性のソリューション技術の開発が重要になって
いる。
　当社グループでは，磁性材料のマーケティングとソリ
ューション活動を加速させるために，2021年に鉄鋼アル
ミ事業部門，素形材事業部門，技術開発本部から集結し
て，「磁性材マーケティング開発室」を発足させた。同
組織により，それまで個々に動いていた事業部門（線材
条鋼，鉄粉）と技術開発部門が一緒になって，お客様へ
の提案活動を開始した。さらに現有の材料製品だけに留
まらず，お客様自身もまだ見えていない潜在的なニーズ
を掘り起こすこともミッションとして取り組んでいる。
例えば，純鉄系軟磁性材料の磁性細線の特長を活かし
て，電磁鋼板を使わないモータコアを設計し，薄型・高
性能化（低速，高トルク化）を実現できるアキシャルギ
ャップモータの開発も進めている。
　「電動化ソリューション」を支えるコア技術には，金
属材料の事業と技術開発の基盤として必須な「物理分析
解析技術」や「電子材料機能発現技術」がある。また磁
性材料を活用した電動部品の性能向上につなげる指針を
得るための「電気制御技術」や「磁気制御技術」も必要
な要素である。これらの電気制御や磁気制御にかかわる
コア技術は，当社の圧縮機，建設機械などの機械系事業
で培ってきた技術だが，機械製品で用いられるモータな
どの電動部品を使用する立場からも知見を身につけてき
た3）。
　さらに独自の電動部品の開発も始めている。近年で
は，従来品と比べて発生可能な電磁力を 3 倍以上に高め
る「3 次元磁極構造」を用いた電動アクチュエータ技術
を開発した。本技術を実用化させることで小型かつ高ト
ルクのモータが実現でき，従来型では性能が発揮できな
かった分野への参入を期待している。例えば，ものづく
りの現場において，油圧や空圧を動力源とするプレス装
置を電動化させることにより，きめ細かな動作を可能と
する成形加工を実現させていきたい。お客様と共創しな
がら，磁性材料・磁性ソリューション・デバイスの三位
一体で取り組み，自動車，輸送機全般，産業機械の電動
化による側面からも，カーボンニュートラルの実現に貢
献していく。

3．「溶接ソリューション」を支えるコア技術

　当社グループの溶接事業は，1930年（昭和 5 年）の被
覆アーク溶接棒の生産に始まる。以来，国内外の産業・
ファブリケータとともに新しい溶接技術の開発・実用化
を進め，社会の発展に大きく貢献しながら，溶接材料な
らびに中厚板溶接用ロボットシステムの分野では国内ナ

ンバーワンの地位を堅持してきた。これまでも国内建築
鉄骨分野では，工場溶接の自動化・ロボット化が進めら
れてきたが，近年は，人手不足を背景に，現場溶接の自
動化も進められている。さらに，海外においても多様な
自動溶接技術のニーズが増えてきている。それに対し
て，当社の溶接事業部門では，溶接ロボット，溶接電源・
装置，溶接材料，溶接プロセスなどの溶接技術を統合し
て顧客課題を解決する溶接ソリューション事業を展開し
ている4）。
　「溶接ソリューション」を支えるコア技術として，「溶
接材料の最適化」が基盤にある。機械的性質や，ビード
形状・外観などが良好となる溶接金属を形成する化学成
分を有し，デジタル電源の制御に呼応して溶滴が安定し
て形成・移行し，長時間の安定した溶接が実現できるよ
うな溶接材料となっている。また「溶接メカニズムモデ
リング技術」として，デジタル電源がある。電流波形と
ワイヤ送給速度を制御することで溶滴の形成と移行を最
適化し，安定した溶け込みとビード形状，高速溶接，低
スパッタ・ヒュームを実現している。
　生産性向上と作業者の安全衛生を確保するための「溶
接ロボット」の重要度も増している。その主な構成要素
のひとつとして，アーク倣い機能がある。溶接時のウィ
ービング動作により，対象ワークとの距離変化により生
じた微小な電流変化を検知し，溶接線のズレを検出し補
正するもので，他社ロボットでは実現できない安定した
高品質な溶接を実現している。また，溶接ロボットでは，
溶接前に溶接ワイヤによるタッチセンシングを行い，ワ
ークの位置を検出している。このときロボットを高速動
作させると急停止した際の振動や行き過ぎによるワイヤ
の変形が発生し，溶接位置の検出精度が低下する。これ
に対して検出時に振動を抑制しながら逆方向にワイヤを
移動させる軌道計画を瞬時に立案することにより，停止
時間 0 秒によるタッチセンシング時の急停止振動抑制を
実現している。さらに，センサによる位置検出機能も搭
載している。アーク倣いの適用できないくら型溶接のよ
うな複雑な溶接線に対して，レーザシート光で断面形状
を計測し，先端ズレ補正技術との融合により，単一の倣
い補正では実現が難しい高い精度での検出を可能にして
いる。
　今後は，異次元の少子化により，人手不足がさらに深
刻化することが予想される。技能を有した溶接技術者の
減少に加え，その技能継承の難しさの観点からも，自動
化・ロボット化をさらに加速させる必要がある。また自
動車の動力源がレシプロエンジンから電気モータに替わ
っても，塩害腐食，軽量化，耐疲労性など足回り部品に
求められる特性に変化はない。したがい，現状の電着塗
装性良好な溶接材料や高強度鋼材向け溶接材料にさらに
新たな価値を付加し，自動車分野へ溶接ソリューション
を展開していくことも考えている。

4．「デジタル化ソリューション」を支えるコア技術

　ものづくりの製造現場や業務のデジタル化を推進する
ことは，効率的な生産活動を実現するためだけでなく，
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新たな価値の創造につなげていくために必要不可欠であ
る。当社グループでは，DX（デジタル・トランスフォー
メーション）を推進し，加速させるために，2021年に，
技術開発本部の中に「デジタルイノベーション技術セン
ター」を設立した。同センターのミッションは，お客様
や社会のニーズを起点に，デジタル技術で業務変革や価
値創造を推進する当社グループのDX戦略において，先
進技術の開発と事業適用で変革を先導することにある。
グループの機能分担センターとして，DXに関する最新
技術の取り込みと技術の担保に加えて，データ利活用の
人材育成，データ活用基盤の整備にも取り組んでいる。
　「デジタル化ソリューション」を支えるコア技術にお
いても，素材系・機械系の製造業として，ものづくりの
現場で技術開発を進めてきた生産管理技術，制御技術，
計測技術が基盤であり，これらの専門家集団が起点とな
り，新たなデジタル化，AIの技術開発と利活用技術の
開発を推進している5）。「オペレーションズ・リサーチ

（OR）応用技術」は，複雑で巨大な製鉄所の操業の自動
化や最適化の取り組み，生産管理業務へのコンピュータ
活用の歴史から端を発している。「データ駆動科学・AI
応用技術」も1980年代の計算科学の発展により，物理
モデルによる材質の制御，プラント操業や機械製品の動
作制御への適用と応用により構築してきた基盤技術であ
り，機械学習の発展に伴い，進化しているAI技術の取
り組みへとつながっている。近年では，材料開発におい
て，統計分析などを活用したインフォマティクス（情報
学）の手法 「マテリアルズ・インフォマティクス（MI）」
を導入している。大量のデータの分析と機械学習から，
目標特性を得るための成分設計や製造条件の最適化を迅
速に進める材料開発を，鋼材，アルミ，銅などへ展開す
るとともに，新材料の探索の試みを進めている。
　また「サービス化技術」について，お客様との相互の
コミュニケーションとして営業，マーケティング，開発，
設計，製造，サービスなどバリューチェーン全体をデー
タでつないだプラットフォームを構築している。代表的
な取り組みとして，お客様との接点強化では，受注・納
期情報，生産管理，操業状況などを工場・サプライチェ
ーン全体で連携させて，多品種変量工場の生産マネジメ
ントの整備を順次進めている。AI・ICTを活用した設

計効率化など，お客様・開発・製造をデータでつなぐこ
とで業務を変革させ，新しい価値の提供を目指してい
る。ものづくりの現場においても，デジタル技術を駆使
して多品種プロセスを高度化し，工場全体をつないで自
動化・最適化を推進し，安全・高品質・効率的な製造現
場の実現にむけて取り組んでいる。
　ものづくりを支える要素基盤の一つである「特殊条件
下の計測技術」として，様々な材料や大型構造物の表面
および内部品質を担保するための非破壊検査技術や，高
炉など高温・粉じんなどの過酷環境下におけるプロセス
計測技術，数十ｍサイズの圧延機の動的挙動からサブ
nmサイズのシリコンウェーハ平坦度を評価する表面形
状計測技術などがある。いずれも特殊な用途・環境条件
下における独自の計測技術であり，ものづくりの現場へ

「デジタル化ソリューション」を推し進めるための必要
なコア技術である。
　このように「デジタル化ソリューション」は，あらゆ
る分野の課題解決に有効である。社会全体でデータ化が
急速に進んでおり，「データ」という経営資源を最大限
に活用していくことは，未来の社会課題を解決するため
の不可欠な要素であることは言うまでもない。社会の変
化をチャンスと捉えて，デジタル技術による業務変革と
価値創造に挑戦していく。

むすび＝未来の社会課題の解決に対して，当社グループ
の長年の事業を通じて構築してきた「点」のコア技術を
複数掛け合わせて，実用の世界で活躍する製品・技術・
サービスに役立つ「面」の技術として構築し，さらにお
客様の事業に貢献することのできる「立体」的なソリュ
ーションへと発展させていく。
　
参　考　文　献
1） R&D神戸製鋼技報. 「特集：自動車軽量化」. 2019, Vol.69, No.1．
2） 江崎澄代ほか. 「自動車部品の材料選択・構造設計への環境負荷評

価の適用」. 第18回日本LCA学会研究発表会. 2023年3月, 2 -B3-02.
3） R&D神戸製鋼技報. 「特集：社会の多様なニーズを支える機能性

材料とそのソリューション」. 2022, Vol.71, No.2． 
4） R&D神戸製鋼技報.「特集：溶接・接合技術」. 2018, Vol.67, No.1．
5） R&D神戸製鋼技報.「特集：ICT活用」. 2018, Vol.68, No.2．



神戸製鋼技報/Vol. 72 No. 2（Jan. 2024） 17

まえがき＝KOBELCOグループは，鉄鋼材料，アルミ，
銅，チタンなどの非鉄材料，溶接材料などの多岐にわた
る素材を有する特徴あるメーカとして，自動車，航空機，
造船，鉄道，食品容器，エレクトロニクス，建築土木な
どを主なお客様としている。特徴ある技術・製品・サー
ビスの一例として，特殊鋼線材や高張力鋼板（ハイテ
ン），自動車用アルミパネル板，自動車サスペンション
用アルミ鍛造部品，クランクシャフト，アルミディスク
材，半導体用リードフレーム材，銅めっきなしソリッド
ワイヤなどがあげられる。これらの金属材料は，輸送機，
社会インフラ，産業インフラに利活用され，長年にわた
り人々の「安全・安心なまちづくり・ものづくり」を支
えてきた。いっぽう近年では，原料高や資源調達のリス
クが強まるとともに原料品位の劣質化が進展している。
このため，将来のカーボンニュートラルに向けたCO2

削減，ならびに資源循環の観点でのリサイクル素材の使
用拡大が急速に求められており，「グリーン社会への貢
献」や「未来へのソリューション提案」の観点でも，技
術開発が行われている。
　これら素材系分野のものづくりにおいて，金属材料の
溶解鋳造プロセスは素材の生まれとなる工程であり，製
品品質の良し悪しを左右する出発点であるともいえる。
また，素材同士をつなぎ合わせる溶接プロセスは構造材

に不可欠な工程であり，強度・延性・じん性への高い信
頼性が要求される。当社の溶解・鋳造・溶接技術の特徴
は，（1）高温冶金現象に基づく精錬反応を制御し所望
の成分に調整しつつ，不要な成分・ガス・介在物などの
不純物を除去して高清浄度化する「溶解技術」，（2）割
れや鋳造欠陥の防止，結晶粒の微細化，凝固組織の制御
などを図りながら高品質な素材として固める「鋳造技
術」，（3）溶解と鋳造を同時に制御して接合し，高品質
で高効率かつ作業性に優れる「溶接技術」，である。こ
れらの技術は，当社の多様な素材系事業のものづくりの
競争力を支えるコア技術として，創業以来，鉄鋼，アル
ミ，銅，鋳鍛鋼，チタン，溶接の各分野の特徴に応じて
開発が進められ，相互に磨き上げてきた。さらに将来に
向けて，自社もしくはサプライチェーン全体でのCO2

削減を実現し，不純物を多く含む低品位原料を使いこな
すための「溶解・鋳造・溶接技術」の革新にも取り組ん
でいる。
　本稿ではこれら各素材系分野のものづくりを支える溶
解・鋳造・溶接技術と将来に向けた取り組みを紹介する。

1．素材系分野の溶解・鋳造・溶接技術

　1 章では，鉄鋼，アルミ，銅，鋳鍛鋼，チタン，溶接
の各分野について，共通するコア技術を基盤に，材料ご

素材系分野のものづくりを支える溶解・鋳造・溶接
技術
石田　斉＊1（博士（工学））

Melting, Casting, and Welding Technologies Supporting the Art 
of Manufacturing in Materials Business
Dr.	Hitoshi	ISHIDA

要旨
溶解・鋳造・溶接技術は， KOBELCOグループの多様な素材系事業のものづくりを支える重要なコア技術として，
鉄鋼，アルミ，銅，鋳鍛鋼，チタン，溶接の各分野の特徴に応じて技術開発が進められてきた。さらに近年では，
原料品位の劣質化が進展し， CO2削減や資源循環の観点でのリサイクル素材の使用拡大が急速に求められており，
将来のカーボンニュートラルに向けた技術開発も数多く行われている。これら各素材系分野の溶解・鋳造・溶接
技術の進展と将来に向けた取り組みを紹介する。

Abstract
Melting, casting, and welding are essential core technologies that support the art of manufacturing in the 
Kobelco Group’s diverse materials businesses. Technological development has been promoted, considering 
the unique characteristics of each field: steel, aluminum, copper, cast & forged steel, titanium, and welding. In 
recent years, there has been a degradation in the quality of raw materials, leading to rapid demand for the 
expanded use of recycled materials from the perspective of CO2 reduction and resource circulation. Numerous 
technologies are currently being developed with the aim of achieving carbon neutrality in the future. This 
article introduces the progress and future efforts related to melting, casting, and welding technologies in each 
materials business.

検索用キーワード
溶解，精錬，鋳造，溶接，割れ，アーク炉灰，CCIM，ESW

■特集：KOBELCOのマテリアリティと価値創造を支える21のコア技術	 FEATURE	:	21	Core	Technologies	Supporting	KOBELCO’s	Materiality	and	Value	Creation
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金属の溶解・鋳造・
溶接技術



18 KOBE STEEL ENGINEERING REPORTS/Vol. 72 No. 2（Jan. 2024）

とに異なる製造プロセスの特徴に応じて多様な形で発展
を遂げてきた，溶解・鋳造・溶接技術を紹介する。
1. 1　鉄鋼
　鉄鋼分野において，神戸製鉄所（現・神戸線条工場）
では線材・棒鋼，加古川製鉄所では，鋼材 3 品種（線材・
棒鋼，薄鋼板，厚鋼板）を生産してきた。しかし，生産
性とコスト競争力を強化し，お客様の要求品質に応える
高付加価値化を実現するため，製鋼分野における高度な
溶解・鋳造技術を開発・適用し，上工程の集約を推進し
た。2014年に新溶銑処理工場を稼動させ，2017年の上工
程集約以降に機械攪拌（かくはん）式脱硫設備（以下，
KRという），転炉型脱りん炉の各 2 基体制を構築した。
また，2 次精錬工程では，溶鋼処理能力の高い取鍋製錬
炉（以下，LFという）と真空脱ガス装置（以下，RHと
いう）を用いた方式を採用し，連続鋳造工程では全鋼種
を高生産性，高歩留まり，高品質で鋳造できる 5 ストラ
ンドブルーム連鋳機（以下，6 CCという）を新設した。
これらプロセスごとの取り組みにより，小ロット多品種
である線材，棒鋼などの特殊鋼製品を高品質・低コスト
で大量に生産できるようになった 1）。
　これらの製鋼工程における溶解鋳造のコア技術とし
て，高品質で高効率な溶鋼処理を実現するため，平衡論
や速度論に基づく高温冶金反応制御技術，水モデルや流
動凝固解析 2）などの化学工学的な実験解析技術を構築
しており，脱硫，脱りんなどの反応効率向上や窒素制御，
清浄化を図っている。つぎに，これらのコア技術による
製鋼プロセスの変革を詳細に解説する。
　新溶銑処理工場では， KRと転炉型脱りん炉を新設し
て脱珪（だっけい），脱硫，脱りん，脱炭を機能分担し，
プロセス高効率化と溶銑処理能力向上を図った（図 1）。
これにより，転炉における脱珪・脱りん負荷を軽減する
ことができ，吹錬時間短縮による粗鋼生産能力の向上を
果たしている。
　脱硫技術では，強攪拌による反応効率向上を狙い，水
モデル実験や 5t KR試験で脱硫剤の分散性に及ぼすイ
ンペラ回転数と浸漬深さの影響を明らかにし，安価な石
灰，アルミ灰を使用して高効率な脱硫を可能にしている

（図 2）。脱りん技術においても，反応速度式や水モデル
実験で底吹き攪拌効果の最大化，底吹高流量下でも長寿
命化を可能とする底吹き羽口耐火物仕様の最適化を行う

ことで，高効率な脱りん反応を実現している3）。
　その他KRでは，省スペースでの前後スラグ分取を可
能とする設備配置によるスラグ利材化の最適化や，2 章
で詳述する当社真岡製造所で発生するアーク炉残灰利用
技術 4），5）を確立した。脱りん炉では，炉内付着地金の
溶解技術やスラグ冷却促進技術を確立するとともに，シ
ミュレーションを用いて物流の最適化を図った6）。
　2 次精錬工程では，RHにて窒素濃度を所定範囲内に
制御するため，独自の工夫を施して，環流ガス種，ガス
流量，槽内真空度，溶鋼成分などの影響を考慮した窒素
濃度予測計算システムを構築した（図 3）7）。またLFで
は，スラグ巻き込みによる清浄度悪化の懸念に対して，
スラグ設計と攪拌条件を組み合わせることにより，清浄
化処理，介在物制御，S濃度制御を実現した。これらの
LF，RHなどを用いた溶鋼処理技術により，介在物制御
鋼 8）～10）や超清浄鋼11）などの高品質鋼の製造を可能とし
ている。溶鋼処理を済ませた後，6 CCでは，安定流動
制御と小ロット対応が可能な大型タンディッシュ設計，
冷却速度の多様化に加えて冷却の均一性と良好なメンテ
ナンス性を兼ね備えた 3 次冷却設備により，高品質・高
機能を有した各種特殊鋼生産を可能にしている。
　将来に向けては，製鋼分野におけるこれらの高度な溶

図 1   溶銑処理プロセスにおける機能分担とその効果
Fig.1  Improvement by allotment of refining function in hot-metal　

pretreatment

図 3   RH環流条件が［N］挙動に及ぼす影響（計算結果）
Fig.3  Influence of RH treatment conditions on [N] contents 

(calculation results)

図 2  インペラ回転数と浸漬深さが脱硫剤巻き込み挙動におよぼ
す影響

Fig.2  Influence of rotation speed and immersion depth of impeller 
on dispersion of desulfurization agent
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解・鋳造技術を活用するとともに，高度なAI技術の活
用を含めて技術レベルの向上を図り，お客様の要求品質
に応える高付加価値化を実現する。さらにカーボンニュ
ートラルへのニーズに対しても，業界に先駆けた低CO2

高炉鋼材（Kobenable Steel）を拡販するとともに，電
炉による高級鋼製造に向けて，低品位原料やスクラップ
などの多様な原材料の使いこなしに必要な溶解・鋳造技
術の開発を推進していく。
1. 2　アルミ
　アルミ分野において，真岡工場は型材や板製品の製造
を行っており，溶解炉，保持炉，DC（Direct Chill）鋳
造機，国内最大級の広幅圧延機などを有し，飲料用缶材
や磁気ディスク用サブストレート材，自動車用パネル材
を生産している。また，大安工場は航空機部品製造で培
われた鋳鍛造技術を有し，油圧鍛造品，砂型鋳造品，自
動車用アルミ足回り鍛造品などの一貫生産体制を確立
し，長府工場でも世界トップクラスの技術力を誇るアル
ミ押出材を製造している。
　一般にアルミ溶解工程は，溶解炉，保持炉，脱ガス装
置，フィルタの設備を用いて，原料の溶解，成分調整，
溶湯温度調整，溶湯清浄化が行われる。合金の迅速溶解
と溶湯清浄化を低コストで達成するためには，とくに不
純物除去の溶湯処理工程に高度な精錬技術が必要とな
る。アルカリ金属，水素，介在物などの不純物を除去す
るため，保持炉でのフラックス精錬，脱ガス装置による
水素ガス，介在物除去，フィルタ処理による介在物ろ過
などの技術が挙げられる12）。溶解精錬後のアルミの連続
鋳造方法は，DC鋳造が用いられる。基本原理は1935年
に発明されたものであり，国内展伸材の主要プロセスと
なっている。鋳造プロセスでは，鋳塊形状，凝固組織の
確保を行い，とくに，割れや鋳造欠陥の防止，結晶粒の
微細化，形状寸法精度の確保などの技術が必要とな
る13）。
　これら溶解鋳造の課題に対し，溶湯清浄化に向けた高
温冶金反応制御技術やDC鋳造割れ防止のための熱応力
解析技術など，高度な溶解・鋳造技術を開発し，お客様
の要求品質に応える高付加価値化に貢献している。鋳造
技術の一例を示すと，大型の矩形（くけい）DC鋳造の
鋳造割れのほとんどは鋳塊の表面から始まる表面割れで
あり，当社は割れ防止の鋳造技術を長年にわたって蓄積
してきた。表面割れの起点は固液共存域で発生している
ことから，同温度域で表面から鋳塊が割れるメカニズム
を熱移動と凝固過程を考慮して推定するとともに，合金
組成による鋳造割れ抑制ポイントについて検討し，対策
を実施している14）～17）。
　具体的には，半凝固部のデンドライトが収縮すること
でひずみが生じ，特定の固相率領域でのひずみ量の大き
さおよびひずみ速度の差で割れが生じると仮定し，収縮
ひずみ量を表す割れ伝播パラメータΔTⅡと固相率変化に
対する温度勾配を用いて割れ感受性を表す割れ起点パラ
メータΔRⅡ/ΔTⅡで整理した。複数の合金組成について，
3 段階の鋳造速度（60 mm/min，80 mm/min，100 mm/
min）での割れ発生の有無を◎○△×で評価した結果，

各鋳造速度においてこれら二つのパラメータが大きい領
域で割れが発生しやすいことを明らかにした（図 4）。
このように割れ感受性を定量的に表現することで，割れ
発生モードが異なる合金種に対しても，割れを抑制する
考え方を明示可能とした。
　今後も高度化する要求品質に応えるため，溶解・鋳造
プロセスの品質向上，安定化に向けて一層の技術開発を
進めている。近年，アルミ分野でもお客様のCO2 削減
要求が強く，社内外スクラップ活用や副産物リサイクル
の潮流が加速している。当社ではカーボンニュートラル
社会に向けて，アルミスクラップリサイクルの技術開発
にも積極的に取り組んでおり，当社独自の特徴ある溶解
鋳造技術をさらに発展させていく。
1. 3　銅
　銅の溶解プロセスについて，長府製造所の溶解炉はシ
ャフト炉とコアレス炉の二種類がある。シャフト炉は溶
解能力が大きいことから，量産用の主力溶解炉として使
用されている。シャフト炉は原料を効率良く溶解できる
が，成分調整ができないため，電気保持炉で所定の成分
に調整されたのち鋳造される。長府製造所ではKFC® 注 1）

（高導電性耐熱合金）を主体とする純銅系合金の製造に
使用している。コアレス炉は誘導加熱で原料を溶解す
る。コアレス炉は種湯が必要なく，室温から原料を溶か
すことが可能で，一般的には少量多品種の溶解に適して
おり，NiやFeといった高融点金属の溶解も得意な特徴
を生かして，KLF® 注 2）（高強度・高導電性銅合金）並び
にCAC® 注 3）（高強度・高加工性銅合金）シリーズの溶解
に使用している。
　銅溶解鋳造においても，平衡論や速度論に基づく高温
冶金反応制御技術，シミュレーションなどの実験解析技

図 4  各割れ感受性評価パラメータによる各種合金の割れ感受性
評価結果と各グループの割れ防止の考え方

Fig.4   Crack sensitivity evaluation of each alloy by crack sensitivity 
parameter and crack prevention concept for each group

脚注 1） KFC®は当社の商標である。
脚注 2） KLF®は当社の商標である。
脚注 3） CAC®は当社の商標である。
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術を構築し，高清浄度化や鋳塊品質向上を図っている。
　健全な鋳塊を得るには，溶解鋳造段階でガスや介在物
の少ない清浄な溶湯を作る必要がある。品質不良の原因
となるH2ガス，水蒸気，CO2 ガスなどを極力排除するべ
く，原料から設備，炉内雰囲気まで管理し高品質な製品
製造に対応している。また，連続鋳造では熱間圧延を前
提にして，断面が矩形で長さが 4～6 mの鋳塊を製作し
ている。鋳塊品質に関わる鋳型の設計や鋳造条件につい
て，旧来は経験やトライアンドエラーによるところが大
きかったが，最近は凝固・熱応力解析技術の進歩により，
シミュレーションによってモールド形状や鋳造条件を決
定できるようになっている18），19）。それにより，中高温
脆性によって鋳塊の段階で割れやすい合金系の製造，鋳
塊内部の欠陥の抑制，表面品質の向上などが可能とな
り，数多くの品種を生産することに対応できる体制とな
っている。近年では，さらなるシミュレーション技術の
進展とともに鋳造プロセスをより詳細に解析可能となっ
ているが，実験技術においてもSPring-8の放射光を活
用した微視的な凝固現象のその場観察にも取り組んでお
り，ミクロ偏析が鋳造割れに及ぼす影響などの理論的解
明も進展している。今後も，銅分野は自動車電動化や半
導体需要拡大などにおけるお客様の価値向上に向けて，
高度な解析技術や実験技術に裏付けられた高品質の素材
を提供し，新たなカーボンニュートラルのニーズにも応
えていく。
1. 4　鋳鍛鋼
　鋳鍛鋼事業は当社創業と同時に鋳物生産から出発し，
そののち船舶用品を加え，現在は一体型／組立型クラン
ク軸の大型鋳鍛鋼品を主力製品とする国内唯一の舶用品
フルラインナップに対応している。なかでもクランク軸
はエンジンの主要部品であるがゆえに高強度，高疲労強
度が要求されることから，溶解鋳造プロセスにおける高
清浄度化技術が不可欠である。ここに当社の高度な溶
解・鋳造技術と介在物制御技術を適用することで不純物
元素の低減，介在物混入・生成の抑制を実現し，国内外
のお客様から高い信頼を獲得している。
　溶解工程において，クランク軸内の不純物元素を低く
抑えるためには，とくにりん，硫黄の除去や脱ガス処理
が重要である。当社では，1988年ごろまでは出鋼脱ガス
法と呼ばれる製鋼プロセスが用いられてきたが，1993 
年に取鍋精錬炉（真空保持炉）を設置し，電気炉から一
度溶鋼を取鍋に受け，取鍋内で精錬を行う炉外精錬法が
適用されている。これにより，電気炉内では限界があっ
た硫黄などの不純物元素や酸素などのガス成分の除去が
可能となり，クランク軸をはじめとする大型鋳鍛鋼品の
高品質化に寄与している20）～22）。また，介在物制御技術
の詳細は本紙別報をご参照願いたいが，疲労破壊の起点
となる介在物の低減を目的とし，不純物元素の低減や精
錬条件の最適化，造塊条件の改良を進め，高清浄度化技
術を開発した23）。高清浄度鋼では，現用清浄度鋼に対し
て20%以上，従来鋼に対して最大40%近く疲労強度が
向上し，設計に用いる疲労強度の算出時に使用する係数
k-factorについて全船級協会からk=1.15の承認取得を完

了している。これにより，当社材は通常値（1.00）に対
し設計段階で疲労強度において15%の余裕度が認めら
れ，エンジンの高出力化，コンパクト化が図られること
が期待されている（図 5）24）。
　将来のカーボンニュートラルに向けた電気炉のスクラ
ップ利用拡大によるCO2 削減や，資源循環の観点で副
産物の利活用においても当社技術の活用が可能である。
今後も低品位原料の使いこなしと高清浄度化の両立を推
進し，船舶品の安全・安心なものづくりに向けた生産性
向上，品質安定化に取り組み，輸送機器の社会変化に伴
うニーズに応えていく。
1. 5　チタン
　当社チタン事業は，スクラップチタンの安定溶解技術
とコイル圧延技術により大量生産を可能にし，チタンを
日本で初めて実用化した会社として日本のチタン産業を
リードしてきており，お客様との強固な関係と豊富な納
入実績を有する。チタンは酸素などと反応しやすい活性
金属であることから，真空アーク溶解（以下，VARと
いう），および 2 章で詳述するコールドクルーシブル誘
導溶解（以下，CCIMという）などの特殊な溶解・鋳造
技術を開発し，特殊溶解環境下での高温冶金反応制御技
術，偏析制御技術を構築し，お客様の要求品質に応える
高付加価値化を実現してきた。
　VAR法は，スポンジチタンを合金原料とともにプレ
ス成形してブリケットとし，これを溶接して棒状の消耗
電極とする。真空または不活性ガス雰囲気下の水冷銅る
つぼ内で，消耗電極と溶湯表面との間にアークを発生さ
せ，その熱により消耗電極を溶融して溶滴として落下さ
せる。溶湯プールは一方向凝固に近く，鋳塊表面品質改
善のために静磁場を付加して溶湯プールを回転攪拌する
ことなども行われる。一回の溶解だけでは鋳塊の合金成
分均質化が不十分なため，初回溶解の鋳塊を消耗電極と
して再度溶解する二重溶解が一般的であり，とくに高品
質を要求される航空宇宙材料では三重溶解も行われる。
　本溶解法は消耗電極表面と溶湯プールが近い距離で対
面する配置となるため，熱放射ロスが少なく電力消費量
の少ないことが特徴であるが，スクラップなどを原料と
して利用しにくいことが課題であった。そこで当社独自
技術として，一次溶解において消耗電極と銅るつぼ壁と
の間（100 mm程度）からスクラップ細片などを連続的

図 5   一体型クランク軸用高清浄度鋼の疲労強度
Fig.5   Fatigue strength of super clean steel for solid type crankshaft
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に装入し高効率で均質に溶解する技術（神戸法）を実用
化し，これにより溶解所要時間を50％，電力消費量を
60％程度にまで低減している25）。さらにVAR鋳塊偏析
予測モデルを開発し，VAR鋳塊の非定常部の濃度変化
を考慮することで，鋳塊全体にわたる成分分布を予測し
鋳塊品質の向上につなげている26）。
1. 6　溶接
　当社の溶接事業は，国内で唯一，溶接材料，ロボット
システム，電源，施工法のトータルメニューを有し，材
料，システム，プロセスの組み合わせによる多様な溶接
ソリューションの提案を行っている。その歴史は，1940
年に始まって以来，産業のキーテクノロジーである溶接
技術の開発をリードし，各産業の進歩に伴い変化する顧
客ニーズに対応してきた。長年にわたり蓄積された多岐
にわたる溶接コア技術の詳細は本号「溶接コア技術の開
発と社会実装」p.98～104をご参照いただくとして，こ
こでは，安全・安心なものづくりに向けた溶接金属の凝
固割れ改善技術の事例を紹介する。
　溶接現象も局所的に見れば，接合部の溶融池で溶解と
鋳造が同時に起こっており，鉄鋼材料などの高温冶金反
応と凝固挙動を制御するコア技術が活用できる。TiO2

系FCW（フラックス入りワイヤ）は，全姿勢溶接作業
性が良好であるため造船・橋梁（きょうりょう）分野で
広く用いられているが，片面突合せ初層溶接部の溶接に
おいては凝固割れが発生しやすい傾向にあり，凝固割れ
の抑制に取り組んだ27）。まず，脱酸元素の存在状態を考
慮した凝固割れ評価式を新たに構築した。凝固割れ感受
性をより正確に評価するうえで，ミクロ偏析に加えて溶
接金属中に含まれる酸化物の存在状態を考慮し，化合物
を形成しやすい強脱酸元素の影響を明らかにした。ま
た，鋼材やアルミの凝固割れ感受性の評価にはミクロ偏
析を考慮した各種モデルが提案されているが，ミクロ偏
析に加えて，新たにTiO2系FCWで形成されている溶接
金属部に含まれる強脱酸元素の酸化物の存在状態を考慮
した凝固割れ評価式を構築した27）。さらに，鋼材やアル
ミで行われる不均質核生成による凝固組織微細化の知見
をもとに，非金属介在物を活用した溶接金属の凝固組織
制御に着眼し，TiNに加え，Ti2O3でも炭素鋼溶接金属の
等軸晶化が可能であることを明らかにして，凝固割れ抑
制指針を示した。
　その他にも，溶接材料の様々な品種に対して，多様な
用途や環境での使い方に合致した素材系事業の知見や溶
解鋳造のコア技術を活用した溶接材料設計に取り組んで
おり，今後も複数の素材系事業を有する当社の特徴を活
かして溶接技術を進歩させていく。

2．未来に向けた溶解・鋳造・溶接技術の最新事例

　「安全・安心なまちづくり・ものづくり」，「グリーン
社会への貢献」および「未来へのソリューション提案」
の観点で，とくにカーボンニュートラルに向けたCO2

削減ニーズや，生産プロセスで発生するリサイクル材の
資源循環を進めるための溶解・鋳造・溶接技術開発の最
新事例について紹介する。

2. 1　アーク炉灰を利用した溶銑脱硫技術の開発
　複数の素材系事業を有する当社ならではの資源循環の
事例として，溶解プロセスで発生する副産物の利活用に
おける鉄鋼事業とアルミ事業がコラボレーションした取
り組みを紹介する。加古川製鉄所の製鋼における脱硫プ
ロセスでは，石灰に加えてアルミ灰（金属アルミニウム，
アルミナ含有）を溶銑に添加して機械攪拌し，脱硫促進
している。いっぽう，真岡アルミ工場では，溶解工程で
生成するアルミドロス（金属アルミニウムと酸化物の混
合物）からの効率的な金属アルミニウム回収，回収後の
残灰の無害化処理と再資源化を目的とした回転式アーク
炉を実用化している28）。残渣として発生するアーク炉灰
は，一般的なアルミ灰と比べて，脱硫に有効な金属アル
ミニウムが少なく，代わりに窒化アルミニウム（AlN）
が多いという課題があったが，この脱硫剤利用に着想
し，アーク炉灰の脱硫剤利用条件を明確化することで，
事業所間の副産物リサイクルを実現した29）。
　アーク炉灰の脱硫効率を300 kgラボ試験で検証した
結果，脱硫初期の脱硫速度はアルミ灰に劣るものの，石
灰－50%アーク炉灰の使用により，10 min処理で［S］ 
0.005 wt%以下を達成できることを確認した。さらにア
ーク炉灰の脱硫寄与メカニズムについても検証したが，
AlNは溶銑中で分解することで脱硫に有効なAl濃度を
上昇させ，またその傾向は高温ほど顕著であることを確
認した。以上をふまえて，加古川製鉄所における機械攪
拌脱硫における脱硫剤へのアーク炉灰配合設計手法が確
立されている。
　本成果は，複数の素材系事業を持つ当社ならではの事
業所間連携の事例であり，鉄鋼とアルミニウムの溶解鋳
造技術に精通しているからこそ可能な着想ともいえる。
また，新技術を当社グループ内で量産実証したうえで，
社外展開できることも強みであり，リサイクルや資源循
環においてお客様が抱える様々な課題に対して，当社の
技術力を生かした貢献を目指していく。
2. 2　CCIM溶解鋳造技術の開発
　チタンアルミ金属間化合物基合金（TiAl）は，Ni基合
金に比べて密度が約半分と軽量であり，かつ高温強度に
優れることから，近年の燃費削減ニーズやカーボンニュ
ートラルに向けたCO2 排出抑制を背景に，民間航空機
用ジェットエンジンの低圧タービンブレードへの採用が
進んでいる。TiAlは融点が高く，溶融温度では激しく
酸化されやすい非常に活性な合金であり，溶解には様々
な溶解技術が用いられるが，ここではコールドクルーシ
ブル誘導溶解法（以下，CCIM法という）における最近
の技術開発成果を紹介する30）。
　CCIM 法は，鉄鋼材料の溶解で一般的な真空誘導溶解
法の耐火物るつぼを，水冷銅製の多数のセグメントで構
成されるるつぼに置換した溶解法である。本溶解法は
VARなどと異なり，全原料を一括溶融する方式であり，
溶湯成分の調整などが容易となるため合金の溶解に適し
ている。CCIM法でのTiAl溶解における課題は，成分
均質性と高歩留まりを両立する溶解鋳造プロセス，およ
び低コスト化と低CO2 化を実現するためのスクラップ
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処理プロセスの基盤技術の確立であった。成分の制御技
術を高度化するため，溶解中のオンラインの迅速分析技
術を開発して，Al濃度ばらつきを狭幅制御することが可
能となった。また，鋳造速度を制御することにより，鋳
造欠陥のない鋳塊を製造できることを明らかにし，鋳造
歩留まりを改善した。さらに，SDGsにおける資源循環
促進の観点からスクラップなどをリサイクルする場合，
活性金属であるチタンにおいては不純物元素としてとく
に酸素の除去が重要な課題であるため，TiAl金属間化合
物を題材に新たな脱酸技術の開発に取り組んだ。熱力学
的な観点ではTi-Al-O三元系状態図において，アルミ濃
度が30～40 mass%以上になると金属間化合物中の酸素
溶解度が著しく低下することに着眼し，CCIM法あるい
はPAM（Plasma Arc Melting）法を用いたTiAl溶解中
にアルミニウムを高濃度で添加すること，さらにフラッ
クスを添加することによる脱酸プロセスの有効性を実証
した（図 6）。
　本成果は，TiAlのCCIM法による高度な特殊溶解技術
に加えて，スクラップリサイクルを最大活用できる新た
な付加価値を加えたものであり，ほかのチタン合金にも
活用できる技術である。航空宇宙分野をはじめとするチ
タン使用のニーズが拡大していく中，ますます求められ
るカーボンニュートラルに向けたCO2 削減，SDGsにお
ける資源循環促進の取り組みとともに今後の実用化に向
けた発展が期待できる。
2. 3　新エレクトロスラグ溶接法の開発
　立向自動溶接としてエレクトロスラグ溶接法（以下，
ESW法という）の適用拡大が期待されており，新たな
ESW法（SESLATM 注 4））31） の開発が行われている。溶接
作業性の改善，高品質化，自動化における溶接作業の負
荷軽減と脱技術化に役立てる施工法であり，その取り組
みの中で 9%Ni鋼への適用可能性も見出した32）。
　新ESW法の特徴として，エレクトロスラグ溶接の長
所（スパッタやヒュームが少なく，耐風性が良好）を維
持しながら，短所（溶接長の制限）を克服しており，ス
ラグ浴制御機能に，水冷摺動（しゅうどう）銅板方式を
採用することで，長尺溶接が可能となっている。トーチ

のオシレート範囲が拡張され，1 パスで溶接可能な最大
板厚が80 mmとなっており，極厚板溶接において，良
好な溶込みと溶接性が確保されている。板厚30 mmの
9%Ni鋼板を12%Ni系溶接材料でESW試験評価した結
果，良好なビード外観を示し，溶接金属の引張強さと低
温じん性も向上した。
　近年，天然ガスから排出されるCO2 をオフセットす
る新たな取り組みとして，カーボンニュートラルLNG
の導入が始まっており，その手段の一つとしてCO2 回
収・貯留が期待されている。液化CO2 貯蔵タンクには，
9%Ni鋼の適用が計画されているが，極低温用鋼の適用
可能性も高まっている。また，洋上風力発電設備などの
再生可能エネルギーにおける極厚板の高能率溶接施工へ
の適用も期待される。今後もエネルギー分野に向けた高
品質，高能率な溶接施工を提案し，CO2 循環のインフラ
構築へのより一層の貢献が期待できる。

むすび＝溶解・鋳造・溶接技術は，KOBELCOグループ
の多岐にわたる素材のものづくりを支える技術として，
各事業分野のニーズに応じて開発が進められてきた。未
来に描くカーボンニュートラルや資源リサイクルによる
持続可能な世界の実現に向けて，素材系事業の多様な技
術力を融合して溶解・鋳造・溶接技術を発展させ，CO2

削減や資源循環のニーズに応えていきたい。
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図 6   フラックス添加時の溶融TiAl中脱酸挙動のAl濃度依存性
Fig.6  Effect of aluminum content on deoxidation behavior in molten 

TiAl with flux addition

脚注 4）SESLATMは当社の商標である。
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まえがき＝素材系事業を核とする当社の初めてのビジネ
スは，1905年の船舶用大型鋼塊品であり，そこから派生
し1920年に鉄鋼線材・棒鋼の生産を開始した。現代に
おいても，一体型／組立型クランクシャフトや自動車エ
ンジン用弁ばね用鋼といった高い信頼性が求められる分
野でイニシアチブを握っているが，これら製品の品質は
鋼材中の「介在物」を制御する技術によって支えられて
いる。
　介在物は鋼材中に存在している酸化物，硫化物，窒化
物などの非金属化合物である。鋼材中に介在物が存在す
ると，低温環境下での衝撃による破壊や，繰り返し応力
による疲労破壊，線材製品の伸線・撚線（よりせん）加
工における断線といった問題につながる。
　介在物の起源は，溶鋼再酸化，耐火物の混入，精錬時
のスラグ巻き込みといったものから，脱酸生成物（低炭
素鋼において脱炭吹錬の後に脱酸元素を加えるときに生
成する酸化物）まで，多岐にわたる。とくに脱酸生成物
に関しては工程上不可避的に生成・混入するものである
ことから，除去ではなく「微細化・無害化」を志向して
いる。いっぽう，介在物が常に素材の特性に悪影響を及

ぼす訳ではなく，介在物を起点とした鋼材組織制御や，
被削性改善の観点で介在物を利用する技術も開発される
など，特性向上のために積極活用されることもある。
　以上のことから介在物のコントロールは素材の成績を
決定づける重要な因子の一つであり，有害な介在物を可
能な限り除去して高清浄度化するとともに，無害化や積
極利用する介在物に関しては所望の組成・サイズに制御
して素材中に保持させる技術が必要である。本技術は，
素材品質の安定性や，ものづくりにおける生産性の確保
に必要不可欠な技術であり，当社マテリアリティに掲げ
る「安全・安心なまちづくり，ものづくりへの貢献」に
つながる。本稿では，当社を代表する製品群において，
介在物の制御技術がどのように培われ適用されてきた
か，および今後の展望を概説する。

1．鋼材の高清浄度化技術：鋳鍛鋼，軸受鋼

　当社の手掛ける鋳鍛鋼製品は素材系事業の中でも最も
歴史が古く，1914年には当時国内最大の1,200トンプレ
スを用いた大型クランク軸を製造するなど，産業化が悲
願であった分野に積極果敢に挑戦してきた。今日では，

金属中介在物の制御技術を用いた高信頼性製品の
創出
足立毅郎＊1
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重要な因子の一つである。介在物制御技術は，介在物徹底除去による金属の高清浄度化技術，介在物物性制御に
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一体型／組立型クランク軸などの長い経験と技術力に裏
打ちされた船舶に欠かせない大型製品を生産している。
　鋳鍛鋼の製造プロセスは，銑鉄／スクラップなどの原
料を溶解し，溶鋼処理を経て鋳造したあと，高温プレス
により製品を形作っていくものであるが，精錬の際には
製品の疲労強度を著しく悪化させる粗大な介在物の生成
を抑制しなければならない。鋼塊の高清浄度化のために
は，介在物源となる硫黄や酸素を除去する必要がある。
このため当社高砂製作所では，1993年に炉外精錬法の適
用を開始し，スラグ反応の促進と酸化物系介在物の浮上
分離を両立し得る攪拌（かくはん）条件を確立すること
で，高清浄度鋼の製造を可能としている1）。
　また，製品保証の観点から製品中の介在物を検査する
方法も求められる。当社は，一体型クランク軸に対し独
自の自動超音波探傷装置を開発し，品質の担保と省人化
を実現している。詳細は，本号p.50-51，「KOBELCOの
ものづくりを支える高度計測技術」を参照されたい。
　ほかにも介在物制御による高清浄度化を適用した素材
の例として，軸受鋼が挙げられる。軸受鋼は産業機械に
欠かせない重要素材であり，転動疲労寿命を確保するた
めに高い清浄度が求められる。転動疲労寿命を低下させ
る非金属介在物としてはAl2O3 系介在物が代表的だが，
同時にCaO含有介在物も問題となる。当社では，その
生成または混入起源の解明のために，実機トレーサー添
加試験および速度論的な解析を実施した。その結果，
CaO含有介在物の生成起源はスラグ巻き込みであるこ
とを突き止め，巻き込み対策および介在物浮上促進対策
の適用により，介在物個数を約 1/4 に低減させること
が可能となった 2）。
　加えて，高清浄鋼では鋼材中の酸素濃度が数ppmと
低いため，微量な介在物量ならびにサイズを正確に把握
する評価手法が求められる。この目的においては被検量
の大きい酸分解による化学抽出分離法が適しているが，

CaO含有介在物は酸に対して化学的に不安定という問
題があった。そこで当社グループでは，塩化第一鉄を用
いて鋼材を溶体化して介在物を抽出するスライム法に注
目し，溶体化処理温度とpHを適正化することにより，
数kg単位の鋼材からCaO含有介在物を抽出・分析でき
る手法を開発した 3）。
　さらに，溶鋼中の介在物の浮上分離挙動を検討するた
め，数値計算による流動シミュレーションも活用してい
る。鋼の連続鋳造機においては，鋳型内に流入した介在
物が凝固時に鋼塊中に捕捉されないよう除去する必要が
あり，そのために電磁攪拌装置の使用条件や浸漬ノズル
形状の検討がなされている。これらの対策による効果を
可視化するために，溶鋼流動シミュレーションにより連
鋳機内での介在物の運動挙動予測を行っている4）。
　また，介在物は凝集合体による浮力差を利用して分離
させることが可能であるが，この挙動を再現するため
に，表面性質（濡れ）も考慮した介在物の乱流凝集のモ
デル化を行い，溶鋼流動と連成する技術を開発した。本
技術は連続鋳造機のタンディッシュなどにおける凝集分
離挙動の検討に活用している（図 1）5）。この図から，下
流に行くに従い単一粒子の個数が凝集進行により減少し

（図 1（a）），凝集した粒子が増加（図 1（b））している
ことが確認できる。
　本章で述べたような介在物制御による高清浄度化は，
鋼本来の性質を引き出すために不可欠な技術である。例
えば鋳鍛鋼製品が多く使用される船舶・エネルギー分野
では，カーボンニュートラルを始めとした資源問題の高
まりを受け，船舶大型化による輸送効率の向上がより一
層求められる。鋼材を軽量化しつつ疲労強度や衝突安全
性能を確保するためには，介在物制御により鋼材の性能
を引き出し，それを保証する評価・検査技術の要求が増
すことは明らかであるため，本技術の継続的な高度化を
行っていくことで，安全・安心な社会に貢献していく。

図 1   3CCタンディッシュ内の介在物の凝集体グループごとの個数濃度分布（初期濃度で規格化）
Fig.1   Distribution of number of inclusions in 3CC tundish (Normalized by initial concentration)
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2．介在物の微細化・無害化技術：線材

　線材製品は，タイヤ補強材として使用されるスチール
コード，エンジンの吸・排気運動を支える弁ばね用鋼な
ど，疲労強度・耐へたり性といった面で高い水準の信頼
性が要求される部材に多く使用されている。なかでも当
社が高いシェアを誇る弁ばね用鋼（図 2）は，数千回／
分という高い繰り返し荷重のなかで，高い疲労特性が要
求される。従来は材料の強度自体が最終製品の特性を支
配していたが，1970年にJIS化された1900 MPa級Si-Cr
鋼オイルテンパー線の開発をきっかけに，介在物起因の
折損問題が顕在化した6）。
　弁ばね用鋼やスチールコードには強度を確保するため
に0.5～0.8%程度の炭素を含む高炭素鋼線材が使用され
る。この線材を製造する際，鋼中の溶存酸素を低減する
ためにCa, Al, Mn, Siなどの脱酸元素を添加する処置を
行うが，これによって生成した酸化物系介在物が，製品
中に粗大な介在物となって残存すると折損起点となる。
脱酸処理による酸化物系介在物は不可避的に生成するも
のであり，除去が困難なことから，線材製品においては
その影響を無害化するために，加工工程において介在物
を延伸微細化させ，破壊起点とならないよう対策をとっ
ている。
　延伸微細化のされやすさは介在物種により異なり，と
くにAl2O3のような硬質介在物は微細化されにくいこと
が分かっている。このため高強度が要求される弁ばねで
は脱酸元素としてシリコン添加を採用し，さらにCaO-
SiO2-Al2O3系のスラグと反応させることで介在物を（Ca, 
Mn, Mg）O-SiO2-Al2O3 系低融点組成に制御し，微細化
されやすい物性を持った介在物とする技術が適用されて

いる。
　介在物中のAl2O3成分が上昇すると微細化されにくく
なることから，溶鋼中の溶存Al成分とスラグの反応に
よるAl2O3 生成を回避する必要がある。この反応を熱力
学的に検討するためには，溶鋼中Al濃度の分析技術が
必要であるが，酸溶解⇒ICP発光分光分析による分析方
法では，介在物中のAl2O3も一部が溶解されてAl濃度と
して検出されてしまうという問題があった。
　そこで当社では，試料表面へのイオン照射に呼応して
放出される二次イオンを質量分析する，二次イオン質量
分析計（SIMS）7）を活用し，ppmオーダの微量な溶存
Al濃度を測定することで，Al2O3介在物の生成条件を詳
細に検討し，鋼材成分設計に活用している8）。
　さらにこのSIMS分析技術を他元素にも適用し，溶存
Ca濃度と介在物との反応の速度論的解析にも活用して
いる。これにより，スチールコードにおける介在物の高
CaO組成への改質は溶存Caと介在物との反応ではなく，
巻き込みスラグとの合体の寄与が大きいと結論付け，こ
れに基づき溶鋼攪拌を最適化し，よりスラグを巻き込み
やすいように溶製を行っている9）, 10）。
　いっぽう，高炭素鋼線材は用途拡大に伴い細線化も進
んでおり，その一例であるシリコンインゴット切断用ワ
イヤにおいては50～130 μmの極細線が要求される。従
来は30～50 μm程度のAl2O3などの非金属介在物を起因
に折損していたものが，細線化に伴い 5～20 μm程度の
微細なTiN介在物によっても折損することが確認された

（図 3）。
　TiNは次章で述べるように，溶接・厚板分野では組織
微細化のために積極活用されている。この開発において
獲得したTiN生成制御に関する知見は，超極細高炭素鋼
線材におけるTiN生成抑制にも応用されている11）。さら
に，凝固現象も考慮した熱力学検討の結果，TiNの生成
はマクロ偏析によるTi溶質の濃化によるものであると
推定しており，この仮説を裏付けるためのppm～ppbオ
ーダ溶存Ti濃度分析に関して上述した二次イオン分析
装置が活用されている。また，TiNの抽出分離のために
確立した酸溶解法と大気雰囲気処置を組み合わせた独自
の抽出技術には，長年開発してきた化学抽出分離技術の
ノウハウが活かされている。このように，様々な製品を
開発する中で培った介在物制御・評価技術が脈々と受け
継がれ，新たな製品の創出へとつながっている。

図 3   窒化チタンを起点とする極細線の断線破面
Fig.3   Fracture surface of fine wire starting from TiN

図 2   自動車用エンジンに組込まれた弁ばね
Fig.2   Valve springs built into automobile engine
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3．介在物の活用技術：厚鋼板，溶接材料，快削鋼

　当社は1986年に加古川製鉄所で厚板工場を稼働させ，
造船，建築，橋梁（きょうりょう），エネルギー，産業
機械といった分野に様々な高機能厚鋼板を供給してい
る。厚鋼板は需要家において溶接接合により構造物に作
り上げられることが一般的であり，施工コスト低減，工
期短縮のために，大入熱溶接に対応できる厚鋼板が求め
られる。溶接熱影響部（HAZ）では入熱により組織が
変化して靭性（じんせい）が低下するという問題に対し，
当社では析出物（介在物）であるTiNを積極活用して靭
性を改善するKST（Kobe Super Toughness）処理を技
術の核として厚鋼板を製造してきた。鋼材中のチタンお
よび窒素成分比の適正化によりTiNを鋼材中に微細分散
させ，靭性低下要因となるオーステナイト粒粗大化を抑
制することができる。加えて当社では，50 kJ/mmを超
える大入熱溶接においてTiN微細分散の阻害要因となる
δフェライト温度域を狭幅化する合金成分設計により，
図 4 のとおり大入熱溶接においてもTiN平均粒径dを低
減し，微細分散を実現できる厚板商品の開発に成功して
いる12）。
　いっぽう，当社は溶接ワイヤの開発および製造も手掛
けている。溶接ワイヤのなかでもチタニヤ （TiO2）を用
いたフラックス入りワイヤ（FCW）は全姿勢溶接作業
性が良好という特徴を有しており，造船・橋梁分野で広
く用いられている。しかしながら，一般的にチタニヤ系
FCWはソリッドワイヤと比べて高温割れ感受性が高く，
凝固時に割れが発生しやすいという弱点を有していた。
　この凝固割れを抑制するために，厚鋼板でも述べた
TiN介在物を不均質核生成の核として活用し，凝固形態
を柱状晶から等軸晶に遷移させる手段が報告されてい
る。しかし，TiNを生成させるために窒素濃度を高める
と，窒素ガス起因の気孔欠陥が発生しやすいという問題
が生じるため，TiN以外の酸化物系介在物を活用した技
術を検討した。この結果，TiO2を凝固組織制御に活用し
て凝固割れ感受性を改善できることが明らかとなり，製
品設計に反映した13）。
　ほかにも，介在物を積極活用した例として快削鋼が挙

げられる。快削鋼は油圧部品などに使用される鋼材で，
高精度の切削加工が要求されることから被削性が重要と
なる。被削性の改善にはPbの添加が有効であるが，環
境への負荷が大きい。そこで，MnSを大型・球状化して
鋼中に分散させることで被削性改善に有効な微小クラッ
ク発生サイトとして活用するコンセプトの材料設計を行
い，Pbフリー快削鋼の開発に成功している14）。
　上述した介在物活用による鋼材特性の発現のように，
これからの時代に求められる材料に対して，まだ発見さ
れていない介在物による特性改善が発見される可能性も
十分に考えられる。これまで述べてきた介在物制御は，
そうした介在物の有用性をいち早く捉え，用途に応じた
形態制御を実現することで，新製品の創出に貢献できる
技術である。

4．介在物制御技術の将来展望

　製鉄業における中長期的な課題は，カーボンニュート
ラルならびに資源循環型社会への転換に向けて低CO2鉄
源である直接還元鉄や鉄スクラップを多量使用できる溶
解，精錬，鋳造プロセスを開発していくことである。こ
のとき，鋼材中の介在物は原料やプロセスによって変化
するため，環境の変化に応じて介在物の影響を抑制する
ための制御技術が必要となる。
　評価技術の観点からは，例えばスクラップに含まれ精
錬除去が難しいCu, Snなどの元素（トランプエレメント）
を迅速に検出する技術が確立されれば，より広範な原料
を受け入れることができるようになる。
　さらに，介在物制御技術は鋼材中に目標組成・サイズ
の化合物を保持させる技術ともいえるが，この対象を鉄
鋼副産物であるスラグに応用することで，スラグの再資
源化に有効な「鉱物相制御技術」にも波及させることが
できる。例えば，製鋼スラグの用途である路盤材におけ
る膨張抑制の観点で，膨張を引き起こす鉱物相の特定に
より資源化も考慮したスラグ設計が可能である15）。ま
た，当社はスラグ中のCa分を利用してCO2 をCaCO3 炭
酸塩として固定化し，CO2削減とCa分の再資源化を行う
CCUS技術にも取り組んでいるが16），このプロセスの抽
出工程においてCa分を抽出しやすいスラグを製造する
ために鉱物相制御技術が有効と考えられる。以上のこと
から，介在物制御技術はカーボンニュートラル下におけ
る鋼材品質保持，ならびに副産物資源循環の促進の双方
に寄与することができ，素材の信頼性のみならず当社マ
テリアリティ「グリーン社会への貢献」にも通じていく
技術であるといえる。
　最後に，本稿では鋼材に関する介在物制御技術につい
て概説したが，これ以外にアルミ，銅，チタン，マグネ
シウムなどの多様な素材を扱う当社グループにおいて，
本技術は，素材の品質を担保しさらには資源環境に対応
しながら副産物リサイクルを推進していく土台のひとつ
となる重要な技術である。本技術を軸に，当社グループ
のシナジーを発揮していくことで，時代の要求に応じた
多様な素材製品の創出とグリーン社会の構築に貢献して
いく。

図 4   TiN分散形態に及ぼすTi/Nバランス，合金成分の影響
Fig.4  Influences of Ti/N ratio and alloying elements on dispersion 

of TiN particles
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むすび＝材料開発においては，2 章の線材で述べたTiN
起因折損のように，高機能化要求に伴い，従来にはなか
った問題が次々と発生する。当社における介在物制御技
術は，新たな課題が顕在化するたびにその介在物起源を
特定したり，従来見えなかったものを評価できるように
したりと，長きにわたる開発のなかで継続的に進化して
きた。このことが当社のオンリーワン製品を支える重要
な技術群の構築につながっている。
　今後もカーボンニュートラルや資源問題など，社会環
境の変化に伴い材料に求められる特性の大きな変化が予
想される。これからも本稿で述べた介在物制御技術を核
に，KOBELCOならではの新たな材料を世に送り出すこ
とで社会の発展に貢献していく。
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まえがき＝どのような製品でも，その製品を構成する素
材が必要になり，用途や性能，機能，コストなどの様々
な観点から，どの素材を使用するか選択される。その中
でも金属材料は，種類によって強度や延性・靭性（じん
せい），導電性，熱伝導性などの性能が多種多様である
とともに，良好な性能を比較的安価に，多量に供給でき
ることが特長となっている。そのため，周期的に新素材
ブームが生じて一部の用途が置き換わっても，金属材料
の重要性は変わらず，社会を支える重要な素材であり続
けている。金属材料が活用され続けているのは，性能が
優れるだけでなく，社会構造の変化に伴い，高まる要求
に応えるために，絶え間なく改善が進められてきたこと
が一つの要因と考えられる。
　当社では，金属材料の総合メーカとして，鉄鋼材料（線
材条鋼，厚鋼板，薄鋼板，鋳鍛鋼品，鉄粉），アルミニ
ウム合金（アルミ板，アルミ鋳鍛造品，アルミ押出材），
銅合金，チタン合金，溶接材料といった各種金属材料を
生産し，自動車，鉄道車両，船舶，航空機などの輸送用
機械，建設用・建築用金属製品，産業用機械，電気機械，
電子部品・デバイス・電子回路などの様々な産業に提供
して，最終製品に活用されている。これらの製品に適用

される金属材料の性能のうち，高強度化と成形性などの
変形特性を両立できれば，自動車に代表される輸送用機
械の重量低減を実現することで走行時の燃費改善による
CO2 排出量を低減，持続可能な社会の実現に貢献するこ
とができる。また，靭性や疲労特性に代表される構造材
料の信頼性に関わる性能を高めることができれば，最終
製品の信頼性を高め，より安全でより安心な社会に貢献
することができる。
　金属材料の性能はその成分に加え，金属中の「組織

（microstructure）」と呼ばれるミクロンオーダーからナ
ノオーダーの結晶分布状態が支配している。そのため，
様々な金属材料の性能を制御するための「金属組織制御
技術」は当社の金属材料製品の競争力を支える重要な要
素基盤技術の一つである。
　金属組織制御技術は，基本的に金属中の組織を要求特
性に応じて，成分設計や加工，熱処理により適切な状態
に制御する技術であるが，対象とする要求特性や材料に
応じて制御すべき観点が変わる。例えば，自動車の骨格
部品のように複雑な形状の部品に成形加工され，衝突時
のエネルギー吸収のために変形する部位に適用される場
合は高強度と延性を同時に確保する必要がある。そのた
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要旨
当社は金属材料の総合メーカとして，社会の様々な要望に応えるために，鉄鋼，アルミニウム合金，銅合金，チ
タン合金，溶接材料といった各種金属材料の性能改善を進めるための要素基盤技術として金属組織制御技術の高
度化を進めてきた。ここでは，持続可能な社会に貢献する軽量化ソリューションの取り組みとして自動車用超ハ
イテンならびにアルミニウム合金の開発を，安全・安心なまちづくりへの貢献の取り組みとして厚鋼板・溶接材
料の開発を，金属組織制御技術の取り組みの事例として紹介する。また，今後，想定される大きな社会変化に対
応するために今後の金属組織制御技術の方向性について述べる。

Abstract
Kobe Steel, as a comprehensive manufacturer of metal materials, has been advancing the refinement of 
metallographic structure control technology as a fundamental technology to enhance the performance of various 
metal materials, including steel, aluminum alloys, copper alloys, titanium alloys, and welding materials, in order to 
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of ultra-high-strength steel and aluminum alloys for automotive applications as part of its efforts towards weight-
reduction solutions that contribute to a sustainable society, and the development of thick steel plates and welding 
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めには，高強度だが延性が低い組織と低強度でも延性の
高い組織を混在させるような組織制御や，金属結晶の方
向を変形しやすいようにコントロールするような組織制
御が活用される。いっぽう，建築物や船舶など，使用中
に壊れてはいけない構造物に適用される場合は，靭性，
疲労特性などの構造物の信頼性に関わる性能が求められ
るため，金属組織の均一性や結晶粒の微細化など破壊を
抑制する組織制御が活用される。
　そのほかにも，主に高強度化と相反する性能である耐
水素脆化特性，伸線性，易加工性との両立が求められる
場合や，高温環境で活用される材料の場合は高温強度や
耐クリープ特性，機能系の電磁気特性や熱伝導性などの
様々な性能に対して，それぞれに応じた組織制御技術が
求められ，所望の組織を実現するための技術開発を進め
てきた。
　本報告では，金属組織制御技術のうち，持続可能な社
会を実現するための軽量化ソリューションおよび安全・
安心で持続可能な社会の実現につながる取り組みについ
て紹介する。

1．持続可能な社会を実現するための軽量化ソ
リューションに向けた金属組織制御技術

　持続可能な社会を実現するための一つの取り組みとし
て，地球温暖化を緩和するためにCO2 排出量低減を進
めることが求められている。このうち，国内の 2 割弱を
占める輸送部門，とくに自動車のCO2 排出量を抑制す
ることは重要な取り組みの一つとなっている。この取り
組みにおいて，走行時のCO2 排出量低減を実現するに
は，自動車の軽量化による燃費向上が重要となる。その
実現に向け，当社では素材メーカとしての軽量化ソリュ
ーション技術構築を進めており，その中心的な取り組み
として軽量化材料を創出するための金属組織制御技術の
深化を進めてきている。
　代表的な取り組みとしては，自動車用高強度鋼板，い
わゆる超ハイテンの開発があげられる。自動車の衝突安
全性能の確保と軽量化の両立には骨格部品用材料の高強
度化が必要で，そのため，高強度で成形可能な延性を同
時に確保した鋼板を実現するための技術開発に取り組ん
できた。1980年代には強度と延性の兼備を狙い，軟質な
フェライトと硬質なマルテンサイトを混在させたDual 
Phase鋼（DP鋼）の検討が進められた1），2）。DP鋼では
強度を確保しながら，延性の指標で強度と相反するとさ
れている伸びと伸びフランジ性を両立させるための組織
制御技術を開発した。具体的にはフェライトとマルテン
サイトの分率，マルテンサイト中のC濃度，さらにマル
テンサイト中の炭化物サイズの制御による伸びと伸びフ
ランジ性のバランスの向上である3），4）。
　いっぽう，さらなる延性向上のニーズに対し，残留オ
ーステナイト（以下, 残留γ）の加工誘起変態を活用し
たTRIP鋼が候補と考えられていたが，TRIP鋼は伸びが
良好だが伸びフランジ性が比較的低位となる。この原因
は残留γが塊状に存在するためと考え，信州大学との共
同研究を通じて，残留γを微細に分散させる組織制御技

術を開発した。その結果，焼鈍前組織をマルテンサイト
として，マルテンサイトのラス間に残留γを微細に分散
させたTAM鋼（TRIP aided Annealed Martensite鋼）5），6）

や，母相をベイニティックフェライトとし，ベイニティ
ックフェライト間に残留γを微細に分散させたTBF鋼

（TRIP aided Bainitic Ferrite鋼）7） という組織コンセプ
トを構築した。このコンセプトを各種強度クラスに適用
し，伸び－伸びフランジ性バランスに優れる980 MPa
級鋼（図 1）8），1,180 MPa級鋼 9），1,470 MPa級鋼10） とい
った材料を開発した。
　また，さらなる軽量化に向け第 3 世代超ハイテン

（Generation 3 もしくは 3rd Generation）11）と呼ばれる，
比較的省合金で強度－延性バランスに優れる高強度鋼板
に関する研究が盛んとなり，国内でも国プロジェクトに
て引張強度1.5 GPa－伸び20%を目指した取り組みが進
められた。当社ではこのプロジェクトの中で，中高炭素
鋼を用いて，残留γの増加と安定度の制御 12）や，Q&P
プロセスの適用による微細化により目標の強度－伸びを
達成し，さらに伸びフランジ性も兼備できる組織制御技
術を開発した13）。本技術の実用化には種々の課題が残さ
れているが，ここで開発した組織制御技術を活用しなが
ら，将来のさらなる軽量化に資する鋼板の提案に繋げて
いく。
　自動車車体軽量化に対して，もう一つ有力な材料とし
てアルミニウム合金があげられる。アルミニウム合金は
鋼材に対して，剛性同等とした際の重量を 1/2 にでき
ることから，とくに剛性が必要なパネル材，例えば，フ
ード，トランクリッド，バックドア，ルーフなどに適用
が広がっている。パネル材に求められる材料特性として
は，強度，成形性，ヘム曲げ性と呼ばれる折り曲げ後に

図 1  （a）開発980 MPa級鋼（TBF鋼）,
 （b）従来980 MPa級鋼（DP鋼）のSEM組織写真
Fig.1  SEM micrographs of (a) developed 980 MPa grade steel (TBF 

steel), 
 (b) conventional 980 MPa grade steel (DP steel)
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押し潰す加工特性，成形後の表面品質などがあげられ
る。ここでは強度，とくに塗装焼付後の強度確保のため
の組織制御技術，および，プレス成型後の表面品質のた
めの組織制御技術について述べる。
　パネル材の中でも，車体の外側に適用されるアウタパ
ネル材は，機能，デザインの両面から形状が決定される
ため，複雑な形状に精度よく成形できることが求められ
る。そのため，成形時には低強度であること，いっぽう，
最終製品に対しては，へこみに対する耐性の評価指標で
ある耐デント性のために高強度であることが求められ
る。自動車の製造工程ではプレス成型後に塗装焼付と呼
ばれる170～180℃程度で数十分加熱される工程が存在
し，この加熱工程で硬化する性能をベークハード（BH）
性と呼ぶ。成形時の強度が低くても，BH性が高ければ
製品強度が高められるため，BH性を高めるための研究
が活発に進められている。
　塗装焼付熱処理で強度が向上するのは，熱処理中に析
出物やクラスタと呼ばれるナノスケールの組織が形成さ
れるためである。BH性向上には，予備時効や，予備時
効と予ひずみの組合せが有効14）～16）であり，各項目を最
適化すればBH性が最大化できる。いっぽう，BH性を支
配するクラスタは溶質元素（6000系アルミニウム合金
ではMg, Si）や原子空孔が集まった数nm程度の微小な
組織であり，汎用的な微視構造を観察する手法である透
過型電子顕微鏡（TEM）では明確に観察できない。そ
のため，3 次元アトムプローブと呼ばれる原子配置を 3
次元的に観察する技術を活用し，図 2 に示すように熱
処理過程でのクラスタの形成挙動を解析 17），18）した。そ
の結果，予備時効を施すことで自然時効に比べてMg/Si
比が0.4超のクラスタの数密度が増加し，時効時に強度
向上に寄与するβ”相に遷移することでBH性が向上す
ることを示した。
　プレス成型後の表面品質に関する課題としては，6000
系Al-Mg-Si合金板材においてプレス成型後に表面にリ
ジングマーク（もしくはローピング）とよばれる模様が
生じる場合があり，自動車のアウタパネルに適用するた
めには，外観品質の観点からリジングマークの形成を抑
制することが求められている。
　リジングマークが形成される原因として，金属の変形
能の異方性があげられる。金属の変形は転位と呼ばれる
結晶の連結性が乱れた領域が形成，移動することで生じ
る。アルミニウムでは転位の移動できる方向が鋼に比べ
て限られており，転位が移動できる方向に応力を加える
と変形しやすいが，変形方向がずれると変形しにくくな
る。このように変形方向と結晶方向の関係によって変形
しやすさが変化する。リジングマークの発生にはCube
方位と呼ばれる張出性の向上に有効な集合組織の存在が
影響している。
　集合組織は，熱間圧延や冷間圧延の過程で変形に優位
な結晶方位の組織が発達し，さらに，その加工組織から
圧延過程やその後の熱処理時に再結晶と呼ばれる加工ひ
ずみが含まれない結晶粒が形成される過程で，特定の方
位の結晶粒の形成や成長が優先されることで生じる。そ

のため，アルミの製造工程における冷間圧延 19） や溶体
化処理20），さらにその前工程である熱間圧延工程も含め
た熱延工程での集合組織の制御技術を構築した。また，
結晶の変形能の異方性を考慮した結晶塑性理論を用いて
解析する技術を構築し，リジングマークが形成される集
合組織状態がGoss方位やCube方位と呼ばれる集合組織
の偏在が要因であることを示した（図 3）21）。これらの
知見を活用し，リジングマークを抑制しながら成形性に
良好なアルミパネルを実現する組織制御技術を構築して
きている。

図 2   3 次元アトムプローブによるMg-Siクラスタの三次元分布図
（緑：Mg原子, 青：Si原子）

 （a）自然時効 10.8 ks, （b）360 ks, （c）2.8×104 ks
Fig.2   Atom maps showing 3D elemental distribution of Mg (green) 

and Si (blue) atoms of Mg-Si cluster in the specimens natural-
aged for (a) 10.8 ks, (b) 360 ks, (c) 2.8×104 ks observed by 3D 
atom probe

図 3   アルミパネル材のSEM-EBSD解析結果
 （a）リジングマーク抑制,（b）リジングマーク発生 
Fig.3   SEM-EBSD maps of aluminum sheets (a) without ridging and 

(b) with ridging
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　そのほかにも，ばね鋼の耐水素脆化特性や耐へたり性
制御のための結晶粒微細化や析出物制御 22），23），5000系
アルミ板のセレーション抑制のための析出・クラスタ制
御 24），25），アルミ鍛造材の予備時効短時間化のための二
段時効を活用した析出制御26），アルミ押出材の耐衝撃性
改善のための再結晶集合組織制御27），車載用電装品用端
子向け銅板の強度，導電率，耐応力緩和特性の両立のた
めのNi，P複合添加による転位の引きずり抵抗の活用28） 
や析出物分散状態の制御 29）など，高強度化と，強度と
相反する各種特性の両立を狙った組織制御技術を開発
し，自動車軽量化に貢献してきている。

2．安全・安心なまちづくりに貢献する金属組
織制御技術

　大型構造物である建築物，橋梁などには厚鋼板が使用
され，厚鋼板同士をつなぐために溶接材料が用いられ
る。近年，都心部中心にビルの高層化や，鋼構造物の構
造の合理化などに対応するため，材料の高強度化が進め
られてきた。また，建設コストの観点から溶接施工の生
産性を高めるため，溶接時に加える熱エネルギー（入熱
量）を高め，一度の溶接で多量の溶接材料を溶かす大入
熱溶接への対応が求められてきた。
　厚鋼板の高強度化や溶接の大入熱化を進める際の課題
としては，靭性の確保があげられる。靭性とは破壊に対
する抵抗力の評価指標であり，構造物が急激に脆性（ぜ
いせい）破壊することを避けるために必要な特性である。
脆性破壊が大災害につながる事例としては，米国の戦時
標準船 Schenectady号の事故 30）が有名なので，参考に
していただきたい。大型構造物でこのような破壊が起こ
ると社会的に多大な影響を及ぼすため，鋼材はもちろん
溶接部の靭性を確保することが必要不可欠となってい
る。
　鋼材の靭性を支配する組織因子としては，脆性き裂が
進展する際の単位となる結晶粒径が最も重要なパラメー
タであり，結晶粒径が微細なほど靭性が向上する。また，
破壊の起点となる鋼中の硬質な第二相組織の微細化およ
び低減も，靭性向上に有効な手段となる。
　いっぽう，厚鋼板の溶接部では，溶接時の高温にさら
される熱影響部（Heat Affected Zone, HAZ）において，
高温相であるオーステナイトが生成するとともにオース
テナイト結晶粒の粗大化が進行し，その後の冷却中にオ
ーステナイト結晶粒界からフェライトやベイナイトとい
った組織が粗大に形成されることで靭性が劣化する。
　そのため，HAZの靭性確保の手段としては，溶接時
の高温におけるオーステナイト結晶粒の粗大化を分散粒
子によるピン止め効果を活用して抑制するか，冷却中の
変態挙動を制御してフェライト，ベイナイト組織を微細
に形成させることが有効な手段となる。当社では，この
二つを組み合わせて，高温で安定なTiNをピン止め粒子
として活用するとともに，図 4 に示すように組織が微
細な低炭素ベイナイトを活用した組織制御技術を構築
し，大入熱HAZ靭性が良好な高強度鋼を開発した31），32）。
また，ピン止め効果を高めるためにTiNを微細化して

TiN粒子数を増やす方法として，Tiの拡散速度が速く
TiNが粗大化しやすいδフェライト温度域を小さくする
成分設計 33）や，酸化物を起点に形成される粗大なTiN
を低減するため，Ca添加により酸化物を改質する技術34）

を開発し，さらなるHAZ靭性向上を実現した。
　冷却時の変態による組織微細化の手段としては，オー
ステナイト粒内に変態核となりうる粒子を分散させて，
粒内からも組織を形成させる方法も知られている。この
ような観点では，粒内核生成サイトとしてBNを分散さ
せ大入熱溶接に対応した鋼板35）や，Ti・希土類元素（REM）・
Zrの複合酸化物を活用したHAZ組織微細化技術36）を開
発した。
　このような粒内核生成の技術は，酸化物が多量に含ま
れる溶接金属で積極的に活用されている。例えば，高強
度鋼用溶接金属において，MnTi2O4

37），38）を粒内核生成
サイトとして活用することで，組織微細化を可能にし，
靭性に優れる溶接金属を実現した。また，溶接金属にLi
を添加することで，いっそうの組織微細化と靭性向上が
得られることを見出している39）。
　本章で述べたように，鋼材，溶接材料の両面から，大
型建築物，橋梁（きょうりょう）などの構造物において
使用素材の高強度化と大入熱溶接に対応した靭性確保に
より，安全・安心なまちづくりを，より効率的に実現で
きる金属組織制御技術を構築してきた。近年，高度経済
成長期に建設された構造物の老朽化が進んでおり，次の
50年，100年の社会インフラの安全性の実現が求められ
ている。これまでの靭性という観点だけでなく，疲労や
腐食に代表される長期信頼性に必要な特性を兼備するた
めの技術開発を進めている。

図 4   再現熱サイクル材の光学顕微鏡像とEBSD解析結果
Fig.4  Optical microstructure and EBSD analysis results of simulated 

HAZ (Heat Affected Zone) 
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3．今後の金属組織制御の方向性

　これまでに述べたように様々な課題にこたえるために
金属材料の開発を進めてきたが，要求性能のレベルが高
くなってきており，それに対応するための金属材料開発
の難度が高まっている。いっぽうで社会変化が加速して
きており，新しい金属材料の開発にかける時間の短縮が
求められている。そのような状況に対応する一つの方向
性として，金属組織の形成や得られた金属組織の材料特
性を物理現象に基づいて計算する組織予測技術や特性予
測技術を深化させてきた 40）～43）。これにより，冶金現象
に対する理解を深めるとともに，成分・プロセスから金
属組織，そして材料特性を定量的に予測できるようにな
ることで，技術者の知識や経験に加え，計算技術も活用
しながら材料開発を進めることを目指している。
　また，近年のデジタルトランスフォーメーション

（DX）の流れの中，材料技術のDX化としてMI（Materials 
Informatics：機械学習に代表される情報科学を活用した
材料開発支援技術，もしくは，Materials Integration：
材料科学の理論，実験，解析，シミュレーション，デー
タベース，データマイニングなどを融合した材料開発支
援技術）と呼ばれる技術領域が注目されている。金属材
料の分野では，実験データを多量に採取することが困難
であるため，純粋なデータ駆動型MI技術はハードルが
高いと考えられており，これまでに培ってきた予測技術
を併用しながらMIを活用することが有用と考えられる。
その事例として，厚鋼板の溶接熱影響部を対象に，組織
形成挙動や形成した組織から靭性を予測する技術に機械
学習を組合せ，所定の溶接条件に対して特性・合金コス
トなどの目標値をインプットすることで，その目標を満
足できる成分を提示できる開発支援技術を構築した 44）。 
このような技術をさらに高度化させていくためには，材
料特性に関わる各種情報を定量化し，データ解析に用い
ることができるようにする必要がある。特性を支配する
組織画像などの定量化技術や物理分析解析技術などの関
連する要素基盤技術と連携しながら，金属組織制御技術
の高度化を図っていく。

むすび＝以上のように，安全・安心で持続可能な社会の
実現に貢献するために，継続的に金属組織制御技術を発
展させてきた。本稿では自動車車体軽量化，大型構造物
を対象にした組織制御技術を解説したが，そのほかに
も，航空機（チタン，アルミ）や船舶（厚鋼板，溶接材
料，鋳鍛鋼品）などのほかの輸送用機械の軽量化，自動
車の内燃機関（線材・条鋼）の効率化やエネルギー産業

（厚鋼板，溶接材料）における発電効率の向上，さらに
各種金属製品を用いた製品の製造工程の省工程化による
CO2 削減への貢献など，多岐にわたる領域においても活
用してきている。
　引き続き，現在取り組んでいる課題解決に向けた技術
のブラッシュアップを進めていくが，将来想定される大
きな社会変化，例えばカーボンニュートラルに向けた水
素・アンモニアや再生可能エネルギーの活用拡大，自動

車のEV化/FCV化に代表される輸送機器の脱化石燃料
化，次世代空モビリティの実現，宇宙産業の発展などの
中で金属材料がこれまでと異なる環境や用途で使用され
ることが想定され，従前とはことなる取り組みも必要に
なってくる。例えば，極低温や超高温に代表される各種
極限環境での性能発現，電磁気特性をはじめとした新機
能の付与，画期的な比強度や比剛性の実現など，これま
でとは異なる観点での特性が要求されることも想定され
る。そのような課題の変化に対しても対応可能な性能を
有する金属材料を創出・提供しつづけることで，安全・
安心で持続可能な社会基盤構築に貢献できるよう，金属
組織制御技術の高度化を進めていく。
　
参　考　文　献
1） 宮原征行ほか. R&D神戸製鋼技報. 1985, Vol.35, No.4, p.92-96.
2） 田中福輝ほか. R&D神戸製鋼技報. 1992, Vol.42, No.1, p.20-23.
3） 村上俊夫ほか. R&D神戸製鋼技報. 2011, Vol.61, No.2, p.61-64.
4） 村上俊夫ほか. 鉄鋼材料の組織と延性破壊研究会報告書. 日本鉄

鋼協会, 2014, p.57.
5） K. Sugimoto et al. ISIJ International. 2002, Vol.2, p.910.
6） 橋本俊一ほか. 鉄と鋼. 2002, Vol.88, p.400.
7） K. Sugimoto et al. ISIJ International. 2004, Vol.44, p.1608.
8） 三浦正明ほか. R&D神戸製鋼技報, 2007, Vol.57, No.2, p.15-18.
9） 村田忠夫ほか. R&D神戸製鋼技報. 2017, Vol.66, No.2, p.17-20.
10） 粕谷康二ほか. R&D神戸製鋼技報. 2011, Vol.61, No.2, p.36-40.
11） E. De Moor et al. Iron and Steel Technology. 7  （2010）, p.133.
12） 村上俊夫. R&D神戸製鋼技報, 2019, Vol.69, No.1, p.29-32.
13） 新構造材料技術研究組合. 革新構造材料とマルチマテリアル－輸

送用機器の軽量化のための材料・接合・設計技術－下巻 プロジ
ェクト成果総覧. 2023, オーム社, p.2 -9. 

14） 増田哲也ほか. R&D神戸製鋼技報. 2012, Vol.62, No.2, p.13-17. 
15） 増田哲也ほか. 軽金属. 2011, Vol.60, p.283.
16） Y. Takaki et al. Materials Transaction, 2014, Vol.55, p.1257.
17） 有賀康博ほか. R&D神戸製鋼技報, Vol.66, No.2, p.42-47.
18） 有賀康博ほか. 軽金属. 2017, Vol.67, p.144.
19） 松本克史ほか. R&D神戸製鋼技報. 2004, Vol.54, No.3, p.47-50.
20） 松本克史ほか. 軽金属. 2005, Vol.55, p.113.
21） 小西晴之ほか. R&D神戸製鋼技報. 2012, Vol.62, No.2, p.39-42.
22） 増本　慶ほか. R&D神戸製鋼技報. 2009, Vol.59, No.1, p.67-70.
23） 吉原　直ほか. R&D神戸製鋼技報. 2009, Vol.59, No.1, p.54-58.
24） 松本克史ほか. 軽金属. 2015, Vol.65, p.331.
25） K. Matsumoto et al. Materials Transaction, 2016, Vol.57, p.1101.
26） 堀　雅是ほか. R&D神戸製鋼技報. 2020, Vol.70, No.2, p. 7 -11.
27） 伊原健太郎ほか. R&D神戸製鋼技報. 2012, Vol.62, No.2, p.43-47.
28） 野村幸矢. R&D神戸製鋼技報. 2012, Vol.62, No.2, p.53-58.
29） 宍戸久郎ほか. R&D神戸製鋼技報. 2012, Vol.62, No.2, p.63-67.
30） 金沢　武. 高圧力. 1966, Vol.4, p.16.
31） 畑野　等ほか. R&D神戸製鋼技報. 2004, Vol.54, No.2, p.105-109.
32） 山口徹雄ほか. R&D神戸製鋼技報. 2011, Vol.61, No.2, p.16-19.
33） 高岡宏行ほか. CAMP-ISIJ. 2007, Vol.20, p.1226.
34） 加藤　拓ほか. R&D神戸製鋼技報. 2011, Vol.61, No.2, p.32-35.
35） 高橋祐二ほか. R&D神戸製鋼技報. 2008, Vol.58, No.1, p.42-46.
36） H. Nako et al. ISIJ International. 2015, Vol.55, p.250.
37） 岡崎喜臣ほか：溶接学会論文集. 2009, Vol.27, p.131.
38） H. Nako et al. ISIJ International. 2014, Vol.54, p.1690.
39）  伊藤孝矩ほか. 溶接学会全国大会講演概要. 2020, Vol.107, p.62.
40） 難波茂信. R&D神戸製鋼技報. 2001, Vol.51, p.37.
41） 村上俊夫ほか. R&D神戸製鋼技報. 2008, Vol.58, No.1, p.13-17.
42） 逸見義男ほか. R&D神戸製鋼技報. 2020, Vol.70, No.2, p.47-51.
43） 堤　一之ほか. R&D神戸製鋼技報. 2021, Vol.71, No.1, p.19-23.
44） 井元雅弘ほか. R&D神戸製鋼技報. 2021, Vol.71, No.1, p.31-36.



神戸製鋼技報/Vol. 72 No. 2（Jan. 2024） 33

まえがき＝鉄鋼，アルミニウム，銅，チタンなどの金属
材料は，様々な環境での使用の際に，材料の表面にさび
が生じる腐食や，水素が材料に侵入して脆化（ぜいか）
する水素脆化が発生し，製品の品質や寿命，信頼性が低
下する問題が生じることがある。そのため，これら材料
が使用される橋梁（きょうりょう），道路，トンネルな
どのインフラや環境・エネルギー関連設備の長寿命化，
自動車の環境負荷低減に伴う車体軽量化と安全の両立，
さらには水素社会の実現に向け耐腐食・耐水素脆化特性
に優れる金属材料が求められている。また菌やウイルス
の感染に対する不安解消など，安全・安心な生活環境の
ニーズの高まりに対応する抗菌・抗ウイルス表面処理や，
自動車・機械製品やその部品に使われる金属材料を守り，
寿命や信頼性を高める耐摩耗・耐熱コーティング，さら
には様々な用途に応じて高導電性・高密着性などの特性
を発現させる表面処理のニーズが高まっている。
　このような多様化，高度化したニーズに応え，安全・
安心な社会の実現に貢献する材料を提供する“金属表面
制御技術”として，当社では，
（1）金属における表界面反応を制御し，寿命や信頼性

を高める，「腐食・水素脆化抑制技術」
（2）表面処理により高機能な表面を作り，金属材料の

特性を向上させる「高機能皮膜形成技術」
に取り組んでいる。
　本稿では，「腐食・水素脆化抑制技術」，「表面処理に
よる高機能皮膜形成技術」についての紹介と将来に向け
ての取り組みについて解説する。

1．腐食・水素脆化抑制技術

1. 1 安全・安心な社会実現のための耐食材料設計と腐
食予測技術 

　近年，高度経済成長期に集中的に整備された橋梁，道
路，トンネルなどの社会インフラ老朽化が進む中，ばく
大な維持管理・更新にかかる費用が見込まれ，インフラ
の長寿命化，ライフサイクルコスト低減化ニーズに応え
る高耐食鋼の需要は今後ますます増大すると予想され
る。またCO2削減に向けては，自動車などの輸送機の軽
量化の要求に伴う鉄鋼製品の高強度化により，従来以上
に腐食疲労，遅れ破壊など環境脆化感受性が高まること
から，環境脆化へのより優れた対策を講じた高耐食鋼が

高機能な表面の創製により安全・安心な社会に貢献
する金属表面制御技術
武田実佳子＊1（博士（工学））・小澤敬祐＊1・河盛　誠＊1（博士（工学））・高橋佑輔＊2（博士（工学））・佐藤俊樹＊1

Metal Surface Control Technology Contributing to Safe and 
Secure Society through the Creation of Highly Functional Surfaces
Dr.	Mikako	TAKEDA・Takahiro	OZAWA・Dr.	Makoto	KAWAMORI・Dr.	Yusuke	TAKAHASHI・Toshiki	SATO

要旨
安全・安心な社会の実現に向けては，金属材料が使用されるインフラ，環境・エネルギー設備の長寿命化や，自
動車の環境負荷低減と安全の両立など，様々な課題がある。これらの解決には，材料の表面で生じる腐食や水素
脆化の克服が重要であり，耐腐食・耐水素脆化特性に優れる金属材料が求められている。いっぽう，耐腐食性，
耐摩耗性，抗菌性などの機能を材料の表面に新たに付与する表面処理技術も，多様化・高度化したニーズに対応
した金属材料の提供に果たす役割は極めて重要である。本稿では，金属の表界面反応の制御により高機能な表面
を創製し，安全・安心な社会に貢献する「金属表面制御技術」について紹介するとともに，本技術を活用した取
り組み事例について解説する。

Abstract
In order to achieve a safe and secure society, various challenges exist, such as extending the lifespan of 
infrastructure, environmental & energy facilities that use metallic materials, and achieving both reduced 
environmental impact and enhanced safety of automobiles. Addressing these challenges requires overcoming 
corrosion and hydrogen-embrittlement occurring on material surfaces, and metallic materials with excellent 
corrosion and hydrogen-embrittlement resistance are highly sought after. Meanwhile, surface treatment 
technologies that provide functions such as corrosion resistance, wear resistance, and antibacterial properties to 
material surfaces play a crucial role in responding to diversified and sophisticated needs for metallic materials. 
This paper introduces the “Metal Surface Control Technology,” which creates highly functional surfaces 
through the control of metal surface reactions; and discusses examples of initiatives utilizing this technology to 
contribute to a safe and secure society.
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求められる。
　当社でも橋梁用耐候性鋼 1）や造船用耐食鋼 2），自動車
用高強度懸架ばね鋼 3）など，環境脆化に対応する多く
の高耐食鋼を商品化し，様々なニーズに応えてきた。高
耐食鋼の開発においては，表界面の反応生成物である

「さび」の成分や微細構造とその形成過程に支配される
腐食現象を正確に評価し，制御することがポイントとな
るため，当社ではさび生成のメカニズムまで踏み込んだ
アプローチを行っている。例えば，自動車用高強度懸架
ばね鋼においては，鋼材の局部的に腐食した箇所から発
生する「腐食疲労」が大きな課題であったが，さびを鋼
材中の合金元素により耐食性の高い非晶質さびに改質す
ることで局部腐食を抑制する技術を当社で開発し，高強
度懸架ばねの実用化に成功している3）。いっぽう，橋梁
用材料としては，Cr，Cu，Ni，Tiなどの耐食元素を微量
添加してさびを改質した耐候性鋼 1），4）を実用化してい
る。
　安全・安心で持続可能な社会実現に向けては，超長寿
命インフラを実現可能とする従来比 2 倍以上の耐食性を
有する高耐食材料の開発を目指し，当社では高輝度放射
光（SPring-8）や機械学習を駆使したさびの微細構造解
析技術に取り組んでおり，1.1.1項にて詳細に報告する。
　さらに2050年カーボンニュートラル実現に向けて，
当社が神戸市で運転する総発電規模270万kWの石炭火
力発電所のCO2排出量削減を達成すべく，バイオマス燃
料やアンモニアといった低炭素燃料と石炭の混焼に向け
た取り組みを進めている。当社では，電力供給の安定性
に影響を及ぼすことが無いよう，低炭素燃料使用時の腐
食抑制技術と腐食診断技術の高度化に取り組んでおり，
1.1.2項にてその詳細を報告する。
1. 1. 1　高耐食材料開発のためのさび微細構造解析とさ

び生成予測技術の開発
　安全・安心で持続可能な社会に貢献する長寿命耐食鋼
材の開発には，これまで十分に明らかにされていなかっ
たさびの微細構造を可視化し，その形成過程を明らかに
することで，さび成分を精密に制御して，耐食性をさら
に向上させることが重要である。いっぽう，腐食寿命の
診断においては，数十年におよぶ実環境での暴露による
さびの微細構造のデータベースが必要となるが，膨大な
データを蓄積するのは極めて困難である。
　そこで当社では，高輝度放射光計測の特徴である高分
解能，ハイスループット性，XRD（X 線回折：X-ray 
diffraction）と XAFS（X 線 吸 収 微 細 構 造：X-ray 
absorption fine structure）などの同時計測機能に着目
し，大型放射光設備SPring-8を活用したさびの微細構
造とその形成過程に関するデータベース構築と腐食寿命
の予測技術の検討を進めており，本項では最新の取り組
み事例を紹介する。
　大気環境下で生成するさびにはα-，β-，γ-FeOOHな
どのいわゆる“赤さび”と“黒さび（Fe3O4）”，さらに，
さびの結晶になる途中段階である“非晶質さび”が知ら
れており，様々なさび形成モデルが提案 5），6）されてい
る。例えば，図 1  （a）は炭素鋼におけるさび形成モデ

ルを，図 1 （b）は耐食鋼におけるさび形成モデルを示
しているが 6），7），これらのモデルは数年～数十年におよ
ぶ長期間の大気腐食や，厳しい腐食促進試験により生成
したさびの一部を分析することで提案されたものがほと
んどであり，さびの二次元構造，とくに耐食性発現効果
の高い非晶質さびの生成過程を直接観察した例は非常に
少ない8）。そこで当社では，SPring-8において二次元計
測可能なイメージング放射光測定技術を構築し，得られ
た数十万点におよぶビッグデータに対し機械学習を適用
することで，“非晶質さび”を含むさび中の詳細なさび
分布の可視化に初めて成功した7）。図 2  （a）はイメージ
ングXRDによる各さびの結晶の分布を，図 2 （b）はイ
メージングXAFSによる各さびの結晶・非晶質双方を
含む分布を示している。本結果より，結晶の“赤さび”と，
非晶質の“黒さび”の分布が明らかとなり，非晶質さび
の形成過程の解明につなげている。さらに，放射光測定
により取得したさびの微細構造・生成過程と鋼材組織の
データを機械学習により対応づけた学習モデルを用いて
将来のさび生成挙動の予測を行い，予測結果は実測結果
と非常によく一致することを確認している（図 3）9）。
　橋梁などのインフラ材料，自動車など輸送機器に用い
られる高強度材料，さらには，新エネルギーである水
素・アンモニアの製造・貯留・輸送に関わる設備におい
ても，安全・安心に利用可能な高耐食鋼材と腐食診断技
術が求められる。今後，放射光や機械学習を駆使したさ
び解析技術の高度化を進め，腐食診断による予知保全技
術の開発につなげていく。 

図 2   放射光によるさび中における各さびの分布状態の可視化
 （a）イメージングXRD，（b）イメージングXAFS
 （さび部分を抽出してグラフ化）
Fig.2   Compared reconstrued rust maps using (a) imaging XRD and 

(b) imaging XAFS
  (Rust areas are extracted and graphed)

図 1   さびの形成機構の模式図　（a）炭素鋼　（b）耐食鋼 
Fig.1  Schematic representations according to Misawa et al.4） of rust 

layer models on (a) plain carbon steel (b) anti-corrosion steel
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1. 1. 2 CO2 削減と電力安定供給を両立させるための腐
食抑制技術

　火力発電所のボイラや熱交換器などの設備は，バイオ
マス混焼に伴い，通常より過酷な高温腐食環境にさらさ
れるが，その腐食挙動は十分明らかにはなっていな
い10）。当社ではバイオマス環境下における高温腐食挙動
をあらかじめ予測する技術の構築を進めている。設備損
傷を未然に防ぐ予防的保全が機能すれば，電力の安定供
給が可能となる。本項では，バイオマス混焼を模擬した
環境下での高温腐食の評価事例について紹介する。
　図 4 に火力発電の模式図とボイラで想定される腐食
環境を示す。ボイラにおいては，燃焼部（図中下側）は
硫化水素などの“還元性雰囲気”であり，「硫化水素腐食」
が生じる。また下流側（図中上側）では“酸化性雰囲気”
となり，ガス中の水やSOxを原因とする酸化による腐食
が生じる。ガス温度が低下すると，気体に含まれる塩分
が熱交換器などの材料表面に付着し，「溶融塩腐食」と
呼ばれる局所的な激しい腐食が生じ，さらにバイオマス
燃料中に多く含まれる塩素分がガス化し，溶融塩中に溶
け込んで，腐食性の高い塩化鉄の溶融塩を生成すること
で腐食を加速させる。
　溶融塩腐食の極端な例として，塩分量を大きく変化さ
せたときの腐食量と腐食形態の変化およびその模式図を
図 5，6 に示す 11）。図 5 の写真中に示す緑部は腐食によ

り生成したと考えられる酸化物であるが，塩分が存在し
ない場合はほとんど腐食が進行せず，塩分が増加すると
腐食量は増加していくことがわかる。また塩分増加によ
り表面に空隙が多い酸化皮膜が生成し，鋼材内部は粒界
に沿って腐食が進展していくことがわかる。図 6 に示す
ように，ガス中の塩素ガスが増加した場合には，溶融塩
中に気相中の塩素ガスが溶け込むことで高い腐食性と揮
発性を有する塩化鉄の溶融塩が生成，短時間で揮発しガ
スとなって空隙の多い酸化皮膜が形成し，鋼材内部への
腐食が進展したと考えられる。
　このようにバイオマス燃料使用環境を模擬した高温腐
食挙動を評価し，メカニズムを解明することで，燃料中

図 3   24時間後のさび形態の実測・予測の比較結果　
（予測結果：さびの生成過程と鋼材組織の情報から機械学習により推算）

Fig.3   Comparison of measured and predicted rust morphology after 24 hours
（Estimation by machine learning from rust formation process and steel structure information)

図 4   火力発電所ボイラ部模式図と腐食雰囲気
Fig.4  Schematic diagram of boiler section of thermal power plant 

and corrosive atmosphere inside the boiler 図 5   高塩素環境下での塩分比率と腐食量，腐食形態
Fig.5  Corrosion amount and corrosion structure change as ratio of 

salt content in high chlorine environment

図 6   ガス中塩分量増加による腐食形態変化の模式図
（a）塩分量少，（b）塩分量多

Fig.6  Schematic diagrams of change in corrosion form with 
increasing salt content
(a) low salt content, (b) high salt content



36 KOBE STEEL ENGINEERING REPORTS/Vol. 72 No. 2（Jan. 2024）

に含まれる腐食成分の適切な制御などの腐食抑制策を予
防的に講じることが可能となり，安定な電力供給の実現
が可能である。
　今後は1.1.1項でも述べた高輝度放射光計測と機械学
習を高度化するとともに，低炭素燃料使用時の過酷環境
下での高温腐食挙動の直接観察を早期に実現し，豊富な
腐食データベースに基づく高精度な腐食寿命予測による
予知保全技術を構築，CO2削減および電力の安定供給に
貢献していく。
1. 2 材料の高強度化，水素社会実現のための耐水素脆

化材料開発と水素脆化抑制技術
　CO2や材料使用量の削減など環境負荷低減に貢献する
高強度鋼の実用化や水素社会の実現に向けては，耐水素
脆化特性に優れる材料の開発や水素脆化抑制技術が求め
られている。
　水素脆化のメカニズムとしては，環境から材料に侵入
した水素が，応力やひずみの分布や材料組織の影響を受
けて拡散・集積し，き裂発生および進展することで破断
に至ることが知られている12）。水素脆化のメカニズムを
理解し，耐水素脆化特性に優れる材料を開発するために
は，材料，環境，応力・ひずみの各影響因子に対する水
素評価技術の開発が重要となる。水素脆化現象の把握に
向けた課題として，水素脆化を引き起こすppmオーダ
ーの微量水素は定量が難しいこと，応力やひずみの分布
に伴い複雑に変化する水素の分布評価が難しいこと，水
素が室温でも容易に拡散し経時変化を把握する必要があ
ることなどが挙げられ，これらを明らかにするための技
術開発が必要になる。そこで当社では，「材料の微量水
素評価技術13）」，「応力・ひずみの影響把握のための水素
脆化評価 14）・水素分布可視化技術 15），16）」，「環境の把握
のための水素侵入in-situ測定技術17）」などの水素評価技
術開発を進めている。これら技術を活用して高強度ボル
ト用鋼や超ハイテンなどの各種高強度鋼を開発，実用化
を進めており，安全・安心なまちづくり，ものづくりに
貢献していく。水素社会に向けては，水素の製造から輸
送・貯蔵，利用に至るまでの高圧・液体水素用タンク，
水素を利用する燃料電池など，水素を利用するインフラ
材料における水素脆化の克服が鍵となるため，水素脆化
評価技術のさらなる高度化を進める。
　以上のように，腐食・水素脆化抑制技術は，電気化学
や材料化学，力学など様々な学問領域が絡み合う金属表
面制御技術であり，最先端の分析解析技術と計算科学を
組み合わせながら，当社グループの鉄鋼，アルミ，チタ
ンなどの素材や機械，エンジニアリング，電力など幅広
い製品，プロセスに活用する重要な技術として，変遷し
ていく社会ニーズに応じた研究開発を進め，安全・安心
な社会の実現に貢献していく。

2．表面処理による高機能皮膜形成技術

　表面処理とは，材料や部品の表面に対して特殊な処理
を施し，耐摩耗性やしゅう動性，耐熱性，導電性，潤滑
性，耐食性，塗膜密着性，抗菌性などの機能を有する「高
機能皮膜」を表面に形成させて，材料の特性を高める技

術である。表面処理には，めっきや化成処理，陽極酸化，
溶射，塗装などのほか，気相コーティングであるPVD

（Physical Vapor Deposition： 物 理 気 相 成 長 ），CVD
（Chemical Vapor Deposition：化学気相成長）など，さ
まざまな手法がある。製造後の製品に高い信頼性や高機
能を新しく付与できることから注目度の高い重要な技術
として，当社においても様々な表面処理技術を蓄積，高
度化してきた。当社グループは鉄鋼，アルミ，銅，チタ
ン，溶接材料など，多様で高度な材料技術を有しており，
表面処理技術との掛け合わせにより，材料，素形材や機
械製品の価値を向上させることで，様々な社会課題の解
決に貢献している。
　当社の表面処理を活用した製品では，電気化学や薄膜
技術などを結集させ，多層化・複合化や成分の制御によ
り，さまざまな機能を発現させる皮膜を形成させてい
る。例えば，有機・無機複合皮膜を活用した「耐食性，
塗装性，加工性に優れたクロメートフリー表面処理鋼
板」や，特殊合金めっきによる「抗菌性，防カビ性を高
めた高機能抗菌めっき技術KENIFINETM（ケニファイ
ン）」，皮膜の多層化による「優れた親水性，耐食性およ
び加工性を有するプレコートアルミフィン」，原子・分
子単位の皮膜形成による「高耐久化，低摩耗化，高寿命
化を実現するPVDコーティング装置・表面処理技術」
などがある。これらはいずれも表界面を精緻に制御する
高度な表面処理技術で独自の高機能皮膜を形成させた特
徴ある製品である。
　さらに，次世代の接合技術として注目が集まる接着接
合において，最先端の分析・解析技術や計算科学を活用
して，金属材料の界面で接着力が発現するメカニズムを
解明し，接着強度を長期安定化する金属材料の表面処理
技術を開発している。具体的には，放射光を用いた「硬
X線電子分光法（HAXPES：Hard X-ray Photoelectron 
Spectroscopy）」により，接着剤と金属材料の界面で化
学的な相互作用が強化して接着力が発現するメカニズ
ム18），19）を明らかにしている。さらに，独自の分子動力
学と第一原理計算のハイブリッド量子古典シミュレーシ
ョンにより，古くから知られる「水分による接着力低下
現象」を分子，原子レベルで再現し，接着界面に水が吸
着すると界面の化学的な相互作用が阻害されて接着強度
が低下するメカニズムを理論的に解明 20）している。こ
れらの知見が金属材料の接着接合への信頼を高め，より
良い製品が開発されるための一助となることが期待され
る。
　カーボンニュートラルを目指した水素社会の到来に向
けては，燃料電池自動車（FCV）の技術開発が進む中，
固体高分子型燃料電池（PEMFC）1 台当たりに数百枚
以上搭載される金属セパレータには，表面導電性と耐食
性を兼備し，かつ，プレス成型可能な表面処理（プレコ
ート）が要求される。当社では，ナノサイズのカーボン
と酸化チタンの複合皮膜を活用した「導電性と耐食性を
兼備した燃料電池セパレータ用NCチタン」と「チタン
箔コイルへのRoll to Roll型連続成膜プロセス」を開発し，
世界で初めてプレコート型セパレータ基材，Nano-
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Carbon composite coat （NC）チタンを実用化した 21）。
以下，NCチタンについて詳細に解説する。
　図 7 にNC皮膜の断面の構造を示す。NC皮膜の構造
はチタンとの密着の役割を果たす酸化チタンと，通電パ
スの役割を果たすカーボン粒子からなり，チタンの表面
導電性を改善している。
　NC皮膜の形成機構について以下に述べる。高温の大
気圧雰囲気ではチタンは酸素の内方拡散により表面から
チタン内部側に酸化皮膜が成長するが22），特定の低酸素
分圧下で，チタンが外方に拡散して表面上に酸化皮膜が
成長する現象が発見されている23）。このチタンの外方酸
化現象を活用して，あらかじめチタン表面に塗工したカ
ーボン粒子を酸化チタン中に取り込んだ膜がNCである。
また，高密着性を有する酸化チタンにより，NCが剥離
しないプレス成型が可能で，NCの割れにより露出した
チタン基材部分はチタン自身の耐食性を活用することに
より，プレス成型可能な表面処理（プレコート）を実現
した。競合材のステンレスでは，皮膜のピンホール部や
基材露出部から電池特性劣化につながる鉄イオンの溶
出 24），25）が懸念されるため，プレコートの実用化は難し
い。NCにより，プレス成型後に 1 枚ずつハンドリング
して表面処理を行う低生産工程が省略され，セパレータ
の生産性向上にも貢献している。
　NCチタンは，2020年12月に発売されたトヨタ自動車

（株）の燃料電池自動車“MIRAI”のセパレータ基材と
して独占供給されている。今後，自動車だけでなく鉄道，
船舶，航空機用の燃料電池への活用が期待される。
　このように表面処理技術は表界面のミクロな制御が材
料特性の成否を分けるため，当社では高度な分析解析技
術や計算科学を取り入れてメカニズムを解明しながら，
信頼性の高い高機能皮膜を形成する技術の構築を進めて
いる。今後も当社グループの特徴である多様で高度な材
料技術と表面処理技術の掛け合わせで，様々な社会ニー
ズに対応する高機能材料を創出し，安全・安心な社会へ
の貢献を目指す。

むすび＝本稿では高機能な表面を創製する金属表面制御
技術について概説した。鉄鋼，アルミ・銅合金，チタン
といった金属材料を輸送機器や社会インフラに適用する
際には，安全性や長寿命化の観点からは従来以上に耐食
性に優れた材料，さらにメンテナンスコスト削減の観点
からは高精度な寿命診断技術が求められるため，当社の
腐食・水素脆化抑制技術をさらに発展，高度化していく
所存である。また，多様な社会ニーズに応える機能性材
料の開発には，表面処理技術の役割も大きく，当社が保
有する多様で高度な材料技術との掛け合わせで新たな価
値創出を実現していく。今後も，金属表面制御技術を活
用した高付加価値材料の創出に加え，高度な分析解析や
計算科学を駆使した精緻な評価技術により材料の信頼
性，安全性を評価し，安全・安心な社会に貢献し続けて
いく。
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図 7   NCチタン皮膜の断面構造
Fig.7   Cross-sectional SEM image of NC titanium



38 KOBE STEEL ENGINEERING REPORTS/Vol. 72 No. 2（Jan. 2024）

まえがき＝情報端末機器の多様化やAIの進展，自動車
のEV化など，今後もエレクトロニクス社会に関連する
技術の適用は進展・拡大していくのに伴い，それらを支
える電子デバイス特性の要求もますます高まっていくで
あろう。同時にそうした要求の実現には，電子デバイス
を支える素材，つまり電子材料のもつ機能を最大限に発
現させる技術が欠かせない。そのためには，まず物性の
見える化，次に原子レベルでの材料設計，そして顧客に
提供した素材の物性が電子デバイスや部材レベルとして
維持できること，が重要となる。
　当社の電子材料開発の取り組みは，1980年代の光磁気
記録媒体用磁性材料スパッタリングターゲット材料の開
発をはじめとし1），ダイヤモンド薄膜およびデバイスの
開発 2）や半導体製造装置用アルミ電極の表面処理開発 3）

などへ拡大してきた。中でも薄膜形成に用いられるスパ
ッタリングターゲット材料は，光記録媒体用反射材料，
フラットパネルディスプレイ（Flat Panel Display，以
下FPD）用のアルミ合金配線材料，酸化物半導体材料
へと対象を広げている。これら電子材料は原子レベルの
材料設計による物性制御を実施しており，あわせてユー
ザに提供した素材の物性値が電子デバイスや部材レベル
として維持できることが重要となってきている。

　図 1 に当社の電子材料開発の考え方と関連する要素
技術を示す。一般に，これまで素材メーカは電子材料を
ユーザであるデバイスメーカや部材メーカに提供し，デ
バイスメーカはその素材を用いて電子デバイスを製造
し，評価を行ってきた。この過程には，提供した材料の
物性がユーザサイトでの電子デバイス製造において維持
できるかどうかが問題となる。お客様で所望の特性が得
られなかった場合，素材メーカは電子デバイスの製造プ
ロセスに問題があるのか，素材そのものに問題があるの
かを切り分けることが難しい。その場合，素材メーカで
も評価技術力を高めユーザ目線で自ら評価できることが
必要とされる4）。そこで当社では図 1 に示すように，顧
客サイトで行う電子デバイス試作と電子デバイス評価環
境を自社内に構築し，電子デバイス特性の良否判断を自
ら行うこととしている。不良の場合，材料起因なのか，
製造プロセス起因なのかを切り分けるだけでなく，電子
材料の機能発現を維持するための製造上のキープロセス
や条件を見出し，これをお客様に情報提供することも行
っている。これによってユーザサイトでの電子デバイス
製造条件の最適化を大幅に短縮することも可能である。
　本稿では，こうした当社の電子材料開発における要素
技術と，要素技術を用いた材料開発の考えについて概説
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ディスク用記録膜の開発では材料開発とあわせて記録信号特性評価を進めた。お客様に安心して使っていただく
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Abstract
To enhance the performance of expanding electronic devices, maximizing the functionality of electronic 
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し，量産採用いただいた適用例として，「FPD用酸化物
半導体材料の開発」と「光ディスク用記録膜材料の開発」
について紹介する。

1．電子材料機能発現のための要素技術

　適用例を紹介する前にここでは電子材料機能発現のた
めの要素技術を紹介する。当社の電子材料開発の考え方
は前述のとおりであるが，図 1 の下段に示すとおり，電
子材料開発，電子デバイス試作，電子デバイス評価それ
ぞれに，要素技術が必要となる。
1. 1　電子材料開発
　電子材料開発に必要な要素技術として図 1 左のよう
に，原子レベルの材料設計技術や物理分析技術，場合に
よっては計算科学や，スパッタリングターゲット製造技
術が必要となる。ここで最大のポイントは物性の見える
化であり，物理分析技術や計算科学がそれにあたる。物
理分析技術といっても欠陥や原子の配列を直接的にみる
技術もあれば，欠陥準位など電気的な欠陥としてみる技
術もある。また直接測定や観測することが難しい物性値
であれば，第一原理計算などを用いて計算する計算科学
も重要となってきている。
　物性の見える化の例として，PITS（Photo-Induced 

current Transient Spectroscopy）による酸化物半導体
材料の欠陥解析の例を図 2 に示す。PITSによる解析方
法 6），7）は割愛するが，図 2 a）に示すような評価用テス
トエレメントに対してPITSによる解析を実施した結果
が図 2 b）である。図 2 b）の縦軸は欠陥密度の量に対
応し，横軸の温度は活性化エネルギーに対応する。この
解析によって，図 2 c）に示すように，酸化物半導体材
料の電子状態解析が世界で初めて可能となり，図中に示
すように欠陥がZnなどの材料起因によるものと水素（H）
など酸化物半導体材料周辺の材料による製造プロセス起
因によるものとの切り分けが可能となった。
1. 2　電子デバイス試作および評価
　電子デバイスの良否を判断するうえで必要なデバイス
試作技術および評価技術を素材メーカである当社が保有
していることが当社の特徴である。電子デバイスは何層
かの薄膜を積層する構造が多く，薄膜形成技術やそれら
をパターニング（フォトレジストとエッチングを繰り返
す工程）する技術を用いて試作する。薄膜の積層はパタ
ーニング工程を繰り返すことによって得られ，これに必
要な設備，クリーンルームを当社では保有している。実
際にユーザサイトで製造される電子デバイスには，トラ
ンジスタ，センサ，有機EL素子，光記録媒体などさま

図 1   当社の電子材料開発におけるプロセスと要素技術の関係
Fig.1   Kobe Steel’s R&D process for electronics material and technology

図 2  PITSによる解析例 5）, 6），a） PITS測定のための評価用テストエレメント，b） 作製条件の異なる試料のPITS評価結果，c） PITSから得
られた情報をもとにした電子状態図

Fig.2  Example of PITS analysis5）, 6）, a) test element for PITS, b) comparison of PITS result with different test element fabrication processes, 
c) band structure diagram deduced from PITS analysis
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ざまである。デバイスの種類や構造が変われば，そこに
用いられる薄膜の組成やパターンも異なり，当社ではデ
バイスに合わせた試作が可能である。
　図 3 は薄膜トランジスタの評価用テストエレメント
の設計例を示している。図 3 a）は薄膜トランジスタの
テストエレメント断面構造図であり，b）はガラスウェ
ハ上に試作した薄膜トランジスタのTEG（Test Element 
Group）である。TEGとは，電子デバイスの評価のため
にさまざまな特性を個別に見える化する手法である。
　さまざまな特性とは，電気抵抗率の線幅依存性，コン
タクト抵抗率のコンタクト面積依存性，トランジスタの
電流-電圧特性のゲート長依存性などである。評価の対
象に応じて素子の形状や構造を個別に設計しており，1
枚のウエハ上に構造の異なる素子を形成している。この
ように，デバイス試作技術と同様評価する対象に合わせ
てTEGを設計する。

2．電子材料機能発現技術の適用例の紹介

　本章では電子材料機能発現技術の適用例として，FPD
用酸化物半導体材料の開発と，光ディスク用記録膜材料
の開発について紹介する。
2. 1　FPD用酸化物半導体材料の開発
　FPDはスマートフォンやタブレットに代表されるIT
製品の根幹であり，近年は高精細化や低消費電力化だけ
でなく，折りたたみ可能なものやウェアラブル向けなど
の新しい機能も提案されている。ここではコベルコグル
ープが開発し，すでにFPDメーカにて量産採用が拡大

している酸化物半導体材料（In-Ga-Zn-Sn-O: IGZTO）に
ついて紹介する。
　東京工業大学の細野名誉教授が開発した酸化物半導体
材料（In-Ga-Zn-O: IGZO）8）はアモルファス構造を有し
ながら，電子移動度が 8 cm2/Vsと高いこと，ワイドギ
ャップ材料であるためリーク電流が極めて低いことが最
大の特徴であり，広くFPDの画素を駆動するスイッチ
ングトランジスタに採用されてきた。さらに電子移動度
が向上すれば，トランジスタの微細化によって高精細化
やディスプレイの狭額縁化などが進むなど大きなメリッ
トがあり，FPDメーカから我々素材メーカへの要求が高
まっていた。いっぽうで高移動度化は信頼性の低下につ
ながるトレードオフの関係が認められており9），これを
ブレークスルーする技術が望まれていた。
　図 4 に当社が開発した Sn-doped IGZTO の特性と，
Sn-free IGZTOとの比較を示す。図 4 a）はドレイン電
流とゲート電圧の関係である。あるゲート電圧を境にド
レイン電流が流れる良好なスイッチング特性が得られて
いるが，ここに375 nmの光を長時間照射していくと，
立ち上がりのゲート電圧，つまりしきい値電圧が負側に
シフトする現象がみられている（詳しくはNBTISとい
う信頼性試験 10）によるもの）。しきい値シフトはSn添
加によって抑制されていることがわかる。このしきい値
シフトは図 2 c）でも言及したP2やP3と呼ばれる欠陥
が多いことが原因であり，これらをいかに抑制するかが
ポイントであった。材料探索の過程において，P2と呼ば
れるZn起因の欠陥はSnをドーピングすることで抑制で

図 3  薄膜トランジスタの評価用テストエレメントの設計例，a）薄膜トランジスタの断面構造，b）6 インチガラスウェハに試作した薄膜ト
ランジスタなどの評価用テストエレメント，c）薄膜トランジスタの光学顕微鏡像

Fig.3  Example of test element design for TFT evaluation, a) sectional structure of TFT, b) test element for TFT evaluation on 6 -inch glass, 
c) Optical microscope image of TFT

図 4  当社が開発したSn-doped IGZTOの特性, a）薄膜トランジスタの信頼性試験結果（上はSn-free, 下はSn-doped），b）PITS解析例，
c）PITS解析から得られる電子状態図

Fig.4  Transfer characteristic of KOBELCO’s Sn-doped IGZTO TFTs, a)NBITS test (upper: Sn-free, lower: Sn-doped IGZTO), b) PITS analysis 
(blue: Sn-free, red: Sn-doped IGZTO), c) Band structure diagram of IGZTO deduced from PITS
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きること，またP3と呼ばれるH起因の欠陥はSnのドー
ピングと水素をともなう製造プロセスの最適化で抑制で
きることをPITS分析により見出すことに成功した。図
4 b）の解析のとおりSn添加によって欠陥密度に相当す
る縦軸の値を低減し，PITSの結果から想定される電子
状態図（図 4 c））のように欠陥の制御を可能にした。
その結果，Sn-doped IGZTOでは量産レベルでも問題と
ならないしきい値シフト量に抑えることができ，電子移
動度は従来のIGZOの 3 倍を超える29 cm2/Vsを実現す
ることができた11）。また水素をともなう製造プロセスの
最適化も重要であることから，これらの情報はユーザサ
イトであるFPDメーカとも情報共有を進め，短期間で
の採用につながった。
2. 2　光ディスク用記録膜材料の開発
　情報のデジタル化に伴い爆発的に増加しているデータ
の長期的な保管には，従来の磁気テープに加え光ディス
クが選択肢の一つであり，ディスクの記録密度の増加が
求められている。光ディスクはこれまでにCD，DVD，
Blu-rayディスクとその記録容量を拡大してきた。CD-R
やDVD-R，BD-Rといった記録型ディスクの記録ではレ
ーザの熱で光学特性が変化する記録膜材料が用いられて
いる。その記録膜には有機色素材料や相変化材料が使わ
れてきたが，いずれも入射したレーザ光を信号として取
り出すために反射層としてアルミ合金や銀合金の層が必
要である。図 5 に単層ディスクと多層（4 層）ディスク
の構造を示す。記録密度の増加には記録レイヤの多層化
が手段となるが，反射層が存在すると反射層で光が吸収
され，奥の層への記録が難しいという問題があり，新た

な構造や材料が望まれていた。
　この課題に対し，当社は反射と記録を兼ねる高屈折，
低消衰係数かつ熱で分解する無機系材料として酸化物材
料に着目し探索を進めた結果，従来に無い新たな材料と
してPd酸化物系材料を開発12）した。同材料の酸化状態
の見える化手段として，未記録部と記録部のXPS分析
を実施した結果を図 6 a）に示す。未記録部には反応性
スパッタリングにより形成された過酸化物のPdO2 が認
められるが，記録後にはPdO2は無く，金属Pdが認めら
れる。このことからレーザによる熱でPdO2 が分解し，
金属Pdに還元されたことがわかる。この状態変化によ
って光学特性が変化する。さらに断面TEMを用いて実
際の記録部分を直接観察した結果（図 6 b）），Pd過酸化
物の分解による酸素放出によって記録部がポーラス構造
になっており，かつ体積膨張していることを確認した。
前記の酸化物から金属への状態変化による光学特性変化
に加え，膜形態および膨張による光学的な干渉が組み合
わさって記録による反射率変化を引き起こしていること
がわかり，記録のメカニズムを証明している。
　さらに，記録膜材料としては光学的，化学的性質を満
たすだけでなく，記録媒体として良好な信号特性や耐環
境性を確保することも必要であり，媒体作製技術，信号
特性評価技術を導入し材料開発を進めた。図 7 には各
種検討材料における記録パワーと，ジッター13）の関係
をグラフにしたものである。ジッターは記録された信号
の立ち上がり，立ち下りのタイミングの基準周波数から
のずれを標準偏差としてあらわしたものであり，小さい
ほど良好な信号となる。今回は評価用テストエレメント

図 5   1 層ディスクと 4 層ディスクの構造
Fig.5   Structure of single layer disk and quad layer disc

図 6   未記録部と記録部のXPS分析結果と記録部分の断面TEM像, a）XPS分析結果，b）断面TEM像
Fig.6   XPS analysis of unrecorded and recorded area and sectional TEM image of recorded disc, a) XPS analysis, b) Sectional TEM image 
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として図 5 の左に示す 1 層ディスクそのものを自社で作
成し，ジッターを評価し良好な材料組成の記録膜材料を
開発した。その後実施いただいたお客様での成膜および
ディスク作製，信号特性評価においても良好な特性を再
現でき，本材料は多層Blu-rayディスクの記録材料とし
て実用化された。
　このように，材料の探索，物理分析による物性値の見
える化，評価用テストエレメントを用いたデバイス特性
検証を自社サイトで一貫して行うことにより，お客様に
とってより使いやすい材料の提供ができた好例であると
いえる。

むすび＝IoTの拡大に伴い，電子機器が飛躍的に増加す
る中，機器の性能向上に寄与できる材料が果たす役割は
より大きくなるであろう。材料のもつ物性値をデバイス
レベルや部材レベルまで維持しつつ，その物性値がデバ
イスの機能として最大限に発現できる素材を提供するこ
とが素材メーカとしての使命でもあろう。
　当社の電子材料機能発現技術により，電子材料の設計
と製造，電子デバイスの試作と機能特性評価まで，一貫
して開発できる環境を今後も維持・発展しながら，材料
を使っていただく電子デバイスメーカだけでなく，さら
にその電子デバイスを使うお客様が安心を大前提として
使っていただける材料を引き続き提供していきたい。
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図 7   各種検討材料における記録パワーと信号品質の関係
Fig.7  Relationship between signal quality and write power on 

various materials
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まえがき＝当社は，マテリアリティ「グリーン社会への
貢献」「安全・安心なまちづくり・ものづくりへの貢献」
のもと，輸送機器，土木・建築，社会・産業インフラ，
高機能材料などの分野において，鉄鋼やアルミニウムな
どの金属材料をはじめとする多種多様な素材を開発し提
供している。とくに，自動車をはじめとする輸送機器の
軽量化，橋梁（きょうりょう）などの構造物の長寿命化
といった社会課題解決のための素材特性改善要求は大き
く，当社は金属構造材料を提供する素材メーカとして，
これらの要求を満足する新規素材開発，製造プロセス開
発に力を入れてきた。輸送機器の軽量化，構造物の長寿
命化を達成するために素材に求められるのは，『高強
度』，『高耐食性』といった代表特性とそれに付随して生
じるさまざまなほかの特性の向上である。これらの要求
に対し，金属組織制御技術，金属表面制御技術，金属プ
ロセス加工技術などのコア技術を高度化し適用するとと
もに，当社が提供する素材の多様性を生かしたマルチマ
テリアル化ソリューションを提案し応えている。
　素材開発・プロセス開発において，『高強度』，『高耐
食性』といった要求特性を発現させるためには，特性発
現のメカニズムを解明し開発の指針を与えることが重要
となる。また，新規素材の提案の際にも，その特性発現

メカニズムとあわせて提案することがお客様に安心して
使っていただくための不可欠な要件となってきている。
　これらのメカニズム解明のために重要かつ不可欠であ
るのが物理分析解析技術である。図 1 に，物理分析解
析技術がどのように当社の製品を支えているのか，ひい
ては当社のマテリアリティにどうつながっているのかを
示す。物理分析解析技術とは，物理分析手法を用いた測
定に加え，その測定データを評価・解釈し，メカニズム

素材開発を支える原子スケールの物理分析解析技術
田内裕基＊1・日野　綾＊1（博士（工学））・村田祐也＊1（博士（工学））・森田晋也＊1

Atomic-scale Physical Analysis for Material Development
Yuki	TAUCHI・Dr.	Aya	HINO・Dr.	Yuya	MURATA・Shinya	MORITA

要旨
安全・安心な社会の実現およびグリーン社会に向けた金属素材開発において，高強度化や高耐食化を図るには金
属組織のコントロールが重要であり，そのコントロールの対象は原子サイズオーダへと微細化している。組織を
観察することは特性発現に向けたキーであり，原子レベルで観る・測ることが求められる。これらを可能にする
当社の物理分析解析技術の取り組みとして，放射光X線や3次元アトムプローブの活用，軟X線発光分光，走査型
透過電子顕微鏡を用いたエネルギー分散型X線分光解析の適用を進めてきた。また第一原理計算を用いた組織予
測にも取り組んでいる。CNに向けて大きな変化を迎える中，物理分析解析技術で次代の素材開発を支えていく。

Abstract
In the pursuit of realizing a safe and secure society and advancing toward a green society through the 
development of metallic materials, it is essential to achieve higher strength and corrosion resistance by 
controlling the microstructure. This control has been miniaturized to the atomic scale. Observing microstructure 
is key to expressing desired properties, and observing and measuring at the atomic level is required. As part of 
Kobe Steel’s efforts to enable these capabilities, the company has been utilizing techniques such as synchrotron 
radiation X-ray, three-dimensional atom probes, soft X-ray emission spectroscopy, and energy-dispersive X-ray 
spectroscopy using scanning transmission electron microscopes. Furthermore, Kobe Steel is also engaged in 
microstructure prediction using first-principle calculations. Amidst the significant changes toward achieving 
carbon neutrality enabled by these technologies, Kobe Steel will strive to support the development of next-
generation materials through its physical analysis techniques.

検索用キーワード
物理分析，微細組織，3DAP，放射光，SXES，第一原理計算，炭素

■特集：KOBELCOのマテリアリティと価値創造を支える21のコア技術	 FEATURE	:	21	Core	Technologies	Supporting	KOBELCO’s	Materiality	and	Value	Creation

（解説）

＊1 技術開発本部　応用物理研究所

物理分析解析技術

図 1  素材開発・プロセス開発のためのコア技術群を支える物理
分析解析技術

Fig.1  Physical analysis which support KOBELCO’s core technology 
for research and development of materials and the process
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解明・モデル化する一連の技術を指しており，素材開発
を共通的に下支えする技術である。『高強度』，『高耐食
性』の要求レベルが増すにつれ，必要となる物理分析解
析技術も常に改善が求められ，技術を磨いている。まさ
に，素材・プロセス開発のためのコア技術と物理分析解
析技術開発は，社会課題解決に向けた両輪である。
　本稿では，当社で開発・活用している物理分析解析技
術の概要について述べた後，素材開発で活用した，ある
いは素材開発のための基盤技術として開発した，物理分
析解析技術のトピックスを紹介する。

1．KOBELCOの物理分析解析技術

　図 2 は，横軸に構成要素の役割・位置づけを，縦軸
に制御領域のサイズをとり，材料開発における当社の物
理分析解析技術を示したものである。「観る・測る」た
めの技術が物理分析解析技術であり，電子線・イオンな
どの荷電粒子やX線などの放射線をプローブとして被測
定材料（試料）に照射し，反射あるいは二次的に発生し
た波や粒子のエネルギーなどを測定することで試料の状
態を評価する技術である。物理分析によって得られた結
果を評価するためにデータ解析が行われ，近年では機械
学習などが活用されている。さらに，データ解析から得
られた現象や仮説について原子レベルで検証するのに計
算科学が用いられる。
　物理分析技術には，プローブの種類や検出する荷電粒
子や電磁波などの種類，エネルギー範囲の組み合わせで
種々の手法があり，材料組織・組成や表面形態，化学状
態などを通じて特性劣化や特性発現のメカニズム解明に
資するさまざまな情報が得られる。走査電子顕微鏡 

（SEM: Scanning Electron Microscope）のような表面形
状をサブミクロンスケールで観察するもの，X線光電子
分光法 （XPS: X-ray Photoelectron Spectroscopy）のよ
うな試料表面の化学結合状態を評価するものなどが代表
例である。
　鉄鋼やアルミニウム合金材料の『高強度化』において
はその変形，破壊の観点から組織制御技術が重要となる
が，制御する対象組織は母材組織から粒界や原子構造へ
と微細化の一途をたどっており，また，それに伴い添加
量や偏析量といった制御すべき量も極微量化している。
これに対応して物理分析技術の開発を行っているが，当
社ではとくに，微細組織解析のための物理分析技術とし
て，放射光を用いた分析や 3 次元アトムプローブ

（3DAP: Three-dimensional atom probe）に着目し，い
ち早く導入・開発を進めてきた。さらに，微小領域の炭
素分布評価のためのSEM - SXES （Soft X-ray Emission 
Spectroscopy）や，微量元素定量化のためのSTEM - 
EDS （Scanning Transmission Electron Microscopy - 
Energy Dispersive X-ray Spectroscopy）などの開発も
併せて進めてきた。
　放射光とは，加速した電子を磁場によって方向を変え
る際に発生する光であり，兵庫県のSPring-8の放射光
は世界最高レベルのエネルギーと輝度（実験室レベルの
X線の10億倍）を誇っている。この放射光により，通

常では得ることのできない試料内部の情報や，微量含有
元素の情報を格段に高い分解能で短時間に得ることがで
きる。当社は1998年からSPring-8産業用専用ビームラ
イン建設利用共同体に参画してビームラインを保有して
おり1），多様な素材・プロセス開発に活用してきた。
　例えば，高張力鋼板などの鋼材の『高強度化』におい
ては，とくに水素脆化（ぜいか）による遅れ破壊割れが
問題となるが，遅れ破壊感受性を評価するためには水素
のトラップサイトとなる遷移金属炭化物を評価すること
が重要である。炭化物はナノメートル（nm）サイズの
析出物であることもあり，鋼材中でどのような形態で分
散しているかを評価する必要がある。当社のマルテンサ
イト鋼においては，微量な炭化物に着目し，放射光X線
回折により遅れ破壊感受性を低減するC量とプロセス条
件の検討に反映している2）。またTRIP （Transformation 
Induced Plasticity）鋼においても熱処理温度の違いに
よるオーステナイト中の固溶C量について放射光X線回
折を用いて分析し，特性発現にむけた組織制御指針の策
定に活用している3）。
　3DAPは，材料内部の原子配置を 3 次元的にイメー
ジングできる微細領域分析装置である。3DAPはnmオ
ーダの高い空間分解能と優れた質量分解能を併せ持って
おり，材料内部のクラスタ（添加元素原子のnmレベル
集合体）や析出物などの検出・分析に威力を発揮する4）。
例えば，自動車パネル用6000系アルミニウム合金につ
いて，ベークハード性に影響するMg-Siクラスタの数密
度や組成を定量的に示すことを可能にし，適したクラス
タが形成される熱処理条件の決定に活用している5）。
　このような 3DAPを用いた評価ではとくに，物理分
析技術で観て，測ったデータをメカニズム解明につなげ
る，「評価・解釈」するためのデータ解析技術が大きな
役割を果たしている。3DAPの測定において測定結果と
して得られる原子配置や元素情報の不確実性は避けられ
ない。これを結晶学的情報にもとづいて補正し6），さら
にクラスタの数密度や組成を添加元素の原子間距離から
統計的に解析する技術を開発することにより，測定され
た原子配置の信頼性を担保している。
　また，昨今発展してきた機械学習や大量データ処理技
術と物理分析とを融合した開発も進めている。例えば，
鉄鋼材料はさびの進行を制御することが『高耐食化』に
重要となるが，さびには種々の形態が存在し，分析や定

図 2   物理分析解析技術の構成要素
Fig.2   Elements of physical analysis
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量化が難しかった。そこで，放射光X線による構造解析
データをもとに機械学習を活用し，さびの状態を判別し
さび分布を可視化した。この結果がさびの形成機構の解
明に役立っている。これについては本号「高機能な表面
の創製により安全・安心な社会に貢献する金属表面制御
技術」p.34～35を参考にされたい。
　近年は計算機パワーを含む計算科学技術の発展も著し
い。第一原理計算や分子動力学計算を用いて原子構造や
物性予測ができるようになっている。物理分析とデータ
解析により「評価・解釈」された結果と，計算により推
定される結果とを総合して現象理解やメカニズム理解を
行うケースが増えており，計算科学技術も素材開発にお
ける開発指針を得るための必須のツールとなりつつあ
る。
　以上のように，当社の物理分析解析技術は，『高強度』，

『高耐食性』といった目標特性達成に向けた素材・プロ
セス開発と二人三脚で進展してきた。また，物理分析技
術に機械学習などのデータ解析技術，原子レベルの現象
把握をサポートする計算科学技術との融合が昨今の流れ
であり，当社でも取り組みを始めている。

2．原子スケール物理分析解析技術の活用事例

　本章では，物理分析解析技術の活用事例として，
TRIP鋼の『高強度化』開発で活用するSEM - SXESに
よる微小領域炭素分布評価技術，および，『高強度化』
メカニズム解明の共通基盤として，STEM - EDSおよび
計算科学による粒界偏析解析技術について紹介する。
2. 1 軟X線発光分光（SXES）によるTRIP鋼中の微小

領域炭素量評価
　自動車の軽量化のためには，高強度と高加工性を両立
する鋼板が求められている。この特性向上には変態誘起
塑性（TRIP）効果が有効であることが知られている。
村上らは残留オーステナイト（残留γ）粒中の固溶炭素
濃度を制御し，結晶粒ごとに不均一な固溶炭素濃度を持
つ残留γ粒を分散させることにより，強度－伸びバラン
スを向上できることを報告している7）が，残留γ粒の炭
素濃度の不均一性評価は従来手法では空間分解能，濃度
分解能とも不足しており，新たな分析手法が求められて
いた。微細な残留γ粒中の炭素濃度分析のために，空間
分解能200 nm以下での炭素分析を可能とするSXES分
析を開発した 8）。
　電子線の照射により内殻電子が励起された際，外殻電
子の遷移に伴い発生する特性X線のうち，低エネルギー
のX線を分析する手法がSXESであり，軽元素の分析や
原子の結合状態評価が可能である9），10）。SXES分析には
SEM（JEOL 製 JSM-7100F）に SXES 検出器（JEOL 製
SS-94000）を搭載した装置を用いた。鋼材中の炭素分析
においては測定時に生じる試料表面の炭素含有汚染を取
り除くことが重要となる11）が，このためにGCIB（Gas 
Cluster Ion Beam）を照射し汚染の影響を低減しながら
SXES測定を行った。
　SXESを用いて炭素含有量が0.4 mass%の1.5 GPa級
TRIP鋼の組織中残留γ粒の粒ごとの固溶炭素量を評価

した。EBSD （Electron Back Scattered Diffraction）に
よりフェライト（α）粒と残留γ粒をあらかじめ判別し
た上で，残留γの固溶炭素量を測定した。EBSDマップ
を図 3（a）に，残留γ粒の固溶炭素量の頻度分布を図
3（b）に示す。1.2 mass%の炭素を境にそれ以下とそれ
以上の粒に分かれて存在していることが検出できた。
　SXES分析は鋼材の特性を左右する炭素量の状態をミ
クロに判別できる有効な手段であり，SEMレベルの空
間分解能である200 nm以下と0.1 mass%の濃度分解能
を達成したことで，組織の強度への影響をより詳細に検
討することが可能となった。SXES分析では炭素以外の
軽元素，金属元素の分析も可能であり，析出物や腐食形
態の観察にも応用が可能である。本技術を通じ，より安
全・安心な材料，環境負荷の小さい材料の開発に貢献し
ていく。
2. 2 粒界偏析による脆化抑制に向けた分析解析，計算

科学の取り組み
　鉄鋼材料において結晶粒界は脆性（ぜいせい）破壊を
起こしやすく，とくにPやSなどの不純物元素が粒界に
偏析すると脆化しやすくなることがよく知られてい
る12），13）。粒界脆化の抑制にはこれらの不純物をできるだ
け低減するほか，不純物元素の粒界偏析に対するほかの
鋼中添加元素の影響も考慮する必要がある。例えばMn
はPと親和性が高く共偏析を促進することが知られてお
り，合金元素の種類や量がPの粒界偏析に影響する。そ
のため，偏析の度合いを分析したり予測したりすること
は，脆化を抑制した材料開発にとって本質的なものであ
る。分析については，粒界の体積は材料全体に対して小
さいため，微小領域の微量元素を評価することが必要
で，非常に高い分解能が求められる。また予測について
は，PやSなどの添加元素は鋼中で炭化物や合金化合物
を形成するため，実際の実験結果から原子間相互作用が
粒界偏析におよぼす影響を定量的に評価することが難し

図 3   残留γ中のC量分析結果
 （a） EBSDによるフェイズマップ
 （赤：体心立方格子，緑：面心立方格子）
 （b） SXESにより分析した残留γ中炭素の頻度分布
Fig.3   Analysis of C concentration in retained γ phase 
 (a) Phase map image by EBSD
 (red: body-centered cubic, green: face-centered cubic) 

(b) histogram of C concentration in retained γ phase 
measured by SXES
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い。ここでは粒界偏析起因の脆化抑制に向け，STEM-
EDSによる微量の粒界偏析評価技術と，第一原理計算
を用いた添加元素の粒界偏析に与える影響や粒界強度へ
の影響について，第一原理計算を適用した例を報告す
る。
2. 2. 1 鋼材におけるSTEM-EDSによる粒界P偏析量

評価
　微量の粒界偏析量を評価する手段としては AES 

（Auger electron spectroscopy），3DAP，STEM-EDSが
挙げられる。AESは，比較的短時間で多数の粒界を測
定できる利点があるいっぽうで，粒界割れが起きた破面
を表面から測定することになるため，粒界割れ割合が小
さく粒界粒内割れが混在し両者の判別が難しい材料の場
合に，複数の測定箇所に粒内割れ破面も含まれてしま
い，粒界割れ割合に依存して粒界偏析量が過小評価され
る問題が指摘されている14）。3DAP，STEM-EDS は，
AESのような問題はないが，それぞれ計数する信号の
統計誤差，および，測定方法に起因する誤差がある。た
とえばSTEM-EDSでは，試料への電子照射によって各
原子から生じる特性X線の強度で濃度を測るが，特性X
線は試料内で吸収されるため試料厚みに依存し誤差とな
る。またX線の吸収係数は元素ごとに異なり，これも誤
差の要因である。これらの誤差を抑制するため，物質・
材料研究機構と共同で大立体角EDS検出器およびζ因
子法の適用による高精度化に取り組んでいる。
　吸収誤差を補正するには試料厚さを知る必要がある。
従来，試料厚さの測定はEELS （Electron Energy Loss 
Spectroscopy）などの方法で，別途測定する必要があっ
たが，当社ではEDS測定だけで試料厚さを測定するこ
とを目的に，提案されたζ因子法 15）という方法を利用
している。この方法では測定したい元素を含み，かつ組
成と密度と厚さが既知の標準試料を準備して，事前に
EDS測定することにより，測定したい元素の量と電子
照射量あたりX線量の換算係数ζ因子を得る16），17）。各元
素のζ因子を準備しておけば，試料の測定点ごとの厚
さを計算することができるので，試料厚さに依存する
吸 収 誤 差 を 補 正 す る こ と が で き る。 図 4 に Fe-1.44 
wt%Mn-0.01 wt%P-2.23 wt%Crについて，溶体化後熱処
理を加えた試料の粒界周囲のPマッピング結果を示す。

約 2 nm程度の幅にわたりPの偏析が確認できているこ
とがわかる。図 5 にζ因子による吸収誤差補正のある
場合と無い場合の，粒界に対し垂直な方向のP組成ライ
ンプロファイルを示す。試料厚みによりこの場合，小さ
く見積もられるP量がより正確に評価できることがわか
る。P組成プロファイルから，粒界単位面積あたりの粒
界偏析量Γ（atom/nm2）が得られる。今回の典型的な測
定結果と，他研究機関の先行研究にて報告された結果の
粒界偏析量Γの統計誤差を比較するため，測定結果を表
1 に並べた。今回の測定では，大立体角EDS検出器を
用いたことにより粒界偏析量Γの統計誤差0.1 atom/nm2

が得られており，他研究機関の報告に対して 1/3 程度
に抑制されたことがわかる。
　このように，大立体角をもつEDS検出器およびζ因
子による補正で従来報告されている手法 18），19）と比較し
高精度な評価を可能にし，脆化やその抑制メカニズムの
解明に貢献している。
2. 2. 2 Fe粒界におけるPと遷移金属元素の共偏析に関

する第一原理計算
　近年，計算機性能の向上や第一原理計算手法の開発が
進み机上のコンピュータでも高精度な計算が可能とな
り，材料開発において大きな役割を果たすようになって
いる。第一原理計算によって原子間の相互作用を解析す
ると，鉄鋼材料をはじめ金属材料における粒界共偏析に
関するメカニズムの解明につながる。例えば粒界にある
元素が偏析した際に別の元素の偏析を助長する方向なの
か，抑制する方向なのか，また結合の強さがどう変化す
るのかを予測することが可能であり，より良い材料の開
発指針となり得る。当社では，鉄鋼材料の強化などの目
的で広く使われる遷移金属元素がPの粒界偏析に与える
影響や粒界強度への影響について，第一原理計算を用い

図 4   粒界周囲のP組成マップ
（測定領域100 nm × 100 nm）

Fig.4   Mapping image of P concentration around grain boundary 
(measured area: 100 nm × 100 nm) 

図 5  吸収誤差の補正がある場合（黒）とない場合（赤）の粒界
に垂直な方向にとったP組成のプロファイル

Fig.5  P concentration profile across grain boundary (black: 
absorption-corrected, red: absorption uncorrected)

表 1   今回の測定と他研究機関の先行研究にて報告された粒界偏析
量Γ測定結果の比較

Table 1  Comparison of Grain boundary segregation Γ reported in 
this study and previous study on other research institutions
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て評価してきており20），計算手法および結果の例につい
て紹介する。
　図 6 に第一原理計算に用いた粒界モデルを示す。計
算にはbcc-FeΣ3（111）粒界モデル（原子数76）を用いた。
中心部に粒界面を設定している。本モデルにて計算した
粒界エネルギーは1.23 J/m2 であった。粒界偏析サイト
は図の 0～3 とし，ここにPとX原子としてCr，Mn，
MoをそれぞれPと同時に配置し，粒界におけるP-X相
互作用エネルギーや共偏析エネルギーを原子配置ごとに
調べた。
　これらの結果から，Pをサイト 0 および 2 に配置した
際のP-X原子間相互作用エネルギーと原子間距離の関係
を示したものを図 7 に示す。原子間距離が短い2.2 Å付
近では斥力が強く，Mnでは2.6 Å，Cr, Moは2.8 Å付近
で相互作用エネルギーがゼロになることが分かる。この
ように相互作用エネルギーがP-X原子間距離に依存する
こと，また添加元素で原子間距離への依存性にはあまり
差がないこと，およびMnに比べCr，Moは斥力相互作
用が強く，Pの偏析を妨げる方向であることが示唆され
る。実材料では添加元素の粒界偏析による粒界強化や炭
化物，析出物形成による固溶量への影響などがあるもの
の，これらの計算結果と粒界の物理分析結果の比較から
計算の妥当性や脆化抑制にむけて考慮すべき物理現象が
明らかになると考えている。

むすび＝「安全・安心なまちづくり・ものづくりへの貢
献」，「グリーン社会への貢献」という当社のマテリアリ
ティに対応するための素材開発において，原子スケール
の物理分析解析技術がなぜ必要とされるのか，どのよう
に活用されているのかを事例を交えて紹介した。輸送機
器の軽量化や構造物の長寿命化のために素材にはさらな
る高強度化，高延性化，高耐食化が求められるが，その
ために制御すべき素材の組織や構造は原子レベルに変化
している。さらに，これに伴い分析対象や分析データも
非常に大きくなってきており，AIを活用した分析結果
の解析高度化・高速化や，MIへの取組み加速によるハ
イスループットデータベース構築（計測インフォマティ
クス）について当社でも進めているところである。加え
て，世界的にCNに向けた動きが活発化しており，安全
安心な社会の前提がCNとなりつつあり，素材に求めら
れる性能も水素社会対応や新エネルギー対応，CNプロ
セスなど，大きな変化を迎えている。これらの要求の中
において，素材の性能を左右する原子スケールの挙動を
評価する物理分析解析技術はより重要なものになると確
信している。
　物理分析解析技術はより安全・安心な素材を開発する
上で必須な技術である。見えないものを見えるようにす
ることは進むべき方向を選択するための道標となるもの
であり，技術を磨くことでCNに向けた素材の在り方を
これからも探索していく。
　STEM-EDSによる粒界P偏析量評価は物質・材料研
究機構の原徹グループと共同で実施しました。ここに感
謝の意を表します。
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図 7  粒界におけるP-X原子間相互作用エネルギーと原子間距離
との関係

Fig.7  Relationship between P-X interatomic interaction energy and 
interatomic distance at grain boundary

図 6  第一原理計算に用いたbcc-FeΣ3（111）粒界モデル
Fig.6  bcc-FeΣ3(111) grain boundary model for density functional 

theory calculation
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まえがき＝産業/科学技術の発展において，計測技術は
その基礎をなす重要な役割を担ってきた。新たな計測技
術が産業/科学の進展に寄与し，それらの進歩があらた
な計測ニーズを生む。
　世界のインフラを支える基幹部品を幅広く供給する当
社において，計測技術は安全・安心な製品と持続可能な
ものづくりを支える主要な要素基盤技術として，製品の
安定供給や品質の作り込みに挑戦し続ける中で鍛えられ
てきた。非破壊検査技術やプロセス計測技術はもちろ
ん，例えばマイクロ波やミリ波による粉じん環境下にお
ける測距技術 1），大型構造物内の宇宙線による透視/可
視化，1,300℃超の高温プロセスの遠隔リアルタイム測温
センサ 2）など，とくに汎用製品が存在しない，あるい
はそのまま適用できないような特殊な用途・環境条件に
おける計測技術においても独自の発展を遂げてきた。
　非破壊検査技術は，長期の繰り返し負荷に耐えるため
厳しくその表面および内部品質が求められる自動車エン
ジン用弁ばねや船舶エンジン用クランク軸といった製品
品質の担保に適用されてきた。高温・粉じん・振動など
の過酷・特殊な現場環境下におけるプロセス計測技術は，
ものづくりにおける生産性向上や製品の作り込みの基盤
であるとともに，現在では当社独自の高炉への直接還元
鉄（HBI）多量装入によるCO2低減ソリューションなど

に不可欠な技術領域である。また，優れた製品特性を出
すために複雑な形状を有する機械加工部品や鋳鍛造部品
の高精度 3D形状計測や，原子数層レベルのサブナノメ
ートル精度が要求されるシリコンウェハ平坦度を評価す
る表面形状計測技術 3）などの精密計測技術は，当社製
品ならびにお客様の製品・ものづくりの安全・安心を支
えている。
　これらに加えて社会のデジタル化やAI技術が加速度
的に進展する現在においては，その土台となるデータを
フィジカル（現実）空間からサイバー（仮想）空間へ橋
渡しする計測技術がますます重要な役割を担っていくと
考える。将来の国内労働力人口減少に対する事業継続性
の観点からも自動化・ものづくりDXは必須であり，高
度なプロセス自動化を推進するには計測技術の継続的な
高度化が不可欠である。
　これらの背景のもと，当社では古くから計測技術の研
究開発に力を入れ，その技術向上に努めてきた。本稿で
はそれらの技術内容や応用例を解説する。

1．非破壊検査技術

　当社では1970年代に自社開発力の強化と技術総合力
を発揮させる目的で技術開発本部が新設され，その中の
検知・計測Grにおいて生産技術高度化のために高性能

KOBELCOのものづくりを支える高度計測技術
迫田尚和＊1・岡本　陽＊1・芦田　強＊1・桑名孝汰＊1

Advanced Measurement Technology Supporting KOBELCO’s 
Manufacturing
Naokazu	SAKODA・Akira	OKAMOTO・Tsuyoshi	ASHIDA・Kota	KUWANA

要旨
計測技術は科学・ものづくり力の礎である。世界のインフラを支える基幹部品を幅広く供給する当社において，
計測技術は安全・安心な製品と持続可能なものづくりを支える主要な要素基盤技術として，製品の安定供給や品
質の作り込みに挑戦し続ける中で鍛錬され独自の発展を遂げた。今後も社会の根幹を支える基幹部品・製品群を
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ものづくり変革を通して持続可能な社会を実現するための計測技術の展望を述べる。

Abstract
Measurement technology is the cornerstone of science and manufacturing prowess. At Kobe Steel, a company 
that supplies a wide range of critical components supporting the world’s infrastructure, measurement 
technology has evolved through continuous challenges in ensuring stable product supply and quality 
enhancement. It has become an essential foundational technology that supports the creation of safe and 
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carbon neutrality and manufacturing transformation.
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センサの開発などが行われていた。図 1 に約半世紀前
の1972年に開発されたきず検知用光学センサを示す。
現在のように容易・安価に撮像デバイスが入手できない
中，時代を先取りして光学センサを応用した検査技術を
独自に開発していた。以降，電磁波応用計測技術，画像
処理技術，レーザや超音波応用計測技術の開発が進めら
れ，渦流探傷，磁粉探傷，超音波探傷といった非破壊検
査技術を高度化してきた。
　ここでは線材・棒鋼製品への非破壊検査技術の適用例
を示す。
1. 1　線材・棒鋼製品の品質担保のための検査技術
　当社線材・棒鋼製品は，高い市場占有率を誇っており

「線材の神戸」として知られている。代表的な当社線条
製品に冷間圧造用線材や軸受鋼などがあり，主に自動車
向けで高信頼性が求められる部品に採用されている。こ
れらの製品に求められる品質は年々厳格化される傾向に
ある。とくに圧延鋼材の表面・内部欠陥の残存状況は製
品品質に大きな影響を与えるため，より上流側での早期
発見・対策が重要であるが，鋼材温度が1,000℃に近い
状態で加工される熱間圧延工程や検査対象が秒速数十メ
ートルで高速に移動する中での検査は容易ではない。当
社では熱間かつ高速に移動する線材圧延工程での検査に
も取り組んでいるが，優れた特性と品質を担保するため
に，より上流側の半製品である鋼片に対する自動磁粉探
傷検査を行っている。ここでは，その自動磁粉探傷検査
について紹介する。
　自動磁粉探傷装置の設備概要を図 2 に示す。磁粉探
傷検査は以下の手順で行われる。

1．強磁性体である検査対象に蛍光磁粉液を散布す
る。

2．検査対象に磁界を加えることで磁化させる。
3．磁化された検査対象の表面きず部に漏洩（ろうえ

い）磁束が生じ，そこに蛍光磁粉が吸着される。
4．検査対象表面に紫外光を照射することで，きず部

に吸着された蛍光磁粉が発光する。
5．発光部を人が目視で確認またはカメラで撮像する

ことできずを検出する。
　当社は自動磁粉探傷検査装置の開発を1970年代から
進めており，画像解析技術の高度化により複雑・不定形
なきず検出率を向上させるとともに，図 3 のように実
際のきずではない磁粉ノイズとの識別能を向上させるこ
とで過検知・誤検知も最小化している。
　また，紫外光源の経時劣化や磁粉濃度変動といった検
査時のばらつき要因に対しても，動的に画像処理のしき

い値を調整する機能によりロバスト性を高めている。加
えて，センサデバイスの高感度化・高機能化や光源の高
出力化，計算機の処理性能の向上といった世の中の技術
進展を巧みに取り込むことで高精度な検査を実現してい
る。4）

　近年はソフトウェア，とくにAIの技術進展には目覚
ましいものがある。当社においてもこれまで以上に高い
製品品質を実現するために，AI判定の適用による検査
技術の高度化も進めている。5）

2．プロセス計測技術

　当社におけるプロセス計測は鉄鋼部門から始まり，そ
こで培った技術はアルミ・銅・チタンなどの非鉄金属の
製造プロセスに横展開され，さらに機械部門における製
品の高機能化や当社グループ企業の計測・検査装置の製
品化へと拡がっていった。6）

　製造プロセス中での計測は，実験室などの理想環境下
での計測とは異なり，製造現場特有の様々な外乱や制約
を伴う。例えば鉄鋼では1,000℃超の高温プロセスが多
数存在するため，耐熱性などの制約から汎用センサ類を
そのまま適用できなかったり，そもそも設置すること自
体が困難だったりすることも多い。そこでセンサを熱輻
射（ふくしゃ）から保護する耐熱設計技術/冷却構造設
計技術や，粉じん・蒸気などからセンサおよび視野・視
程を安定確保するためのエアパージといった，耐環境機
能を付与するエンジニアリング技術を確立することで，
精度などの基本性能に加えて，耐環境性・高信頼性・保
全性を高次に実現している。こうした特殊環境下での計
測技術は独自開発されたものであり，世の中に存在しな
いものが多く，競合に対する競争力の源泉でもある。
　新たな計測技術の開発による新たなプロセス情報の獲
得は，ときに革新的なプロセスの確立につながる。本章
ではグリーン社会の実現へ向けた高炉CO2低減ソリュー
ションを支えるプロセス計測技術について紹介する。

図 1   キズ検知用光学センサ外観写真
Fig.1   Photo of optical sensor for surface defect detection

図 3   判別の難しい疵（左）と磁粉ノイズ（右）の例
Fig.3  Example of hard-to-distinguish defects (left) and magnetic 

particle noise (right)

図 2   自動磁粉探傷装置の設備概要
Fig.2   Overview of automatic magnetic particle inspection equipment
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2. 1　高炉HBI多量装入を支える溶銑（ようせん）温度
連続測定技術

　当社はこれまで高炉において，中心コークス装入技
術 7），自社製造ペレットの使用技術，炉内降下プローブ
による炉内温度分布測定技術 8）をはじめとする炉内計
測技術 9）などを駆使して独自の操業を実現してきてい
る。昨今ではグリーン社会の実現を見据え，2030年の
CO2削減目標（▲30～40%：13年度比）へ向けた取り組
みの一環として，高炉へのHBI多配合による低CO2 操
業技術を開発している。2020年10月，加古川製鉄所 3
高炉での約 1 カ月間にわたる実証実験の結果，高炉から
のCO2 排出量を決定づける還元材比を，518 kg/tから
415 kg/tへと低減（CO2 排出量：約▲20%）できること
を立証するとともに，世界最小水準のコークス比

（239 kg/t-溶銑）も達成している。
　高炉HBIの多量装入を実現するには，エンジニアリ
ング事業のMIDREXプロセスによるHBI製造技術と，
鉄鋼事業における独自の高炉操業技術（高炉へのHBI
装入技術，AIを活用した操炉技術，当社独自のペレッ
ト改質技術）という当社グループのキーテクノロジーの
融合が欠かせない。
　AI活用操炉技術では，炉熱の急激な変化を予測し適
切なアクションを取るために 5 時間先の溶銑温度を予測
する技術を開発しているが，正確な予測には溶銑温度の
常時連続測定が重要な鍵を握る。これを実現するため，
図 4 に示すとおり高炉出銑（しゅっせん）口から数m/
秒で吐出される溶銑・溶滓（ようさい）の混相噴流（以
降，出銑滓流）を高速度カメラで撮像し，放射測温の原
理を用いて溶銑温度の連続測温を実現している。出銑滓

流は高温溶融状態にある溶銑，溶滓の放射率差により，
図 4 の熱画像に示すようにマーブル模様状に観測され
る。こうした特徴を踏まえて画像解析によって溶銑部を
特定してその輝度を抽出することで，目的の溶銑温度の
測定を可能にしている。
　高炉出銑口での温度計測の代表的な外乱としては熱画
像への煙の映り込みがある。煙がある場合は溶銑部が実
際より暗く観測されるため測温誤差が生じるが，時間変
動する煙の影響を受けて溶銑部輝度値の時間変動も大き
くなるため，画像処理によってこれを判別・検知し測定
の安定性を担保している。
　加えて本件の測定環境は，溶銑などの高温溶融物から
の輻射熱や飛散物，粉じんなどがあり過酷である。汎用
的なカメラを設置した場合には輻射熱を受けてカメラ本
体温度が上昇することによる故障や，粉じんなどがレン
ズに付着する光学障害によって，数日程度で熱画像が取
得できなくなる。当社では独自のカメラ冷却機能や飛散
物・粉じんを吹き飛ばすエアパージ機能を付与すること
で，半年以上メンテナンスフリーで良好な熱画像を取得
し，安定的な測温を実現している。図 5 に放射測温結
果を示す。熱電対による温度測定結果ともよい一致を示
しており，測温精度10℃以下を達成している。

3．働き方・プロセス変革を支える検査・計測技術

　国内の労働力人口の減少が進む中で，とくに製造業の
人手不足は他産業と比べても顕著に進んでいる。人手不
足は事業継続性の観点からも無視できないリスクとして
顕在化し始めており，ものづくりの自動化の取り組みは
必須になりつつある。なかでも検査・計測には熟練技能
を要する作業が多く，当社はこれまでも生産性向上，人
による作業のばらつき低減，安全性向上などの観点から
検査・計測の自動化に取り組んできた。ここではクラン
ク軸の超音波探傷検査，火花試験，熱間鍛造物寸法計測
の自動化事例を紹介する。
3. 1　クランク軸の自動超音波探傷検査
　当社が製造しているクランク軸は，ジャーナルと呼ば
れる軸部にスローと呼ばれる偏心部材を焼ばめして作ら
れる組立型クランク軸と，丸棒素材から鍛造して成型さ
れる一体型クランク軸に大別される。一般にクランク軸
は長時間の繰り返し荷重に耐える必要があるが，例えば
一体型クランク軸は近年のエンジン高出力化，コンパク
ト化に伴って，クランク軸のピンおよびフィレット部に
おける表面および内部の厳格な品質管理が求められてい

図 5   実機高炉での連続測温結果
Fig.5    Continuous temperature measurement result in actual blast furnace

図 4   高炉溶銑温度の連続測定
Fig.4  Continuous measurement of hot metal temperature at blast 

furnace
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る。かつてはいずれのクランク軸もすべての探傷面を手
動で検査していたが，全面探傷には長時間を要し，探傷
走査と探傷面の監視を確実に実施することは検査員に精
神的かつ肉体的な負担をかけていた。そこで高速・安定
に検査を行い，全面の検査結果を記録・保証する目的で，
自走式で全面走査を行う自動超音波探傷装置を実用化
し，クランク軸に求められる高い信頼性を支えている

（図 6）。10）

　垂直探傷を例にとれば，検出範囲が中央の狭い領域に
限られるため，小曲率半径を持つフィレット部の検査を
行う物理的な探触子の接近限界のほか，探触子の走査ピ
ッチを非常に細かく設定するなど作業上の配慮が必要と
なる。これらを手動で安定的に行うには検査員の負担が
大きいため，フェイズドアレイ法を採用した独自の超音
波探触子とその走査機構を開発した。これにより例えば
探傷面が曲率を有していても，その表面から平底穴φ
0.5 mmの反射源をセクタスキャンと呼ばれる電子操作
によって検出することが可能になった。概念図を図 7 に
示す。11）

3. 2　火花試験
　熟練技能を要する検査の自動化の取り組み例として，
近年急速に進化しているAI画像認識技術を活用した火
花試験を紹介する。鋼材をグラインダに押し付けて生じ
る火花は，鋼種や含有元素の量によって特徴が異なる。

火花試験はこの火花の特徴を熟練者が見分け，鋼種を判
定する試験であり，鋼材判定検査として古くから実施さ
れているが，熟練技能を必要とする官能検査であり自動
化が求められていた。従来は火花をカメラで撮像し，ル
ールベースの画像処理（パターンマッチングなど）によ
り火花画像から破裂や流線を検出し，炭素量を推定する
取り組みが行われてきた。しかし，合金元素（S，Cr，
Mo，Ni）を含めた多様な合金鋼の鋼種判定には，ルー
ルベースの画像処理では限界がある。そこで当社はAI
画像認識技術を活用し，鋼材の炭素含有量を推定 12）す
るだけでなく，合金鋼種も判定するAI画像認識技術 13）

を開発し，熟練技術のデジタル化と自動化に取り組んで
いる。図 8 に鋼種判定フローの概念図を示す。入力さ
れた火花画像に対して，前段で炭素含有量を推定し，後
段で合金鋼種を分類する畳み込みニューラルネットワー
クを構築することで高精度な鋼種判定を実現している。
3. 3　熱間鍛造物寸法計測
　安全や酷暑環境対策についても計測技術は貢献してい
る。当社が製造している大型鍛造品，例えば石油精製用
圧力容器（リアクタ）に用いられるシェルリング（直径
4～6 m）は，図 9（1）に示すように，当社鍛圧工場の
8,000 tプレスにより所定の形状に鍛造され，その後，製
品形状に切削加工される。プレス作業における形状確認
方法として，従来はプレス直下の熱間鍛造ワーク（500

図 6   組立型クランク軸のスロー自動超音波探傷装置10）

Fig.6   Scanning system of built-up type crankshaft throw automatic ultrasonic inspection

図 7   フェイズドアレイ法におけるフォーカス模式図11）

Fig.7   Focus pattern diagram of phased array
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～900℃）に近づいてパスを用いた寸法測定を行ってい
た。しかし，この作業は酷暑環境で行われているため作
業負荷が非常に高く，また人による計測ばらつきが大き
かった。そこで離れた場所から安全にシェルリングの直
径を高速・高精度に測定する目的で，図 9（2）に示す
ステレオ法を用いた画像計測装置14）を開発・実用化した。
また，その他の熱間鍛造品の寸法計測についても随時自
動計測の取り組みを行っている15）。

むすび＝本稿では当社における非破壊検査技術，プロセ
ス計測技術および自動化を支える検査・計測技術につい
て紹介し，コア技術としての計測技術が安全・安心な製
品と持続可能なものづくりを支え，貢献してきたことを
述べた。
　今後は持続可能な社会の実現へ向けて，例えば鉄鋼事
業においては，電炉化など生産プロセスにおけるCO2削
減への取り組みが加速し，製造プロセスの大きな変革が
起こることも想定される。これに対して知能化をはじめ
とする計測技術の高度化，新プロセスへの基礎科学的理
解および操業を高次に融合させることで，ものづくりの
変革に貢献していく。
　また近年のDXに加え将来の国内労働力人口減少で，
ますます自動化ニーズは高まっている。とくに過酷な環
境でありながら精緻なプロセスの制御が求められる当社
のものづくりの現場では，これまでも検査・計測技術を
最大限活用してきたが，近年のロボティクスやAI技術
の非連続的ともいえる大きな進歩により，これまで人に
しかできないと言われてきた操業知を捉え，操ることが
できる可能性も広がっている。いっぽうで，プロセスも
変化し続ける中，人ならではの適応力，創造力もより重

要になっている。高まる高付加価値への要求を，人知と
最新の検査・計測技術の組み合わせによって如何に満た
していくか，その知恵と工夫が世界のインフラを支える
基幹部品を幅広く供給する当社においてとくに重要とな
っていくと考える。
　最後に，今後も社会の根幹を支える基幹部品・製品群
を安定供給し，あくなき品質・機能・性能要求の高度化
に応え続けるため，またカーボンニュートラルへの挑戦
や持続可能な社会の実現へむけて，計測技術の高度化に
努めていく所存である。
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図 8   火花画像の鋼種判定フロー13）

Fig.8   Schematic flow diagram of steel identification for spark images

図 9   シェルリング直径計測装置14）

Fig.9   Shell ring diameter measurement equipment
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まえがき＝当社製品や当社素材・素形材が使用されてい
る最終製品の性能・品質・安全性を担保・向上させるた
めの技術開発は，当社グループのマテリアリティのひと
つである「安全・安心なまちづくり・ものづくりへの貢
献」の中で重要な役割を果たしている。このマテリアリ
ティに関わるコア技術の一つは，「構造・材料強度に関
する予測・評価技術」であり，構造物や金属製品の基本
性能に関わる「構造力学分野」の技術と耐久性や安全性
など，適用される材料との関わりの強い「材料強度分野」
の技術に大別できる。
　構造力学分野では，当社の線材，厚板製品が使用され
てきた長大橋プロジェクト1）に代表される土木構造物を
中心に，アルミ板やアルミ押出材などの軽量素材の建築
物への適用2）, 3）を通して，各種構造性能評価技術の開発
を行ってきた4）, 5）。これらの性能評価技術は当社グルー

プの（株）コベルコ科研の受託試験研究メニューとして
も発展を続けている6）。また，構造最適化技術の開発に
も取り組み，アルミサスペンション製品7）などの自動車
部品の軽量化設計に活用している。
　材料強度分野では，建設機械をはじめとする機械製
品，鋳鍛鋼などの素形材製品の疲労寿命設計を通して，
数値シミュレーションを活用した応力・ひずみの評価技
術8）を開発してきた。また，当社素材を用いた加工製品
状態での破壊問題に関しても，ぜい性き裂の伝播停止特
性評価9）のような破壊力学的なアプローチに加えて，冶
金的な要素を加えた研究開発も行っており，ミクロ組織
を考慮した疲労特性予測10）や靭性（じんせい）予測 11）

などの取り組みを破壊特性シミュレーション技術として
発展させてきた。これらの強度・破壊に関する要素技術
の多くは，力学的なアプローチに冶金学的な要素が加わ

構造物の変形・
破壊特性の評価技術

社会の安全・安心に貢献する構造・材料強度に関す
る予測・評価技術
内藤純也＊1（博士（工学））・沖田圭介＊2（博士（工学））・髙嶋康人＊3（博士（工学））

Predictive and Evaluative Technologies Based on Structural 
Mechanics and Strength of Materials for Structural Failures to 
the Safety of Society
Dr.	Junya	NAITO・Dr.	Keisuke	OKITA・Dr.	Yasuhito	TAKASHIMA

要旨
当社製品や当社素材・素形材が使用されている最終製品の性能・品質・安全性の担保・向上に寄与してきたコア
技術の一つである構造・材料強度に関する予測・評価技術について，構造力学および材料強度分野に分けて解説
を行う。構造力学分野では，自動車車体の軽量化と衝突安全性を両立するための衝突評価技術，構造最適化技術，
さらには，カーボンニュートラル社会の実現を見据えたライフサイクルにおける環境負荷低減（LCA）の観点を
取り入れた部品提案についても事例を紹介する。材料強度分野では，冶金学的な因子である相変態を考慮した熱
処理シミュレーションを活用した変形・組織予測および割れ予測技術を紹介する。また，材料組織設計と力学特
性をつなぐマイクロメカニクス分野への取り組み事例を紹介し，新たな付加価値を持つ素材製品の創出，ものづ
くりの変革への可能性を展望する。

Abstract
This paper explains, divided into the fields of structural mechanics and material strength, predictive and 
evaluative technology related to the strength of structures and materials. This technology is one of the core 
technologies that have contributed to ensuring and enhancing the performance, quality, and safety of final 
products that utilize Kobe Steel’s products and materials. In the field of structural mechanics, examples are 
introduced that encompass collision evaluation technology and structural optimization technology, aiming to 
balance weight reduction and collision safety in automobile body structures. Additionally, case studies are 
presented regarding component proposals that incorporate an environmental impact reduction perspective, with 
a view toward achieving a carbon-neutral society within the product’s lifecycle (LCA). In the field of material 
strength, technology for deformation and microstructure prediction, as well as crack prediction, is introduced, 
utilizing heat treatment simulations that consider metallurgical factors such as phase transformation. Furthermore, 
case studies of efforts in the field of micromechanics, which bridge the connection between material structure 
design and mechanical properties, are introduced. This provides a glimpse into the potential for creating new 
material products with added value and the possibility of transforming manufacturing processes.
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ることによって独自のコア技術となった。当社が素材事
業と機械・エンジニアリング事業の両方を有し，その要
素技術開発を同時に担う組織があったことがこのコア技
術を生み出す一因となっている。
　本稿では，構造力学分野のコア技術の活用例として，
自動車分野における軽量化設計に関する技術群を，ま
た，材料強度分野のコア技術の活用例として，相変態を
考慮した力学評価，破壊力学評価について解説する。ま
た，構造力学・材料強度分野と材料の冶金学的な挙動や
組織設計とをつなぐ技術として，マイクロメカニクス分
野への取り組み事例とその将来についても展望すること
としたい。

1．材料特性を活かした構造部材の性能予測技
術（構造力学分野）

　構造力学分野の予測・評価技術は，構造物の変形や耐
荷力を数値シミュレーションで予測すること，および，
その挙動を実験で再現し，安全性を検証することで発展
してきた。近年，これらの技術は，主に自動車分野にお
けるソリューション技術提案で適用を拡大，進展してき
ており，ここでは自動車分野における適用事例を紹介す
る。
1. 1　自動車部品の衝突評価技術
　環境負荷対策として，自動車車体の軽量化と衝突安全
性を両立する車体設計を実現することが自動車メーカの
継続的な課題であるが，自動車の衝突試験は 1 回につき
車両 1 台の準備を必要とすることや試験そのものも大が
かりな設備が必要である。そのため，車両の試作，衝突
試験を実施する前段階として，個々の部品単位で車両衝
突試験と同等の変形状態を再現できる試験評価を行いな
がら詳細検討することが有効である。
　当社では，保有する衝突試験設備を活用した車体全体
の衝突性能評価 12）, 13）とフルカー衝突シミュレーション
の精度向上に取り組み14），車体全体の衝突挙動へのノウ
ハウを蓄積しつつ，部品単位での評価試験手法の開発を
行ってきた。図 1 に側突時のフルカー衝突解析事例，部
品単位（サイドシル）の衝突評価シミュレーション結果
を示す。部品単位で切り出した際の境界条件の与え方を
工夫することにより，試作部品での性能評価が可能とな
り，短期間で高精度な軽量構造の検討環境を実現してい
る。
　また，車体の軽量化と衝突安全性を両立させるには，

材料の高強度化が有効であるが，一般的に金属材料は高
強度化に伴って延性が低下する性能相反性があるため，
衝突時の材料破断を予測する必要がある。当社では，2
章で述べる材料強度分野に関連する技術として，衝突時
の材料破断挙動と相関の高い機械的特性を分析し15），数
値シミュレーション上で高精度に破断現象を予測する技
術の開発16）も行っている。
1. 2　自動車軽量化部品の開発・設計
　鉄，アルミ両方の素材事業を有する当社では，自動車
車体に使用される主要な金属である鋼材とアルミを平等
に比較し，お客様の製品ニーズに合わせて材料の選択が
できるソリューション提供を目指している。また，軽量
化部品設計にあたっては，最適化解析手法を駆使し，製
造上の制約条件などに開発者のノウハウや知見を加え，
実用性の高い部品開発・設計を行っている。
　図 2 に高強度鋼板製ロールフォームバンパとアルミ
押出バンパを対象にパラメトリック最適化解析を適用し
た性能予測をもとに軽量化設計を実施し，重量と曲げ耐
力を比較した事例を示す。図 2 左のように外形寸法が小
さい断面では高強度鋼板とアルミ押出材に重量差異がな
く，コスト観点で高強度鋼板が有利になり，図 2 右のよ
うに外形寸法が大きい断面では，軽量化効果はアルミ押
出材のほうが高いことを示している。このように，高強
度鋼板，アルミ押出材それぞれが有利な断面の外形寸法
領域を明らかにしている17）。
　図 3 に軽量化設計を行ったドアのLCA （Life Cycle 
Assessment）分析事例を示す。鋼製，アルミ製，鋼と

図 1   フルカー衝突シミュレーションと部品単位衝突評価事例
Fig.1  Full vehicle crash simulation and example of a part-unit 

collision evaluation
図 3   フロントドアの軽量化設計とLCA

Fig.3   Design of light weight door and LCA

図 2   高強度鋼板製バンパとアルミ押出バンパの最適設計事例
Fig.2  Comparison between steel roll-formed and aluminum extruded 

bumpers with different external dimensions
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アルミを組み合わせたマルチマテリアルの 3 ケースのフ
ロントドアの設計を行い18），重量とライフサイクルにお
けるGHG （Greenhouse Gas, 温室効果ガス）排出量の比
較を行っている19）。グラフ中の素材製造に着目すると鋼
製が最もGHG排出量が少なく，アルミ製のGHG排出量
が大きいが，ライフサイクル全体ではアルミ製，マルチ
マテリアル製が鋼製よりも少なくなり，走行距離によっ
てもその順位は異なる。そのため，今後は，①軽量化効
果，②軽量化に要するコスト，これらに加えて③LCA

（ライフサイクルでのGHG排出量）を加味した部品開発
が必要と考えている。

2．冶金学的因子を考慮した強度・破壊予測技
術（材料強度分野）

　
当社のコア技術の一つである金属製品と構造物の耐久

性や破壊の予測および評価技術は，安全性と生産性の向
上を果たすために活用される。強度や変形は弾塑性力学
に基づく数値シミュレーションで予測できるが，熱処理
や加工を施す製造工程においては，物性値の逐次変化や
相変態が生じるため，それらを考慮することが重要であ
る。当社では，浸炭や偏析，相変態などの冶金学的因子
を考慮することで予測評価技術の高度化を進めてきた。
また，破壊力学は，製品の損傷許容設計を可能にする技
術であり，一般的には疲労き裂進展量の予測や製品に影
響しないき裂を許容できるかの診断に利用されている。
いっぽう，当社では金属組織制御などの材料工学もまた
コア技術の一つとしている強みを活かし，破壊力学と材
料工学を融合させて技術開発に取り組んでいる。ここで
は，相変態を考慮した独自の強度・破壊予測技術の事例
として，焼入れ時の変形・焼割れ防止や連続鋳造後の鋳
片置割れ防止について紹介する。
2. 1　相変態を考慮した焼入れ時の変形予測，組織予測
　当社製品（クランク軸，圧縮機の大型歯車など）だけ
でなく，当社素材を使っていただく場合（自動車用歯車，
軸材，ボルトなど）でも熱処理は行われる。熱処理によ
って不可避的に生じる変形や残留応力を低減すること
は，製品品質の向上のために重要であり，そのための冷
却プロセスや部品形状の影響把握が不可欠である。しか
しながら，焼入れ中に生じる現象は，組織（相変態），

応力／ひずみ（力学），温度（伝熱）が相互に影響し合
う極めて複雑なものとなる。そこで，これらを連成させ
た熱処理シミュレーションを開発し，社内製品の課題解
決や，お客様へのソリューション提案に活用している。
　図 4 は自動車用浸炭歯車に対する適用事例20）であり，
浸炭シミュレーション 21）と熱処理シミュレーションを
組み合わせてマルテンサイト相分率を予測した例であ
る。表面の浸炭層は炭素濃度が高く，マルテンサイト変
態温度が低くなるため，表面の浸炭層の方が内部より遅
れて変態膨張し，表層に圧縮残留応力が形成される。こ
のように，冷却中の変形・変態の進行挙動を精査するこ
とで，熱収縮や変態膨張に起因した熱応力・変形の発生
メカニズムが明らかとなり，それを制御するための材料
特性，冷却プロセス，部品形状の具体化が可能となる。
　上記の事例は，均一材料として扱ってきたが，大型鋳
塊を扱う場合には，成分偏析が生じるため材料特性が不
均一となり，焼割れの原因となる22）。そこで，新たな取
り組みとして，上工程での組織影響を考慮し，偏析起因
の局所的な応力も評価可能とすることで，割れ原因究明
やその対策に向けた活用の検討を始めている。
2. 2　連続鋳造スラブの置割れ予測と折損防止
　線材，薄鋼板，厚鋼板といった当社の様々な鉄鋼製品
は，連続鋳造したスラブやブルームなどの鋳片から圧延
工程を経て製品化している。鋼の強度を高めるために合
金元素の添加量を多くすると，鋳造後の冷却時に鋳片の
置割れ 23）が発生する頻度が増え，製造歩留の低下が課
題となる。この割れを防止するには，冷却時に鋳片内部
で生じる熱応力の制御が重要と考えられ，徐冷すること
で古くから経験的に対応していた24）。しかし，熱応力を
内部残留応力として実測することは極めて労力を要する
作業であり，冷却条件に応じて材質（靭性）も変化する
ことがあるため，定性的に安全側の対策を講じている状

図 4   浸炭歯車のマルテンサイト相分率の予測例
Fig.4  Calculated result of martensite volume fraction of carburized 

gear

図 5  凝固・伝熱・相変態を考慮した応力シミュレーションと破
壊力学による連続鋳造材の置割れ予測評価技術

Fig.5  Fracture mechanics-based prediction for brittle fracture of 
slab account for thermal stress and phase transformation
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況であった。鋳片に生じる熱応力の定量予測には，有限
要素法による伝熱解析を単純に用いるのみでは適切に評
価できず，鋳造した鋳片の冷却中に生じる相変態による
発熱や膨張を考慮する必要があった。当社では，独自開
発した伝熱・凝固解析ソフト25）や連続冷却中の相変態
予測 26）をはじめとする材料工学のコア技術を有してお
り，これらを活用することで鋳片内部の応力状態の定量
化を数値シミュレーション的アプローチで可能とした。
連続鋳造時の温度履歴を計算し，さらに，鋳造機を通過
して切断された鋳片の放冷や段積み保管中の温度変化を
伝熱解析しながら変態予測モデルを組み合わせて相変態
挙動を考慮し，鋳片内部の応力状態を計算した。これに
より，置割れに関与する熱応力を定量的に扱うことがで
きるようになった。
　また，置割れは鋳片内部の微細な割れ（固液界面の凝
固割れで，液相側から溶鋼が流れ込むため実態は割れで
は無いが偏析している部分）を起点として生じる事実を
ふまえ，内部割れの発生頻度を統計解析し，その大きさ
に応じて破壊力学的アプローチで置割れの発生リスクを
評価する技術 27）を構築した。この技術（図 5）では，
前述の相変態を考慮して数値シミュレーションで求めた
内部応力σC と，内部割れ長さLや鋳片の破壊靭性値KC

の関係を破壊力学で定式化し，それと実験結果が対応す
ることを検証できており，置割れが発生しない冷却速度
など管理すべき条件を明確化できる。このような技術
は，鋳片の内部割れを起点とした置割れ防止だけでなく
熱延開始時の表面からの孔空き防止にも活用でき27），当
社製品の製造歩留の改善や安全で合理的な製造工程管理
を実現するに至っている。

3．材料の微視構造を考慮した材料モデリング
技術（マイクロメカニクス分野）

　
材料のマクロな機械的特性は，ミクロな金属組織から

成り立っており，また，巨視的な破壊現象も元をたどれ
ば，材料の微視的な欠陥からのき裂を起点としている。
したがって，より複雑化する力学的な技術課題や多様化
する材料ニーズに対する対応力，本質的課題解決に向け
て，材料内部の微視組織を考慮した材料モデリング技術
の高度化が必要である。そこで当社では，材料変形の不
均一性を考慮した結晶塑性解析やミクロとマクロをつな
ぐマルチスケール解析に取り組んできた。ここでは，そ
れぞれの適用事例を紹介するとともに，今後の取り組み
について触れる。
3. 1　塑性加工における結晶塑性解析の適用事例
　結晶塑性理論に基づく力学解析の特徴は，結晶構造の
異方性を直接的に扱うことが可能であり，巨視的塑性応
答と材料の微視的構造変化の関係を物理的意味が明確な
力学量で記述できることである。軽量化に向けてますま
す厳しくなる展伸材の加工性スペックを満たす材料開
発，あるいは成形条件の適正化に向けて，現在も様々な
荷重経路に対応可能な結晶塑性構成則の高度化に取り組
んでいる28）。
　ここでは例として，けい素鋼板の単結晶体の引張試験

について紹介する29）, 30）。引張軸と結晶方位のなす角αを
変えて引張試験したときの変形状態に関する実験結果と
計算結果の比較を図 6 に示す。α=90°での板幅方向の
局所変形，α=0°での板厚方向の局所変形，α=45°での
斜め方向のせん断帯の発生という，それぞれの特徴を極
めてよく表すことができている。本技術は，自動車パネ
ル用の6000系アルミ板材において，成型加工後の表面
に発生するリジングマークと呼ばれる模様への集合組織
の影響評価や変形機構の解明に活用され，外観品質の向
上に貢献している31）。
3. 2　材料の微視構造を考慮したマルチスケール解析
　本手法の特徴は，各ミクロ組織の機械的特性を入力デ
ータとして計算することで，マクロな機械的特性を予測
するだけでなく，材料内部で生じるミクロ的な力学現象
まで分析できることである。当社では，金属組織の微視
構造を数値化してモデリングする手法，および均質化弾
塑性理論に基づくFEMコードを独自に構築している。
ここでは，代表的な高張力鋼材のDual-phase鋼（以下，
DP鋼）に対して，マルチスケール解析を適用し，ミク
ロ構造内の力学挙動を評価した例 32）を紹介する。DP鋼
はフェライト相とマルテンサイト相から構成される複合
組織を有しており，各単相での引張試験結果を元にシミ
ュレーションしている。図 7（b）は伸び率20％時にお
ける相当塑性ひずみ分布を示しており，硬いマルテンサ
イト相が密集する領域近傍で，フェライト相に塑性ひず
みが集中していることが分かる。また，マルテンサイト
相にも数パーセントオーダの塑性ひずみが生じており，
単相材では極低ひずみで破断する同相でもDP鋼内では
高い変形能があることが示唆された。このように，各相
の機械的特性のみならず，それらの組織形状・サイズや
分散状態などの相互作用の分析・評価が可能となるとと
もに，その結果として現れるマクロな機械的特性への影
響も考察可能となる。これにより，所望のマクロな機械

図 7   ミクロ組織における変形状態（伸び率20％時）
Fig.7   Deformation state of microstructure (at 20% elongation)

図 6   けい素鋼板に生じる不均質変形
Fig.6   Localized strain in tensile specimen of silicon steel sheet

(a) Deformation of microstructure (b) Distribution of equivalent strain
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的特性を得るためのミクロ構造を推定できるようにな
り，今後は組織制御技術と組み合わせた材料開発への適
用を考えている。さらに，本技術の特徴を活かし，初期
欠陥を含む素材マトリックスのミクロ損傷挙動や，塑性
加工中における介在物の変形・破壊挙動に関する解析・
評価，およびそれによる素材内部品質の向上への適用検
討も開始している。

むすび＝本稿では当社のコア技術の一つである「構造・
材料強度に関する予測・評価技術」を，構造力学分野，
材料強度分野に分けて各要素技術を活用例紹介とともに
解説した。さらに，冶金学系のミクロな領域とマクロな
力学領域をつなぐマイクロメカニクス分野への取り組み
についても述べた。マイクロメカニクス分野のコア技術
に関しては，他のコア技術であるナノスケールの物理分
析解析技術，さらには，マテリアルズインテグレーショ
ン33）との親和性が高く，ナノスケールからマクロスケ
ールをつなげる横断的な予測・評価技術へ発展させるこ
とで，構造材における新しい材料コンセプト創出につな
がっていくと考えている。また，製造工程もつないだプ
ロセスシミュレーションへの展開も構想しており，さら
なる品質安定化や生産性向上も期待できる。新たな付加
価値を持つ素材製品の創出，そのものづくりを通して，
安全・安心な社会の発展に持続的な貢献を続けていきた
い。
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まえがき＝機械が動くと必ず振動や騒音が発生する。振
動が異常に大きくなると，最悪の場合には機械が破損し
プラント停止や労働災害のリスクが発生する。騒音もま
た，現場作業者や周囲住民への肉体的，精神的苦痛につ
ながるため，振動や騒音を一定の基準値以下とすること
が機械・工場の安定操業の必須条件となる。本稿で解説
する「振動・音・動的特性の制御技術」は，安定操業の
実現に欠かせない振動・騒音の抑制技術（≒制御技術）
であり，メーカとして高品位な製品・サービスを提供す
る上で重要な基盤技術の一つである。
　図 1 に機械製品の基本的な構成とともに本技術の概
略を示す。機械製品は駆動部分に指令を送り，その駆動
力が固体・液体・気体を介して伝達して所望の動作をす
るものである。そのため，結果として生じる振動や騒音
を抑制するためには，振動・騒音の現象が最終的に現れ
る空間や構造・伝達系の適切な設計はもとより，駆動力
の設計やそこに与える制御指令まで時には考慮する必要
がある。当社では古くから「振動・音・動的特性の制御
技術」の研究開発に力を入れており，運動の制御にまで
立ち返り，その技術ポテンシャルの向上に努めてきた。 

　本稿では，①振動制御技術として，駆動系の制御から
構造系への力の伝達を主に取り扱う範囲と，②騒音制御
技術として主に構造の振動から空間への音伝達を取り扱
う範囲に大別して，その解析技術や制御・改善技術を解
説するとともに，それらを活用した「グリーン社会への
貢献」の一例について紹介する。

『静かに安全にそして効率良くものを動かす』振動・
音・動的特性の制御技術
山口善三＊1（博士（工学））・岡田　徹＊1（博士（工学））・菅野直紀＊2（博士（工学））

Technology to Control Vibration, Noise, and Dynamics Characteristics 
for Quiet, Safe, and Efficient Machinery
Dr.	Zenzo	YAMAGUCHI・Dr.	Toru	OKADA・Dr.	Naoki	SUGANO

要旨
機械が動くと必ず振動や騒音が発生するため，高品位な製品やサービスを提供するためには，振動や騒音をある
一定以下に抑える必要がある。当社では，操業開始以来，本課題に対して「振動・音・動的特性の制御技術」を
発展させながら取り組み続け，当社機械製品だけでなく，自社工場の安定操業，当社素材のお客様の課題解決など，
広く安心な社会の実現に対して貢献してきた。本稿では，技術の概要の解説を通して，これまでの社会への貢献
や今後のグリーン社会，安全・安心なまちづくり・ものづくりへの貢献についての展望を示す。

Abstract
Machinery inevitably generates vibration and noise when in operation, and such vibration and noise must be 
kept below a certain level to provide high-quality products and services. Since its inauguration, Kobe Steel has 
been continuously working on developing "technology to control vibration, noise, and dynamics characteristics" 
to address these challenges. This contribution extends beyond Kobe Steel's machinery products to include 
stable operation in Kobe Steel's own factories and the resolving of challenges for users of Kobe Steel materials, 
contributing to the realization of a broader, secure society. This paper provides an overview of the technology, 
explaining the contributions made to society thus far, and offers a perspective on future contributions to a 
green society, safety, and security in urban development, and manufacturing.

検索用キーワード
振動，音，ダイナミクス，安定稼働，実験，数値解析，シミュレーション
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図 1   機械の振動・音・動的特性の制御技術
Fig.1  Machine vibration, noise, and dynamics characteristics control 

technology

機械の振動・音・
動的特性の制御技術
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1．振動制御技術

1. 1　振動制御技術の概観
　振動制御技術は，「振動/動的特性の解析技術」と「計
測分析技術」，それらに基づく振動低減技術を指す。当
社では古くからこの振動制御技術に力を入れ，当社製品
および生産設備の信頼性を確保してきた。コストダウ
ン・生産性向上・省エネ／CO2削減などの観点から，製
品・設備の高性能化や軽量化・高速化が進められる中，
振動の課題も時代ごとに変化・複雑化し，これらに対応
すべく振動制御技術の高度化を進めてきた。
　当社の振動制御技術は，主に，圧縮機などの産業機械

（図 2（a）），プラントの配管や機器系，建設機械に活用
される。また，鉄鋼やアルミなどの生産工場においても，
圧延やめっき加工などの機械設備（図 2（b））の安定操
業や生産性向上のための高速化などで貢献している。
　近年では振動情報を機械設備の診断に利用し，当社の
製鉄所や発電所の機械設備の保守管理の合理化や，当社
機械製品の保守やリプレース提案などのサービス提供に
資する技術開発にも積極的に取り組んでいる。
1. 2　振動/動的特性の解析技術 1）

　振動現象の解明に不可欠な有限要素法（FEM）など
の数値解析技術も，当社の振動への対応の歴史と深く関
連している。代表的な汎用解析ソフトを取りそろえて精
緻で大規模なFEM解析にも古くから取組んでいるが，
様々な振動現象の課題に高精度かつ効率的に対応するた
めに，独自のソフト開発も行ってきた。当社製品の設計
や振動課題の解決に焦点を絞ることで，汎用ソフトに比
べ大幅な解析時間の短縮を可能としている。ここでは，
自社開発ソフトや解析技術の一例を紹介する。

1. 2. 1　動的システム挙動解析 （SINDYS）2）～5）

　SINDYSは70年代後半に，油圧プレスなどの構造系
と油圧流体・制御が連成した複雑な振動挙動を解くため
の独自技術が起源である。これを汎用動的現象解析シス
テムとして開発を進め，大変位挙動する機構や制御系，
熱流体なども包含した解析システムに発展させてき
た。2）

　とくにガタやストッパ，大変位などの強い非線形性を
含む問題に対して，数値積分の工夫により効率的かつ高
精度に解析できる点が特長であり，単に振動現象に留ま
らずロボットや油圧ショベルの動作解析などダイナミク
ス全般の現象の解析も可能である。例えば油圧ショベル
では，実掘削動作をシミュレーションすることで，各油
圧機器や配管などの損失寄与度を明確化し，業界トップ
クラスの省エネ性能の実現に貢献した。3） （図 3）
　近年ではHILS（Hardware In the Loop Simulation）と
呼ばれるリアルなハードウェアとバーチャルな数学モデ
ルを連成させたシミュレータとしての活用 4）やNASTRAN

（構造解析）やSimulink（制御設計）といった他社製汎
用ソフトとの連携，油圧ショベルにおいて土の掘削性を
解析するためにDEM（Discrete Element Method）との
連成も可能としている。5）

1. 2. 2　圧力脈動解析（PULSAS）1）

　レシプロ式に代表される容積形圧縮機は間欠的な気体
の吸込／吐出を行うため，その配管内には圧力脈動が発
生し，配管などの振動の原因となる。当社では，1915年
に国産第 1 号のレシプロ圧縮機を製造した歴史から，古
くから圧力脈動の研究を行ってきた。PULSASは有限
要素法によりこの圧力脈動を解析するソフトであり，
API618規格（米国石油協会規格）の対応などの改良を
加えながら，今日までに数百ケース以上の実プラントの
設計と脈動対策に適用してきた。（図 4）
1. 2. 3　回転機械ロータ系振動解析（ROTAS）1）

　回転機械は日本の経済成長とともに大型，高速，高出
力化してきたが，いっぽうで振動問題との戦いでもあっ
た。この対応として，1970年代後半に設計段階から回転
軸の固有振動数や振動応答を机上検討して設計に反映で
きるソフトとして開発してきた。近年では，さらに合理
的な設計を可能とするために，ギヤケーシングとの連成

図 3   リンクモデル－油圧システムの連成解析 3）

Fig.3   Co-simulation with linkage model/hydraulic coupling 3）

図 2   当社における振動制御技術の対象の一例
（a）増速機内蔵型遠心式圧縮機，（b）冷間 タンデム圧延機

Fig.2   Targets of our vibration control technology
(a) Integrally geared centrifugal compressor

(b) Cold tandem rolling mill

図 4   圧力脈動による配管振動応答 1）

Fig.4   Piping vibration due to pressure pulsation１）
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解析技術や，滑り軸受の動特性の高精度予測技術を開発
している。（図 5）
1. 2. 4　FEM伝達経路解析（FE-TPA）6）

　TPA（Transfer Path Analysis）は，加振源から評価
点へ伝ぱする振動に対し，寄与度の高い伝ぱ経路を特定
する分析技術である。従来実験データに適用される本手
法を数値解析（FEM）上に展開し，より精緻な寄与度
の評価が可能な技術を開発した。効果的な構造変更が可
能となり，クレーンの低振動化などに活用している。

（図 6）
1. 3　振動計測分析技術
　振動問題を扱う上ではその計測データの分析技術も重
要である。代表的な振動分析であるFFTやフィルタ処
理，モーダル解析などに対して，当社では VIVIAN

（VIsual VIbration ANalysis）と名付けたソフトを開発
している（図 7）。直感的な簡単操作や大量データの高
速処理が特長であり，当社の振動分野の研究開発に欠か
せない存在となっている。VIVIANをプラットフォーム
として新しい分析手法を随時取り込み，各種多彩な振動
分析を可能としている。本ソフトを通じてグループ会社
を含めた社内各部署に分析技術の普及を図り，各事業で
の機械・設備の振動分析や試験評価などに活用している。
　また，機械の状態監視などの設備診断技術に関して
も，振動による損傷診断が可能なソフトを開発してい
る。図 8 にその一例として，産業機械の減速機・軸受
向けに開発したソフト画面を示す。当社製品を安心して
使用してもらうための信頼性を担保する技術であり，当

社の製鉄所や発電所の安定操業への展開を進めている。

2．騒音制御技術

2. 1　当社における音響技術の発展
　巨大な装置を駆使して生産活動を実施する当社は，地
域社会との共生のため工場自体の低騒音化を進め，その
過程で防音技術は発展してきた。日本経済の成長ととも
に，生活や職場の質が重視され静粛性がますます重要に
なり，建設機械や圧縮機では低騒音を特長とした商品を
開発してきた。図 9（a）は,静音性・防じん性・メンテ
ナンス性に優れた建設機械用エンジン冷却システムとし
て開発したiNDr（Integrated Noise&Dust Reduction cooling 
system）を搭載した極低騒音建設機械であり，お客様か
ら高い評価をいただいている7），8）。また，輸送機分野の
軽量化はCO2 排出低減の観点で重要な社会課題である
が，軽量化は振動・騒音の増大を招く場合が多い。当社
では自社製品で培った低騒音設計技術を生かし，500系
以降の新幹線に採用されている制振アルミ押し出し形材

（ダンシェープ・市村産業賞受賞）9），10）の開発など，輸
送機分野の低騒音化ソリューションをお客様に提供し，
快適な移動とCO2 排出低減の両面で社会に貢献してい
る。（図 9（b））。さらに，後述する微細多孔吸音技術11）

図 6   FEM伝達経路解析 6）

Fig.6   Transfer path analysis using FEM 6）

図 5   ロータ系安定解析
Fig.5   Rotor stability analysis

図 8   設備診断ソフト
Fig.8   Rolling bearing diagnostic software

図 7   VIVIAN（VIsual VIbration ANalysis）
Fig.7   VIVIAN（VIsual VIbration ANalysis）
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を活用したエコキューオン12）をはじめとする防音製品も
数多く開発してきた。
　次節より，上記開発を支える音響の数値解析，実験技
術，低騒音設計技術について紹介する。
2. 2　音響解析技術13）

　数値解析技術が発展しつつあった1970年代，当社に
おいてもFEMによる音場解析技術を開発し，ジェット
エンジンの地上消音設備などの低周波音低減の開発に活
用した。いっぽう，可聴域の音響現象は，波長が短く解
析モデルの要素数が膨大になるため，汎用品の製品開発
に対して音場解析技術はまだまだ実用的ではなかった。
当社は，1980年代に境界のみの要素分割で音場が解析で
きる境界要素法（BEM）をいち早く実用化したことで，
数値解析技術を強みとして1990年代から様々な低騒音
機械製品，防音製品を世に送り出してきた（図10（a））。
また，2010年ごろには高周波における音と光の類似性に
着目し，境界型数値解析の発展として音響ラジオシティ
を開発し，建設機械の低騒音設計 7）に利用してきた（図
10（b））。さらに，自社ソフトを保有することを強みに，
製品の最適設計にも応用している14）。
2. 3　音響実験・評価技術
　数値解析技術とともに，実験による音響モデルの構築
技術も古くから開発してきた。当社は，日本最大クラス
の大規模半無響室（図11（a））を保有しており，建設機
械，圧縮機など当社製品以外にも自動車，OA機器，橋
りょう，住宅など様々な機械，構造物の音響性能を測定
し，お客様へのソリューション提供を行うとともに，音
響モデル構築のノウハウを蓄積してきた。

　実験技術の中で最も重要な技術は，1.2.節でも触れた
伝搬経路解析（TPA）である。当社は本技術を世の中
に先行して開発し，90年代には先に紹介したダンシェー
プの開発に活用している。既存の車両の音響モデルを本
技術により構築し（図11（b）），それをベースに速度が
変化した場合やダンシェープ採用時の車室内騒音を予測
した。さらに予測結果を実際に音として再生する技術も
同時に開発することで，車両制作前にお客様にダンシェ
ープの効果を体感していただき本製品の採用につなげ
た。
　音は，最終的に人間の知覚・感性に関わるため，音の
物理的側面だけでなく，心理的・生理的な影響について
も長年研究を続け，建設機械のキャビンの居住性改善な
どに貢献 7）してきた。現在では，音の知覚に関する知
見を応用し，ベテラン検査員が知覚する微妙な音の変化
を定量化し，労働人口が減少していく環境でも安定稼働
を可能にする設備診断技術への応用を進めている。
2. 4　静音デバイス設計技術
　近年，音響メタマテリアルと呼ばれ，微小な共振・共
鳴現象を周期的に配置することで，従来材料の音響性能
を凌駕（りょうが）する構造の開発が活発化している。
当社がいち早く実用化した微細多孔吸音技術（図12）も，
音波が微細かつ周期的に配列された孔を通過する際の抵
抗と共鳴を活用した吸音機構であり，音響メタマテリア
ルの一種である。この応用製品であるエコキューオンは
アルミ板に微細な孔をあけて所望の吸音性能を発揮させ
ている。産廃となる従来材（グラスウールなど）とは違
いオールアルミでリサイクル可能であることを特長とす
る。今後も本分野の研究にも積極的に取り組み15），サス
テナブルな材料で静かで快適な社会の実現に貢献してい
く。

図10  音場解析技術
（a）防音壁の回折減衰（境界要素法）

（b）建設機械の騒音（音響ラジオシティ）
Fig.10  Numerical simulation of sound field

(a) Diffraction attenuation of soundproof walls (BEM)
(b) Noise from construction machinery (Acoustic Radiosity)

図12  微細多孔吸音技術とエコキューオン12）

Fig.12  Microperforated sound absorption technology and Eco Kyuon12)

図11  音響実験／評価技術
（a）大型半無響室, （b）伝達経路解析

Fig.11  Acoustic experiment and evaluation technology
(a) Large semi-anechoic room, (b)Transfer path analysis (TPA)

図 9   音響技術の適用した製品開発例
（a） iNDrを搭載した油圧ショベル 8）

（b）ダンシェープ10）

Fig.9   Product development applying acoustic technology
(a) Hydraulic excavator with iNDr 8）

(b) Damp-shape10）
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3．グリーン社会を実現する圧縮機の商品開発
への貢献

　当社がグリーン社会の実現に貢献するためには，当社
の 機 械 製 品 の 省 エ ネ 化 だ け で な く，CCS（Carbon 
Capture and Storage）やCCUS（Carbon dioxide Capture, 
Utilization and Storage）など， CO2 削減に直接貢献す
ることも重要である。本章では，CCSやCCUSに用いら
れる増速機内蔵型高圧CO2遠心圧縮機の開発事例（図 2

（a），図13）における振動制御技術の適用事例を紹介す
る16），17）。
　本開発の主な技術課題は①高圧下における構成部品の
高強度化，②高圧状態での空力性能の向上，③ロータの
振動に対する安定性向上，④高圧ガスのシール性能の向
上であり，課題③が振動制御技術に大きく関係する。
　遠心圧縮機はロータ（回転軸）に設けたインペラ（羽
根車）を高速回転させ，遠心力によりガスにエネルギー
を与えて増圧する機械である。ロータは滑り軸受で支持
され，ケーシングとの隙間には圧縮ガスの漏れを抑える
非接触シールが設けられる。
　インペラや非接触シール部では，ロータに振動を生じ
させる流体力が発生する。ガスの高圧化に伴いその力が
増加し，条件によっては振動が増加し続ける不安定振動
が発生するため，ロータの安定性を確保する設計が重要
となる。本機械では「スワールブレーカ」と呼ばれるシ

ール流体力の低減機構や「高減衰軸受」などの振動対策
を採用し17），前述の振動解析ソフトROTASを用いて評
価・設計を行った。
　ロータの安定性は，高圧条件下で回転中のロータに振
動外力を与え（加振），そのときに生じるロータの振動
振幅を計測し，その値を元に「対数減衰率」と呼ばれる
安定性の指標値を算出することで評価できる。
　ロータの加振方法として，外部から圧縮機全体を加振
してロータを間接的に加振する従来技術に対して，図
14に示す四つの電磁石の高速切替え動作によりインペ
ラにモーメントを与えてロータを直接加振させる独自技
術を開発した。従来技術に比べてロータ加振時の振動振
幅が増加することにより対数減衰率の算出精度が大幅に
向上し，信頼性の高い安定性の評価を可能とした。
　図15に実験により算出した対数減衰率の結果を解析
結果と並べて表示する。この値が大きいほど安定性は高
く，負の場合に不安定振動が発生する不適切な設計とな
る。解析との若干の差異はあるものの，ロータ安定性の
一般的な指標として用いられるAPIの基準値 18）を大幅
に上回り，十分な安定性を有することが実証できた。
　本プロトタイプ機においてはそのほかの技術課題も克
服，検証され，長期の運転となる実用化に向けて十分な
信頼性を有することを実証できた。今後この高圧CO2 
圧縮機がCCSやCCUSなどへ活用されることによりCO2

削減に大きく貢献することが期待される。

むすび＝本稿では,「振動・音・動的特性の制御技術」が
長く当社製品の安定稼働に貢献してきたことを述べてき
た。今後も当社が目指す「グリーン社会への貢献」を，
当社の機械製品の高度化，新メニューで実現する上で
は，安定稼働が絶対条件となるため，引き続き必要不可
欠な技術と考えている。
　いっぽう，本技術は機械の安定稼働のみに有効な技術
ではなく，交通騒音など環境騒音問題などの社会問題の
解決や，かつては橋りょう19）などインフラの振動低減
や劣化診断などでも貢献してきている。今後も広く未来
の「安全・安心なまちづくり・ものづくり」に貢献する
技術として本技術を発展させていきたいと考えている。
　

図13  増速機内蔵型高圧CO2遠心圧縮機16）

Fig.13  Integrally geared turbo compressor for high-pressure CO2
16）

図14  磁気加振システム
Fig.14  Magnetic excitation system

図15  ロータの対数減衰率
Fig.15  Logarithmic decrement of rotor
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まえがき＝当社は，機械系事業として圧縮機に代表され
る流体機械や，ヒートポンプ，混練機，熱交換器などの
製品群を製造・販売するとともに，素材系事業としては
製造設備である高炉や溶解炉，加熱炉，自家発電設備を
保有している。いずれも熱・流動現象がプロセス性能や
製品品質を支配しており，時代とともに高度化・複雑化
する要求や現象に対して，熱・流体制御技術が重要な役
割を担ってきた。とくに当社の製品ラインナップや生産
プロセスでは，極低温から高温の幅広い範囲の温度領域
や熱・流動に加えて化学反応も絡み合う複雑な現象を扱
う場合が多く，熱・流体制御技術もこれらを特徴として
いる。例えば，省エネルギーと品質安定性，低NOxを
追求した燃焼制御技術や，溶鋼中の介在物除去のための
流動制御技術は，設備導入時の事前検討や操業改善とと
もに発展した。また，製品ラインナップを拡充する過程
においても，伝熱・流動制御により，省エネ性と製品品
質を両立できる多くの産業機械を市場に投入することが
できた。これらの発展に大きく寄与したのが CFD

（Computational Fluid Dynamics）であり，当社は1960
年代後半より，機械製品や製鋼プロセス向けのシミュレ

ーション開発に着手した。当社製品ラインナップの特徴
である幅広い温度領域においては，例えば，LNG用気化
器のようなマイナス百数十℃レベルから，建設機械や原
子力容器での数十～数百℃1），鋼の連続鋳造プロセス2）

や廃棄物焼却炉 3）のような1,000 ℃以上に至るまで，多
種多様な現象解明を行ってきた。開発当初は，理論構築
から始めて独自コードを開発してきたが，近年は汎用コ
ードを応用したCFD技術や，汎用コードでは対応でき
ない課題に対しては，独自コード群と最新技術を組み合
わせながら，その適用範囲を拡大している。これにより，
化学反応と熱流体挙動を連成させた還元鉄プラントの制
御技術や，樹脂混練機の複雑な部分充満状態の解明によ
り，品質と省エネを両立できる混練ロータ設計指針など
の確立に寄与している。
　現在，カーボンニュートラルの実現に向けて，省エネ
ルギー技術に加え，水素やアンモニア，バイオマスなど
への低炭素燃料転換による脱炭素技術や，CO2固定・利
用のような炭素隔離技術が注目されている。低炭素燃料
への転換はそれぞれの化学的性質の違いにより，ボイ
ラ・加熱炉での燃焼特性や鉄鉱石などの還元特性が大き

グリーン社会実現に向けた生産プロセスと製品を
支える熱・流体制御技術
朴　海洋＊1（博士（工学））・藤澤　亮＊1（博士（工学））・関山和英＊1（博士（工学））・茂渡悠介＊1（博士（工学））

Thermal and Fluid Control Technologies Supporting Production 
Processes and Products to Realize Green Society
Dr.	Haeyang	PAK・Dr.	Ryo	FUJISAWA・Dr.	Kazuhide	SEKIYAMA・Dr.	Yusuke	SHIGETO

要旨
CO2削減などのグリーン社会への貢献に寄与する熱・流体制御技術は，創業以来，様々な生産プロセスや製品開発
のなかで発展してきた。これらの技術は流動，化学反応，伝熱挙動が複雑に絡み合うため，内部現象を理解する
ための可視化やプロセスを最適化するための制御は容易ではなく， CFDによる熱流体解析が用いられてきた。本
稿では，直接還元鉄プラントや高炉PCI，微粉炭ボイラのような高温反応を伴う生産プロセス，ヒートポンプや混
練機，気化器のような機械製品における熱・流体制御技術の変遷について適用例を中心に紹介するとともに，カー
ボンニュートラル実現に向けた将来の展望について解説する。

Abstract
The thermal and fluid control technology contributing to a green society, such as CO2 reduction, has, from 
its beginning, evolved in various production processes and product development. These technologies involve 
complex interactions of fluid dynamics, chemical reactions, and heat transfer behaviors. Therefore, using 
visualization to aid in understanding the internal phenomena and control for process optimization is a not 
straightforward task. Hence, thermal fluid analysis using computational fluid dynamics (CFD) has been 
employed. This paper focuses on application examples, centering on the evolution of thermal and fluid control 
technology in production processes involving high-temperature reactions such as those in direct-reduced iron 
plants, pulverized coal injection (PCI) in blast furnaces and coal-fired boilers, as well as machinery products 
like heat pumps, mixers, and vaporizers. Also provided is an explanation of the future prospects for achieving 
carbon neutrality.

検索用キーワード
カーボンニュートラル，熱流体解析，高炉，直接還元鉄プラント，発電ボイラ，ヒートポンプ，混練機，気化器
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く異なるため，バーナや原燃料供給方式などのプラント
操業に関する新たな知見が必要となる。加えて，水素や
アンモニアは物理的性質の違いにより，伝熱特性や流動
挙動が大きく異なるため，機械製品の設計指針に大きく
影響をおよぼす。本稿では，CO2削減に資する生産プロ
セスならびに製品開発における熱・流体制御技術の変遷
について，適用事例を中心に紹介するとともに，グリー
ン社会の実現に向けた技術開発の将来展望について解説
する。

1．CFDによる熱流体解析

1. 1　直接還元鉄プラント
　当社は2030年度目標として，生産プロセスにおける
CO2 を30～40%削減，技術・製品・サービスによる61
百万tのCO2 排出削減貢献を掲げており，これらの実現
に向けたキーテクノロジーの一つが，天然ガスにより鉄
鉱石を還元するMIDREX®プロセスである4）。MIDREX®

プロセスは溶融鉄こそ存在しないものの，流動，化学反
応，伝熱挙動が伴う複雑なプロセスである。具体的には，
焼成ペレットや塊鉱石が高温のシャフト炉内を下降する
間に，天然ガス由来のH2 リッチな還元ガスと接触して
還元鉄となり，シャフト炉最下部から排出される。炉内
ではCOやH2による還元反応のみならず，改質反応，シ
フト反応，炭化・浸炭反応が起こっている。こうした内
部状態を適切に理解し，かつプロセスを高度化する手法
として，CFDによる熱流体解析や各種反応モデル解析技
術を構築している。なお，還元鉄反応に関する詳細なメ
カニズム解明については，本号「還元鉄製造技術を活用
したグリーン社会への貢献」（p.105～109）を参照され
たい。本CFDでは反応を連成解析する化学反応ソルバ
ーを導入し，反応速度に影響を与える熱的挙動を解く熱
流体解析ソルバーと組み合わせることで，図 1 に示す

ようにシャフト炉内の温度や還元率を精度よく再現でき
るようになった。今後，さらなる低炭素化を目指し，水
素直接還元製鉄（MIDREX H2

TM 注 1））のプロセス条件
の最適化などに本技術を活用することで，カーボンニュ
ートラル実現を目指していく。
1. 2　ゴム・樹脂混練機
　当社の産業機械の分野では，広範囲にわたる環境調和
型の機械製品を製造・販売している。その中でタイヤ・
ゴム機械は，難混練物質であるシリカを多く含む低燃費
タイヤ向けの混練機開発を通じて，自動車燃費の向上に
よるCO2削減に貢献している。樹脂機械では，世界トッ
プシェアのポリオレフィン製造用大型混練造粒機を軸
に，製品品質と省エネ性を両立できる混練機や，それに
より製造される自動車軽量化向けの高性能プラスチック
製品によりCO2削減に貢献している。
　混練機開発に不可欠なのは，混相流体の高度な解析技
術であり，これらの開発にCFDが活用されてきた。樹
脂やゴムのような高粘性流体を扱う装置では，混練機内
部の材料温度や応力といった状態量を把握するために，
これまで有限要素法（FEM）や有限体積法（FVM）と
いった格子法が一般的に用いられてきた5）。しかしなが
ら，FEMやFVMでは混練機特有の部分充満状態（流体
と空間が存在する状況）を取り扱うことが困難であり，
粘性流体の分離や合流などの現象を定量的に評価するこ
とができなかった。当社は，混練機内の大きな自由表面
変動を伴う部分充満流動に対して，VOF法（Volume of 
Fluid）や粒子法といった数値解析技術の独自開発を行
うことで，従来明らかにされていなかった混練機内部の
充満状態や副生成物に伴うプロセスの脱揮性能を評価で
きるようになった。図 2 は粒子法による解析結果の一
例であり，樹脂の充満状態や混練状態を明確にすること
で，CFDによる適正な運転条件の検討や混練ロータ形状
設計を可能とした6）。引き続き，新たな数値解析技術と
混練技術を用いて，樹脂やゴム材料の製造プロセスの省
エネルギー化や高性能混練技術の開発を進めていく。

脚注 1） MIDREX H2
TMは当社の商標である。

図 1   シャフト炉内解析結果の例
Fig.1   Result of CFD analysis for shaft furnace

図 2   樹脂混練機の部分充満解析結果の例
Fig.2   Result of partially-filled simulation for mixer
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2．高温反応プロセスの最適化

2. 1　高炉操業の低炭素化
　高炉はコークスを使用し鉄鉱石の還元を行うプロセス
であり，当社はCO2排出削減に資する取り組みを長年に
わたり行ってきた。その一つが1983年に導入した高炉
微粉炭吹込み（PCI: Pulverized Coal Injection）操業で
ある。本技術は，還元材であるコークスを微粉炭に置き
換えることで，高炉から排出されるCO2を低減できるが，
ペレット多配合操業ゆえ，融着帯の形状制御と炉中心ガ
ス流れの確保が，当社における安定操業上の技術課題と
なっていた。そこで，コークス中心装入による高炉内の
プロセス制御技術や，微粉炭吹込み位置や羽口形状を数
値解析やラボ実証により最適化することで，PCI操業時
の炉況安定技術を確立した。その結果，1998年 3 月に加
古川 1 高炉において，溶銑（ようせん）1 tあたりの微
粉炭吹込み量が254 kg/tとなる当時の世界記録を達成 7）

しており，2000年代には資源循環の観点から廃プラスチ
ック吹込みのトライアルも行っている。さらに，2020～
2023年にかけてMIDREX® 技術で製造された熱間成形
還元鉄（HBI: Hot Briquetted Iron）を高炉に多量装入
することで，高炉からのCO2排出量の削減を実証した8）。
今後も高炉でのCO2削減に向けて，引き続きバイオマス
や還元鉄などの原料代替を実現可能とする要素技術の検
証や，操業安定化に向けた技術確立を目指していく。
2. 2　微粉炭ボイラの低炭素化
　当社は製鉄所の自家発電のノウハウを活かし，2002年
より神戸発電所（微粉炭火力）の営業運転を開始し，現
在は2019年運転開始の真岡発電所（天然ガス火力）を
含め，計394.8万kWの電力事業を行っている。微粉炭
燃焼の高度化は，前述のPCI技術や焼却炉設計指針を確
立するための都市ごみ燃焼シミュレーション開発を源流
としており，2000年代の資源価格高騰時には亜瀝青（れ
きせい）炭や褐炭などの低品位石炭利用技術開発 9），10）を，
近年はカーボンニュートラル燃料利用拡大に向けた技術
開発を行っている。
　バイオマス燃料の利用拡大に向けて，灰性状の大幅な
変化に伴うボイラの伝熱管壁への灰付着挙動を明らかに
することは特に重要である。一般的に灰付着挙動は，燃
料性状（灰組成，灰融点など）やボイラ形状に依存する
燃焼状態（温度，ガス組成，流速など）の影響を受ける
ことが報告 11）されているが，それらの影響因子を統合
した評価指標がなかった。そこで当社は，微粉炭ボイラ
向けCFDと灰の溶融状態を予測する熱力学平衡計算を
組み合わせた独自の灰付着予測技術を構築した。具体的
には，CFDにより伝熱管近傍のガス組成ならびに温度を
予測し，それらを灰の融液計算の条件として入力するこ
とで，様々なボイラ形状や燃料条件のクリンカ生成特性
を予測する技術を確立した。図 3 は様々な燃料種なら
びに，それらの混合条件下における灰付着率（実測値）
と灰中融液割合（計算値）の関係を示したものであり，
灰中融液割合が基準値以上になると灰付着率が増加傾向
になることがわかる。加えて，木質バイオマスや下水汚

泥炭化物のようなカーボンニュートラル燃料の混焼条件
においても石炭と同様の傾向にあり，灰中融液割合が基
準値以下となる混合条件（混焼率，混焼銘柄の組み合わ
せ）を事前予測することで，灰付着によるクリンカトラ
ブルを回避できると考える。引き続き，様々なカーボン
ニュートラル燃料の燃焼特性を明らかにし，これを安定
的に使いこなせる技術の確立を目指していく。

3．流動・伝熱プロセスの最適化

3. 1　ヒートポンプによる排熱利用
　当社は，1915年に国産 1 号の高圧レシプロ圧縮機を製
造して以来，圧縮機のみならず，その派生品として冷凍
機，ヒートポンプの開発を行ってきた。1980年代後半に
は，オイルショックを契機として策定されたムーンライ
ト計画内の「スーパーヒートポンプ・エネルギー集積シ
ステム」に参画し，高効率ヒートポンプの開発に成功し
た。ここで獲得した高効率な半密閉スクリュ圧縮機構や
非共沸混合冷媒を採用したローレンツサイクル，小温度
差熱交換器などのコア技術を応用し，現在では多種多様
な高効率ヒートポンプを開発・販売している。図 4 に
示すように，低温から産業用加熱に用いられる温水・蒸
気といった幅広い供給温度に対応することで，工場の省
エネルギーやCO2 削減に貢献している12）。例えば，2019
年にプラントエンジニアリングメーカである木村化工機

（株）と共同開発した95℃温水取出機では，エネルギー
多消費工程である蒸発・蒸留工程において，従来品に比
べ最大60％のCO2 削減を達成することに成功してい
る13）。
　ヒートポンプをカーボンニュートラル実現に向けた化
石燃料ボイラ代替とするためには，さらなる高温化や高
圧縮比の達成が必要である。熱源となる外気温と出力温
度の差を大きくするためには圧縮比を大きくする必要が
あり，当社製品は単段・二段のスクリュ圧縮機を製品によ
って使い分けることで高い性能を実現している。加えて，
ヒートポンプのような熱サイクル機器産業では，温室効果
が高いフロン類の使用規制が進んでおり，GWP（Global 
Warming Potential）が 1 以下のHFO（Hydrofluoroolefin）

図 3   灰中融液割合と灰付着率の関係
Fig.3   Relationship between molten slag fraction and ash deposition
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冷媒を採用した機種を順次投入している14）。今後も高効
率・省エネ性に優れた製品によりグリーン社会の実現に
貢献していく。
3. 2　低温液体燃料気化器による低炭素化
　当社は空気分離製造事業により蓄積した低温領域の技
術・ノウハウを活用し，1960年代に熱交換器事業を開始
した。コンパクトで多流体を同時に熱交換できる
ALEX®（アルミろう付熱交換器）に始まり，1970年代に
は，火力発電所のLNG転換に合わせて低温液体燃料用
気化器事業に進出し，オープンラック式気化器（ORV）
を開発，続いてLNG冷熱が利用可能な中間媒体式気化
器（IFV）を大阪ガス（株）からの技術供与を受け，独自
展開を図った。LNGなどの低温液体燃料用気化器には
様々な種類があるが，ORVは海水を熱源とするためラ
ンニングコストが安く，大規模用途として最も採用され
ている方式である。開発当初，LNGと常温の海水の温度
差は約180℃程度となるため，ORVの伝熱管表面に海水
が着氷することで有効伝熱面積が減少し，性能低下が課
題 と な っ て い た。 大 阪 ガ ス（株）と 共 同 開 発 し た
SUPERORV® は，図 5 に示すように伝熱管の下部のみ
を二層構造にする画期的なアイデアで伝熱管外表面の温
度低下を抑制し，加えて伝熱管 1 本当たりの気化能力を
従来の約 3 倍に向上させたコンパクトでコストパフォー
マンスも高い気化器となった15）。
　現在，カーボンニュートラル実現に向け，国内外では
ガスタービンの水素混焼・専焼実証が計画されており，
当社もLNG気化器のトップメーカとして，液体水素気
化器の開発を進めている。現在，NEDO助成事業「未利
用エネルギー由来の水素サプライチェーンの構築」の中
で低圧・小型（1 MPa以下，1,200 Nm3/h）の液体水素
気化器IFVを用いて，安定した気化性能と冷熱利用の
実証試験を進めている。引き続き，高圧化・大型化の開
発・実証を行い，国内外のカーボンニュートラルに貢献
できる製品開発を行っていく。

むすび＝本稿では，生産プロセスならびに製品向けの
熱・流体制御技術の変遷と適用例について紹介した。こ
れまで，化石燃料利用を前提とした省エネを中心にCO2

削減に取り組んでおり，例えば1990年代の製鉄所の設
備更新にあわせて，厚板や線材工場の加熱炉では低
NOxバーナやリジェネバーナを導入し，最新の燃焼技
術やCFD技術を確立してきた。機械製品開発において
も，省エネや品質向上など，世の中のニーズに沿ったラ
インナップ拡充を図ってきた。今後，グリーン社会の実
現に向けては，燃料転換による脱炭素化が社会価値とな
り，熱・流体制御技術のさらなる発展が不可欠である。
引き続き，生産プロセスにおけるCO2削減や，製品・技
術・ソリューションによるCO2排出削減貢献につながる
技術開発を進めていく。
　
参　考　文　献
1） 満田正彦ほか. R&D神戸製鋼技報. 2001, Vol.51, No.3, p.69-73
2）  仲山公規ほか. R&D神戸製鋼技報. 2001, Vol.51, No.3, p. 2 -8
3）  須鎗　護ほか. R&D神戸製鋼技報. 2001, Vol.51, No.3, p.64-68
4）  原田孝夫ほか. R&D神戸製鋼技報. 2005, Vol.55, No.2, p.128-132
5）  M. Malik et al. Intern. Polym. Process. 2014, Vol.29, No.1, p.51-62
6）  関山和英ほか. R&D神戸製鋼技報. 2018, Vol.67, No.2, p.26-29
7）  伊藤良二ほか. R&D神戸製鋼技報. 2000, Vol.50, No.3, p. 6 -11
8）  神戸製鋼グループ　プレスリリース. 
 https://www.kobelco.co.jp/releases/1214019_15541.html, 
 （参照2023-10-25）
9）  秋山勝哉ほか. R&D神戸製鋼技報. 2010, Vol.60, No.1, p.67-70
10）  朴　海洋ほか. R&D神戸製鋼技報. 2014, Vol.64, No.1, p.22-27
11）  Benson, S, A. et al. Fundamentals of coal combustion, Elsevier 

Science, 1993, p.299
12）  和田大祐ほか. R&D神戸製鋼技報. 2013, Vol.63, No.2, p.51-55
13）  神戸製鋼グループ　プレスリリース. 
 https://www.kobelco.co.jp/releases/1201980_15541.html, （ 参 照

2023-08-08）
14）  神吉英次ほか. R&D神戸製鋼技報. 2020, Vol.70, No.1, p.65-68
15）  遠藤将夫ほか. R&D神戸製鋼技報. 2005, Vol.55, No.2, p.119-121

図 5   SUPERORV®のパネル構造
Fig.5   Panel structure of SUPERORV®図 4   当社ヒートポンプ製品の温度マップ

Fig.4   Temperature map of product
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まえがき＝当社グループの金属材料や産業機械は，これ
までに自動車，航空機，高層建築物，圧縮機など，輸送
機器，社会インフラ，産業インフラに利活用され，人々
の安全・安心な暮らしを支えてきた。当社グループが生
産するこれらの素材/素形材，産業機械には当然のこと
ながら品質や供給安定性など極めて高い信頼性が求めら
れている。さらに，近年では，強度や大きさ，加工形状
の複雑さなど素材/素形材に求められるニーズは増々高
度化しており，この要求に応え続けていくためには，絶
え間のない「ものづくり力」の向上が必須である。
　金属材料の製造プロセスとして，溶解・精錬，鋳造な
どによって得られた素材を圧延，押出，鍛造などの高温
での塑性加工により一次加工し，さらにそれらをプレス
成形や伸線，冷間鍛造などの二次的塑性加工，さらには
機械加工により最終製品にしている。多くの場合，「圧
延」，「鍛造」などの熱間加工により，形状だけでなく性
能，品質が作りこまれ，さらに「成形加工」や「切削加
工」により，高精度な形状に仕上げられる。これまでに
当社は，鉄鋼，アルミ，銅，チタンなど素材の拡大に対
応しながら，品質，機能，生産安定性を向上するための
各加工技術に磨きをかけてきた。いっぽう，素材に求め
られる機能の向上は，同時に加工の難しさの増大を伴う

ことが多い。そのため，当社の社内製造工程で培った難
加工素材に対する加工技術をお客様のものづくりを支え
る独自のソリューション技術として発展させ，お客様に
おける素材の「使い勝手」の向上を支援している。さら
に現在では，お客様と連携し，製造工程全体を俯瞰（ふ
かん）した課題解決を行うなど，社会からの高い期待に
応えるべく技術開発活動を続けている。
　本稿では，当社のものづくりに欠かせない，「圧延」，

「鍛造」，「成形」，「切削」を代表とする加工技術について，
各コア技術の概要をこれまでの実用例を交えながら説明
する。さらに，未来の安全・安心な社会の実現にむけて
必要不可欠であるものづくりの革新につながる新たな取
り組みについても述べる。

1 ．圧延

1. 1　圧延技術
　鋼材を中心に当社で製造される金属材料の多くが圧延
加工を経て製品となる。圧延工程は，厚板，薄板，線材，
棒鋼，形鋼などの各形状に加工するとともに，板厚など
の寸法，形状，表面性状などを制御しつつ，材質を造り
込む役割を担っている。また当社では，鉄鋼，アルミ，
銅，チタンの板材，線材を製造しており，カーボンニュ

社会に安全を届けるものづくり技術－金属加工技術－
赤澤浩一＊1（博士（工学））・藤井康之＊1（博士（工学））・柿本英樹＊1（博士（工学））・吉岡典恭＊2・山本雄也＊1
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要旨
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Abstract
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ートラル（CN）といった新たな社会課題も加わる中で，
多岐にわたる製品品目において，生産性を担保しながら
歩留まり良く製造するためには，圧延技術のさらなる高
度化が必要となる。そのため実機現象を模擬した実験的
検討，および複雑な圧延現象を忠実に再現する高度な圧
延シミュレーションを駆使し圧延技術の高度化に取り組
んできた。
　本章では，これまで当社の圧延製品を支えてきた圧延
技術と将来に向けた圧延技術開発についての事例を紹介
する。
1. 2　生産基盤を支える圧延技術
　圧延時には板厚や表面性状を適切に制御すること，お
よび材質の造り込みを適切に行うことが課題である。板
厚の制御に関しては，アルミ熱間粗圧延を対象に，圧延
機の初期設定（セットアップ）精度を改善すべく有限要
素法（FEM）と実験的検討から圧延温度，圧延荷重予
測モデルを構築することで，高精度な板厚制御を実現
し，歩留まり向上に寄与してきた 1）。また形状制御では，
ロールの弾性変形と熱変形，材料変形を連成したシミュ
レーションモデルを用い，ソフト面では自動形状制御シ
ステム（AFC）2），ハード面では多段圧延機（KST，
KT）3）などの製品化を実現するとともに，圧延機メーカ
として培った本技術を活用し操業条件の適正化にも貢献
してきた。表面性状制御では表面きずという必ずしも原
因が明確でなかった課題に対し，スケールと圧延変形の
両面からの基礎実験検討からきず発生メカニズムを明確
化するとともに，自社開発の剛塑性三次元FEM解析を
用い線材圧延のしわきずの発生予測，発生指標を導出
し，きず発生率低減を実現した4）。材質の造り込みに関
しては，結晶粒を微細化するために，必要な温度域で必
要な圧下量を確保しつつ，同時に鋼板の平坦度も担保可
能なプロセスメタラジー圧延技術を厚板圧延で実用化し
てきた5），6）。
1. 3　将来の社会を見据えた圧延技術の開発
　昨今ではCNといった新たな課題も加わり，従来圧延
製品に求められてきた特性以外の高機能，複合機能が求
められてきており，それに対応するための特徴のある圧
延技術開発にも取り組んでいる。
　その一つは，圧延転写技術である。バイオミメティッ
ク材料に代表されるように，表面の微細な凹凸により撥
水（はっすい）性，伝熱性，光学特性などの多様な表面
機能を発現できることが知られている。当社では圧延の
特徴である大面積，高生産性，低コストという強みを活
かし，表面に微細な凹凸を転写する圧延転写技術を開発
した。本技術をチタン薄板に適用し高伝熱チタン板
HEETTM の実用化に成功（図 1 ）し，再生可能エネル
ギーの一つとして着目されている海洋温度差発電の実証
プラントに国内で初採用されている7）。本製品は，海洋
温度差発電用途のみならず，化学プラントや発電設備，
大型輸送船など海水を用いて冷却，加熱を行う熱交換器
への適用拡大が検討されている。
　もう一つは，フレキシブルテーラードブランク圧延技
術である。自動車軽量化に伴い，部位ごとに異なる特性

（強度・延性）が求められる部材に対し，特性の異なる
三種のアルミ材を冷間圧延接合し，かつ圧延中の張力を
制御することでクラッド比（各層の板厚比）をコントロ
ールし，長手方向に機械的特性を制御可能なことを実証
した（図 2 ）8）。今後，本技術の特徴を活かした複合材
料の開発や用途展開が期待されている。

2 ．鍛造

2. 1　鍛造技術
　当社で製造している代表的な素形材の製品を図 3 に
示す。船舶用クランク軸9）では，世界のトップシェアを
占め，自動車サスペンション用アルミ鍛造部品10）にお
いては国内トップシェアを誇る。さらに，チタン合金の
航空機部品11）では30年以上の納入実績がある。このよ
うに，船舶・自動車・航空機といった輸送機器の重要部
品を，当社では国内最大級の大型プレス機を使用して効
率よく鍛造加工している。
　鍛造加工とは，工具である金型を使用して素材を変形
させることで形成する加工方法で，鋳造時に生じた鋳造
組織を破壊して内部組織を均一化するとともに，製品形
状を作り出す重要な役割がある。当社では，所定温度に
素材を加熱して鍛造する熱間鍛造工程を実施している。

図 1   高伝熱チタン板HEETTM

Fig. 1   High heat-transfer titanium sheet-HEETTM

図 2   アルミクラッド材のクラッド比率の制御
Fig. 2   Control of cladding ratio of aluminum clad material
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熱間鍛造工程は，素材歩留まりや後工程のコストに影響
するため，出荷するまでのトータルコストを考慮して素
材形状や金型形状を設計する必要がある。
　鍛造工程を設計するためには，鍛造荷重や，欠肉/欠
陥と言った鍛造形状を予測する必要がある。近年では，
計算機の性能向上により，数値シミュレーション技術を
活用することが一般的となっている。当社では，形状お
よび材料の種類が多岐にわたるため，数値シミュレーシ
ョン技術の高度化・予測精度の向上に注力するとともに，
これを活用した工程設計を実施してきた。さらに近年で
は，当社へのものづくりに対する信頼と期待に応えるた
め，社内で培った数値シミュレーション技術をお客様の
工程に適用するソリューション活動にも注力している。
　本章では，数値シミュレーション技術を活用して，歩
留まり向上を目的とした社内工程設計事例を紹介する。
2. 2　数値シミュレーション技術を活用した鍛造工程設

計技術12），13）

　船舶用エンジンや発電機などに使用されているクラン
ク軸は，製造方法によって一体型クランク軸と組立型ク
ランク軸に分類されている。昨今，船舶業界ではエコシ

ップの流れにより，環境規制の強化および運航時のエネ
ルギー効率化の観点から，エンジンコンパクト化による
燃料改善ニーズが高まっている。このようなニーズに対
応するためには，高出力・高強度な軽量部材を供給する
必要がある。
　これに対し，当社の一体型クランク軸では鋳造－鍛造
－機械加工の一貫プロセスを有する強みを生かし，高清
浄度鋼の開発やニアネット形状に鍛造できる世界で唯一
のRR鍛造法の実用化によって，高負荷に耐えうるクラ
ンク軸の製造を可能にしている。
　今後，当社はエンジンメーカと共同で船舶の軽量化・
コンパクト化の可能性を探り，お客様の発展に貢献して
いく。
　図 4 にRR鍛造法における変形挙動を示す。この方法
は，金型内にセットされた素材に対し，プレス機の圧下
力をくさび機構によって素材の軸方向からの圧縮力に変
換する。これにより，素材を軸方向に圧縮してバレル変
形させ，予備変形を施したアームと呼ばれる部位を形成
する。その後，上下方向からの圧下も加わり，ピン部が
偏心されると同時に，軸方向の圧縮を引き続き行うこと
で，ピン軸・アーム・ジャーナル軸を一体で鍛造する。
このように，RR鍛造法では材料流動が非常に複雑な特
徴がある。
　今回，数値シミュレーション技術を活用してRR鍛造
法における歩留まり向上を目的に，素材・金型形状設計
を実施した事例について簡単に紹介する。なお，詳細に
ついては参考文献12），13）を参照されたい。図 5 に素材投
入量を削減し，金型形状を適正化して実機試作した結果
を示す。その結果から，数値シミュレーションを活用す
ることで，従来に比べて素材投入量を削減できることを

図 3   当社で製造している代表的な製品
Fig. 3   Representative products manufactured by our compony

図 5   実機試作で得られた鍛造形状
Fig. 5   Actual forging shape

（a）大型船舶用組立型クランク軸9）

（a）Build-up type crankshaft for large ships9）

（b）自動車サスペンション用アルミ鍛造部材10）

（b）Aluminum forged parts for automobile suspension10）

（c）チタン合金製航空機用着陸装置部材11）

（c）Titanium alloy aircraft landing gear parts11）

図 4   RR鍛造法における変形挙動
Fig. 4   Deformation behavior by using RR forging method
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実証し，数値シミュレーション技術を活用した工程設計
が有効であることを示した。

3 ．板成形

3. 1　板材成形技術
　当社素材分野の主力製品である薄鋼板やアルミ板材
は，自動車産業との関わりが強く，当社は自動車車体部
品の高度化要求を技術革新の後押しにしてその高機能化
を果たしてきた。さらに，素材開発に加えてその適用に
不可欠となる成形技術の開発にも取り組み，高機能な材
料の実用化や適用拡大を通じて自動車の安全性向上や軽
量化の一端を担ってきた。板材成形品には，大量生産手
段としての生産性や経済性に加え，成形性，寸法精度，
表面性状など多様な製品品質が求められるため，成形プ
ロセス中の板材の挙動，材質の変化，工具の変形を把握
し，お客様の要求品質に応じた最適なプロセスを設計す
ることが重要となる。
　本章では，高機能材料の適用拡大や板材製品の品質向
上により，自動車の安全性や軽量化を支えてきた当社の
板材成形向け技術開発の取り組みについて紹介する。
3. 2　当社の板材成形向け技術開発の取り組み
　当社は自動車車体部品向け素材の特性を活かした使い
分けとして，骨格系部品に超高張力鋼板，パネル系部品
にアルミ板の適用を提案している14）。共通の品質課題と
なる成形時の割れ・しわに加えて，前者には寸法精度や
工具の耐久性，後者には面性状や意匠性などの個別の品
質課題があり15），部品ごとの要求品質を確保するための
成形技術や評価技術の開発に取り組んでいる。最近の事
例として，成形性の予測精度向上と寸法精度不良の対策
提案を紹介する。
3. 2. 1　成形性の予測精度向上
　自動車部品の品質課題の早期解決にCAEを活用した
事例が増えている。CAEモデルに成形限界線を組み込
んだ成形性評価もその一つで，当社は実機フェーズの品
質不具合低減に向けて成形限界線の精緻化に取り組んで
いる。伸びフランジ変形においては二つの形態の割れが
あることが報告されおり16），また伸びフランジ成形のよ
うに板面内にひずみ勾配が生じる素板端部の成形限界
は，板材の機械的特性値だけでなく，ひずみ勾配の程度
や打ち抜き条件にも依存することが知られている17）。そ
のため，素材端部の成形限界は様々な加工条件を含む多
くのデータベースから割れ形態ごとに同定して求める必
要がある。そこで，割れ形態ごとの成形限界線を導出す

ることで成形性の予測精度の向上を図っている18）。導出
された成形限界線の例を図 6 に，これを伸びフランジ
成形の板端部割れ予測に適用して実験結果と比較検証し
た例を図 7 に示す。図より，実験結果を精度よく予測
できていることが確認できる。
3. 2. 2　寸法精度不良の対策提案
　寸法精度不良は，素板が成形プロセスの複雑多様な変
形履歴を経る過程で内部に応力が発生し，それが離型時
に弾性回復することによって生じる。その弾性回復量は
降伏点に比例して増加するため，寸法精度不良は高強度
材の適用を阻害する深刻な問題の一つとなっている19）。
したがって，対策には素板に発生する応力の抑制や相殺
が有効と考えられ，当社は成形プロセスの改善によって
応力を制御して寸法精度不良を低減することを目指して
いる20）。その一例として，屈曲した部品の寸法精度不良

（キャンバーバック）を改善した事例を図 8 に示す21）。
図は離型後の製品変形の駆動力となる素板内の長手方向

図 8   従来工法と開発工法の応力分布の比較（製品長手方向）
Fig. 8   Comparison of stress distribution by conventional process and by developed process

図 7   割れ発生ストロークの予測結果と実験結果の比較
Fig. 7  Comparison of FEA and experimental punch stroke at crack 

initiation

図 6   割れ形態ごとに同定した伸びフランジ成形限界線
Fig. 6  Fracture forming limit in stretch flanging by each fracture 

type 
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応力分布を示している。本事例では寸法精度不良の主要
因となる金型離型前の応力が屈曲天板部の引張り応力と
同フランジ部の圧縮応力であることを特定し，それらを
途中工程の材料挙動を制御することで低減した。その結
果，図 9 に示すようにキャンバーバック量を改善させ
ることができた。

4 ．切削

4. 1　切削技術
　航空機部品，自動車部品などの機械部品は高い品質と
精度が求められる。このような部品の加工には，生産性，
精度，コストのバランスに優れる切削加工が必要不可欠
である。当社の切削加工技術は古くは空気圧縮機やドリ
ル工具などの国産化を推し進める中で発展し，さらに，
顧客と連携したソリューション活動の中で成長してき
た。いっぽう，近年はCNに向けた軽量化や高強度化，
自動車の電動化に伴う部品構成の変化など，切削加工の
対象物が大きな変革期にあることに加え，プロセスデー
タやAIの活用など，技術面も大きく変化している。こ
れらに対応すべく，当社では試作実験による評価のほ
か，FEM解析による刃先現象の分析技術や振動理論を
元にしたびびり振動予測技術など，切削シミュレーショ
ン技術の開発を推し進めてきた22）。本章では，その具体
例を紹介する。
4. 2　シミュレーションやプロセスデータを活用した切

削加工技術の高度化
4. 2. 1　旋削加工時の切りくずの分断予測技術
　旋削加工において切りくずが分断せず，装置に絡まる
と自動化の阻害要因となるほか，加工面への傷や工具の
損傷原因となるため，処理性の高い分断した切りくずが 
生成されるよう，材料，切削条件および工具形状（チッ
プブレーカ）を選定する必要がある。これを，簡便に素
早く実施できるよう，切りくず分断予測技術の開発に取
り組んだ。
　切りくずは工具すくい面のチップブレーカと呼ばれる
凹凸により曲げられ，切りくずに生じる曲げひずみが限
界となる破断ひずみεcを超えると分断する。そこで，
切削条件やチップブレーカ形状をもとに，切りくず形状
を幾何学的に算出する手法を構築し，各切削条件におけ
る切りくずの分断可否を予測した。結果の一例を図1０
にコンタ図で示した。図中の赤色の破線よりも右上であ

れば分断，左下であれば連続するという予測に対し，〇，
△，×で示した実験結果はよく一致しており，有効な予
測技術であることを確認できた。本技術により社内外の
切削工程において切りくず処理性に問題が生じた場合
に，迅速な切削条件および工具選定・ソリューション提
案が可能となった。
4. 2. 2　工作機械のモータ電力を用いた加工誤差予測技
術
　当社は産業用空気圧縮機を製造しているが，そこで多
く使われる鋳鉄材は硬さがばらつきやすく，同一加工条
件でも材料のばらつきにより加工精度が悪化し，修正加
工が必要となるため，生産性の低下を招いてしまうこと
がある。仕上げ加工前に加工誤差が予測できれば，切削
条件の調整により加工精度のばらつきを抑制できる。そ
こで図11に示すように仕上げ加工前のドリル加工時の
主軸モータ電力から材料硬さを推定し，仕上げボーリン
グ加工時の加工誤差量を予測した。さらに加工誤差量の
予測結果から，送り速度を増減させて加工形状を目標ど
おりにするよう調整した結果を図12に示す。本技術に
より自動補正加工を行うことで，数μmレベルの高精
度加工を手戻りによる追加工なしに実現でき，製造コス
トダウンや製造工程の少人化に貢献できることが明らか
となった。

図 9   従来工法と開発工法のキャンバーバック量の比較
Fig. 9  Comparison of springback angle by conventional process and 

by developed process

図11  加工誤差予測技術の概要
Fig.11  Overview of machining error prediction technology

図1０  切りくず分断予測結果と実験結果の比較
Fig.10 Comparison of chip breaking prediction results and experiment 

results
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むすび＝今後，設備的に優位な新興国の台頭が予想され
る中，高機能な素材を高品質，高歩留まり，高生産性で
加工する技術により，アドバンテージを確保し続けると
ともに，より優位性のある新たな機能や付加価値を持っ
た製品を開発していくことが重要である。その実現に向
けて，前述した特徴のある加工技術を活用，進化させな
がら新たな機能性材料を創出し，カーボンニュートラル
関連，エネルギー関連製品への展開を図っていく。
　また，製品開発のサイクルが増々短縮される中，当社
のみならず顧客の工程も含めた，工程設計や加工工程の
効率化が求められている。しかしながら，今後日本国内
では少子化による労働人口の減少が予測され，従来，技
術者の経験に基づいて行われていた加工工程設計をより
高度に実施することは困難になると予想される。この課
題の解決には，従来手法では把握しにくい現象を可視化
するセンシング技術やシミュレーション技術が求めら
れ，これらの膨大な情報を適切に活用して新たな価値を
創出する技術の確立が重要になると考えられる。例え
ば，ビッグデータやAI/MIを組み合わせることにより，
製品の最終形状から歩留まりや機能を最大化する素材/
加工工具の適正形状の導出など，目的に応じた工程設計
を実現できることが期待される。さらに，一部では実用
化されつつある，トレーサビリティや，装置/加工プロ
セスの異常検知・予防保全にも活用できるようになるだ
ろう。いっぽう，工程設計を高いレベルで実現するには，
例えば，過去に経験のない素材や加工形状などへの対応
が困難であるなど，解決すべき多くの課題がある。これ
については当社が従来から蓄積してきた計算科学的な手
法や数値シミュレーションなどの技術をうまく融合させ
ることが重要だと考えている。

　今後も各加工基盤技術の高度化に加え，多様なDXを
通じて安全・安心な社会やCNの実現に貢献していく所
存である。
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まえがき＝2000年代に入り，自動車を中心に環境へ配
慮した低燃費化技術が注目を集めている。グリーン社会
への貢献の観点から，当社グループでも油圧ショベルの
ハイブリッド化といった電動化関連の取り組みを行って
きた。同時期に，1990年代頃まで取り組んできた半導体
や情報通信分野の電子回路技術，FAロボットやショベ
ルなどの産業機械を対象としたメカトロ制御の技術を活
用し，電動機を駆動させるための制御や回路技術といっ
たパワーエレクトロニクス分野の技術開発を本格的に開
始した。併せて，当社グループで製造販売している純鉄
系軟磁性材の性能を活かしたモータなどの電機部品の設
計，評価技術の開発も進めてきた。
　近年，カーボンニュートラルを背景に自動車などの輸
送機分野を中心に電動化がいっそう加速する中，当社グ
ループとしても需要変化に対応すべく磁性材料などの既
存メニューの市場拡大や，高度な制御による機械製品の
競争力強化を進めている。さらに当社独自の新規メニュ
ー創出に加え，磁性材や電動機に関する技術でお客様の
困りごとを解決するために，電動化ソリューション提供
の強化にも取り組んでおり，電気・磁気制御技術は欠か
すことのできないコア技術となっている。本稿では，こ

うした当社における電気・磁気制御技術の機械製品への
応用，プロセス技術への応用，そして材料ソリューショ
ンへの応用を紹介する。

1．電気制御技術

　当社グループにおける機械製品を高速・高効率で電源
駆動するための技術として，デジタル制御技術とパワー
エレクトロニクス技術を電気制御技術群に位置付けてい
る。
　当社は古くから製鉄プロセスや大型プラントなどのプ
ロセス制御の開発に取り組んできた。1980年以降，マイ
クロプロセッサ内蔵の高性能コントローラの登場によ
り，システムの電気制御系の高応答化や高精度化のため
にデジタル制御の製鉄現場への適用が活発化した。さら
に機械事業部門における圧縮機などの回転機やFAロボ
ット，建設機械などの産業機械の開発を通してデジタル
制御の応用技術を高度化させてきた経緯がある。
　1990年代には，当時の半導体事業を支える特定用途
向け集積回路ASIC（Application Specific IC）の製品化
技術やDSP（digital Signal Processor）を使った信号処
理技術の活用展開に取り組んだ。その結果，情報通信分
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野では当時世界最小サイズの電池のみで駆動する高音質
半導体オーディオ機器「SolidAudio Player」の上市と
いった先進的な取り組みにもつながった。2000年代に入
り，そうした技術は建設機械用の新型コントローラ開
発 1）などにも展開され，量産製品における電子回路の
最適化やコストダウン，品質安定化にも役立ててきた。
さらに，2010年代にはそうした技術をハイブリッドショ
ベル用インバータの開発や溶接プロセス制御用の電源プ
ラットフォームにも応用展開し，パワーエレクトロニク
ス分野における高度な電流・電圧制御技術の獲得ととも
に，当社製品におけるパワーエレクトロニクス回路技
術，制御技術のコア技術として確立するに至った。
　近年，カーボンニュートラルによる電動化の進展に加
え，当社機械製品の使いやすさや従来できなかった機能
／コト／価値をお客様に提供するためには電気制御技術
は必須技術となってきている。素材事業，機械事業の両
事業を有する当社において，電気制御技術は，機械を制
御するためのパワーエレクトロニクスとしての活用だけ
ではなく，溶接電源のようにものづくりのプロセスを直
接制御する手段でもある。ここでは電気制御技術を活用
した当社グループの機械製品の一例を紹介する。
1. 1　油圧ショベルにおける電気制御
　当社グループ会社のコベルコ建機（株）では，2000年
代前半，排ガス 3 次規制に対応する新型ショベルを開発
した。そこでは，前述の新型コントローラの開発と同時
にその高い演算性能を駆使して，エンジン＆油圧ポンプ
システムとしての高効率運転制御技術と電磁弁制御によ
る油圧回路の損失低減制御技術を開発し，従来の油圧シ
ョベルより省エネ性能を20％向上させた新型油圧ショ
ベルを上市した2）。
　また，コベルコ建機の省エネショベル上市を皮切りに
建機各社も省エネ建機を開発する中，コベルコ建機は建
機各社に先駆け，世界初となるハイブリッド建機の開発
に成功し，2009年にSK80H，2012年にはSK200H-9とい
ったハイブリッド油圧ショベルを販売してきた3）。2016
年には高出力で大容量のリチウムイオンバッテリーを初
めて採用した SK200H-10（図 1）を開発している4）。
SK200H-10の開発では，省エネ性能の追究や作業能力の
最大化を図る目的で，発電電動機，旋回電動機，および

リチウムイオンバッテリーユニットを内製化した。小型
高出力化を達成するために，すべての機器は水冷システ
ムを採用した。発電電動機では，三相交流同期形永久磁
石方式の軸方向寸法約140 mmの扁平（へんぺい）形状
を採用し，エンジンと油圧ポンプ間へのビルトインを実
現した。旋回電動機も旋回油圧モータ搭載場所に設置で
きるように小型高出力化を図った。インバータユニット
においても，機体搭載性を確保するため，旋回電動機イ
ンバータと発電電動機インバータの一体構成を図った小
型インバータユニットを新規で開発した。SK200H-10は
従来の油圧ショベルに対して燃料消費量が17％低下し
ており，SK200H-9に対しても燃料消費量が12％低い結
果が得られている。
1. 2　溶接電源プラットフォームの開発
　当社の溶接事業部門では，溶接材料とロボットシステ
ムの双方を事業の柱として持つ強みを活かし，溶接プロ
セス全体でお客様へ価値を提供する溶接ソリューション
としての提案力を強化してきた。ソリューション提案を
実現するために，材料とシステムの架け橋として必要と
なるのが溶接電源であり，パワーエレクトロニクス回路
設計技術を駆使して実験開発環境としての溶接電源であ
る，「溶接電源開発プラットフォーム」を開発した

（図 2）。本電源プラットフォームでは，DSPによる信号
処理技術とFPGA（Field Programmable Gate Array）
といった高速処理デバイスを活用したデジタル制御を実
現し，開発者の溶接プロセスの制御アイデアを具現化す
るツールとして，新たな溶接プロセス開発の基盤となっ

図 1   SK200H-10の外観
Fig.1   Overview of SK200H-10

図 2   溶接電源プラットフォーム
Fig.2   Platform for Welding power supply
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た。これらの取り組みを通じて400 A超の大電流でも緻
密な出力制御が可能な新溶接電源“SENSARCTM RA500”
や，溶接ワイヤの周期的な前進後退動作と電源出力を同
期させ，溶滴の移行に慣性を利用した世界初のワイヤ送
給制御プロセス“AXELARCTM”を開発した（本号「溶
接コア技術の開発と社会実装」p.99～100参照）。加えて，
昨今ではパワー半導体素子の進化や制御CPU処理能力
が増大する中，これらの技術を導入した小型化ならびに
高速応答が可能な電源装置の開発も行っている5）。

2．磁気制御技術

　磁気制御技術は当社グループの磁性材料の特徴を最大
限に引き出すために，材料開発や分析解析技術に加え，
高度な電磁場設計技術と掛け合わせて特徴ある電機部品
の製品開発やソリューション提案に取り組むものであ
る。
　当社グループでは線材条鋼，鉄粉といった純鉄系軟磁
性材から超電導まで，様々な分野にわたる磁性材料の製
造販売を行っている。線材条鋼分野では，1985年頃から
優れた磁気特性と冷間鍛造性を有する純鉄系軟磁性線材
ELCH2 （Extra Low carbon Cold Heading wire）の開
発を進めてきた。高い磁束密度や加工性の良さから，ソ
レノイドバルブや電磁クラッチなどの直流駆動部品に広
く採用されている6），7）。また，鉄粉事業においては1990
年代頃から表面に絶縁皮膜を有する鉄粉を圧縮成形した
圧粉磁心の開発を進めてきた。磁性鉄粉は等方的な磁気
特性を活かした高い形状自由度が強みであり，リアクト
ルでの実用化が進んでおり，モータへの適用拡大も目指
している8）。自動車の電動化や電気機器の省エネ化が拡
大する中，これら軟磁性材の成分設計・組織制御を最適
化することで高磁束密度化と強度の両立する技術開発
や，交流用途拡大に向けた鉄損低減技術として高耐熱の
被膜開発を進めてきた。加えて，これら軟磁性材を適用
したモータやソレノイド部品などの電磁部品を，高度な
磁場解析技術を用いて設計，解析することで，お客様の
ニーズに合わせた最適な構造や加工プロセスの提案を行
っている。また，当社の機械製品の競争力強化や新規メ
ニュー創出の観点で，磁性材の特徴を生かした新たな電
動機の開発にも取り組んでいる。

　超電導分野の開発においては，1964年に超電導線材の
基礎研究に着手して以来，2002年に超電導線材とマグネ
ットを一貫して製造販売するグループ会社のジャパンス
ーパーコンダクタテクノロジー（株）（以下，JASTECと
いう）を設立し，NMR（Nuclear Magnetic Resonance），
MRI（Magnetic Resonance Imaging），研究用途を中心
とした超電導マグネットと線材の事業を展開している。
超電導線材では，フランスに建設中の国際熱核融合実験
炉（ITER）プロジェクト向けに組織制御や交流損失低
減技術を適用した高特性のNb3Sn線材を開発し，プロジ
ェクト全体の約20%を供給した実績を持っている。超
電導マグネットでは，磁石配置を最適化することによ
り，高磁場・高均一度設計技術を構築してNMRやMRI
の製品化を進めるとともに，高超電導線材を適用した超
高磁場コンパクトマグネットの開発にも取り組んでい
る。ここでは，当社グループの磁性材のソリューション
技術ならびに，磁性材を適用し新たに生み出された技術
の一例を紹介する。
2. 1　純鉄系軟磁性材のソリューション技術
　磁性材料の磁気特性は，加工により生じるひずみや残
留応力により変化するため，加工の影響を考慮した部品
性能予測および最適な部品加工プロセスのソリューショ
ン検討を行っている。
　カーボンニュートラルの観点から熱処理工程省略など
によるエネルギー低減が求められている。このことを受
け，磁気焼鈍を省略し冷間鍛造加工した状態のELCH2
をソレノイド鉄心に適用することが可能か検討した。冷
間鍛造ひずみが部品特性に及ぼす影響を解析するため
に，ひずみ分布をFORGE（鍛造解析ソフトウェア）で
解析し，出力されたひずみ分布データをJMAG（電磁界
解析ソフトウェア）に受け渡し磁場解析を実施した

（図 3）。その結果は，磁気焼鈍を省略しても従来品と同
等の性能であることを示した9）。
　今後，市場の拡大が予測される電動機分野において
は，小型化や軽量化のニーズが高まっており，現在の主
流であるラジアルギャップ型モータ（以下，RGMとい
う）とは異なるアキシャルギャップ型モータ（以下，
AGMという）の開発が盛んに行われている。磁性鉄粉
では形状自由度などの強みを活かしたAGMへの適用検

図 3   磁束密度コンター図
Fig.3   Contour diagram of magnetic flux density
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討を進めており（図 4），JMAGを用いたモータの最適
設計を行うとともに，量産工程を想定した圧粉コア材の
加工プロセスのモータ性能への影響を評価した10）。いっ
ぽうで，ELCH2は前述したように優れた磁気特性を有
する反面，電気抵抗率が低く，モータの様な交流用途で
は磁性体中に生じる鉄損の増大を招く。磁気特性を維持
し鉄損低減を狙ったELCH2細線を新たに開発し，これ
を適用した新たなAGMモータでは従来のRGMよりも
小型軽量化できる可能性を示した11）。
　これらの材料のさらなる性能向上およびモータへの活
用提案によりカーボンニュートラルへの貢献を目指して
いる。
2. 2　三次元磁極構造を適用したモータ開発
　電磁力による駆動方式の電動モータは油圧モータと比
較して，制御性の良さ，ロスの少なさ，電源や補器含め
た装置全体のコンパクトさの点で重宝されるが，油圧モ
ータと比べると非力である代わりに，高速域に優れた特
性を持つことを生かした形でこれまで実用されてきた。
いっぽう，当社の建設機械や大型の圧縮機などの機械製
品の駆動源には，低速大トルク特性が要求されるものが
多く，高速域に優れた特性を持つモータに油空圧や高い
減速比のギアといった機械的要素を組み合わせることに
より，その性能が実現されている。しかし，前記の組み
合わせでは，ヒステリシス，がた，摩擦などの非線形性
が生じ，制御性・動作精度や効率面で悪影響を及ぼす。
そこで，これら機械的な非線形要因を極力排除すること
が可能な低速大トルク化の構造を検討した。
　高速域での使用を前提とする電動機の制約を排し，か
つ等方的な磁気特性を有する当社磁性鉄粉や純鉄材の特
性を活かす発想を行い，図 5 に示すような三次元的に
磁束が通過する構成により，電流への感応性を向上させ
た三次元磁極構造 12）を考案した。この技術を用いた電
動機は，速度に起因する損失が大きくなるため，高速域
では不利になるいっぽう，低速域においては従来に比べ
少ない永久磁石量で大きな磁束変化を生じさせること
で，「小型軽量化」と「少ない電力で電磁力を向上する
効果」の両立を実現した。
　現在，当社産業機械への適用を目指してギアなどを介
さず直接駆動であって100 kNの電磁推進力を発生可能

な直動電動機の開発を進めている。
　本技術は電動化や自動化，省人化を背景に今後拡大が
見込まれる電動機市場に対する独自の特徴あるシーズ技
術である。瞬発動作の向上に向けて，ダイレクトドライ
ブ化が望まれる用途向けを中心に技術開発を推進すると
ともに，新たな事業機会を見出していく。
2. 3　超コンパクト 1 GHz NMRマグネットの開発
　当社は2015年に（国研）物質・材料研究機構，（国研）
理化学研究所，日本電子（株）とともに当時としては世
界初となる超 1 GHz（1.02 GHz）のNMRマグネットを
開発した。マグネットが発する磁束密度が最も高くなる
最内層部にビスマス系の高温超電導を適用することで実
現 し た。2022 年 度 に は 当 社 の グ ル ー プ 会 社 で あ る
JASTECが理化学研究所，日本電子，東京工業大学ら
とともに，前述の技術をさらに高度化することで，従来
機と比べて約10分の 1 の重量に抑えた世界最軽量・コ
ンパクトな超 1 GHz の NMR 装置の開発に成功した

（図 6）13）。最内層に用いるビスマス系の高温超電導コイ
ルの電流密度を従来機に比べ1.5倍とすることでマグネ
ット全体における高温超電導コイルの磁場分担を50%
以上に増やし，マグネット全体をコンパクト化した。い
っぽう，本構造では高温超電導コイルの中心部には100
トン超と非常に大きな電磁力が印加される。コイルが破
壊されないように，高強度金属で補強された高温超電導
線材を緻密に整列させて巻く技術を開発することで高電
流密度を実現し，大幅なコンパクト化に成功した。
　今後も超電導線，マグネット双方での特性向上を進め
超電導分野における最先端の技術開発に貢献していく。

図 4   アキシャルギャップモータの構成（SMCsは圧粉コアの略）
Fig.4  Axial-gap-motor configuration (SMCs is an abbreviation for 

soft magnetic powder composites.) 

図 5   三次元磁極構造とその適用モータ
Fig.5  3D Magnetic pole structure and linear synchronous motor 

drives
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むすび＝当社グループにおける21のコア技術の電気制
御技術ならびに磁気制御技術に関して，おのおのの技術
トピックスとともに紹介した。これらの技術をより一層
深化させ，当社グループの製品の競争力強化を図るとと
もに，最先端技術への貢献，カーボンニュートラルの実
現などの社会課題の解決に貢献していきたい。
　
参　考　文　献
1） 山下俊郎ほか. R&D神戸製鋼技報. 2012, Vol.62, No.1, p.68-72.
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図 6   超 1 GHzのNMRマグネットの外観と超電導コイル断面
Fig.6   Overview and cross-section of ultra-1 GHz NMR
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まえがき＝多種多様な事業・製品を有する当社グループ
では，お客様が求められる新たなニーズや製品にタイム
リーに対応しつつ高生産性かつ高歩留まりで製造するた
め，保有する各種生産設備・プロセスを効率的かつ安定
的に稼働・運転させている。お客様ニーズに的確に対応
するため，還元，燃焼，加熱，吸熱，塑性変形など様々
な工程やそれらを組み合わせた多種多様なプロセスを適
正に操業する必要があり，プロセス制御技術が活用され
てきた。とくに鉄鋼業界ではほかの産業に先駆けて積極
的に導入した計算機を活用し制御機能の高度化を進めて
きた。当社においても同様に最適制御，ロバスト制御な
どを開発・実用化し，近年ではビッグデータ解析，AI
活用も積極的に行い数々の実績を築きあげてきた。今後
も「グリーン社会への貢献」や「将来の人口減における
生産技術」に対応すべく，低CO2排出高炉操業技術や高
効率ごみ発電プロセスなど，生産設備やプロセスが進化
していく中でプロセス制御技術の高度化はますます重要
になると考えられる。本稿ではこれら技術の概要と当社
グループで長年取り組んできたプロセス制御技術の近年
の具体的事例について紹介，解説を行う。

1．プロセス制御の概要

　プロセス制御技術は製鉄プロセスや大型プラントなど

連続稼働設備のプロセス挙動の変化を迅速に察知して操
作することで設備を効率的かつ安定稼働させる技術であ
り，ものづくり基盤を支える技術の一つである。ものづ
くりに求められるニーズが，「大量生産」から，「量から
質へ」，「多品種少量化」，「難製造製品の増加」と時代と
ともに変化する中，当社グループでは，プロセス制御技
術を高度化することで製造条件変更や新規プロセス商品
化を実現し，お客様や社内工場ニーズの変化に対応して
きた。
　80年代頃大量生産の時代，鉄鋼他社同様に当社グル
ープでは国内でも先駆的に計算機や自動制御（PID）を
ライン導入し，その適用先を拡大することでプロセス・
設備の安定稼働，高歩留まり生産を実現しお客様への大
量製品提供を可能とした。とくに，制御対象の物理（化
学）現象をモデル化し計算機シミュレータを活用した最
適制御技術により，各種板厚制御や温度制御などの圧延
制御技術が実操業へ適用された 1）。
　その後，90年代後半に「量から質へ」の転換が始まっ
た際，当社ではプロセス制御に最新技術を順次導入して
対応を行った。具体的には，適応制御やロバスト制御を
開発・実用化し2）様々な材料特性の作り込みを可能とし
た。さらには新たな学習機能開発やセットアップ計算モ
デル高精度化により，材料作り分け時のロット切り替え

変化し続けるものづくりを支えるプロセス制御
前田知幸＊1（博士（工学））・江口　徹＊1（博士（工学））・逢坂武次＊1・楢崎博司＊1（博士（工学））・加茂和史＊1

Process Control Supporting Ever-changing Manufacturing
Dr.	Tomoyuki	MAEDA・Dr.	Toru	EGUCHI・Taketsugu	OSAKA・Dr.	Hiroshi	NARAZAKI・Kazufumi	KAMO

要旨
お客様の新たなニーズや製品およびそれらの変化に的確に対応するため，当社グループの生産設備・プロセスや
プラント製品などの安定稼働，効率化を支えてきたプロセス制御技術の高度化に関して報告を行う。具体的には，
歴史的な背景にふれながらプロセス制御技術の概要およびいくつかの最新事例を紹介しつつ，当社グループのマ
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ロスを最小化した。これらにより，お客様ニーズ多様化
による難製造製品の製造を可能とし，多品種少量/変量
生産へのシフトを支えた。加えて，時系列データなどの
複雑かつ大量の操業データをハンドリングしクラスタリ
ングする技術の高度化に取り組み，転炉副原料投入シス
テムやごみ焼却炉温度予測制御 3）により鉄鋼品質向上
や新規商品メニュー化を実現した。
　その後，「多品種少量化」によるニーズの多様化や「難
製造製品の増加」に対応する製造技術高度化要求が進み，
さらなる安定生産，制御性能の高精度化を目指す中，当
社グループはベテランオペレータの暗黙知の活用，自動
化と技能の共存を指向した。センシング技術の信頼性向
上，高精度化やストレージ装置大容量化を背景とした転
炉副原料投入システムの高度化でのJIT（just-in-time）
モデリング技術開発にて培ったデータハンドリング技術
を活用し，過去の大量操業データから高類似度データを
抽出することでベテランの経験情報を模擬する仮想経験
情報を表現することに成功し，仮想経験情報を操業オペ
レータへ提示して判断を支援する当社独自の操業支援技
術を開発した。自動制御ループの中に人の判断を含めた
制御系とすることで自動化と技能を共存させ，ベテラン
暗黙知を活用したものづくりを実現した。従来の自動化
アプローチでは困難な課題であった製鋼工程温度予測や
熱延工程の圧延セットアップ計算などへの適用 4）によ
り様々な製品製造を可能とし，ニーズの多様化を支えて
いる。また，このコンセプトを拡張し，より高難易度な
高炉操業への適用を進めることで，通気性可視化と炉熱
変化予測の技術を確立し，他社に先駆けて実機適用を果
たした。
　現在，業界に先駆けて機械学習を「オンライン・プロ
セス制御」に取り込み，実操業で活用できる機械学習技
術を構築中であり，引き続きプロセス技術の高度化を進
めていく。今後，お客様が求める新たな製品・プラント
特性や，当社における鉄鋼原料の質的変化，HBI（hot 
briquetted iron）投入など原料系の変化などに技術開発
でこたえ続けていく。その中で，プロセス制御は大型設
備・プロセスを繊細に操作しマテリアルやエネルギーの
ロスを最小化することで，きたるべき未来のカーボンニ
ュートラル世界の実現に貢献しつづけていくものと考え
ている。

2 . 高炉“AI操炉®”の開発 5）

　高炉は鉄鉱石とコークスを炉頂から交互に層状に装入
し，炉下部の羽口から熱風と微粉炭を吹込んで鉄鉱石を
昇温還元し，溶銑（ようせん）を製造する固気向流型の
巨大な反応容器である。高炉の安定操業には，向流移動
層である充填層の通気性を安定させることと，炉熱（溶
銑温度）を一定レベルに保つことが重要である。炉熱制
御で重要な役割を担っているのは操炉を行うオペレータ
であり，操炉オペレータは膨大な計測データを管理指標
と照合し，経験というスパイスを付加して数時間後の炉
内状況（炉況）を予測し，溶銑温度が管理値範囲内に収
まるよう操業条件変更を実施する（図 1）。とくに大型

高炉での低コークス比操業は，熱慣性起因の時定数の大
きさが災いとなり操炉アクションが遅延すると大きな炉
況不調を招き易いことから，操炉オペレータにはより高
度な判断能力が要求されている。
　このような背景のもと，高炉でのCO2削減と究極の安
定操業（冷え込みゼロ，吹き抜けゼロ）を目的に，AI・
数学モデル・計測端情報を融合した炉熱と通気性に関す
る“炉況予測”，さらに高度な“炉況制御”を行う“AI
操炉®”を開発中である。以下では，主要技術の一つで
あるAIを活用した“炉熱（溶銑温度）予測技術”につ
いて紹介する。
　溶銑温度の推定モデルは，炉下部の熱原単位変化量
⊿Qの総計より溶銑温度の変化量⊿Tpigを求める炉熱過
渡応答モデルである。モデルの入力情報は，操業条件変
更アクションと炉内影響因子の熱原単位変化量，炉内残
銑量，溶銑温度の過去実績データである。熱原単位変化
量が溶銑温度変化へ反映される際に過渡応答の考え方を
適用し，過渡応答曲線のモデルパラメータθをAIで逐
次最適化した。
　将来 5 時間の溶銑温度（HMT）を予測した結果例を
図 2 に示す。①時刻ゼロの時点で，モデルは将来 5 時間
にかけて溶銑温度の急激な低下を予測している。②操炉
オペレータが同タイミング以降で複数回の送風温度

図 2   溶銑温度予測の結果例
Fig.2   Result of HMT (hot metal temperature) prediction

図 1   AI操炉の概要
Fig.1   Outline of AI based blast furnace operation
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（BT）の上昇アクションを実施することで，③溶銑温度
の実測値は管理値範囲内に維持できており，予測モデル
の妥当性を実証した。さらに，従来は浸漬型熱電対でバ
ッチ計測した溶銑温度を教師データに用いていたが，出
銑孔カメラで連続撮影した輝度画像から溶銑温度を連続
算出できる技術を開発し，教師データに用いることで予
測精度を飛躍的に改善した。
　加古川製鉄所第 3 高炉でのHBI多量使用テストでは
実際に本予測システムを活用し，低CO2高炉操業の実機
で技術の実用性を実証した。世界中の高炉でCO2 削減

（HBI多量使用）を可能にする“AI操炉®”を目指して，
現在も改良機能を開発中である。

3 . 廃棄物プラント自動化機能の開発 6）

　当社グループ製品メニューに廃棄物焼却プロセスがあ
る。これまでに当社グループでは安定稼働，排ガス環境
負荷物質（CO, NOx）濃度低減や自動運転を支えるプ
ロセス制御技術を多数開発しており，その一つに排ガス
CO, NOx抑制自動化技術がある。 
　排ガス中の環境負荷物質濃度は常に変化する廃棄物性
状の影響を受け操業中に急激に変化するため，その抑制
と操作自動化が望まれていた。そこで，当社グループで
は多岐にわたる変動要因を最新の機械学習を活用して表
現し，プロセス情報からCO, NOx発生状況を高精度に
予測する技術を開発した。本稿では，この技術で得られ
る予測結果を基に燃焼空気量を最適に制御する排ガス
CO, NOx抑制自動化技術（図 3）について報告する。 
　以下に，開発技術のフローを示す。 

（1） 機械学習（決定木）による排ガス特性のモデリング 
決定木を用いて過去の運転データを学習させ，CO, 
NOxが急変するタイミングを予測するロジックを
構築する。これにより運転員が手動介入要否を判断
可能とする。

（2） オンデマンドな空気量制御の実行 
前述の予測ロジックによってCO, NOxの上昇を予
測し，必要な排ガス抑制操作（溶融炉の一次／二次
空気量の調整）を事前に行う。なお，操作介入は必
要なタイミングのみとし，運転状態に与える影響を
最小限に留め，運転の安定化を図る。 

　なおCO, NOx予測ロジックでは既知の反応，燃焼メ
カニズムを用いてガス化炉砂層温度や炉内圧力，燃焼炉
出口酸素濃度などのプロセス情報から特徴量を計算する
中間処理を内包することで高精度な予測を実現してい
る。 
　開発した制御システムを表 1 に示す施設（流動床式
ガス化溶融炉）へ導入し，性能検証を行った。評価期間
は2016年 9 月の一箇月とし，前年同時期の運転データ
を比較対象とした。 なお，NOx抑制量は，触媒反応塔
入口での分析装置の計測値で評価を行った。
　図 4 に評価期間におけるCOの 4 時間平均濃度および
NOxの 1 時間平均濃度を前年同時期比として示す。図
4 から評価期間中のCO, NOx濃度は前年同時期に比べ
それぞれ11.5%，27.5%の低減効果が確認された。また
評価期間における運転員の手動介入頻度はCOに対して
は 0 回，NOxに対しては前年同時期に対して約半減とな
り，もう一つの目的である手動介入低減効果が得られ
た。なおNOxに関しては開発システムの空気量制御の
ほかに無触媒脱硝制御があり，将来的にこれらの組み合
わせにより手動介入頻度 0 の達成を見込む。 
　本開発技術によって当社グループの廃棄物焼却プラン
トの安定稼働を継続し，社会に対する環境負荷低減に貢
献していく。

4 . 熱延巻取り温度制御（CTC）における深層学
習温度予測モデルの開発 7）

　本技術は，熱間圧延工程における巻取温度（coiling 
temperature, CT）の制御に，深層学習による鋼板温度
予測モデルを導入することで，熱伝導方程式によるモデ
ルを用いた従来技術と比較して，鋼板温度の制御精度を
大幅に向上させたものである。 
　巻取温度は鋼板の材質特性に大きく影響し，さらなる
品質改善には温度の高精度化が不可欠である。また，加
工性の良い高強度ハイテン材の開発には，新たな成分設

図 3   開発制御システムの概要
Fig.3   Outline of developed CO/NOx emission control system

表 1   施設概要
Table 1  Outline of target plant

図 4   開発システムによるCO, NOx抑制効果の評価結果
Fig.4  Results of CO/NOx emission control by developed control 

system
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計や冷却条件への柔軟な対応も要求されている。それに
対して，従来の熱伝導方程式によるモデルが新材料の冷
却条件に対応できない場合，モデル式の改良から着手す
るため多大に時間を要し，さらに，プロセスコンピュー
タでオンライン制御を行うには計算能力が制約となり，
モデル簡略化が必要となるため多少精度が犠牲となる問
題があった。また，モデルの調整パラメータ決定も操業
スタッフの属人的なノウハウになっており，品質の安定
化という観点で課題が残っていた。 
　比較的シンプルな構造のネットワーク構造を用いる深
層学習であれば，温度予測時の計算量は少ないため，オ
ンライン制御にも適している。しかしながら，一般的に
深層学習などの機械学習手法は，訓練データの無い外挿
領域に弱く，これまでは基準となる物理モデルと組み合
わせて誤差のみを学習して補正する使われ方がほとんど
であった。これに対して本技術では，図 5 に示すよう
にネットワーク構造に冷却設備におけるプロセスを表現
しつつ，相変態の状態を中間特徴量として取り込むとい

う工夫を加えている。また，冷却過程の鋼板温度を表現
する仮想温度計という概念を考案することで，画像分野
において有効とされるデータ拡張手法を応用し，物理モ
デルと操業実績の限られたデータから多数の訓練データ
を生成することで，汎化性能の高い予測モデルの構築を
実現した。 
　本技術によって，図 6 のように巻取途中で目標温度
を変更した場合にも高い制御精度を確保でき，柔軟な冷
却条件への対応力が向上した。また，精度改善や新たな
材料への対応も，モデル式の改良を必要とせず，操業実
績データを学習することで属人性の排除された持続的な
モデル改善を積み重ねるようになり，製造の難しい高性
能な鋼板の品質安定化や開発期間の短縮にも寄与してい
る。 
　巻取温度制御以外にも従来の理論や知見に基づくプロ
セス制御技術だけでは対応の難しかった非定常部での制
御に，深層学習やAIモデルを幅広く活用していく。

図 6   従来制御とAIを活用した制御の比較
Fig.6   Coiling temperature by using conventional and AI-based control

図 5   AIを活用した巻取温度制御
Fig.5   AI-based coiling temperature control
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むすび＝本稿では，当社グループの一品一様なモノづく
りを支えるプロセス制御技術の概略と具体的な開発事例
および将来動向について紹介を行った。紹介した技術は
いずれもプロセスの効率化と安定稼働に資する技術であ
り，お客様への高品質商品の提供を実現しグリーン社会
への貢献を果たしている。今後も，変化し続けるお客様
ニーズへこたえ続けるとともに来るべきカーボンニュー
トラル社会におけるものづくり実現にむけて，センシン
グ技術やデータ分析技術など最新の技術を取り込みなが
ら当社グループのプロセス制御技術は進化し続けてい
く。
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まえがき＝製造業へのコンピュータ活用の歴史におい
て，鉄鋼業はその黎明（れいめい）期から先端を走って
おり1），当社においても，ホストコンピュータによる生
産管理が始まった1970年代から複雑で巨大な製鉄所の
操業最適化の取り組みが開始された。当初は製鋼工程や
出荷バースなど単一工程の生産計画の効率化を図る取り
組みから始まったが，やがて，計算機能力が向上してく
ると，複数の工程が連結された人間では把握できない複
雑な生産計画立案にも展開されるようになり，さらにシ
ミュレーションによって生産性や物流搬送の変化を模擬
できるようになると，新たな設備投資における事前評価
や生産物流設計にも使われるようになった。
　当社は，幅広い分野のお客様に対して技術・製品・サ
ービスを提供しているが，個別の事業でみると，同業他
社と比べ相対的に規模が小さい中で事業展開を行ってい
るケースが多い。そのものづくりは必然的に限られた製
造リソースで多くの品種を製造する「多品種混流生産」
になりがちであり，複雑な条件のもとでQCD（quality，
cost，delivery）を安定してコントロールするためには，
データに基づき設備投資や生産物流設計，日々の生産計

画に関わる意思決定を適切に行う必要がある。当社の
OR（operations research）技術をベースとした意思決
定支援技術（以下，意思決定支援技術（OR技術）と表
記する）は，このような背景のもと当社事業モデルと連
動して独自の発展を遂げてきた。
　さらに，近年，デジタル化とグローバル化の進展によ
り，サプライチェーンを構成する企業群は，より密接か
つ複雑に連結されるようになるとともに，データの共有
や活用によって自社だけではなしえないビジネスエコシ
ステムとしての「最適化」が志向されるようになってき
ている。また，何をもって最適かを測る指標群も，従来
のQCDに加え，「安全・安心なものづくりへの貢献」や

「グリーン社会への貢献」など多軸的になりつつある。
　当社の意思決定支援技術（OR技術）は，これら複雑
で多様な現在のものづくりにおいて，当社，パートナ，
さらにはお客様が連携してものづくりを最適化し，新た
な価値を社会に提供していく基盤となりうる技術であ
り，様々な人の意志決定をデータで支える「ソリューシ
ョン」として展開を図っている。
　本稿では，これらの背景のもと，当社で蓄積してきた

複雑な「ものづくり」をコントロールするための
意思決定支援技術（OR技術）
池田英生＊1・梅田豊裕＊1（博士（工学））・岩谷敏治＊1（博士（工学））・井筒理人＊1

Decision Support Technology for Controll ing Complex 
Manufacturing (Operations Research Technology)
Hideo	IKEDA・Dr.	Toyohisa	UMEDA・Dr.	Toshiharu	IWATANI・Rihito	IZUTSU

要旨
当社は，複雑な製造プロセスにおける品質，コスト，納期 （QCD） を管理するためにオペレーションズリサーチ 

（OR） に基づいた独自の意思決定支援技術を開発してきた。近年，製造業における意思決定の範囲は，単一の工場
からサプライチェーンでつながった企業群へ，またQCDから環境影響に至るまで拡大している。このような複雑
なビジネスエコシステムにおいて，新たな価値を創造する基盤として意思決定支援技術あるいはORの重要性が高
まっている。本稿では，意思決定支援技術を構成する基盤技術と，KOBELCOの製造プロセスにおける役割を説明
するとともに，実際の製造工場向けに開発されたソリューションを通じて，意思決定支援技術が提供する価値と
可能性について説明する。

Abstract
Kobe Steel has developed its unique decision support technology based on Operations Research (OR) to manage 
quality, cost, and delivery (QCD) in complex manufacturing processes. In recent years, the scope of decision-
making in manufacturing has expanded from single factories to interconnected networks of companies within 
supply chains, extending to considerations beyond QCD, including environmental impact. In such complex 
business ecosystems, the importance of decision support technology, or OR, as a foundation for creating new 
value has grown. This paper explains the foundational technologies that constitute decision support technology 
and their roles in KOBELCO’s manufacturing processes. It also describes the value and possibilities offered by 
decision support technology through solutions developed for actual manufacturing facilities.
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意思決定支援技術，オペレーションズリサーチ，数理最適化，シミュレーション，充当最適化，機械加工，
カーボンフットプリント
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＊1 技術開発本部　デジタルイノベーション技術センター

OR（オペレーションズ・
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本技術を構成する要素技術を解説するとともに，実際の
事例を通じて，本技術が提供する価値や未来の可能性に
ついても示すこととする。

1．意思決定支援技術（OR技術）の概要

　本章では，意思決定支援技術（OR技術）の概要につ
いて述べる。
　工場では，様々な工程を経て製品が生産されていく。
これらの生産プロセスの順序やその中での制約条件を数
式やルールで示したものを数理モデルと呼ぶ。OR技術
は，数理モデルに基づいて最適な工場生産の条件を導
き，あるいは，特定の選択肢を選んだ場合の将来の状態
を予測評価することで意思決定を支援する技術であり，
前者は数理最適化技術，後者はシミュレーション技術と
呼ばれる2）。
1. 1　数理最適化技術
　数理最適化技術は，対象となる目的関数を最大化（あ
るいは最小化）するような決定変数のセットを，与えら
れた制約条件や決定変数の許容範囲（定義域）の中で求
める技術である。
　数理最適化技術の中で，決定変数が長さや量などの連
続変数で，かつ，目的関数や制約式が直線関係で記述で
きる場合を「線形計画モデル」と呼び，例えば，複数の
原材料の配合割合（決定変数）を，あらかじめ定められ
た品質条件（定義域）を守りつつ，コスト（目的関数）
を最小化するように決定したい場合などに適用される。
線形計画モデルの応用範囲は，製品構成，人員配置，在
庫計画など幅広く，また，最適解を実用的な時間内で厳
密に求めるアルゴリズムも広く研究されている。
　いっぽう，当社のような金属産業の製造プロセスにお
いて生産計画を立案する際には，ロット編成や設備での
処理順序などの主要な決定変数が離散値となるため，そ
の最適化手法は決定変数の組み合わせを探索する「組み
合わせ最適化」となる。組み合わせ最適化では，一般に
現実的な時間で最適解を探索することは困難であり，そ
のため，厳密な最適性は保証できないが準最適な組み合
わせを効率的に得る探索手法を問題の特徴に合わせて適
用する必要がある。また，実際の操業では，品質管理や
生産設備に関する様々な制約が存在し，ルールでは記述
できても数式による数理モデルとしては記述困難な場合
も少なくない。
　当社における数理最適化技術の開発では，多品種混流
生産など当社のものづくりの特徴に合わせたモデル化手
法や探索手法を構築するとともに，制約判断や目的関数
を仮想的な操業モデル，すなわちシミュレータで表現す
る手法も組み合わせて，現実的でかつ表現力の高いアプ
ローチを実現してきた。
　図 1 に示す組立型クランクシャフトの主要部品であ
るスローの熱処理計画立案 3）においては，熱処理炉ご
とに熱処理時間枠（バッチ枠）を設定したうえで，処理
対象である各スローをどのバッチ枠に割り当てるかとい
う組み合わせ最適化を行うことになるが，各スローの大
きさの違い，炉内での二段積みの可否，品質面での炉内

位置制約などの複雑な条件を考慮しつつ，バッチ枠への
割り当てと炉内での配置を決定する必要がある。このケ
ースでは，バッチ枠ごとのスローの割り当てをまず仮に
決定し（図左上），専用のシミュレータを用いて制約条
件を満たす最適な炉内配置を探索（図右），その結果よ
り熱処理納期遅れとエネルギー原単位の重み和を目的関
数として評価した後に（図左下），再度異なるスロー割
り当ての組み合わせを探索する，というサイクルで最適
な熱処理計画を決定探索している。
1. 2　シミュレーション技術
　シミュレーション技術は，対象とする問題の決定変数
の変化に対する将来や変化を予測し，評価する技術であ
る。例えば，工場設備の新設や変更，生産計画や人員配
置の変化に際し，それらの変化によって発生する対象の
挙動を数理モデルに基づいて予測し，各種変更案を評価
して優劣判断を行うために用いられる。
　図 2 に示す架空の製鋼工場を例として，シミュレー
ション技術適用の実例を説明する4）。この工場は，トピ
ードカーから溶銑（ようせん）を溶銑鍋に移動させる払
出場（charging facility），脱硫設備（De-S），脱リン設
備（De-P），脱炭設備（De-C）から構成され，溶銑は，
上記の順に処理されると共に，溶銑鍋は設備間をクレー
ン（crane）で搬送される。
　シミュレータの構築にあたっては，まず，各設備の動
作条件や処理時間をルールベースで記述し，これを決定
変数として取り扱う。このうち，動作条件としては，処
理順序や各処理における溶銑鍋の状態の条件，クレーン

図 2   製鋼工場のレイアウト例
Fig.2   Layout of steel making plant for example study

図 1   熱処理バッチ編成の最適化の例
Fig.1   Optimization of batch slots combination
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など搬送設備の制約条件などがあり，また，処理時間は
常に一定とは限らず，例えば，溶銑を鍋に移動させる払
出時間は，トピードカー1 台から供給する場合と 2 台か
らの場合の 2 か所のピークを持つ時間分布となるなど設
備によって確率的に変動する場合もある。このような記
述モデルにしたがい構築したシミュレータを用いて生産
性を示す平均出鋼間隔などの目的変数を算出すると，決
定変数として設定した各設備の諸条件が目標を達成して
いるかどうかを評価でき，未達であれば改善案を検討す
る，あるいは，複数の案があればその優劣を判断するこ
とができるようになる。
　シミュレーション技術の適用方法としては，前節の事
例のように，最適解探索プロセスの一部として決定変数
から目標変数を得るための「演算モデル」として用いる
場合と，上述のようにシミュレーション結果を見なが
ら，目標を達成するための設備増設や操業改善などの検
討や判断に用いる場合がある。とくに大規模な新設備建
設の場合などは，当初の段階では全ての論点を網羅する
ことはできないが，一定の仮定を置いたシミュレーショ
ン結果を関係者と共有し，条件検討とシミュレーション
評価を反復的に繰り返しながら検討を進めることで，当
社固有のカスタマイズされた生産設備群の適切な設計・
運用条件の意思決定を支援することができる。

2．意思決定支援技術（OR技術）の事例

　本章では，意思決定支援技術（OR技術）を用いて当
社のものづくりにおける業務プロセスやビジネスモデル
の変革へとつなげるソリューション事例をトピックスと
して示す。
2. 1　線材・条鋼分野における充当支援システム 5）

　当社では2017年に加古川，神戸の両製鉄所の上工程
を加古川製鉄所に集約し，神戸製鉄所（現，加古川製鉄
所神戸線条工場）で使用するビレットなどの半製品は，
あらかじめ加古川で製造して神戸に搬送し，一定量保持
した在庫の中から製造オーダーに引き当てる「在庫補填
型」に移行した。それに伴い，統合後の加古川の大ロッ
ト生産のもと，必要最小限の半製品在庫で，神戸の特徴
である小ロットでの特殊線条の生産に対応する新たな生

産管理技術が必要となった。
　図 3 を用いて今回開発した充当支援システムの概要
と充当最適化技術を解説する。加古川で製造されたビレ
ット（図左）は，神戸（図右）に搬送され，半製品在庫
として保持された後，製造オーダに対して引き当てられ
る（これを充当と呼ぶ）。ビレット在庫は鋼種だけでは
なく，鋳造タイミングや重量，成分，表面品質などの条
件によって数本～数十本の「ロット」に分けて管理され，
また，各オーダは充当可能なロットについてそれらの条
件に関わる仕様要求を持っている。ビレットは在庫ロッ
トからオーダ要求を満たすように充当されるとともに

（図右上），残在庫の評価結果を基に次のビレット製造が
計画されるが（図左下），加古川から新たにビレットが
補充されるには一定の期間が必要となるため，充当組み
合わせは，今の在庫で現在のオーダに対応するだけでは
なく，残在庫による将来オーダへの対応力（在庫戦力度
と呼ぶ）をも最大化する「組み合わせ最適化問題」とな
る。
　本システムの最適化手法では，「現在オーダへの充当
完了率」と「将来オーダのための在庫戦力度」の二種類
を指標として定義し，「充当完了率」を重視した組み合
わせを探索する「広域探索」と，広域探索の結果を初期
解として「在庫戦力度」を向上させる「局所探索」を組
み合わせるアプローチを取った。実装においては，まず

「広域探索」で現在オーダに対応可能な解を探索した後
に，「局所探索」で在庫戦力度を向上させる近傍解を探
すことで，制約時間内で実用上十分な解を確保できるよ
うになった。
　本システムにより，大ロットでコスト競争力の高い加
古川の上工程と，小ロットの神戸の特殊線条生産とをビ
レット在庫を介して連動させることが可能となり，お客
様の個別要求にカスタマイズされた高品質な特殊鋼を安
定供給できるようになった。
2. 2　高砂機械工場生産物流管理システム 6）

　当社の約200台の加工機を持つ高砂機械工場は，受注
設計生産による多品種混流生産を特徴とするが，局所的
な負荷変動による進捗遅れが課題となっていた。それに
対し，リアルタイム進捗管理と，生産リソース配分の最

図 3   充当支援システム概要
Fig.3   Overview of inventory allocation guidance system
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適化によって，安定生産を実現する生産物流管理システ
ム（iLiss : innovation of logistics and intelligent 
scheduling system）を開発した。図 4 に示す本システ
ムは，日程計画システム（iLiss-S：図左）と物流管理シ
ステム（iLiss-L：図右）から構成され，日程計画システ
ムは，中長期（1 箇月先以降）と短期（1 箇月以内）に
分かれた生産計画立案を，物流管理システムは，日程計
画に基づく現場への作業指示と作業実績管理を行う。こ
こでは，日程計画システムのロジックについて解説す
る。
　本日程計画システムは，まず中長期計画にて負荷調整
を行い，その後，調整された負荷に対して短期計画を立
案することで負荷変動に対応する。すなわち，中長期計
画では，納期遵守を条件として，設備・作業者に作業を
割り付け，能力を超過して割り付けされた作業（超過作
業）を外注化候補として抽出し，外注加工パートナとの
分担計画を立案する。短期計画では，外注化判断後に残
った内作作業について，設備・作業者の能力制約に従い
実行可能な計画を立案する。
　中長期計画で「超過作業」を抽出するシミュレーショ
ンロジックは下記の通りである。

①作業選択：未割り付けで，かつ，その部品の前作業
が割り付け済みの作業から，納期余裕の最も小さい
作業を優先的に選択する。

②作業の仮割り付け：選択した作業を，まず設備・作
業者能力の制約内で仮割り付けする。設備は利用可
能な中で最も早く割り付けられるものを，作業者は
作業できる設備数が少ない順に選択する。

③超過割り付け：仮割り付けした作業の終了時刻が最
遅終了時刻（残り工程を標準作業時間で実施したと
して納期に間に合う時刻）を超えない場合はそのま
ま確定する。超える場合は，最遅終了時刻に間に合
う設備・作業者に，能力制約を無視し，「超過作業」
として割り付けする。

④その後，全ての作業が割り付けられるまで，上記①
～③を繰り返す。

　このように，中長期計画の段階で「超過作業」を適切
に抽出することで，計画の初期段階から外注化の調整・
判断ができるようになった。さらに，物流管理システム
による全体の進捗状況の把握と合わせ，外注加工パート
ナと効率的に連携したものづくりによって，受注設計生
産による負荷変動の大きな多品種混流生産に対応できる
ようになった。
2. 3　製品別CFP算出モデル
　世界各国で取り組み強化が進むカーボンニュートラル
に向け，当社においても，金属素材事業を想定した製品
別 CO2 排 出 量（CFP：carbon footprint of production）
を算出・分析するモデルを検討中である。これは，製品
別原価管理モデルを拡張してCO2 排出量として算出す
るものであり，従来のQCDに加え，将来的には環境負
荷という観点でも個別製品を評価可能とすることを目的
としている。
　当社で検討中のCFP算出モデルを図 5 に示す。計算
範囲としては，当社製品の製造から製品をお客様にお届
けするまでとし，具体的には，原材料の調達，エネルギ
ーの調達・使用，消耗品や副資材類の購入，廃棄物処理，
外注加工，調達および製品納入時の輸送などを対象とし
た。
　本モデルでは，四種類の入力情報（図左）を用いて計
算することを想定する。

①エネルギー使用量：電力，LNG，灯油など，期間内
に工場で利用したエネルギーの使用量。設備や部門
単位で算出する。

②購買・発注情報：原材料，設備や部門別の消耗品類
の購入，製品ごとの外注加工先，輸送先，輸送手段
などの情報。事前にグルーピングした上で④のCO2

排出係数とひもづける。
③製造中のマテリアルフロー：期間内に生産した製品

の製造実績から素材の分割やリサイクルなどの流れ
と工程ごとの処理時間や重量のデータ。製品仕様と
製造工程別に集計する。

④CO2 排出係数：①②で設定した各項目の物流や設

図 4   iLissの概要
Fig.4   Overview of iLiss
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備の情報を，CO2 排出量に変換するための係数テー
ブル。産業技術総合研究所にて開発されたIDEAな
ど，標準的に利用される公開情報を使用する。

　上記の入力情報を用い，下記の手順（図右）により算
出を行う。まず，A）設備別のCO2 排出量の合計を算出
し，B）それを各製品に対して使用実績に基づき配賦す
る。C）それにマテリアルフローによる金属素材あたり
のCO2 排出量を組み合わせて製品別CO2 排出量を計算
し，D）必要に応じて再配賦して拠点全体との整合性を
担保する。
　このような算出モデルを用い，製品別CO2 排出量を
データに基づき合理的に計算することができるようにな
ると，まず，企業単体として，CO2 排出量を基準に設備・
工程設計・製品構成の検討・評価が可能となるとともに，
サプライチェーン上の企業間でのデータ連携を通じ，製
品製造プロセス全体としても評価が可能となる。このよ
うな算出モデルと最適化やシミュレーションなどの意思
決定支援技術（OR技術）を組み合わせることにより，
社会全体としてのCO2 排出量削減にも貢献していける
と考える。

むすび＝当社では，40年以上前から「ものづくり」にお
いてOR技術をベースとした意思決定支援技術を活用し
てきた。当初は，単一プロセスのコスト，納期達成率な
どの単純指標の最適化，シミュレーションであったが，
それが，複数プロセスに広がり工場全体の様々な指標を
対象とし，あるいは社外のステークホルダも考慮した技

術に進展してきた。
　20世紀までの「ものづくり」では，自社のQCDを考
慮するだけで十分であったが，近年はESGを考慮した
経営が必要となってきている。これらの課題は，自社だ
けではなく，当社のパートナやお客様を含めたサプライ
チェーン全体で対応する必要性も生じてくるなど，意思
決定支援技術（OR技術）で解決すべき課題はますます
複雑になってきつつある。
　いっぽう，本技術と関わるICT周辺技術では，従来
では取得できなかった操業状態を詳細かつリアルタイム
に取得できるIoT技術や，従来解けなかった複雑な問題
を短時間で解ける量子コンピュータ，サプライチェーン
上の複数の企業が適正に情報を共有するためのブロック
チェーン技術など，多くの技術進展も生まれている。
　このような状況変化に対し，当社では意思決定支援技
術（OR技術）を様々な新技術と組み合わせ，より複雑
で高度な社会課題に対して解決に取り組んでいきたいと
考える。そして，それらを通じた当社の「ものづくり」
の新たな価値を社会に提供する「ソリューション」とし
ても具体化を図っていく所存である。
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図 5   CFP計算モデル
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まえがき＝高温かつ過酷な環境で精緻なものづくりを必
要とする鉄鋼業，金属加工業では，古くから圧延プロセ
ス制御などを中心に生産ラインの自動制御に取り組んで
きた。当社においても例えば塑性加工の制御に必要とな
る高度なモデルベースト制御やセンシング技術，通信技
術の製造プロセスへの適用に取り組んできた。
　情報通信技術の発展とともに大量のデータ取得が可能
になり，その活用はモデルベースト制御から学習制御へ
と発展するとともに，近年では物理モデルのみに依らず
操業者の高度な暗黙知の領域をデータとして取り込むこ
とも可能となった。1）大量の実績データから学習し高度
な推論を可能とするデータ駆動科学の実践的活用が進
み，人が積み上げた事前知識を組み込んだデータ駆動科
学モデルは開発や設計といったデータの少ない領域にも
適用され始めた。これら取り組みで実現された「データ
駆動科学モデルにインプットとアウトプットの仕組みと
事前知識を導入する仕組みとを備えたシステムおよび学
習した結果得られるモデル」をAIとすると，AIは産業
課題に応じて多様な形で実装され，物理や操業知を学び
とり，人に提示することが可能な仕組みとしてものづく
り現場を支えるようになった。本稿では，当社における
情報通信技術の産業応用からとくに近年変化の目覚まし

いデータ駆動科学・AI応用技術への取り組みの発展と
その考え方，および当社が目指す人とAIの相互成長の
実現に向けた最新の取り組みについて紹介する。

1．当社におけるデータ駆動科学・AI応用技術
の目指す姿

　当社は鉄鋼，アルミ，銅などの素材系事業に加え，圧
縮機や産業機械などの機械系事業，電力事業といった多
種多様な事業・製品分野において，現場での緻密なもの
づくりからお客様のサプライチェーンへのタイムリーな
製品供給までを担っており，自動制御とともに人による
操業知が重要な役割を果たしてきた。可能な限りの自動
化は大前提だが，そうしたものづくりの現場において，
当社では，データ駆動科学・AI応用技術分野の果たす
べき役割とは，図 1 に描いた「物理モデルの発展のみ
ならず，人の操業知からも学習し，モデル化技術とあい
まってさらに高度な操業につなげていく，いわば，人と
AI・システムが相互に成長する未来」を実現すること，
と捉えている。「人とAIの相互成長」との表現には，二
つの含意がある。一つは，AIは人が明らかにしたより
良い操業知を急速に学習し，人がより付加価値の高い業
務に取り組むことを可能にするということ。もう一つは

人とともに発展するデータ駆動科学・AIの応用技術
片山　亮＊1・友近信行＊1（博士（工学））・楢崎博司＊1（博士（工学））

Application Technologies of Data-driven Science and AI that 
Evolve Alongside Humans
Ryo	KATAYAMA・Dr.	Nobuyuki	TOMOCHIKA・Dr.	Hiroshi	NARAZAKI
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人の適応力・創造力の領域に今しばらくAIはおよばな
いと考えられるが，それをアシスト，拡張する形で人と
AIの相互的な成長が続くであろうということである。
こうした人とAIの相互成長の先に，人と技術がつなが
る未来へのソリューションを提供し，安全・安心なまち
づくり・ものづくりへの貢献を果たしていきたい。

2．データ駆動科学・AI応用技術につながるICT
活用の歴史

　情報通信技術の発展に従い，表 1 に示すように当社
においてもその活用の中心は変遷してきた。日本の鉄鋼
業が世界の中でも大きな役割を果たしていた1980年代
から1990年頃においては，鉄鋼業全体として効率よく
大量の鉄を作るために合理化を図る武器として黎明（れ
いめい）期のデジタル技術をプロセス制御に適用し，実
応用での成果を蓄積した 2）。
　1990年代から2000年代にかけては新興国での鉄鋼生
産量が増大し，日本の鉄鋼業は高級鋼を含む多品種の生
産と開発の効率化の推進に力を注いできた。様々な業種
で製品の作り分けが進んだことで，自動化や効率化は極
めて難しくなっていき，結果として製造オペレータに高
度な技能と操業知が蓄積されることになっていった。
　いっぽう，同時期の1990年代から2000年代にかけて
インターネットの時代が到来したことで，それまではプ
ロセスコンピュータの中に閉じていたデータを様々なデ
ータとつなげることが可能となり3），さらに，2000年代
から2010年代にかけては，情報記録媒体の大容量化や

携帯電話の普及を含む無線通信技術の発展の恩恵を受
け，大量のデータが操業の自動化に用いられるようにな
った。4），5）情報基盤の発展により，工場の生産を様々に
モデル化して高難度の自動化課題を解決する取り組みが
広がり，ごみ焼却炉のように純粋な物理モデルでは表現
の難しいプラントにおいて，操業データを用いて構築し
た多変数モデル予測制御を適用して自動化を実現した事
例も生み出されるようになった6）。
　また，過酷な金属素材の製造プロセスにおいては，デ
ータを獲得するハードウェアの応用力が競争力となる場
面も多く，悪環境下での計測技術 7）に無線通信技術を
活用し，熱処理炉内のデータを取得する8）など，プロセ
スと人のコミュニケーションを支えるセンシング技術の
発展もまたデジタル技術の発展とともに進化させてき
た。
　2010年以降，とくに過去10年はICT基盤を支える通
信速度，情報記録密度，計算機能力といったハードとそ
れらに支えられるクラウドシステムなどの基盤がコモデ
ィティ化したことで 9），当社の産業機械製品 10）や溶接
システム製品 11）のようにものづくりの現場でのデータ
活用を支援する製品が普及し，当社も含む各企業はビッ
グデータとデータ駆動科学の活用に競争の焦点を移し始
めた。こうして，当社においてプロセス制御やオペレー
ションズリサーチで脈々と培ってきた機械学習や統計モ
デルなどデータ駆動科学を応用し，データに隠された操
業知を読み取り，人と相互に発展するAIを開発する取
り組みが始まった。

図 1   人とAIがデータを通じて相互成長する仕組み
Fig.1   Human-AI interaction through various data

表 1   ICT応用と当社モノづくりの変遷
Table 1  Changes in ICT application and our manufacturing
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3．データ駆動科学とドメイン知識を融合したAI

　データ駆動科学の応用が発展するにつれ，物理モデル
のように数式で表現できる現象にデータ駆動科学を適用
することに加え，人に蓄えられた経験をデータ駆動科学
モデルに取り込むことが可能となった。こうしたデータ
駆動科学に塑性加工や流熱予測などの科学分野のドメイ
ン知識を応用し，人が明らかにしたより良いやり方を学
ぶ仕組みをもつAIについて，工場の操業と材料開発へ
の適用事例から特徴を解説する。実際のプラントにおい
て，各種センサの計測値や人が入力したデータは様々な
現実から生まれる誤差要因を含み，かつ工場やプラント
を多様な条件で操業する場合はデータの量も十分に確保
できるとは限らないため，当社では様々な物理モデルを
駆使して物理的な正しさを一定量担保しつつ，人の経験
や物理則，すなわちドメイン知識を埋め込めるように工
夫したデータ駆動型のモデルをもちいて物理と実際の操
業の間を埋める技術を培ってきた。図 2 にはその一例
を示している。図 2 下部に示すように，物理モデルで表
現が難しい現実の揺らぎをデータ駆動型のモデルで合わ
せこみ，データ駆動型モデルに対しては未学習のデータ
領域の安定性を物理モデルで確保することで，それぞれ
のモデルの長所を活かす。AIに搭載するモデルにおい
て，物理モデルとデータ駆動型モデルのどちらに比重を
置くかは対象を良く知る人のノウハウの再現しやすさか
ら決定する。そうして得られたモデルと人との間に人が
解釈しやすいアウトプットを備えることで，AIの出力
を通じて人は多次元のデータを理解することができ，人
が持つノウハウや経験と照合して，AIの出力と現実に
起きていることの整合性や妥当性を評価することができ
る。
　例えば，製鋼溶鋼温度予測技術の開発においては，人
が操業の経験を上手く利用して温度を推定することに着
目し，物理モデルから得られる温度予測に対し，操業実
績データ間のデータ空間上の距離を利用して定義した操
業の類似度に従って温度のばらつき要因の影響度に重み
を付けることで，操業者の過去の知見と一致しやすくか
つ精度の高い温度予測技術を実現している12）。
　材料設計に情報科学を活用する取り組みである

Materials IntegrationあるいはMaterials Informatics（以
後MI）においても，蓄積された材料実験のデータベー
スから特性を予測する機械学習モデルを用いることによ
り，工場の操業へのデータ駆動科学の応用と同じく，物
理モデルでは難しかった特性の予測や，所望の特性を得
るためのプロセス条件を探索するAI，部品性能の予測
モデルと素材特性の予測モデルをつなげたマルチスケー
ルの予測モデルが構築されている。ただし，材料開発で
用いるデータは，開発する材料の種類によっては実験機
会が少なく，データの取得目的が実験ごとに多様化して
おり，工場の操業データと異なり少量かつ複雑なデータ
となっている。また，実験条件やデータの取得項目が多
岐にわたるため，データベースを作る際にテーブルの形
を事前に統一することが難しく，データ駆動科学の応用
が難しい分野の一つである。
　そこで，当社では研究員が多様な目的で蓄積したデー
タを紐づけて保存し，MIに活用しやすい形に成形する
データベースシステムの開発から着手し，これまで研究
員が個別に蓄積してきたデータを縦横に組み合わせて活
用する開発用プラットホームを構築し，DataLabと名前
を付けて運用している。通常のデータベースとは異な
り，厳密な事前定義を要しないことがDataLabの最大
の特長であり，実験データの枝分かれや組み換えなどの
複雑なデータの関係性に対応しながら分析用のデータを
構築することができる。溶接材料を対象とした取り組み
では，実験データから得た機械学習モデルを材料開発に
活用して，相反する性能を両立させた事例を報告してい
る13）。
　データ駆動型のモデル構築には先に述べた物理的知見
とデータの特徴を融合させてモデルを構築する工夫とし
て加法モデルやガウス過程回帰を用いたことが報告され
ているが，それに加えてデータとして取得できていない
条件や物理現象を考慮しながら，データ駆動型モデルが
提唱した材料を専門家が取捨選択することにより，効率
よく試作を進めて従来材料の性能を向上することができ
る13）。
　当社のMIの取り組みで構築した人とAIとの相補的な
関係は，少量かつ複雑なデータを用いるモデル化の難し
い研究，開発，設計といった領域においても計算科学や

図 2   人とAIの相補的な関係
Fig.2   Complementary relation between AI and human
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データ駆動科学を応用して新たな知見にたどり着くため
の一つの解であり，人とAIとが相互的に成長するため
の基本であると考えている。

4．次世代のものづくりを支える人とAIの相互
理解

　CCDカメラやCMOSカメラの発展と深層学習の登場
により，画像データの活用が飛躍的に発展し，ものづく
りの現場における官能評価の置き換えにも用いられるよ
うになった。官能評価におけるデータ駆動科学ベースの
モデル，とくに深層学習を用いた画像の判別モデルはこ
れまで述べてきた物理的背景のあるモデルとは異なり，
厳密に従うべき法則はなく，出力も単純で，ツール類が
豊富なこともあり非専門家でもモデルの評価が容易なこ
とから適用範囲が広がったと考えている。昨今では深層
学習を基礎とした生成系AIにより，人の指示に従って
AIがデジタルアートを作成するなど，データ駆動科学
と人の関係性はより協調的な方向に変わりつつある。
　しかし，官能評価値を用いて行う官能検査において
AIと人が協調的な関係性を得るには，判定結果の良否
に加えて判定結果の乖離（かいり）に対する説明性が強
く求められるため，一般的な画像AIの活用とは異なり
AIの挙動を人が理解あるいは制御する技術が必要とな
る。そこで注目したのがAIに対して理解を深める技術
として急速に発展しているXAI（eXplainable AI）に関
する技術である。
　世の中のXAIの取り組みには大きく分けて説明性の
高いモデルを高精度化する取り組みと，説明性の低いモ
デルを理解する技術を作る取り組みがあるが，当社にお
いては深層学習を利用した官能評価代替のための技術開
発を進めていたこともあり，深層学習を代表する説明性
の低いAIのモデルを理解する技術の応用に取り組んで
いる。
　当社で取り組んでいる説明性の低いAIモデルを理解
する取り組みとしては，図 3 に示すように人がAIの出
力を直接確認し，所望のふるまいをするようにAIの損
失関数やハイパーパラメータを制御するCase1に該当す
る方法と，構築したAIが出力した結果を説明するため
の説明用AIを通じ，学習データを制御して説明用AIの

出力の変化を観察して理解するCase2に該当する方法と
がある。
　説明用AIを通じて学習データを制御することでAIの
ふるまいを理解した例としては，溶接自動化のための画
像認識技術の開発での事例がある。溶接のトーチと母材
が溶け合う領域である溶融池の特徴を認識するAIを構
築したが，特定のデータで学習した場合に精度が極端に
悪くなるという課題に直面した。この課題を解決するた
め，次の手順で深層学習モデルの挙動を理解する技術を
開発した。まず，U-netのような，Encoder-Decoder構造
を持つ深層学習モデルが注目している領域を可視化する
手法（説明用のAI）を介して複数の注視領域マップ画
像を作成する。ついで作成したマップ画像の一部を順次
欠落させてAIの性能変化を算出してマップの重要度の
順位付けを行う。この順位をもって画像のどの領域が隠
されたかに応じてモデルの精度が変わる様子を追跡確認
し，対話的にモデルが重要視している個所を理解するこ
とで精度改善を行った14）。この手法の手順は人同士で検
査結果の技術伝承を行っていく際に，どこに注目する
か，どういった見方をするかについて画像を指し示しな
がら伝えることと類似している。いわば，データを介し
て人とAIとの間で「意思の伝達」を行いながら開発を
すすめていくこと，ともいえる。
　後者のAIを構築する際に用いる損失関数を直接制御
して意図どおりのAIを作る取り組みの事例としては，
見逃しを制御するAIの構築方法を検討した事例がある。
ある官能的基準により良品と不良品を判別する際，深層
学習の判別モデルでは全体的に精度が良くなるように学
習が進むというのが一般論である。しかし，当社のよう
に，見逃しが下流の工程やお客様に悪影響を及ぼすこと
が分かっている場合には，見逃しには一定の要求仕様が
定められていることが多く，例えばAIの見逃しをX％
以下に制約した状態で不良品を良品としてしまう過検出
を最小化したいという要求がある。そこで，当社では機
械学習モデルのハイパーパラメータに確信度閾値（いき
ち）そのものを含めて損失関数を最適化するという手法
を開発し，一般的な精度評価を元に調整されたモデルよ
りも制約条件下での精度が高いモデル構築が可能である
ことを確認している15）。本手法はまだ単純なモデルを対

図 3   説明性の高いAIの作り方
Fig.3   How to create well explainable AI
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象としたもので，実験的な取り組みではあるものの応用
範囲は非常に広いと考える。
　人依存のものづくりにおいてデータ駆動科学の適用を
拡大していくためには，この人とモデルの相互理解やモ
デルへの意思の埋め込みが不可欠であり，今後もXAI
は産業界を中心に発展を続けると考えられる。当社は
XAIについての知見はまだ少なく，獲得すべき技術の
方向性については明確な答えは定められていないもの
の，今後もものづくりにデータ駆動科学を応用していく
ために不可欠な技術として注目を続け，ものづくり現場
に応用する力を高めていく。

5．データ駆動科学とAI応用の今後

　このように，取得できるデータの種類が増え，データ
駆動科学そのものが発展するに従い，人の暗黙知領域や
言語化の難しい領域や物理モデルを作ることが難しい領
域でのモデル化が可能になり，当社においても様々なも
のがデータ駆動科学のモデルでつながり始めた。しか
し，大規模な生成系AIのサービスが提供され始めるな
ど，データ駆動科学とAIの技術の進化と拡大は目覚ま
しく，数年前には一部の研究者にしかできなかったこと
が，今やWeb上のアプリケーションにデータを与える
だけで非専門家にも実現できる世の中になった。今後も
AIが広く産業のすそ野に広がっていくことは間違いな
く，従来からの取り組みであるプロセスモデルやMIで
のAI応用にて技術の深化を続けながらも，人材育成や
データ活用のための基盤を整備し，コア技術としてきた
データ駆動科学とAIの応用に関する知識や経験を多く
の人材で共有することでデータ駆動科学を活用する総力
を高めていく。

むすび＝今後カーボンニュートラルに代表される新たな
価値基準が次々と生まれる中で，モノの品質はその特性
だけでなく，原料や作り方といった付加的な情報にまで
およぶ可能性があり，これまで以上にモノと情報を正確
にひもづける必要がある。加えて，人に依存し，労働人
口の減少により技術伝承が難しくなると言われる日本の
ものづくりにおいては，人とつながり始めたデータ駆動
科学の応用力がいっそう重要性を増すと考える。いっぽ
うで，広範かつ複雑な成長を見せる産業インフラでの経
験不足や活用を推進する人材不足に悩む企業も多い。当
社としては人とデータのかけ合わせで新たな価値を生む
力，産業分野における「人とAIの相互成長」を一つの
テーマとしながら，多様な産業ドメインに対する技術が
集まる当社において培った技術を社会に提供し，次の
100年も安全・安心で豊かな社会を実現するための日本
のものづくり力の下支えに貢献していきたい。
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まえがき＝「サービス化技術」の誕生経緯
　当社では，お客様の生産・製造プラントで，お客様の
ものづくりを裏方として支える，カスタムメイドな非汎
用産業機械や設備プラント（以後，「生産財」と呼ぶ）
を設計製造し販売している。これらは，お客様ごとに一
品一様な設計仕様であり，高性能・高信頼性・長寿命が
求められる製品群である。一般に25～50年の間，お客
様のものづくり現場で使い続けられる製品であるため，
販売後においても，交換部品の供給やお客様のものづく
り全般における様々な技術的相談や協力支援に，「アフ
ターサービス」という形で応え続けてきた。
　製品群が一品一様な仕様であるが故，当社のアフター
サービスは，設備点検や部品交換などのメンテナンスか
ら，プラントを一時停止しての分解検査・補修といった

「オーバーホール（overhaul）」まで幅広く対応し，お客
様の生産・製造プラントの最適経営に，産業機械メーカ
の立場から関わらせていただいてきた。
　いっぽうで，アフターサービスの業務内容はこれまで
当社内において標準化が進みにくく，一品一様で人に依
存した属人性が強い形態であった。
　モノからコトへのパラダイムシフトが進む中，メーカ
としての強みを活かしながら「従来のモノづくりを中核
とした生業」から「モノとコト（アフターサービス）を

融合した事業構造への変革」を実現し，お客様のご要望
に応え続けていくためには，「アフターサービスビジネ
スのDX推進」が急務となった。
　サービス化技術とは，当社内でのアフターサービスビ
ジネスのDX推進結果から生まれた新しい技術である。

1．「サービス化技術」の構成要素（技術の源泉と
した当社グループ内の「組織的能力と知恵」）

　サービス化技術は当社内でのアフターサービスビジネ
スのDX推進結果から生まれた技術であり，機械エンジ
ニアリング企業である当社が，非汎用産業機械／設備プ
ラント群をグローバルにビジネス展開する中で蓄積して
きた以下の三つの「組織的能力や知恵」（ケイパビリティ）
を，ICTを活用しビジネスシステム化したものである。
　一つ目は，当社製品群のお客様への技術サポートのた
めの，「全世界規模でのサービス工場／サービスエンジ
ニアの育成管理手法」，二つ目は100年強のモノづくり
の中で代々現場の中で人を介して受け継がれてきた「サ
ービス業務遂行ノウハウや品質管理手法」，三つ目はア
フターサービスを通じたお客様との価値共創により開発
してきた，お客様設備機械を，できるだけ永く安定的に
お使いいただくための「設備機械メンテナンス手法」で
ある。これらを，ICTを活用してビジネスシステム化／

ビジネスモデル変革実現に貢献するサービス化技術
宗　陽一郎＊1

Servicing Technology Contributing to the Realization of Business 
Model Transformation
Youichirou	SOU

要旨
当社では，カスタムメイドな非汎用産業機械や設備プラントを設計製造し販売している。一般に25～50年の間，
お客様のものづくり現場で使い続けられる製品であり，販売後も設備点検や部品交換などのメンテナンスからオー
バーホールまで，幅広くお客様のものづくり全般における様々な技術的相談や協力支援に，アフターサービスと
いう形で応え続けてきた。サービス化技術とは，当社内アフターサービスビジネスDX推進結果から生まれた技術
であり，お客様を含めた関係ステークホルダ間のコミュニケーションやコラボレーションを，ICTで円滑かつ効率
的に行えるようにプラットフォーム化し，新しいビジネスモデルとしてのエコシステム構築をめざす技術である。

Abstract
Kobe Steel designs, manufactures, and sells custom-made, non-general-purpose industrial machinery and 
plant equipment. These products are typically used in our customers' manufacturing sites for 25 to 50 years. 
Even after the sale, Kobe Steel has continued to provide support through various technology consultations 
and cooperative assistance in all aspects of its customers' manufacturing endeavors, ranging from equipment 
inspection and parts-replacement to overhauling, under the framework of after-sales services. The servicing 
technology results from advancing After-Sales Service Business DX within the company. It aims to create a 
platform that facilitates smooth and efficient communication and collaboration among stakeholders, including 
customers, using ICT to establish an ecosystem as a new business model.

検索用キーワード
産業機械，設備プラント，メンテナンス，オーバーホール，DX，ICT，プラットフォーム，ビジネスモデル，エコシステム

■特集：KOBELCOのマテリアリティと価値創造を支える21のコア技術	 FEATURE	:	21	Core	Technologies	Supporting	KOBELCO’s	Materiality	and	Value	Creation

（解説）

＊1 技術開発本部　デジタルイノベーション技術センター

サービス化技術
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プラットフォーム群化したものがサービス化技術であ
る。
　以下，各構成要素について概説する。

2．サービス化技術①：「サービス工場／サービス
エンジニアの育成管理手法」 プラットフォーム

　当社建設機械事業では，ショベルやクレーンといった
建設機械を，全世界の様々な建設工事現場，土木工事現
場，鉱山・採石場に送り出している。とくに，建設機械
は経済成長途上にある新興国での社会インフラ建設で重
要な役割を果たしている。そこでは，日本とは異なる使
われ方や想定以上の稼働時間にて使われることが多く，
新興国の経済発展のスピードに対応するため，機械トラ
ブル発生時には迅速かつ適切な技術サポートが求められ
る。そのため，当社建設機械をメンテナンスできるサー
ビス工場やサービスエンジニアを早期に育成組織化し，
技術サポート網を構築することが重要となる。
　建設機械業界は，技術サポート網のグローバルな構築
展開ノウハウを有する業界の一つとも言え，各社IoT化
した建設機械からのデータも活用しながら，これまでノ
ウハウ的に蓄積してきた全世界規模でのサービス工場と
サービスエンジニアの育成管理手法のICTプラットフ
ォーム化を推進してきた。
　当社建設機械事業においても，オンライン（eラーニ
ング形式）と各エリア拠点トレーニングセンタでの対面
形式実習トレーニングを融合した育成システムの開発を
2016年より着手した。サービスエンジニア候補の業務
従事経験や保有スキルにより，パーソナルトレーニング
メニューとして自動生成し段階的に育成していくICT
手法を確立した。各市場参入エリアの限られたトレーナ
人材でも効率的かつ効果的にサービス工場／サービスエ
ンジニアの育成管理を推進可能な仕組み（図 1）として，
2018年より全世界規模で運用を開始している。　
　また当社は，建設機械業界競合他社と異なりコングロ
マリット（複合経営）企業としての特徴を活かし，建設
機械事業で実用化したICTプラットフォームを，当社
内非汎用産業機械やプラント建設事業のアフターサービ
スビジネスにも展開可能な形に標準ツール化し横展開を
進めている。

3．サービス化技術②：「サービス業務遂行ノウハ
ウや品質管理手法」 プラットフォーム

　「生産財」と呼ばれる産業機械や設備プラントは一般
に高額設備であり，それ故に永く安定的に使い続けられ
る必要がある。そのため当社では，お客様設備の状態を
定期的に分解検査し必要に応じて適切な処置を行うメン
テナンスサービスを提供してきた。また当社が製品供給
した産業機械やプラントは，お客様の工場プラントにお
ける生産製造活動の中核的設備として使用されることが
多く，メンテナンスによる設備停止は生産製造活動の機
会損失を意味する。それ故に，限られた工期の中で，メ
ンテナンスサービスをミスなく確実に遂行し，もしイレ
ギュラー事象が発見された時には，早期に原因を特定し
問題解決や応急処置を図ることが求められる。
　お客様の設備状態を問診し，必要に応じて適切な一次
処置ができる人材を育成し組織化することはメーカとし
ての責務であり，長年日本のメーカでは「現場力」とし
て蓄積し伝承されてきた。当社においても，工場内での
製造組立業務に一定期間従事させた後，先輩らにより蓄
積／代々受け継がれてきた経験知を情報として持たせ，
お客様の設備メンテナンス現場に派遣しOJT形式で伝
承してきた。しかし，これまでは伝承方法の標準化／形
式知化が進まなかった。
　当社機械事業では，2017年より，これまで現場内で蓄
積伝承されてきたメンテナンスサービス業務遂行ノウハ
ウのICTを活用した見える化を推進するとともに，お
客様を含めたメンテナンス業務に関わる全てのステーク
ホルダをICT仮想空間でつなぐことでの「メンテナン
スサービス品質向上」の取り組みを開始した。
　本取り組みでは，メーカが保有する設計および製造ノ
ウハウを源泉とした「設備点検メンテナンス作業の品質
指標化」を推進し，これら指標を基に，メンテナンスサ
ービス業務プロセスと業務内容を構成しなおした。サー
ビス提供内容と結果をお客様と相互確認しながら（提供
プロセスの可視化），最適設備保全計画を議論し遂行す
る「共創型メンテナンスサービス」を実現するための
ICTプラットフォームとして実現した（図 2）。

図 1  「サービス工場／サービスエンジニアの育成管理手法」プラ
ットフォーム

Fig.1   Service engineer training system

図 2  「サービス業務遂行ノウハウや品質管理手法」プラットフォ
ーム

Fig.2   Service operation system
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　現在当社複数産業機械およびプラント建設事業のサー
ビスオペレーションシステムとして運用を開始し，本プ
ラットフォームを媒体にして，お客様およびビジネスパ
ートナー（グローバルなKOBELCOアフターサービス
網を構築するためのサービス工場やサービスエンジニ
ア）とつながり，全世界でお使いいただいている当社産
業機械やプラントの連続安定操業に取り組んでいる。

4．サービス化技術③：「設備機械メンテナンス手
法」 プラットフォーム

　サービスは，モノとは異なり，人を媒体に行われる行
為（プロセス）であり，それ故にサービスという価値を
提供するためには，「サービス提供を行う組織や人材の
育成管理」と「サービスが行われる場面の見える化と品
質管理」が重要となる。前述の「全世界規模でのサービ
ス工場／サービスエンジニアの育成管理手法」プラット
フォーム化と，「サービス業務遂行ノウハウや品質管理
手法」プラットフォーム化は，これらを実現するための
ICT応用技術である。
　また，サービスはモノのように計画的に生産し市場に

供給する体制を取りにくいビジネスであり，「ビジネス
規模の拡大」が難しいと言われる。我々メーカは，販売
後においても，設備点検や部品交換などのメンテナンス
からオーバーホールまで，幅広くお客様のものづくり全
般における様々な技術的相談や協力支援に，「アフター
サービス」という形で応え続けてきた。その過程で，お
客様機械設備をできるだけ永く安定的にお使いいただく
ためのメンテナンス・メニュー群（図 3）を，お客様と
の共創を通じて開発し，価値提供してきた。これらのメ
ンテナンス・メニュー群およびこれらを開発・提供する
ための仕組みが「設備機械メンテナンス手法」プラット
フォームである。
　前記の当社内サービス業務DXでは，複数の産業機械
メニュー群を有する当社の特徴／強みを活かし，最新の
システム構築手法であるアジャイル方式を取り入れ，産
業機械アフターサービスビジネスごとに組織知として蓄
積されてきた設備機械メンテナンス手法のあぶり出しを
推進した。具体的には，まず一つの産業機械製品メニュ
ーのアフターサービス提供内容とその提供プロセスでプ
ラットフォーム化を図り，そのプラットフォームを業務
分析ヒアリングシートにして他製品メニュー群のアフタ
ーサービス業務内容や提供プロセスの分析／あぶり出し
を進めた。そして，ICTによるプラットフォーム化によ
り，あぶり出したサービスメニュー群の集積と統合，サ
ービスエコシステム化（図 4）を進めている。
　サービスエコシステムとは，当社内で蓄積されてきた
お客様設備のメンテナンス手法やそのメニュー内容（業
務プロセスや手順）を，ICTプラットフォームを媒体に
してサービス工場やサービスエンジニアなどのビジネス
パートナーに公開（オープン標準化）し，全世界のビジ
ネスパートナーとともに，当社お客様生産製造プラント
の連続安定操業実現のためのアフターサービスを協働で
推進していくための仕組みである。お客様も含めたビジ
ネスパートナー群とつながり，またビジネスパートナー
が保有する技術を提供いただき取り入れながら連携し新

図 3   メンテナンス・メニュー群
Fig.3   After-sales service menu

図 4   KOBELCO サービスエコシステム
Fig.4   KOBELCO service ecosystem
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しい共創協働の形態を探ることにより，お客様とともに
新たな社会価値を創造していく「価値共創ビジネスエコ
システム構築」をめざすための仕掛けである。

5．当社機械事業でのアフターサービス・ビジ
ネスモデル強化の取り組み事例

　 最 後 に， 当 社 機 械 事 業 で の，「 選 ば れ 続 け る
KOBELCO」実現をめざしたアフターサービス・ビジネ
スモデル強化に関する取り組み，「サービス業務DX推
進」について紹介する。
　当社内では従来，アフターサービスは製品（モノ）拡
販のための「手段」や「付帯的業務」といった位置づけ
で関係者の中で捉えられ，それ故に「製品（モノ）に替
わるコト的価値を提供する」といった意識が根付きにく
く薄かった。そのため提供価値内容の定義も曖昧とな
り，提供形態やプロセスも標準化が進まず属人的な形で
価値提供が行われてきた。本経緯を踏まえ，サービス業
務DX推進では，最初に提供価値そのものの再定義（主
要な提供価値内容の明確化）を行い，その上でICTを
活用しての価値提供プロセスの見える化（プラットフォ
ーム化）を推進し，プラットフォームをヒアリングシー
ト的に活用しながらアフターサービス・ビジネスモデル
分析を進めた。
　DX推進の結果，前記図 3 のA/B/C/Dのサービス内
容は，非汎用カスタムメイド産業機械の共通コア提供価
値ではあるが，産業機械製品ごとにサービス業務遂行内
容／やり方に違いがあることが確認された。また当社産
業機械製品群は，①市場に製品供給している設備機械
数，②設備機械ごとのサービス売上単価，および③サー
ビス提供体制，などの観点により幾つかのグループに大
別され，グループごとにアフターサービスビジネスの収
益最大化のために拡販強化すべきサービス内容は異な
り，取るべきマーケティング手法（顧客囲い込みアプロ
ーチ）も異なることが確認された。
　「サービス業務遂行内容／やり方」や「収益最大化の
ためのサービス内容／マーケティング手法」の産業機械
製品間での差異は，各産業機械のお客様プラント内での
使われ方／設備重要性や産業機械製品の構造的特性に起
因するものではあるが，「選ばれ続けるKOBELCO」の
実現のため，組織知として相互共有しあうことで，アフ
ターサービス業務内容やそのプロセスの品質向上につな
がった。また，担当者が，これまで属人的に行ってきた
サービスという行為（プロセス）そのものを，コトとい
う新たな価値を生み出すためのお客様との共創活動とし
て捉え直すマインドセット醸成にもつながった。
　一般に組織はその形成発展過程で，「業務内容の標準
化や整流化を繰り返しながら，業務ルーティン化」を推
進し，その結果としての「プロセスやルーティンの集合
体」が「組織的能力や知恵」（ケイパビリティ）として
蓄積される。
　今回のサービス業務DX推進では，ICTを媒体にして，
長年「現場力」として蓄積し伝承されてきた組織知やノ
ウハウを効果的かつ高速にあぶり出し，集積化と共通プ

ラットフォーム化を進め，当社機械事業でのアフターサ
ービス・ビジネスモデル強化手法として展開しながら，
サービス業務従事者の働き方やマインドセット，および
ビジネスモデルの変革を推進した点が特徴である。

むすび＝未来に向けて
　「サービス化技術」を媒体にお客様の「ものづくり／
コトづくり」につながり，その中でお客様にとって「よ
り良き」パートナーとして行動し信頼を得ていくととも
に，ビジネスパートナーとの関係性も深めていくことに
より，KOBELCOのマテリアリティ（安全・安心なまち
づくりものづくり／未来へのソリューション提案／グリ
ーン社会への貢献）は実現され得ると考える。
　当社はメーカ故に，当社が生み出した非汎用産業機械
やプラントを，最適かつ効率的に操業しメンテナンスす
る上での技術的ポイント（要所）を熟知している。これ
らの知識や経験ノウハウを，Team神戸，Team兵庫，
Team関西，Team日本，Team〇〇として相互共有する
仕組み（ビジネスエコシステム）の構築を推進すること
で，当社のお客様のためのサービスから，当社パートナ
ーのお客様のためのサービス，そして社会のためのサー
ビスへと拡げ，「安全・安心なまちづくり・ものづくり」
にも貢献できるのではないかと考える。
　加えて，当社が製造建設した産業機械やプラントは，
世界の様々な国や地域の中で，お客様の社員，お客様の
ビジネスパートナー，地場企業の方々により操業＆メン
テナンスされながら，お客様生産製造プラントの中核設
備として使用いただいているが，お客様を含めた様々な
ビジネスパートナーと共創協働しながら「安全・安心な
まちづくりものづくり」の推進に取り組む中で，新たな
価値／イノベーションを生み出すビジネスエコシステム
として進化させ，「未来へのソリューション提供」とし
ての新ビジネスモデルを実現していきたい。
　
参　考　文　献
1） 立本博文（2017）.『プラットフォーム企業のグローバル戦略』有

斐閣
2） 宗陽一郎（2018）.「建設機械アフターサービス事業拡大のための

グローバルなサービス提供力の品質維持・強化に関する取組み」
『国際ビジネス研究学会 第25回全国大会 自由論題報告 C会場
（No.7）』

3） 宗陽一郎（2018）.「アフターサービスビジネス強化手法に関する
1考察」『日本マーケティング学会 カンファレンス･プロシーデ
ィングス』Vol.7, 346-352.

4） 宗陽一郎（2021）.「サービスデザイン分野学術的知見/示唆を参
考にしたアフターサービス業務DX」『日本マーケティング学会 
カンファレンス･プロシーディングス』Vol.10, 190-196.

5） 松崎和久（2022）.『デジタル時代のエコシステム経営』同文館出
版

6） 宗陽一郎（2022）.「ケイパビリティ（組織的能力/知恵）起点のビ
ジネスモデル・イノベーション創発に関する1考察」『日本マー
ケティング学会 カンファレンス･プロシーディングス』Vol.11，
209-215.

7） 宗陽一郎（2022）.「非汎用産業機械アフターサービス事業のグロ
ーバル展開強化を見据えた，ICTビジネスプラットフォーム化」

『国際ビジネス研究学会 第29回全国大会 自由論題報告 A会場
（No.2）



98 KOBE STEEL ENGINEERING REPORTS/Vol. 72 No. 2（Jan. 2024）

まえがき＝当社の溶接事業部門では，単に溶接材料と溶
接ロボットシステムの提供のみならず，多関節ロボッ
ト・小型可搬型ロボット・専用機・電源・プロセス・材
料（棒，ワイヤ，フラックス，裏当）・消耗品など，ア
ーク溶接に関わる幅広い技術を保有する溶接総合メーカ
として，カーボンニュートラルや安全・安心なものづく
りに関するお客様の課題を解決する溶接ソリューション
を提供している。溶接ソリューションを具現化し社会実
装するために，ベースとなる溶接のコア技術は，以下の
三つに大別される。
　非常に高速に大電流を制御する溶接電源の「プロセス
制御技術」，アーク熱を精度よくワークに位置決めする
ための溶接ロボットの「手先位置制御技術」，溶接機に
よるプロセス制御と溶接ロボットによる上記熱源移動に
ベストマッチする特性を材料に与える「溶接材料の最適
化技術」である。
　本報では，アーク溶接の一つである MAG（Metal 
Active Gas）溶接を例として，これら三つの技術の概要，
社会実装した事例とともに，将来に向けた新たな開発と
その方向性についても紹介する。

1．MAG溶接とCO2シールド

　アーク溶接の中で市場規模が大きく，自動溶接に好適
で，欧米中韓日で幅広く使用 1）されているのはMAG溶
接である。図1にMAG溶接の構成を示す2）。GMAW（Gas 
Metal Arc Welding）の一つであり，シールドガスに
Arなどの不活性ガスを用いるMIG（Metal Inert Gas）
溶 接 に 対 し，MAG 溶 接 で は 100%CO2 も し く は Ar-
20%CO2 混合ガスのような活性ガスを用いる。連続的に
送給されるワイヤ（陽極）は，①給電電極から受電して
ジュール発熱，②アーク放電によって溶融，③溶滴とな

溶接コア技術の開発と社会実装
清水弘之＊1（博士（工学））

Development and Practical Applications of Welding Core 
Technologies
Dr.	Hiroyuki	SHIMIZU

要旨
鋼構造物を製造する中で，溶接に対する課題は多い。お客様は良好な品質の溶接継手を安定して高能率に得るこ
とを求めている。溶接のプロセス，ロボット，材料が個々に優れていても，お客様の課題解決にならないことが
多い。当社の溶接事業部門は，アーク溶接に関わるプロセス，ロボット，材料などの全ての技術を有し，お客様
に溶接ソリューションを提供している。溶接ソリューションを構成しているこれらの三つの要素技術を例として，
それぞれの領域におけるコア技術を紹介する。溶接事業のマテリアリティとして溶接ソリューションの社会実装
事例も紹介する。

Abstract
In the process of manufacturing steel structures, there are numerous challenges related to welding. Customers 
expect to obtain welded joints with excellent quality in a reliable and highly efficient manner. Even if the 
welding processes, robots, and materials individually excel, they often do not fully address the challenges faced 
by customers. Kobe Steel’s Welding Business possesses all the essential technologies related to arc welding, 
including processes, robots, and materials, providing welding solutions to customers. This article introduces, 
as examples, the core technologies in each of these areas that constitute welding solutions. It also presents the 
practical applications of welding solutions as an essential aspect of the materiality of the Welding Business.

検索用キーワード
アーク溶接，溶接プロセス，溶接電源，溶接機，溶接ロボット，溶接材料
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（解説）

＊1 溶接事業部門　技術センター（現 コベルコ溶接テクノ㈱）

図 1   MAG溶接の構成
Fig.1   Configuration of MAG welding

溶接メカニズム
モデリング技術
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って落下，④溶融池，溶接金属を形成，⑤母材（陰極）
=ワークを強固に溶接する。直径1.2 mm程度の細径ワ
イヤを使用すればジュール発熱を有効に利用することが
でき，アーク放電前にジュール発熱のみで鉄の融点近く
まで予熱されるため溶融効率は高い。
　1990年代にインバータ制御方式の溶接電源が普及し，
ミリ秒の時間単位で溶接電流の出力制御が可能 3）とな
った。溶接電流をパルス状に出力することで，ソリッド
ワイヤを用いた 1 パルスで 1 溶滴を移行させるパルス
MAG溶接法が開発され，ロボットに搭載されて自動溶
接法として実用化 4）された。Ar-20%CO2 やAr-数%O2

などの混合ガスを用いて，今でも自動車の足回り部品や
建設機械 5）など，スパッタの発生を嫌う業界で多用さ
れている。深冷空気分離で大気から生産されるArガス6）

のコストは高い。加えてArリッチな混合ガスを用いた
MAG溶接の最大の欠点は，図 2（a）に示すように，高
電流でも溶込み幅が狭く，多層溶接において溶接欠陥が
発生しやすいことである。いっぽう，各種プラントから
大気中に放出される排ガスから回収し精製されるCO2ガ
ス7）は安価である。排ガス中のCO2ガスがCCUS（Carbon 
dioxide Capture, Utilization and Storage）されるよう
になれば，CO2シールドは，Arシールドに比較してLCA

（Life Cycle Assessment）指数は高くなるが，もともと
大気中に放出されるCO2の一部を溶接用のシールドガス
としてう回利用しているので該指数は問題とはならな
い。100%CO2 をシールドガスとするMAG溶接は建築鉄
骨 8）などの溶込みを重視する業界で広く使用されてい
る。シールドガスを100%CO2 とすると，溶滴の下先端

（陽極）にアーク放電が集中するために，溶滴は大きく
成長する。高温の大きな溶滴が溶融池（陰極）に落下す
ると溶融池は撹拌（かくはん）され，図 2（b）に示す
ように，溶込み幅は広くなる。その深く広い溶込みは，
多層溶接をする場合に溶接欠陥を防止する最も有効な手
段である。半面，大きく成長した溶滴が，過剰に揺動す
ると大粒のスパッタとなり溶融池周辺に飛散，付着す
る9）ため，美観，塗装性，機械的な締結性や摺動（しゅ
うどう）性を劣化させて問題となる。ジュール発熱を有
効に利用する細径ワイヤを用いたMAG溶接の能率，溶
滴移行の安定性，100%CO2シールドガスの大粒な溶滴に
よる溶融池の撹拌と深溶込みなど，スパッタ，ヒューム，
入熱，溶込み深さ，ワイヤ溶融速度などを制御し，高能
率で高品質なアーク熱源，溶滴移行を実現するプロセス
は常に求められている10）。

2．溶滴の形成と移行の制御技術

　溶接ソリューションを実現するために重要なコア技術
の一つ目は，100%CO2 ガスを用いたMAG溶接の溶滴形
成とその移行を制御する「プロセス制御技術」である。
溶滴の形成と移行を制御することができれば，スパッタ
とヒュームを極限まで低減することができて，溶接環境
が改善される。また溶融池を撹拌することで溶接欠陥を
減らすこともできる。以下に溶滴の形成と移行の制御技
術への取組みを紹介する。
2. 1　2 パルス 1 溶滴移行制御
　2000年代に入ると，デジタル計測技術は急速に進歩
し，溶接電流波形と溶滴移行動画を完全に同期して計測
し，解析することができるようになった。当時，任意波
形を自由に設定できるデジタル制御式の溶接電源は存在
せず，トランジスタ式直流溶接電源（㈱ダイヘン製TR-
8003））を用いて，溶滴の形成と移行を異なる二つのパ
ルスで個別に制御することでスパッタの大幅低減と深溶
込みの両立を実現することに成功した11）。電流波形と溶
滴の形成・移行を関連付ける制御波形 12）の一例を図 3
に示す。大粒の溶滴を形成し，移行を安定化させ，スパ
ッタ発生を低減し，安定して深い溶込みを得ることがで
きている11）。この溶接方法は，デジタル制御式溶接機
SENSARCTM AB500にREGARCTM プロセスとして溶接
ロボットと組み合わせて実用化され社会実装されてい
る。建築鉄骨市場を中心に評価されて，非常に高いシェ
アを得ている。
2. 2　1 パルス 1 溶滴移行制御
　2005年にオーストリアのフロニウス社が，溶接電流
のパルス制御とワイヤの送給制御を組み合わせること
で，短絡により溶滴を安定して移行させるCMT （Cold 
Metal Transfer）プロセス13）を発表した。溶滴は自由
落下ではなく，短絡を伴った表面張力により溶融池に移
行し，低電流，低入熱，低熱ひずみで溶接できるために，
鉄鋼，アルミニウムの薄板，希釈を嫌う肉盛，熱ひずみ
を嫌う積層造形などの溶接分野において高く評価されて
世界で広く使用されている。
　当社はデジタルで電流波形を自在に調整できる「溶接
電源プラットフォーム」をまず開発した。デジタル制御
であるために，外部の装置，例えばサーボモータを容易
に同期させることができる。この溶接電源プラットフォ
ームを用い，図 4 に示すようにワイヤ送給を正弦波状

図 2   シールドガスによる溶け込み形状の違い（300 A）
Fig.2   Difference in penetration shape due to shielding gas (300 A)

図 3   100%CO2シールド 2 パルス 1 溶滴移行
Fig.3   100% CO2 shielding 2  pulses 1  droplet transfer
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に前進・後退させ，電流波形をワイヤ送給波形の位相に
同期したパルス電流波形とした。図 4 a）～ b）に示す
ように，ワイヤ先端に溶滴を形成しながらワイヤを前進
させることにより，溶滴は溶融池方向へ加速される。そ
の結果，図 4 c）でワイヤ送給方向を反転後退させた後
も，ワイヤ先端の溶滴は慣性によって溶融池方向へ動こ
うとする。このため，図 4 d）において溶滴上部にくび
れが形成され，図 4 e）において短絡を伴わない溶滴離
脱，すなわち 1 パルス 1 溶滴の規則的な自由落下に成功
した。100%CO2シールドガスで形成される大きな溶滴を
溶融池に慣性力で自由落下させるために，スパッタとヒ
ュームの発生量は極小化し，溶融池は効率的に撹拌され
る。薄板の単層溶接から厚板の多層溶接まで，溶融池撹
拌により溶込みの安定化，溶接欠陥の防止と消し込み，
溶接ビード形状の安定化などが期待される。このプロセ
スをAXELARCTM として商標登録，特許出願し，対外
的に発表 14），15） した。今後，デジタル制御式溶接機
SENSARCTM RA500 に 実 装 し 上 市 を 計 画 し て い る。
MAG溶接の従来概念を覆す社会実装技術として期待し
ている。

3．溶接ロボット制御技術

　溶接ソリューションを実現するために重要なコア技術
の二つ目は，溶接ロボットがワーク形状とその溶接線を
認識して，手先位置を高精度に自在に制御する「手先位
置制御技術」である。
　ここでは，溶接ロボットの手先位置制御に用いられて
いるコア技術として，1）高精度ウィービング制御技術，
2）自動プログラミング技術，3）システム稼働モニタ
リング技術，4）裏波溶接自動制御技術を紹介する。
3. 1　高精度ウィービング制御技術
　自動車などの薄板溶接に使用する溶接ロボットは，始
点から終点まで，所定の三次元軌道を一筆書きで一回ト
レースする。いっぽう，中厚板に使用する溶接ロボット
は，溶融金属を幅広く溶着させ，ギャップや目違いを補
って，溶接品質を確保するために，ロボット手先を教示
点間の移動中に周期的に揺動させるウィービングという
動作を行う。
　溶接ロボットには，溶接を行いながらその溶接線を追

従するアークセンシングという機能があり，ウィービン
グ動作時の手先位置精度は，そのアークセンシングを実
現する上で非常に重要な要素となる。図 5 は，アーク
センシングの原理を示す。溶接電源は定電圧特性を有し
ているために，手先位置とワーク間の距離の変化は電流
の変化として計測される。（a）はウィービング中心と開
先中央が一致しており，（b）はウィービング中心が開
先中央の右に移動している。溶接電流を検出することで
開先中央を検知・追従することができる。いっぽう（c）
のように外乱により手先が上下にずれるとアークセンシ
ングの性能を低下させる。このように中厚板の開先溶接
に使用するアーク溶接ロボットは，手先位置精度 16）を
高める必要があり，オブザーバなど多くの制御理論がロ
ボットコントローラに実装されている。
3. 2　溶接対象物の認識と自動プログラミング技術
　熟練溶接士の減少や溶接士の新規採用が難しいことも
一因として，溶接ロボットの導入が加速している。一般
的に，溶接ロボットシステムでは，システム据付後に，
すぐさま稼働できるわけではなく，ロボットオペレータ
がロボットに動作を教える「教示作業」が必要である。
いっぽう，お客様は据え付けた設備をすぐさま投資回収
したいため，システムが設置されたその日から自動溶接
を始めたいニーズがある。溶接個所を人が教示すること
なく溶接プログラムを自動生成する「教示レス」17）はロ
ボット溶接のコア技術であるが，業種によって教示レス
の内容は異なっている。
　まず，建築鉄骨分野は，溶接対象物が類似形状である
ために，中厚板の溶接用ロボットメーカとして長年の経
験から蓄積されたロボット溶接施工技術と溶接対象物に
応じたデータ生成アルゴリズムによりモニターの表中に
詳細な寸法と板厚を入力することで教示レスは完成して
いる。次に，橋梁・造船分野は，3D-CADと連携して教
示レスを達成している。このシステムは，設計部門の
3D-CADデータを用いて，溶接やロボット操作に関す
る専門知識を必要とせずに溶接個所と溶接条件を自動的
に設定する。溶接位置データが溶接ロボットシステムに

図 4   100%CO2シールド 1 パルス 1 溶滴移行
Fig.4   100% CO2 shielding 1  pulse 1  droplet transfer

図 5   アークセンサの構成と動作原理
Fig.5   Arc sensor configuration and operating principle
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転送され，鋼材部品に適切な溶接ラインが自動的に割り
当てられて溶接が始まる。
　中厚板溶接で教示レスに残された分野は，建機・一般
機械（鉄道車両，農機など）である。ワーク形状と溶接
ラインは 3D-CADデータに基づいて認識しているが，
大型で複雑なワーク形状に対応した溶接プログラムを自
動生成するためには，まず溶接ロボットの位置と姿勢，
ポジショナの角度からプログラムの候補を生成し，候補
からその溶接に適したプログラムを選定する必要があ
る。また溶接用ワイヤと電力を供給するケーブルが，大
型で複雑なワークと干渉し，溶接姿勢によっては，ケー
ブルがロボット手先を邪魔して溶接できないこともあ
る。建機・一般機械の教示レスを達成するためには，ケ
ーブルの挙動も瞬時にシミュレーションし，確認する必
要がある。これらの課題を解決すべく図 6 に示すよう
に，熟練操作者の施工方法をルール化し，最適な溶接プ
ログラムを独自指標で生成し，ポジショナ連動溶接や円
周溶接などの高難度溶接にも対応可能な建機・一般機械
向け教示レスシステムを社会実装している。
3. 3　溶接ロボットシステム稼働状況の記録と監視
　当社の溶接ロボットシステムでは，稼働監視ソフトウ
ェアであるARCMANTM PRODUCTION SUPPORTを
用いることで，システムの稼働状態や溶接データを自動
的に記録することができる。さらに2022年には，稼働
データとネットワークカメラの動画情報を関連付けるこ
とができるARCMANTM View18）遠隔モニタリングシス
テムを上市した（図 7）。 

　ARCMANTM Viewでは，ネットワークカメラを用い
て，稼働中の溶接ロボットシステムをリアルタイムで録
画し，突発的停止や溶接不良時の稼働データと動画を関
連付け再生することができる。これらソフトウェアを用
いることで，エラー発生時の溶接状態を動画で確認する
ことができ，突発的停止や溶接不良の詳細な原因を分析
できる。また，ARCMANTM Viewでは，カメラ画像を
見ながらリアルタイムにロボットをリモート動作するこ
とも可能となる。生産中にロボットが停止した際に，ワ
ークが高所にある場合などにはカメラにてロボット先端
を見ながら復旧することができる。この機能を活用する
ことで，安全柵外からのロボット操作が可能となり，高
所などの危険な場所での作業も削減できている。
3. 4　裏波溶接の自動化
　溶接ワークの加工や組立のばらつきは，薄板の溶接よ
りも中厚板の溶接の方が一般的に大きい。溶接ワークが
大きく複雑になればなるほど，具体的には自動車足回り
部品よりも，建設機械の部材の溶接の方が，建設機械の
部材よりも造船ブロックの溶接の方が，開先とルートギ
ャップの精度を保つことは難しくなる。他熱源，例えば
高エネルギー密度熱源であるレーザと比較して，アーク
はエネルギー密度が低く，ウィービングすることによっ
てギャップのバラツキに柔軟に対応し，高い技量が必要
な溶接として知られる裏波溶接をも実現することができ
る。熟練の溶接士は溶融池と併せて開先形状とルートギ
ャップを目視確認しながら臨機応変にウィービングし，
さらに必要であれば溶接電流，電圧も調整する。溶接ロ
ボットを用いて熟練の溶接士と同等以上の溶接をするた
めには，溶融池の状態を何らかの手段でセンシングし，
ロボット手先位置をリアルタイムに制御する必要があ
る。これまで，溶融池をカメラにて撮像し二値化し，エ
ッジフィルタ，ラベリングして，制御に必要な特徴量を
抽出する手法が提案 19）されているが，外乱が多く実用
化できていない。そこで当社では，ディープラーニング
技術，AI画像認識技術に着目して，図 8 に示す溶融池
とその周囲の特徴量（ワイヤ先端，アーク中心，溶融池
幅，溶融池先端幅）を抽出し，ルートギャップが変化し
た場合も追従制御することで，安定した裏波溶接に成功
している20）。造船ブロックの外板溶接を想定すると，裏
当材を用いれば片面多層溶接が可能であるが，溶接長は

図 6   大型で複雑なワーク形状に対応する溶接プログラムの自動生成
Fig.6  Automatic generation of welding programs for large and 

complex workpiece shapes

図 7   ARCMANTM View のシステム構成
Fig.7   System configuration of ARCMANTM View

図 8   溶融池と周辺の特徴量抽出
Fig.8   Feature value extraction of molten pool and surrounding
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10 mを越えて，ギャップは変動し，板厚方向の目違い
は最大 3 mmにもなり，加えて開先切断した時の汚れ
や付着物がある。これに対して，最新のディープラーニ
ング技術を適用することにより認識精度やロバスト性を
向上させ，ギャップ変動，目違い，付着物などの異常検
知精度を高めている。計画では数年内に溶接ロボットへ
搭載し，熟練溶接士と同等以上の高い品質で，造船ブロ
ックの裏波溶接は自動化したい。

4．溶接材料の制御技術

　1907年にスウェーデンのESABが被覆アーク溶接棒
を発明した 7 年後，日本は長崎の造船所において鋼構造
船を効率的に建造するために，被覆アーク溶接の研究が
始まった。さらに，溶接材料を国産化するために，1930
年に当社は被覆アーク溶接棒の生産を始めている。溶接
材料の開発は，フラックスとその化学組成の探索から始
まっている。1953年に米国でMAG溶接法が発明される
と，ソリッドワイヤの鋼材化学組成の探索も始まった。
100年以上にわたって，フラックスも含めた溶接材料の
化学組成，溶接金属の化学組成と組織の最適化が続けら
れており21），軟鋼はもとより，高強度鋼，耐熱鋼，高合
金鋼の組成と組織の制御技術は成熟の域に達している。
　現在においても，溶接材料と溶接金属の化学組成の調
整ノウハウは溶接のコア技術である。マクロ的な化学組
成 調 整 に 加 え て， 溶 接 用 ワ イ ヤ の 表 面 制 御，MI 

（Materials Informatics）の活用，極微細組織制御が新
たな「溶接材料の最適化技術」となってきている。以下
に事例を紹介する。
4. 1　溶接用ワイヤの表面制御
　従来から行われている溶接金属の機械的特性（強度，
じん性など），形状，外観，スラグ剥離を満足する化学
成分の調整に加えて，溶接機の制御と溶接ロボットによ
る熱源移動に対して，従順に応答し，長時間の連続的か
つ断続的な溶接を可能とするワイヤの表面制御技術は，
その重要度を増している。
　MAG溶接において，溶接ワイヤは給電電極から摺動

（しゅうどう）接点を介して溶接電流を得る。摺動接点
を仮に直径100μmの円とし，300 Aの直流電流が給電電
極から供給されると，接点における電流密度は 4×104 

A/mm2 にも達する。パルス制御すると溶接電流は変動
し，送給制御すると摺動速度も変化する過酷な接点であ
る。摺動接点が安定しないと，溶接電流や送給速度を変
化させても，ワイヤ先端でのエネルギーがバランスせ
ず，目的とする溶滴移行は実現できない。これに対して

ワイヤ表面の幾何学的形状と化学的状態を適正に制御す
ることで，パルス波形制御に適した優れた通電性，耐チ
ップ融着性，およびワイヤ送給性を付与することができ
る。この技術を活用して長時間の連続的，断続的溶接に
対して安定した特性を有するREGARCTM 専用ワイヤ

（図 9）が製品化されている。
4. 2　MIを用いた溶接材料組成の設計
　計算機の高性能化やビッグデータの拡充，深層学習な
どの技術的ブレイクスルーを背景として，AI技術の産
業応用事例が急速に増加している。AIは学習データか
ら作成されたモデルで，人間の思考を再現する。この
AI技術を材料開発に取り入れる考えがMI技術である。
溶接材料開発において，①金属材料組成の成熟，②溶接
材料のコモディティ化，③材料開発者の不足，技術伝承
の不安が問題となっている。この問題に対し開発の効率
化と設計力の強化手段としてMI技術に注力している。
過去からの実験データと暗黙知を含む独自の溶接知見を
最大限に活用する基盤を構築している。
　溶接材料開発では材料の設計から溶接金属の機械特性
まで順方向（→）に問題を計算する予測技術と，溶接金
属の機械特性から材料の設計を逆方向（←）に問題を解
く探索技術がある。また溶接材料開発は①設計すべき原
材料配合，②複数原材料から構成される溶接材料の化学
成分（溶材成分），③溶接後の溶接金属の化学成分（溶
金成分），④溶接金属の機械特性（溶金特性）の各関係
性を考慮しながら行っている。この溶接材料の特徴を考
慮したMI技術として①～④の各関係を繋ぐ予測（→）・
探索（←）技術（図10）を開発 22）した。まず原材料か
ら溶材成分の予測（→）は線形式で表せる特徴を活かし
て，いっぽう，溶材成分から原材料の探索（←）は凸最
適化問題と捉えて手法開発した。
　溶材成分から溶金成分，溶金成分から溶金特性の各予
測（→）は複雑な溶接現象や材料組織形成が関わり明確

図10  MIを用いた溶接材料組成の設計
Fig.10  Welding material composition design using MI

図 9   REGARCTM専用ワイヤ
Fig.9   Dedicated wire of REGARCTM
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な関係式を物理理論に従い構築することが難しいため，
豊富な実験データから機械学習手法により予測（→）モ
デルを構築した。また，溶金特性から溶金成分，溶金成
分から溶材成分の各探索（←）は学習モデルをベースに
最適化することで実現した。
4. 3　微細組織の制御
　日本のエネルギー基本計画 23）は，石炭炊き火力発電
を縮小し，火力発電を供給不安定な再生可能エネルギー
の調整役として運用することを決めた。火力発電所の稼
働と停止が頻繁となり，ボイラの熱疲労が問題となって
いる。
　鋼材を高強度化，すなわちクリープ特性を向上させ
て，配管を薄肉化することで，熱疲労を改善することが
できる。ASME Gr.93鋼（9Cr-3W-3Co-Nd-B鋼）は従来
の 9Cr系耐熱鋼のクリープ強度やクリープ破断延性を
改善した鋼種 24）であり，固溶強化と析出強化の目的で
タングステン（Ｗ）を添加しているが，溶接金属中のＷ
は，その量に依存して析出形態が変化する。同鋼の溶接
後熱処理，短時間稼働を想定したクリープ試験，長時間
稼働を想定したクリープ試験後に詳細に組織を観察し，
Laves相（Fe2W）が析出する場所と密度，成長，消失
をＷ濃度で比較して図式化したものを図11に示す。Ｗ
を適正に調整することで，超々臨界温度650℃でも良好
なクリープ特性を示す金属組織的な裏付けを溶接金属で
得ることに成功している。

5．溶接事業のマテリアリティ 社会実装例（図12）

　（a）は，6 軸多関節アーク溶接ロボットARCMANTM 
A60，デジタル溶接機SENSARCTM RA500，炭素鋼ソリ

ッドワイヤFAMILIARCTM MG-56R（A），炭酸ガスシ
ールドMAG溶接プロセスREGARCTM を組み合わせた
新鉄骨溶接ロボットシステム（NEW REGARCTM）で，
首都圏の高層建築，大型の倉庫や工場などの柱，梁など，
ファブリケータの工場内溶接において好評を得ている。
当社は，約30年前より建築鉄骨分野の自動化に取り組
んでおり，高能率・高品質な鉄骨ロボットシステムを継
続して提供することで，国内シェアは 9 割に達する。
　（b）は，小型可搬型アーク溶接用ロボットKI-700，
デジタル溶接機SENSARCTM AB500，Ni基複合ワイヤ
PREMIARCTM DW-N609SVを組み合わせたLNGタンク
立向溶接システムである。LNGは化石燃料の中でも炭
酸ガス排出量を削減できることから伸長が期待されてい
る。陸上・船上のLNGタンクを高能率に溶接する自動
化技術を提供している。
　（c）は，小型 6 軸多関節アーク溶接ロボットARCMANTM 
A30，デジタル溶接機SENSARCTM AB500，複合ワイヤ
FAMILIARCTM DW-100Rを組み合わせた造船向け大組
立溶接ロボットシステムである。人手不足が顕在化する
造船ヤードの自動化ニーズに応えるため，様々なロボッ
トシステムを商品化し，貢献している。

むすび＝アーク溶接は安価，高能率で，薄～厚板まで全
ての鋼材に対して優れた特性を有している。全世界で
19億トン近く生産されている鋼材から構造物とするた
めに，アーク溶接は必要不可欠であり将来も変わりがな
い。溶接士の労働力不足を補うために，ヒトに代わって，
ヒトを越えた溶接をするロボット，溶接の自動化ニーズ
はますます高くなると予測している。世界で唯一，アー

図11  耐熱鋼溶接金属の微細組織制御
Fig.11  Microstructure control of heat-resistant steel weld metal

図12  溶接のマテリアリティ，社会実装例
Fig.12  Welding materiality, examples of practical application
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ク溶接に関する全ての技術を有する事業部門として，今
後も溶接のプロセス制御，ロボット制御，さらに材料最
適化に取り組み，溶接ソリューションとして社会実装し
てお客様の課題を解決したい。
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まえがき＝世界の温室効果ガス（以下，GHGという）削
減の取り組みが加速する中，日本でも2050年度のカー
ボンニュートラル（以下，CNという）が宣言された。
産業の中でもGHG排出量の多い鉄鋼業を営む当社は，
重要課題の一つとして「グリーン社会への貢献」を設定
し，2050年の製鉄プロセスのCN化達成を目標に取組み
を進めている。
　鉄づくりは，石や砂の形状をした「鉄鉱石」に含まれ
る酸化鉄から酸素を取り除く（還元反応）ことから始ま
り，このための装置として，一般的には高炉が用いられ
る（当社加古川製鉄所においても稼働中）。高炉は，低
コストかつ大規模生産が可能な装置であり，製鉄所の心
臓とも呼ばれるが，現在はコークス・石炭を主な熱源・
還元剤とするため，原理的にGHGの一つである二酸化
炭素（以下，CO2という）が発生する。これにより，鉄
鋼業は最大のGHG排出産業の一つとなっており，排出
量全体のおよそ 7～11%を占める 1）ため，脱炭素化が強
く望まれている。CN製鉄の実現には，高炉の還元剤比
を下げつつCO2 回収技術を用いるか，別のCNなプロセ
スに置き換える必要がある。いっぽうで，鉄鉱石の品位
低下など，従来からの課題もあるなど，鉄づくりにおい

ては様々な挑戦的な課題を解決する必要がある。
　当社は，製鉄事業のみならず，還元鉄プラントや鉄鉱
石ペレットプラントのプラントエンジニアリング事業も
展開しており，お客様のニーズに合わせ，MIDREX® 注 1）, 
FASTMET® 注 2）, ITmk3® 注 3）, KOBELCOペレタイジン
グシステムなど，様々な還元鉄プロセスやペレタイジン
グプロセスを商品化している。鉱石の性状や炉内温度，
ガス組成が異なる還元鉄プロセスの炉内反応を評価し改
善につなげるため，様々な技術を当社は培ってきた。こ
こでは，還元鉄を含む当社製鉄プロセスに関する取り組
みを支える技術について概説するとともに，これらの技
術を用いた当社ならではのCN製鉄の実現に向けた取り
組みについて紹介する。

1．当社製鉄プロセスの特徴と技術課題

　当社は，鉄鉱石から銑鉄，鋼塊を経て鋼材から最終製
品まで製造する一貫製鉄所を運営しており，CO2削減努

還元鉄製造技術を活用したグリーン社会への貢献
王　昌麟＊1

Utilizing Reduced-Iron Manufacturing Technology to Contribute 
to Green Society
Shourin	OH

要旨
世界で温室効果ガスの削減取り組みが加速している。鉄鋼業は，温室効果ガスの一種である二酸化炭素を産業界
で最も排出する業界の一つであり，脱炭素化が強く望まれている。今の鉄鋼生産の中心は高炉であるが，コーク
スや石炭を主な熱源や還元剤とすることが二酸化炭素排出量の多くなる原因である。当社では，脱炭素化に向け，
還元鉄の高炉への多配合などにより高炉の還元剤比率を下げるといった二酸化炭素削減に向けた取り組みを着実
に進めている。さらに，還元鉄製造技術や原料ペレットプラント操業，エンジニアリング事業で培ったノウハウ
や基盤技術を組み合わせて，鉄鋼業のカーボンニュートラル化に貢献していく。

Abstract
Efforts to reduce greenhouse gases are accelerating worldwide. The steel industry is one of the sectors that 
emit the greatest amount of carbon dioxide, a type of greenhouse gas, making its decarbonization highly 
desirable. Currently, the primary method of steel production is through blast furnaces, which rely on coke 
and coal as the main heat source and reducing agent, resulting in significant carbon dioxide emissions. Kobe 
Steel, in pursuit of decarbonization, is steadily implementing initiatives to reduce carbon dioxide emissions by 
lowering the ratio of reductant and incorporating more direct-reduced iron in the blast furnaces. Furthermore, 
by combining the company’s expertise and fundamental technologies developed through reduced-iron 
manufacturing, raw material pellet plant operation, and engineering projects, Kobe Steel aims at contributing to 
the carbon neutrality of the steel industry.
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（解説）

＊1 技術開発本部　材料研究所

脚注 1） MIDREX®は当社の商標である。
脚注 2） FASTMET®は当社の商標である。
脚注 3） ITmk3®は当社の商標である。

還元鉄製造技術
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力を続けている。具体的には，高炉操業で培った炉内通
気制御技術を活用した高炉への還元鉄投入（本号

「KOBELCOグループのグリーン社会への貢献を支える
コア技術」p.4 参照）や，自社ペレットプラントなどに
おける原料の被還元性の向上によるCO2削減に取り組ん
でいる。
　またいっぽうで，高炉と比較してCO2排出量が少ない
MIDREXプロセスのエンジニアリング事業も展開して
おり，製鉄のCO2削減に寄与している。
　MIDREXプロセスは，これまで電炉用鉄源向けの還
元鉄プラントとして生産量を伸ばしている。還元鉄生産
の中で60%のシェアを誇る安定したプロセスで，さら
なるCO2削減に向け，天然ガスと水素を任意の割合で混
合して運転できるMIDREX FlexTM 注 4）と，水素100%
で操業するMIDREX H2

TM 注 5）も展開している。
　高炉やMIDREXプロセスは，鉄鉱石から酸素を取り
除く還元反応を起こすプロセスである。ここで， 化学反
応を取り扱う場合，化合物や圧力，温度が決まれば，反
応の最終状態（平衡状態）は一意に決まるため，平衡状
態に到達するプロセスでは，反応経路や速度を考慮する
必要はない。しかし製鉄プロセスでは，平衡状態に到達
する前に製品を回収する場合が多いため，品質は，反応
経路や速度の影響を受ける。
　高炉プロセスやMIDREXなどの還元鉄プロセス， ペ
レットプラントを有する当社では，様々な成分や性状を
持つ原料を， 還元溶融条件に合わせて設計することも含
めたプロセス最適化を行ってきた。このために，上述の
反応経路や速度の解析技術，また反応経路や速度に影響
する原料性状を評価し解析する技術を開発してきた。以
下 2 章では，ミクロ－マクロ的な原料や還元鉄性状の分
析解析技術を，3 章ではプロセス解析制御技術に関して
述べる。

2．ミクロ－マクロ的な原料－製品性状の分析
解析技術

2. 1　原料－製品の鉱物相や性状の評価技術
　原料の鉄鉱石形状は塊状，粉状など様々あり，塊状の
鉱石はそのまま炉に投入される場合もあるが，粉状鉱石
の直接炉内投入は，ガス通気性を悪化させ操業が不安定
になる。このため，副原料も含めた焼成などの工程を経
て，塊状にする前処理（塊成化）が行われている。この
焼成時に，副原料と鉄鉱石の一部が反応し，複合的な酸
化物（複合酸化物）が生成する。これらの生成量や組成
などは，強度や還元溶融工程に影響を与えるため，量や
組成のコントロールが大きな課題であり，これを評価す
るための技術を開発してきた。
　特徴的な技術として，試料全体の複合酸化物を自動で
同定する装置（鉱物粒子解析装置：MLA）を導入した。
この装置は，画面全体の微小要素ごとにEDXスペクト
ルを取得しデータベースとの照合を経て鉱物相を特定す

るもので，画像中の鉱物を種類ごとに図示することが可
能である（図 1）。この解析と実験とを組み合わせるこ
とで，最適な原料配合レシピを迅速調査することが可能
となった。例えば，この装置によるデータ収集解析の結
果として，高炉装入原料である焼結鉱の原料配合レシピ
設計最適化による大幅なコストダウンなどの成果を得て
いる。
　また，還元溶融時には，原鉱石粒の大きさや，微量成
分の種類・量の影響を受けることが分かっているため，
反応途中の成分や性状の分析も行っている。図 2 は
MIDREXプロセスの製品である還元鉄（以下，DRIとい
う）を対象に，鉄鉱石ペレット銘柄を変え，条件を揃え
て還元させた場合の未反応部の性状やその成分をミクロ
－マクロ的に調査したものであり，原料によって還元後
の酸化鉄の存在の仕方が違うことを示している。反応途
中のDRIにも同様の解析を行うことで，銘柄ごとの反
応経路を明らかにしている。この情報は，MIDREXプ
ロセスの還元シャフト炉内の反応評価や，後述する反応
解析時のモデルやパラメータ設定の際に役立てている。
2. 2　非破壊構造評価技術（X線CT）
　焼結鉱・ペレットの物理的な性状（粒子の大きさ，空
隙の繋がりなど）も反応に大きく影響を与える。この内
部構造を調査する方法として断面観察が一般的である
が，断面観察では二次元的な情報しか得られず，粒子や

図 2   MLAによるDRIの解析例
Fig.2   Examples of DRI analysis by MLA

図 1   MLA解析例
Fig.1   Example of MLA analysis

脚注 4） MIDREX FlexTMは当社の商標である。
脚注 5） MIDREX H2

TMは当社の商標である。
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空隙の三次元的な構造はわからない。そのため，非破壊
で三次元的に塊の構造を評価できる，X線CTによる解
析を行っている。その一例として，焼結鉱やコークスな
どを，亀裂を境界とした領域に分割する処理を行ったも
のを図 3 に示す。このように，三次元的な画像を得た
後に，後述の画像解析技術を用いて，粒子径や気孔径の
分布など，物理的な性状を定量的に把握し，各種操業の
ボトルネック改善に役立てている。
2. 3　画像解析技術
　ここでは，前述の評価で得た画像や，それを重ね合わ
せて得た三次元的な情報を定量評価する画像解析技術の
一例を紹介する。画像解析技術は，画像中の色調差や形
状差などを用いて特徴的な粒子群に分類し，それらの位
置関係や構造を数値的に解析するもので，例えば，ペレ
ット中の酸化鉄，不純物，空隙などの粒の大きさやその
分布を評価できる。この技術をペレットの解析に用いた
事例を図 4 に示す。図 4 左上はSEMで取得した画像で，
この画像中の白い部分が酸化鉄であり，この部分だけを
黒く塗りつぶし抜き出すことで図 4 右上の画像になる。
ここで，酸化鉄粒子は焼結し，繋がっているものの，局
所的には粒の大きい（太い）部分と小さい（細い）部分
が存在する。例えば，還元速度には粒の大きい部分が含
まれる割合が影響する。これを評価する場合，一般的な
画像解析では，ある一つの繋がった画素群は一つの粒子
とみなされるため，画像を単純に解析するだけでは，粒
子の大小に関する情報は得られない。そこで，粒子のく
びれ部分を境界の始点として，解析上別々の粒子に分離
するような手法（詳細は割愛）で画像を処理することに
より，図 4 下の画像を生成し，この画像に対して画像解

析を行うことで，粒の大小を評価している。このような
方法を用いて，酸化鉄や空隙などを同時に解析し，銘柄
ごとに原料の物理的な特徴を定量評価しており，これと
豊富な実機データとを照らし合わせることで，原料性状
と製品品質を結び付けている。このデータを基に，原料
の物理性状から実プラントでの製品品質を予想すること
が可能となっている。

3．プロセス解析制御技術

3. 1　原料の塊成化工程における性状制御技術
　塊成化工程の一つであるペレット製造では，粉状の鉱
石を必要に応じ副原料と混合し，転動することなどによ
り団子状にしたのち，焼成する。この工程では，鉱石の
もつ水分量の影響で，焼成時に急激に蒸発し破裂するな
どの課題が発生する。これらの課題に対応するため，原
料性状に応じた技術開発 2）を行っている。また，焼成
後ペレットの高炉での被還元性などを改善するための副
原料（ドロマイト）添加や粒径制御 3）にも取り組んで
いる。ほかにも高硫黄含有鉱石の使用に向けた排ガス中
SOxの低減など様々な技術を開発してきた4）。今後も，
ペレット性状制御技術や，2 章で述べた原料評価技術と
併せて，低品位化が予想される鉄鉱石を使いこなすため
の技術を継続して開発していく。
　また，当社はペレット製造ノウハウを持つのみなら
ず，ペレット製造設備（ペレットプラント）のエンジニ
アリング事業も行っている。当社ペレットプラントは転
動しながら加熱するグレートキルン方式であり，すべて
のペレットがほぼ均一に加熱され温度などの調整も容易
である。このため，均一で高品質な製品ペレットを得ら
れることが特徴である3）。さらに，お客様のニーズや鉱
石性状に合わせた最適な提案ができるような体制も構築
している。種々装置によるサンプルテストにより，指標
となるペレット品質を確保しているか確認しながら，プ
ロセス設計を行っている5）。
3. 2　反応評価解析技術
　MIDREXプロセスは，固体のペレットをシャフト炉
に投入し，天然ガス由来の一酸化炭素と水素によりガス
還元する。ここでの生産量は，シャフト炉の容積とペレ
ットの炉内滞留時間により決まるため，滞留時間を短く
すること，すなわち還元反応を速めることが生産性の向
上に繋がる。原料ペレット性状により還元反応挙動は異
なるため，これを把握し，それに応じて操業の改善につ
なげる目的で，図 5 のような試験装置により反応率の
経時変化を評価している。この試験装置では，MIDREX
炉内ガスや温度の経時変化をほぼ再現しながら，オンラ
インで重量測定することにより，反応の経時変化を測定
できる。このような装置を用い，例えば100% H2条件下
で起こる反応率データも収集して，適正な実機操業条件
の設定に活用している。
　さらに，原料銘柄によって反応率が変化するメカニズ
ムを理解するため，また後述する実炉内反応の総合的な
数値計算を行うために，反応速度解析も行っている。一
例として，MIDREX還元反応について，ガス温度や組

図 4   酸化鉄ペレットの画像解析例
Fig.4   Examples of image analysis of iron oxide pellets

図 3   X線CT解析事例
Fig.3   Example of X-ray CT analysis
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成による実験の還元曲線変化と反応速度解析による計算
との比較を図 6 に示す。解析モデルや反応式などの詳
細は省くが，2 章 1 節で述べた原料評価技術も活用し，
反応途中で起こる現象を確認しながら，現象に応じて適
切な反応モデルやパラメータを設定している。温度やガ
ス組成の広い範囲で，実炉のようなガス組成や温度が
徐々に変化する複雑な条件においても，実験結果の再現
に成功している。
3. 3　実炉内反応の総合的な解析技術
　実炉における品質と生産性の両立や改善のためには，
炉内反応状況の理解が必須であり，その一つのツールと
して，炉内の総合的な数値計算技術も開発している。実
炉では，ある瞬間の反応により起こるガスや温度変化
は，拡散や対流，伝熱などにより，次の瞬間のガス組成
や温度などを変化させ，反応に影響する。この対流や伝
熱などの影響を評価し，実炉全体の炉内反応を解析する
ために，前節で述べた反応解析技術と熱・流体解析技術
との組み合わせが必要となる。詳細な解析方法の説明は
省くが，例えばMIDREXプロセスのシャフト炉内状況
の再現のために，CFD（Computational Fluid Dynamics）
計算による炉内の熱や流体流れと化学反応解析を連成し
た解析を行っている。この解析結果と実炉データの比
較，前節で述べた反応解析技術を用いた検証を繰り返し

て各種パラメータを適正化しており，実炉の還元や浸炭
等の反応率と，温度等の実測値を高い精度で再現できる
ようになった（本号「グリーン社会実現に向けた生産プ
ロセスと製品を支える熱・流体制御技術」p.65参照）。
この炉内総合解析シミュレーション技術は，各種プラン
トでの反応に関する課題の抽出や，反応を適正化するた
めの操業条件の提示に活用している。

4．製鉄プロセスのCN化に向けた当社の取り組み

　現在の製鉄法の主流は高炉法であり，これは低コスト
かつ高いエネルギー効率で大規模に製鉄が可能な，高度
に洗練されたプロセスである。しかしながら，すでに述
べたとおり，現行では還元剤として石炭などの炭素源が
用いられるため，GHGの一つであるCO2が原理的に発生
する。鉄鋼業で発生するCO2の大部分は還元工程に由来
するため，当社は高炉還元剤比低減のための還元鉄投入
や原料被還元性向上の取り組みを行っている。そのうえ
で，将来のCN達成のためにはCO2 回収技術（二酸化炭
素回収・有効利用・貯留：CCUS）を導入するなど，い
くつかの方法が考えられる。ここでは，MIDREXプロ
セスを用いたKOBELCOグループのCO2 低減ソリュー
ションについて述べる。
　MIDREXプロセスは，3 章 2 節で述べた通り，天然ガ
スを改質した一酸化炭素と水素を還元剤としているが，
還元ガスの全量を水素ガスに置き換え（MIDREX H2プ
ロセス），再エネ電力やグリーン水素を活用することで，
ほぼCO2排出量ゼロでの稼働が可能である。
　技術的には，MIDREXプロセスのガスを水素100%に
置換することで，炉内の吸熱反応の割合が従来よりも増
え，温度バランスが変化するなど，いくつかの課題があ
る。しかしこの課題は，これまでのMIDREXプラント
操業データやノウハウと，上述した様々な基盤技術を用
いた将来の実機の炉内状況の予想とを組み合わせること
で，解決できている。具体的には，ラボ試験と，炉内総
合解析シミュレーション計算により，シャフト炉のデザ
インについて大幅な変更をしなくても，100%水素を適
用して DRI を生産することが可能なことを検証し
た6），7）。
　また，MIDREX H2プロセスと電気炉とを組み合わせ
ることで，使用電力のCO2負荷によって削減量は異なる
が，現状の高炉－転炉プロセスで粗鋼を製造する場合と
比べ，CO2 排出量を80%以上削減することが可能であ
る 6）。
　水素社会への転換は，地域の事情に応じて進行すると
思われ，その多様なニーズに対応できるプロセスとし
て，天然ガスと水素操業の切り替えが可能なMIDREX 
Flexプロセスも保有している。現時点で当社グループ
は， ス ウ ェ ー デ ン の H2 グ リ ー ン ス チ ー ル 社 か ら
MIDREX H2 プロセスを，ドイツThyssenkrupp社から
MIDREX Flexプロセスを受注しており，今後これらプ
ラント操業データからフィードバックを受け，基盤技術
並びに操業ノウハウをさらに更新し，CNな鉄源やそれ
を製造可能なプラントを市場に提供していく。

図 5   MIDREX基礎試験装置
Fig.5   MIDREX basic test furnace

図 6   反応速度解析例
Fig.6   Example of reaction rate analysis
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むすび＝当社は，国内の一貫製鉄所で唯一，自社ペレッ
トプラントを持つのみならず，実績のあるMIDREXプ
ロセスなどの還元鉄製造プラントを市場に供給してい
る。このような背景から，原料のミクロ的な解析技術，
原料一粒に着目した実験技術や化学反応の速度解析技
術，さらに，それらミクロ的な反応とマクロ的な反応を
統合した，実炉内の総合解析シミュレーション技術とい
う，原料から還元鉄までを一貫して評価・最適化できる
技術を培ってきた。この技術群を背景に，水素社会への
転換や変化する原料品位など地域の事情に応じて柔軟に
対応できることが当社ならではの強みである。この強み
を活かし，現在の高炉法に比べCO2を大幅に削減する方
法の一つとして，MIDREX H2 やMIDREX Flexプロセ

スの普及，並びにそこで製造される低炭素鉄源の市場へ
の提供により，当社は製鉄プロセスのCN化に挑戦する
とともに，鉄鋼業全体のCN化に寄与していく。
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まえがき＝各種の工業プロセスや環境浄化プロセスにお
いて，多くの成分からなる気体や液体から目的物質を分
離し，除去，精製，濃縮，回収などを行うことは必須の
操作であり，この操作には吸着剤を利用した吸着分離法
が幅広く用いられている。また，化合物の合成（ないし
分解）では，効率的に物質変換を行うため，ほとんどの
場合で化学反応の活性化エネルギーを低下させ反応速度
を速める触媒が用いられる。すなわち，吸着分離，触媒
反応とも，各種プロセスの根幹を成す汎用的な技術とし
て幅広く産業や社会で利用されている。
　当社グループは，エンジニアリング事業において古く
からガス分離装置・プラント事業を手掛ける中で，吸着
分離方式のガス精製プロセスの開発・実用化に取り組み，
精製ガスの純度や回収率に優れるプロセスとして各種工
業用途に採用いただいている。また，化学プラントの設
計・建設事業を通じて触媒反応技術に関する知見も豊富
に蓄積し，エンジニアリング分野のみならず，高度な環
境保全やプロセス機器開発など他領域への応用を進めて
いる。これらの取り組みにおいて，吸着剤や触媒の基礎
評価はもとより，ラボ試験やシミュレーションによるプ
ロセス最適化，プラントシステムの設計・制御など，多

岐にわたる技術・ノウハウを要素基盤として構築し，当
社ならではの新たな製品・プロセスの開発に活用してい
る。
　現行の製品・プロセスに加え，将来のカーボンニュー
トラル達成に向けた温暖化ガスの発生・拡散抑制やエネ
ルギー転換，環境保全などの領域においても吸着分離技
術および触媒反応技術がますます重要となることは論を
またない。当社グループにおいても両技術をいっそう競
争力あるコア技術として高度化し，社会に役立つ製品・
プロセスを提供し続けることが，マテリアリティとして
標ぼうする「グリーン社会への貢献」および「安全・安
心なまちづくり・ものづくりへの貢献」において不可欠
である。本稿では，当社グループにおける両技術への取
り組みの変遷をその応用製品・プロセスとともに紹介し，
将来に向けた展望を述べる。

1．ガス分離・精製プロセス

　当社が吸着分離技術に注力し始めたのは1980年代に
さかのぼる。当時，加古川製鉄所では，転炉底吹きガス
としてアルゴン（Ar）ガスを用いていたが，Arガス価
格が高く，コスト低減が課題となっていた。そこで，転
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technology and has continued to contribute to a “Green society” and “the creation of safe and secure 
communities and manufacturing” through the practical application of distinctive gas separation processes in the 
steel and chemical industries, as well as environmental conservation in thermal power plants. In recent years, 
as movements towards carbon neutrality and a circular economy have accelerated, it is believed that these 
technologies, which involve highly separating substances” and “transforming substances into valuable entities, 
will become even more important in realizing a sustainable society with a reduced environmental burden while 
effectively utilizing previously discarded resources. This article introduces the evolution of both technologies 
and provides examples of their applications while discussing prospects for the future.

検索用キーワード
ガス分離，圧力スイング吸着，PSA，CO吸着剤，脱硝触媒，寿命予測，火力発電，CCU，水電解，水素製造
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＊1 技術開発本部　機械研究所

吸着・分離技術
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炉副生ガス（LDG）中に多量に存在する安価な一酸化
炭素（以下，CO）を高純度化して使用すべく，湿式法（気
－液吸収）によりCOを分離回収する「COSORBプロセ
ス」を技術導入し，1985年にプラント運転を開始した1）。
その後，同プロセスの薬液成分を応用してCOを選択吸
着する独自組成の吸着剤（以下，CO吸着剤）を関西熱
化学（株）と共同で開発した。そして同吸着剤を用いた
乾式法（気-固吸着）によりCOを高度分離・精製する

「CO-PSAプロセス」を1989年に完成させ，加古川製鉄
所にプラントを建設したのが，吸着分離をコアとしたプ
ロセスプラント事業の始まりである2）。
　1990年代以降は，CO-PSAプラント事業を継続しつつ，
吸着分離に関する試験評価インフラや解析技術の拡充を
図り，環境浄化用途や産業分野向けの新たなプロセスの
開発に取り組んだ。とくに，2000年代後半からは，将来
の水素社会の到来を見据えた水素精製プロセスや，石油
化学工業においてエチレンなどの化合物を有効利用する
ためのオレフィンPSAなど，環境負荷低減や持続可能
社会の実現に貢献する吸着分離プロセスの開発・実用化
を進めている。
1. 1　CO-PSAプロセス
　上述の通り，本法は独自組成のCO吸着剤を用いて
COを高度に分離精製するプロセスである。本プロセス
の基本フローシートを図 1 に示す3）。吸脱着の方式は圧
力スイング法（Pressure Swing Adsorption ；PSA）で
あり，CO吸着剤が充填された四つの吸着塔で昇圧→吸
着→減圧→洗浄→脱着の操作を切り替えながら運転する
ことで，純度 99%以上のCOを80%以上という高い回収

率で連続的に得ることができる4）。CO回収・精製の多
くは深冷分離法や湿式吸収法で行われているのに対し，
本法は業界唯一の乾式によるCO精製プロセスであり，
乾式であるが故，比較的設備が簡単で操業・管理が容易
であることも大きな特長である。図 2 に，1989年に転炉
副生ガスからのCO精製用として加古川製鉄所に建設し
た商用 1 号機のプラント外観を示す。1990年代以降，加
古川製鉄所での増設や，化成品製造プロセス中のCOガ
ス分離精製用など，累計で 8 件のプラントを納入し，各
設備とも順調に運転を継続している。現在は（株）コベ
ルコE&Mが事業所管して設計・製作・建設を行い，
2019年，2023年にもプラントを建設している。
1. 2　プロセスを支える要素・基盤技術
　吸着分離技術を利用したガス精製プロセスの開発・設
計では，吸着剤の基本性能を正確に評価する技術はもと
より，その性能を引き出す吸脱着操作を適正化するプロ
セス評価技術，さらに想定要件（原ガス組成・ガス量，
製品ガスに求められる純度，スループットなど）に適う
プラントとして実機化するプロセス設計技術が不可欠で
ある。
　当社では，吸着剤性能評価や小スケールのプロセス評
価を行う要素技術および試験評価インフラを備え，プロ
セス開発に役立てている。以下，上述したCO吸着剤お
よびCO-PSAを例に，性能評価および基本プロセス設計
の実際を述べる。
　CO吸着剤の外観を図 3 に示す。同剤は，CO吸着に適
した細孔構造を有する多孔質アルミナ担体の表面に銅化
合物（CuCl）を担持した組成であり，Cu+とCOが錯体
を形成することでCOを選択的に捕捉する化学吸着剤の
一種である。図 4 には，ゼオライトなどの物理吸着剤
と比較した吸着機構の模式図を，図 5 には吸着物性測
定装置にて実測評価したCO吸着剤の特性を示す5）。CO
吸着剤は，PSAの実用操作圧の範囲において，ゼオライ
トなどの物理吸着剤に比較し 3 倍以上のCO吸着容量を
有する。また，一般に物理吸着剤は選択吸着性に乏しく
CO以外の物質も共吸着するのに対し，CO吸着剤はN2

やCO2の共存下でもCOに対して高い選択吸着性を示す。
　吸着剤の性能を把握した上で，プラントの設計諸元を
決定するためのプロセス設計を行う。当社では，汎用的
な単塔式の吸着装置のみならず，図 6 に示す 4 塔式のラ
ボスケールPSA試験装置を活用し，シミュレーション

図 2   加古川製鉄所に建設された当社商用第一号のCO-PSAプラント
Fig.2  Commercial CO-PSA plant installed in KOBE STEEL 

Kakogawa works

図 1   PSAプロセスの基本フローシート
Fig.1   Process flow sheet of pressure swing adsorption

図 3   独自開発のCO吸着剤
Fig.3   Original CO adsorbent
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も併用してPSAプロセス特有の設計技術・運転ノウハ
ウを蓄積している。すなわち，実機に即した昇圧→吸着
→減圧→洗浄→脱着のサイクル試験を通じて吸着塔のサ
イジングや運転条件を最適化し，吸着後の系内に滞留す
るCO以外の微量成分を効率的に排除するなど，当装置
による試験・実証が全体プロセスの構築に大きな役割を
果たし，元来トレードオフの関係にある製品ガスの高純
度化と高回収率の両立を実現している。また，連続運転
評価から吸着剤容量の経時変化を把握し設計に織り込む
など，当装置から得られるデータやノウハウがプロセス
の長期信頼性担保にもつながっている。

1. 3　新たな用途展開
1. 3. 1　水素精製PSAシステム
　2000年代には，将来の水素社会の到来を見据え，CO
吸着剤を応用した燃料電池用水素向けの水素精製PSA
システム（H2-PSA）の開発に取り組んだ 5）～7）。石油由
来の改質反応ガスから燃料電池用水素を精製する場合，
電池の被毒成分である不純物COを高度に分離除去する
必要がある。CO吸着剤はH2 雰囲気下でもCOに対する
高い吸着選択性があり，いったん捕捉したCOの拡散も
極めて低い。このため，水素供給設備のDSS（Daily 
Start & Stop；日間起動停止） 運転において，起動後の
ガス組成安定化のためのアイドリングが不要であり，運
転開始直後からISO規格（CO濃度≦0.2 ppm）を満た
す水素の供給が可能である。また，汎用的な吸着剤を用
いるPSAと比べ吸着剤量を減らせることで吸着塔をコ
ンパクト化でき，高い水素回収率が得られることも特長
である。当PSAシステムは，今後本格普及が想定され
る燃料電池向けや，CCU（Carbon Capture and Utilization）
プロセスにおけるCO2の水素還元など，水素が必要とな
る機器・プロセスへの用途展開を見込んでいる。
1. 3. 2　オレフィンPSAプロセス
　CO吸着剤は，プラスチックや樹脂の原料となる低級
オレフィン類（二重結合を有するエチレン，プロピレン
など）も選択的に吸着できる8）, 9）。当社と（株）コベル
コE&Mは，CO-PSAプロセスの技術知見・ノウハウを
基に，石油化学プラントの各種反応オフガス中の残留オ
レフィンを高純度・高効率（純度 99%以上，回収率 

図 4   COに対する吸着機構の模式図
Fig.4   Illustrative scheme of adsorption mechanism for CO

図 5   CO吸着剤の代表特性
Fig.5   Adsorption characteristics of original CO adsorbent

図 6   4 塔式PSA試験評価装置
Fig.6   4 -column PSA test apparatus
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80%以上）で回収可能なオレフィンPSAプロセスを開
発した。従来燃焼処理されていた混合ガスから付加価値
の高い高純度オレフィンを回収でき，環境負荷の低減に
も大きく貢献できる。また，FT反応によるオレフィン
合成など，将来のCCU関連プロセスでの活用も期待で
きる。

2．触媒寿命予測技術

　触媒反応技術に関しては，1970年代以降の化学プラン
トEPC事業にて触媒反応プロセスが含まれる案件を多
数手掛け，一部はお客様と共同での工業化も行う中で多
くの知見を蓄積してきた。その後プラントエンジニアリ
ング事業は縮小したものの，触媒反応に関する要素・基
盤技術を主に技術開発本部で担保しつつ，火力発電所に
おける環境保全技術や，新たな水電解プロセス機器の開
発など，エンジニアリング事業以外の領域に応用の幅を
広げている。
2. 1　神戸発電所における高度脱硝・触媒寿命予測
　当社の神戸発電所では，大気汚染防止の取り組みとし
て世界最高レベルの排ガス処理システムを稼働させてい
る10），11）。石炭燃焼ガスに含まれる窒素酸化物（NOx）は，
脱硝触媒を充填した排煙脱硝装置において，外部から供
給するアンモニア（NH3）と触媒上で高温反応させ，無
害 な N2 と H2O に 変 換 す る（ 選 択 的 接 触 還 元 法；
Selective Catalytic Reduction）。図 7 に脱硝工程を含む
火力発電所の排ガス処理フローを示す。脱硝性能や触媒
の劣化進行度は，発電に使用する原料石炭の性状変動を
はじめ当発電所固有の操業諸条件に左右される。そこ
で，当社では脱硝触媒の性能や劣化特性を評価する独自

技術を開発して高精度の触媒寿命予測を可能とし，安定
した高度脱硝運転を継続している。
2. 2　プロセスを支える要素・基盤技術
　触媒反応の評価やプロセス設計は，吸着分離の場合と
同様，触媒の基本性能・特性を評価した上で，ラボスケ
ールでの反応プロセス評価，さらにスケールアップでの
性能検証を経て実機設計というステップが必須となる。
表 1 に，当社が保有する触媒反応関連の評価技術およ
び試験インフラを示す。上述した脱硝触媒の性能評価用
試験装置に加え，ペンシルスケール（数グラムの触媒使
用量）にて高温高圧下における各種反応を評価する試験
装置や，触媒を用いた電解プロセスの効率を評価する試
験装置などを揃え，触媒性能把握やプロセスの基本設計
に活用している。
　図 8 に，脱硝触媒評価装置の外観を示す。当装置は，

図 8   脱硝触媒反応評価装置
Fig.8   Test apparatus for DeNOx catalyst reaction

図 7   神戸発電所の排ガス処理フロー
Fig.7   Process flow of exhaust gas treatment in Kobe Power Plant

表 1   当社が保有する触媒反応関連の評価技術および試験インフラ
Table 1  Evaluation technologies and testing apparatus on catalyst reaction owned by Kobe Steel
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ハニカム型触媒の評価に特化した当社オリジナルの試験
装置であり，実際の脱硝触媒と同じ全長の試料を装填し
た評価が可能である。また，高精度のガス分析装置を設
けることで当社特有の極低NOx濃度域における触媒性
能を評価でき，実機操業条件の適正化に役立てている。
　触媒反応プロセスの多くは高温条件であることや，実
際のプロセスガスには触媒を劣化（反応活性を低下）さ
せる被毒成分が含まれる場合も多いことなどから，触媒
評価においてはプロセスに供した触媒の分光分析や表面
観察により性状変化を把握し，劣化要因を解析・特定す
ることも極めて重要となる。図 9 に，火力発電所の排
煙脱硝装置にて一定期間使用し性能低下した脱硝触媒の
SEM観察およびEDX分析例を示す12）。触媒表面は石炭
燃焼ガス由来のSiO2 を主成分とする付着物で被膜状に
覆われている。性能低下の主要因がこの被膜による触媒
表面から内部へのガス拡散の阻害であるものと特定し，
継時的な付着物堆積の進行と性能低下の関係から性能予
測モデルを構築した。図10に，触媒の使用期間（時間
数は不記載）に対する反応速度定数変化の予測値と実測
値を示す12）。予測値は実測値とよく一致しており，この
モデルから触媒の寿命（性能下限に至る使用年数）を予
見することができる。当社の神戸発電所ではこれを実適
用して適切な触媒交換時期を決定し，脱硝装置の安定稼
働と操業コスト低減の両立を実現している。

3．将来に向けた展望

　カーボンニュートラル（CN）やサーキュラーエコノ
ミー（CE）の動きが加速する中，吸着分離技術や触媒
反応技術の重要性が今後ますます高まることは間違いな

い。
　当社においても，これまでに重ねた実績や両技術の要
素・基盤を応用し，CNやCEに貢献しうる当社ならでは
の製品・プロセスの創出や用途展開を目指している。な
かでも，国内外で技術開発が進むCCUでは，CO2の還元
によるC1化合物（CO，メタン，メタノール）やオレフ
ィンの合成プロセスにおいて，目的成分を効率よく分離
回収することが全体効率や経済性を左右する重要な要素
であり，回収ガスの高純度と高収率を特長とする当社
PSAの適用が広がることが期待される。また，水素イ
ンフラ関連では，（株）神鋼環境ソリューションが1990
年代に商品化し水電解水素製造装置として国内トップの
実績を有する「HHOG（High-purity Hydrogen Oxygen 
Generator）」について，触媒反応評価技術などを活かし
ながら水素製造効率の向上や大容量化に取り組んでお
り，ニーズが顕在化している再生可能エネルギーを利用
した水電解による「グリーン水素」の普及に応えようと
している13）～15）。
　上述の例に限らず，これまで培った吸着分離および触
媒反応の技術基盤を今後いっそう強化しながら，CNや
CEの進展に伴う需要拡大をビジネスチャンスとして捕
捉していく。

むすび＝当社グループは，1980年代から吸着分離技術お
よび触媒反応技術をコアとした製品・プロセスを開発・
実用化してきた。事業再編も含めた様々な変遷もありつ
つ，現在に至るまで多くのお客様にご評価いただける製
品・プロセスを生み出してきた取り組みの一端を本稿に
てご理解いただければ幸いである。
　われわれの日々の生活が地球規模でのCO2排出削減や
資源循環の動きと不可分になる中，両技術はこれらにま
つわる課題を解決し，安全・安心で持続可能な社会の実
現にいっそう資するものでなければならない。今後も両
技術を深耕しながら，将来にわたって時代の要請に応え
る製品・事業の創出を目指す。
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まえがき＝当社グループは2030年目標として生産プロ
セスにおけるCO2 排出量30～40 ％削減，2050年ビジョ
ンとしてカーボンニュートラル（以下，CN）への挑戦
と達成を掲げ，低炭素社会や循環型社会への取組みを総
合的に進めることにより，“SDGs達成・サステナブル
実現”を目指している。
　その達成に向けては，『再生可能エネルギー（太陽光・
風力・地熱・バイオマスなど）利用』や『非化石燃料（水
素・アンモニアなど）利用』のようにCO2排出量を削減
すること，『二酸化炭素回収・貯留：CCS（Carbon dioxide 
Capture and Storage）』のように排出されたCO2を分離
回収し，特定の空間内に閉じ込めることなどのアプロー
チに加え，人々の生活に必要な炭素資源をリサイクルに
よって賄い，化石資源の新規採掘量を抑制する『炭素資
源循環利用』も重要なアプローチの一つである。
　この炭素資源利用の転換期において，当社はコア技術
の一つである『カーボンリソース転換・利用技術』を活
用して，石炭やバイオマス資源（木質系，下水汚泥，食
品廃棄物，農業残渣系など），産業廃棄物（プラスチック，
タイヤなど）などの炭素資源（カーボンリソース）を機
能性炭素材（炭素繊維，電極材など）に転換して利用す
る取組みを推進している。
　本稿では，カーボンリソース転換・利用技術の開発経

緯および概要を述べ，そのアプリケーション事例につい
て紹介するとともに，サステナブル社会実現に向けた技
術開発の将来展望について解説する。

1．当社における石炭技術開発の経緯

　当社は，日本におけるエネルギーセキュリティ確保の
観点から，未利用の低品位資源を改質して原料炭代替や
燃料として利用するプロセスの開発に80年代から取り
組んできた（図 1）。ここで培われた技術が現在の「カ
ーボンリソース転換・利用技術」の根幹となっている。
そこで，本章では，当社における石炭技術開発の経緯に
触れつつ，おのおのの技術の特徴について述べる。
褐炭液化（Brown Coal Liquefaction；BCL）
　第二次石油危機（1979年）を契機に石油代替燃料の
開発機運が高まる中，当社は，コークス製造用原料炭の
不足・価格高騰への対応策として取り組んでいた豪州ビ
クトリア褐炭からの溶剤精製炭（Solvent Refined Coal；
SRC）製造技術を褐炭液化技術へと発展させた。
　BCLは，褐炭を有機溶剤中で加熱脱水し，鉄系触媒
と水素を用いて液化粗油に転換し，さらなる軽質化と精
製処理を行い，ガソリンや灯軽油を得るプロセスであ
る。豪州褐炭液化プロジェクトでの実証を通じて，高
温・高圧スラリーハンドリング技術や油中脱水技術，水

カーボンリソース
転換・利用技術

CN社会実現に貢献するカーボンリソース転換・利
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素化分解技術，水素化処理技術，溶剤脱灰技術などを構
築し，1990年代以降，これらの要素技術を応用展開した
新しいプロセス開発も積極的に進めてきた1）。
改質褐炭（Upgraded Brown Coal；UBC）
　2000年代に入ると，新興国の台頭とともにエネルギ
ー需給量が大幅な増加傾向となり，石炭火力発電所で利
用されるボイラ炭（瀝青炭（れきせいたん））の価格高
騰に見舞われた。
　当社は，褐炭や亜瀝青炭などの低品位炭を油中で脱水
改質することによって発熱量および安定性を瀝青炭と同
等レベルにまで高めるプロセスを開発した2）。さらには，
安価かつ安定供給の実現に向けて取り組んだインドネシ
アでの600 ton-製品/dayの大型実証試験を通じて自己
熱再生型油中脱水技術，粉体ハンドリング技術（粉砕，
搬送，成型など），固体燃料評価技術，および石炭改質
プロセス設計・制御技術などを獲得し，実用性を備えた
技術へと高度化に取り組んだ3）。
ハイパーコール（Hyper Coal；HPC）
　2000年代半ばには，世界的粗鋼生産量の増加に伴う
コークス用原料炭価格の高騰に加え，中長期的には良質
な粘結材資源の枯渇も懸念され，粘結炭使用量の削減
や，従来はコークス材としての適用が困難とされてきた
劣質炭の有効活用が課題と認識された。当社は，無灰か
つ優れた軟化溶融性を有するHPCに着目し，ガスター
ビン用発電燃料の開発からコークス用粘結材の開発に転
換した。
　HPCは，石炭を溶剤中で加熱抽出（石炭の一部が溶解）
して溶剤に可溶する有機成分と不溶な無機成分とを固液
分離し，溶剤可溶有機成分から溶剤を除去して得られる
無灰炭であり4），小規模ラボ試験からベンチプラントで
の連続プロセス実証を通じ，高温・高圧スラリーハンド
リング技術や溶剤加熱抽出技術，沈降分離技術を強化し
た。
固体燃料ハンドリング技術
　低品位炭のように高O/C比（石炭中に含まれる酸素
と炭素の割合）や高比表面積を有する酸化特性の高い石
炭は，瀝青炭と比較して自然発火しやすい傾向にある。
当社は，低品位炭の自然発熱抑制という高難易度課題に
対し，その発熱メカニズムを把握し，石炭の活性度を低

減させるエージング（低温酸化）技術やパイル貯炭時の
石炭温度を予測するパイルシミュレーション技術 5），自
然発熱特性評価技術を開発した6）。
　本技術は，当社石炭だき火力発電所が保有する石炭サ
イロでの発熱挙動を予測できるシミュレーションモデル
へと改良され，実現場への適用を進め，新規銘柄の導入
可否や運用方法提案への活用が可能となった。
プロセス開発を支える試験インフラ
　当社は，高温高圧試験も対応可能な複数種の試験設備

（図 2）とオペレーション人材を強みとし，プロセス開
発のアイデアを机上検討／ビーカ試験から小型試験を経
て実証レベル（ベンチ／パイロット）にスケールアップ
するまでの諸検討を行い，プロセス全体最適化やプラン
ト概念設計検討を進めてきた。このほかにも，粉砕性評
価装置や熱分析機器，物理分析機器などを備え，プロセ
ス開発（製造技術）から製品の物性評価までを一貫して
行える試験インフラを構築し，現在はカーボンリソース
転換・利用技術の基盤として活用している。

2．カーボンリソース転換・利用技術

　石炭や石油などの化石資源は，エネルギー用途に利用
されるほかに，吸着材，プラスチック，合成繊維，合成
ゴム，塗料など様々な製品や産業分野の原料としても利
用されている。しかしながら，これらの物質は，循環し
て再利用されるものもあるが，最終的には焼却処理さ
れ，その場合はCO2が排出される。サステナブル社会実

図 1   石炭技術開発の経緯
Fig.1   Background of coal technology development

図 2   高温高圧試験設備（試験インフラ一例）
Fig.2  High temperature and high pressure test facility (example of 

test infrastructure)
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現に向けては，エネルギー・燃料資源の脱炭素化のほか
に，こうした製品や産業分野の原料の脱炭素化も求めら
れる。
　当社ではこれまで培った『カーボンリソース転換・利
用技術』を活用して，バイオマスなどの化石由来ではな
い炭素資源を，発電燃料やコークス，機能性炭素材に転
換する取組みを進めており（図 3），本章では，具体的
な開発事例の一部を紹介する。
2. 1　炭素繊維（カーボンファイバー）
　炭素繊維とは炭素原子を集めた繊維であり，PAN系

（アクリル繊維由来）とピッチ系（石炭，石油由来）の
二種類が存在する。一般的に，炭素繊維は「鉄と比較し
て比重で 1/4，比強度で10倍，比弾性率が 7 倍」とい
う特徴を有し，航空機や自動車の軽量化によるCO2排出
量削減や電気自動車の走行距離延長などに貢献可能な素
材として位置づけられている。
　石炭ピッチ系炭素繊維は，コークス製造（石炭乾留）
時に得られる石炭ピッチを精製し，液体と固体の中間的
物質に改質したものを原料とし，溶融紡糸法により得ら
れた繊維を炭素化したものであり，リサイクル面とコス
ト面でそれぞれ課題を有している。
　当社は，国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）
の地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム

（SATREPS）において，京都大学が提案した『低品位
炭とバイオマスのタイ国におけるクリーンで効率的な利
用法を目指した溶剤改質法の開発』に参画し，HPCプロ
セスを用いたバイオマス原料への適用検討に取り組ん
だ。その結果，タイ産の低品位炭およびバイオマス廃棄
物（稲わら）の原料特性に応じた加熱処理を行うことに
より，所定の溶剤抽出物を得るとともに，自生留分（熱
分解過程で生成する液体）を抽出溶剤として利用するこ
とで抽出率が向上する結果を得ており，本技術のバイオ
マスへの適用可能性を確認した。
　また，京都大学では，得られた溶剤抽出物を原料に，
既存の炭素繊維製造方法にて市販の炭素繊維と同等の強
度や表面積などを有する炭素繊維を製造できることを確
認した7）。本技術により得られたバイオマス由来の溶剤
抽出物は，炭素繊維原料としての適用可能性が認めら
れ，次節で述べる電極材用途などに展開している。
2. 2　電気二重層キャパシタ
　太陽光発電や風力発電など再生可能エネルギー由来の
電力平準化などの用途への利用が期待されている電気二
重層キャパシタ（以下，EDLC）は，電解液と電極表面
に電気二重層を形成し充放電を行う蓄電デバイスであ
る。エネルギー密度はリチウムイオン電池より劣るもの
の，長寿命や高速充放電可能といった特徴を有してい
る。その容量は電極表面特性に大きく依存するため，電
極材料には高い比表面積を有し，電気伝導性を示す材料
が好ましい。
　当社は大分大学と共同で，HPCから数nm以下のウル
トラミクロ孔に富んだ細孔構造を有する多孔質炭素

（図 4）を得る技術を開発した。本技術は，HPCを有機
溶媒（ピリジンなど）に溶解させて得られたHPC溶液

をHPC溶解性の乏しい水など（貧溶媒）に加え，瞬時
に炭素前駆体を沈殿析出させた（以下，沈殿法）後に不
融化処理と炭素化処理を行うものであり（図 5），薬剤
などによる賦活処理を必要としないことが特徴となって
いる。この多孔質炭素粉末を用いたEDLC電極材を試作
し，その充放電特性を評価した結果，市販品（活性炭）
よりも高容量を有し，多孔質炭素粉末のEDLC電極とし
ての利用可能性を見出した8）。
　この多孔質炭素粉末の「比表面積が大きく，ウルトラ
ミクロ孔が豊富」という特長を活かし，例えば，処理条
件により細孔径を制御し，そのサイズに応じたガス種を
選択分離することが可能なガス分離材（分子ふるい炭素）
などへの用途展開を検討している。また，炭化度が低く，
酸素含有量の多いバイオマス資源を用いた場合，より比
表面積の大きい多孔質炭素粉末を得られる可能性があ
り，吸着性能が高く，かつ，再生可能な材料としての開
発も進めている。
2. 3　高炉コークス用粘結材（バインダ）
　先に述べたような機能性炭素材を用いた炭素循環利用
によるサステナブル社会実現に向けた取組みに加え，
CNの観点からも，既存製鉄プロセスからのCO2 排出量

図 5   沈殿法による多孔質炭素製造方法
Fig.5   Porous carbon production method by precipitation method

図 4   沈殿法多孔質炭素のTEM画像
Fig.4   TEM image of precipitated porous carbon

図 3   カーボンリソース転換・利用技術の要素技術（一例）
Fig.3  Example of elemental technology for carbon resource 

conversion and application technology
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削減も重要である。ここでは，低還元材比操業に求めら
れる高強度コークスの開発事例を紹介する。
　鉄鉱石を還元して銑鉄を製造する高炉では，鉄鉱石と
コークスが交互に層をなすように炉内へ供給される。コ
ークスは，鉄鉱石の還元材や熱源としての機能のほか
に，高炉内の通気性を確保するスペーサとしての役割を
担っている。とくに，銑鉄の製造効率向上やCO2削減の
観点から低還元材比での操業が求められており，コーク
ス投入量を低減しても炉内通気性を十分に確保できる高
強度コークスの適用が重要である。
　高炉用コークスは，粘結性の高い強粘結炭から低い非
微粘結炭まで様々な原料炭を適宜配合して製造される
が，高強度コークスを製造するには，粘結性や炭化特性
に優れる強粘結炭を多く配合する必要がある。しかしな
がら，強粘結炭は高価なうえに資源的制約もあり，非微
粘結炭などの劣質炭の配合比率を上げ，かつ，要求強度
を満足することが重要な課題であった。
　当社が開発したHPCは図 6 のような炭素化合物の集
合体（分子量：300～1,000程度）と推定され9），溶剤抽
出物であることから分子同士の結合力が弱く，優れた軟
化溶融性を発現するという特徴を有する。HPCを添加
すると配合炭の流動性が向上するため，一定量の一般炭
を配合しつつ実用に十分な強度を有するコークスを製造
することができる。また，NEDO（新エネルギー・産業
技術総合開発機構）からの委託を受け，国内鉄鋼関連会
社 4 社が参画したCOURSE50 10）では，高炉内における
鉄鉱石水素還元を実現させるために必要な高強度コーク
ス製造におけるコークス粘結材としてHPCを用いた低
反応性高強度コークス製造技術を確立し，実コークス炉
でのコークス製造試験および性能評価において，所定の
目標強度を達成した11）。
　また，コークス製造工程におけるCO2排出量を削減す
る方法としては，コークス炉の乾留温度低下，あるいは，
原料炭にバイオマスを配合したコークス利用が考えられ
るが，いずれの場合においても，コークス強度の低下抑
制が重要な課題の一つである。このような課題を解決す
べく，例えば，石炭とバイオマス種（バイオマス炭化物
含む）との相性を考慮した配合設計や事前処理（粉砕，
アルカリ除去など）の実施，バイオマスから得られる溶
剤抽出物のコークス用粘結材利用などに取り組んでい
る。

3．サステナブル社会実現に向けた技術開発の
将来展望

　本章では，第 1 章や第 2 章で述べた技術開発を通じて
獲得/強化してきた工業化プロセス設計基盤（インフラ
設備，オペレーション人材，プロセス設計・評価手法な
ど）を活用した新たな取組み例を紹介する。
3. 1　サステナブル社会実現に向けたCN化への対応
　経済産業省のカーボンリサイクルロードマップ（2023
年 6 月策定）では，2030年の早期普及実現を目指し，水
素が不要な技術として鉱物利用（コンクリート，炭酸塩
など）が位置付けられている12）。
　製鉄プロセスからの副産物である製鋼スラグには鉄鋼
材料の不純物（P, Sなど）を除去するために必要なCa
などのアルカリ成分が多く含まれている。これらのアル
カリ成分はCO2と反応しやすいことから、CO2固定化に
有用な材料であることに着目し，当社グループでは，
CNに寄与する技術として，NEDO委託研究『カーボン
リサイクル・次世代火力発電等技術開発/CO2排出削減・
有効利用実用化技術開発』において，製鋼スラグを活用
したCO2固定化技術（以降，スラグ炭酸化技術）の開発
を進めている。スラグ炭酸化技術（図 7）とは，製鋼ス
ラグに含まれるCa成分を溶媒側へ抽出し，Ca成分を含
む溶媒にCO2ガスを吹き込み，炭酸カルシウム（CaCO3）
としてCO2を固定化する技術であり13），本プロセスで得
られる製品として炭酸カルシウムとCa抽出後スラグが
ある。
　現在，スラグ処理量100 kg/バッチでの試験を積み重
ね，スケールアップデータの取得と製品サンプルの用途
探索を進めている。炭酸カルシウムは，国内既存市場が
480万トン規模であり，製紙や樹脂，塗料，建材などが
主な用途である。本プロセスにて得られる炭酸カルシウ
ムはCO2フリーとして位置づけられ，お客様製品の原料
として利用いただくことによりCO2排出量の少ない製品
としての活用が可能である。いっぽう，Ca成分抽出後
スラグは路盤材などの既存用途での活用を見込んでい
る。
3. 2　サステナブル社会実現に向けた資源循環への対応
　プラスチック業界においては，「プラスチックに係る
資源循環の促進等に関する法律（環境省，2022年 4 月施

図 6   HPCの推定分子構造
Fig.6   Estimated molecular structure of soluble fraction of HPC

図 7   鉄鋼スラグへのCO2固定化技術のブロックフロー図13）

Fig.7   Block flow diagram of CO2 fixation technology for steel slag
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行）14）」が施行され，航空機業界においては，国土交通
省が日本のエアラインによる燃料使用量の10 %を持続
可能な航空燃料（Sustainable Aviation Fuel；SAF）に
置き換えるという目標を設定するなど，各業界において
炭素資源の循環利用が求められている。
　このような動きに対し，当社が保有する加熱ろ過抽出
技術や水素化分解/水素化処理技術などを活用し，廃プ
ラや廃タイヤなどの精密熱分解制御によるポリマからの
モノマ化，基幹物質への転換，バイオマス（木質，農業
残渣など）のガス化，水素化処理＆フィッシャー・トロ
プシュ（Fischer-Tropsch；FT）合成によるSAF製造
技術の調査を進めている。
　この他にも，パームヤシの空果房（Empty Fruits 
Bunch；EFB）の半炭化技術や水熱炭化技術による燃料
化検討やコーヒーかすの油中脱水による燃料化などの知
見をもとに，様々なバイオマス資源を溶剤抽出物や炭化
物に転換し，製鉄プロセス用途（還元鉄製造プロセス用
浸炭材や電気炉加炭材など）への適用可能性を検討して
いる。当社製鉄プロセスのCN化実現に向け，再生可能
な固形炭素資源を活用し，CO2排出量削減に貢献してい
きたい。

むすび＝当社は，コア技術の一つである『カーボンリソ
ース転換・利用技術』を活用して，石炭やバイオマスな
どのカーボンリソースから機能性炭素材料に転換して利
用する取組みを推進し，サステナブル社会実現に貢献し
ていく。
　さらには，これまで当社が培ってきた工業化プロセス
設計基盤を活用し，サステナブル社会実現に向けた炭素
資源の循環利用における新たな取組みを創出していく。
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編集後記
＜特集：KOBELCOのマテリアリティ
と価値創造を支える21のコア技術＞
＊今回，当社グループが特定している価
値創造領域の 3 つのマテリアリティ（重
要課題）「グリーン社会への貢献」「安全・
安心なまちづくり・ものづくりへの貢献」

「人と技術で繋ぐ未来へのソリューショ
ン提供」とこれを支える21のコア技術に
焦点を当てた特集を組みました。これま
での当社技報では，特定の事業領域や技
術領域における当社のアクティビティを
紹介してきましたが，本特集では当社グ
ループの特徴である幅広い事業展開を支
える多様なコア技術について，その発展
の歴史から現状，そして将来へ向けての
展望を紹介することで，当社グループの
保有する特徴ある技術の全体感を俯瞰

（ふかん）してご理解いただける内容に
なっています。
＊まず前半では，当社グループの技術開
発に対する歴史的背景やその特徴を俯瞰
し，今後の方向性を展望しています。さ
らに価値創造領域における 3 つのマテリ
アリティそれぞれについて当社グループ
の取組みを技術的な側面から取り上げ，
21のコア技術がどのように活用されてい
るのかについて解説しています。
＊後半は21のコア技術それぞれについて

その内容を解説していますが，その特徴
や強みのみならず，これらがどのような
背景のもとに培われ進化し現在に至った
か，そして将来に向けた可能性も含め，
事例も交えながら紹介しています。
＊いずれも非常に幅広い内容を限られた
ページ数で解説させていただいた故，本
記事だけでは説明が不十分な面もありま
すので，より詳細をお知りになりたい場
合は本文内で引用している当社技報や学
協会論文などの参考文献をご参照くださ
い。
＊今後も当社グループは「安全・安心で
豊かな暮らしの中で，今と未来の人々が
夢や希望をかなえられる世界」の実現に
向け，マテリアリティに取り組んでいく
所存ですが，当社グループのみでは完結
できないより大きな社会課題の解決に向
けては，お客様との連携もますます重要
になってきます。本特集が当社グループ
の価値創造領域における取り組みや，こ
れを支えるコア技術をご理解いただくた
めの一助となればと考えておりますの
で，掲載した内容に関してご興味がござ
いましたら，是非ご意見，ご感想をいた
だけますと幸いです。

（本家浩一）

次号予告
＜特集：DXで目指すKOBELCOらしさ＞
＊カーボンニュートラル社会への急激な
移行，コロナ禍を契機とした産業構造の
変化，高齢化社会による働き手の不足，
地政学的リスクの高まりなど，世の中は
めまぐるしいスピードで変化するととも
に新たな社会課題が顕在化してきてお
り，事業環境は不確実性が増してきてい
ます。
＊ こ の よ う な 事 業 環 境 下 に お い て，
KOBELCOグループが様々なステークホ
ルダの皆様に新たな価値を時代に先駆け
て提供し続けていくためには，グループ
が保有する多種多様な技術資産，ビジネ
ス資産を，データを基軸に整理しつつ，
新たなデジタル技術や業務プロセス，ビ
ジネスプロセスと結合させて変革を図る
デジタル・トランスフォーメーション

（DX）を進めることが大きな課題の一つ
となっています。

＊次号特集「DXで目指すKOBELCOら
しさ」では，素材系事業，機械系事業，
電力事業などKOBELCOグループの幅広
い事業領域における「DX」の事例を集
めました。この特集では，人材育成から
ものづくりの変革，社会課題の解決や新
たな価値の創造まで多様な「変革」の取
り組みを紹介する予定ですが，このよう
な変革の目指す方向の「総体」がこれか
らの「KOBELCOらしさ」を形作ってい
くものと考えます。
＊本特集号が，当社グループの「DX」
事例の紹介にとどまらず，お客様やパー
トナー，地域社会の皆様や当社従業員な
ど，様々なステークホルダの皆様と，
KOBELCOと一緒に目指す「あした」に
向けての「かけ合わせ」を考えるきっか
けになればと願っています。

（池田英生）
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